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1. 共通事項 

  



1.1－2 

1.1 対象設備 

耐震安全性評価の対象とする屋外重要土木構造物は，Ｓクラスの機器・配管の間接支持構造

物若しくは非常時における海水の通水機能・貯水機能を求められる取水構造物，屋外二重管，

貯留堰，常設代替高圧電源装置置場及び常設代替高圧電源装置用カルバートである。 

また，同様に耐震安全性評価の対象とする「常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事

故緩和設備」及び「常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置される重

大事故等対処施設」に該当する土木構造物である代替淡水貯槽，常設低圧代替注水系ポンプ室，

常設低圧代替注水系配管カルバート，格納容器圧力逃がし装置用カルバート，緊急用海水ポン

プピット，緊急用海水取水管，ＳＡ用海水ピット，海水引込み管，ＳＡ用海水ピット取水塔，

緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎，可搬型設備用軽油タンク基礎についても記載す

る。 

なお，防潮堤及び貯留堰については，津波防護施設としての耐震安全性評価を別途実施する。 

これらの屋外重要土木構造物等の位置図を図 1.1－1 に示す。 
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1.2－1 

1.2 屋外重要土木構造物の要求性能と要求性能に対する耐震評価内容 

屋外重要土木構造物は，Ｓクラスの機器・配管系の間接支持構造物又は非常用取水設備で

あることを考慮し，その要求性能については，想定する地震動に対して次のように設定す

る。 

① 支持性能：Ｓクラスの機器・配管系を間接支持する構造物について，機器・配管系の

各機能を安全に支持できること。 

② 通水性能：非常用取水設備のうち，通水断面を有する構造物について，通水機能を保

持できること。 

③ 貯水性能：非常用取水設備について，著しい漏水がなく，所要の海水を貯留できるこ

と。 

④ 止水性能：津波防護施設，浸水防止設備を間接支持する構造物について，止水機能を

有すること。 

上記性能維持については，必ずしも同一の評価基準を満足することで確認できるもので

はないことから，以下のとおり，要求性能毎に条件を整理し，基本となる評価内容及び要

求性能を踏まえた追加検討内容について定める。 

なお，屋外重要土木構造物の要求性能と要求性能に対する耐震評価は，以下の基本設計

方針に基づく。 

・添付書類「Ⅴ-2-1-1 耐震設計の基本方針の概要」

・添付書類「Ⅴ-2-1-3 地盤の支持性能に係る基本方針」

・添付書類「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」

・添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」

1.2.1 支持性能 

支持性能については，屋外重要土木構造物が間接支持する機器・配管系による耐荷性能

を維持できることと同義であることから，構造物が終局状態に至らないことを目標性能と

する。したがって，目標性能に対応した許容限界として，曲げについては限界層間変形角

又は終局曲率，せん断についてはせん断耐力（限界層間変形角，終局曲率及びせん断耐力

の許容限界に対しては妥当な安全余裕を持たせる。）を設定する。 

ただし，構造物が間接支持する機器・配管系の機能維持のための与条件がある場合は，

当該項目について別途検討を行う。具体的には，Ｓクラス施設又は設備である浸水防護施

設を間接支持する構造物の耐震安全性評価においては，構造部材の損傷程度がおおむね弾

性範囲内であることを確認する。 



1.2－2 

1.2.2 通水性能 

通水性能については，屋外重要土木構造物の構造部材が損傷した場合でも，所定の水量

を確保できるだけの通水断面が保持されればよいため，「1.2.1 支持性能」と同様に，

構造物が終局状態に至らないことを目標性能とする。 

1.2.3 貯水性能及び止水性能 

貯水性能及び止水性能について，鉄筋コンクリート部材においては，構造部材を貫通す

るような顕著なひび割れが生じていない状態であれば，構造部材からの漏水は無いと判断

できることから，断面が降伏に至らないことを目標性能とする。鋼材においては，構造部

材が破断していない状態であれば，構造部材からの漏水は無いと判断できることから，構

造部材が終局状態に至らないことを目標性能とする。また，構造部材のせん断について

は，せん断破壊が脆性的な破壊形態を示すことから，せん断耐力に至るまでは部材を貫通

するような顕著なひび割れは発生しないと判断し，終局状態に至らないことを目標性能と

する。 

1.2.4 屋外重要土木構造物の耐震安全性に関する整理 

既設構造物の支持性能及び通水性能に対しての許容限界は，曲げ及びせん断ともに終局

限界とする。また，貯水性能及び止水性能に対しての許容限界として，曲げについては断

面降伏を，せん断については終局限界（せん断耐力）を適用する。結果として，せん断に

対しては，いずれの要求性能に対しても終局限界が統一的な許容限界として適用されるこ

とになるが，この許容限界について各種安全係数を考慮することで，せん断についても終

局限界に対し妥当な安全余裕を考慮した設計を行う方針とする。 

なお，新設屋外重要土木構造物は，許容応力度法による評価を基本としており，短期許

容応力度を許容限界とする場合は，発生応力度が許容限界以下であることを確認すること

で，降伏状態又は終局状態に至らないことは自明であるため，支持性能，通水性能，貯水

性能及び止水性能に対する目標性能の全てを満足することとなる。各要求性能と短期許容

応力度の関係の概念を図 1.2－1 に示す。 

図 1.2－1 各要求性能と許容限界の関係の概念 

表 1.2－1に，屋外重要土木構造物の要求性能及び目標性能の整理表を示す。また，表

1.2－2に屋外重要土木構造物の要求性能一覧を示す。 

（曲げ）

断面降伏（貯水，止水性能）

断面終局
（間接支持，通水性能）

曲げモーメント

曲率

（せん断）

せん断力

せん断ひずみ

短期許容応力度

許容応力度 許容応力度

短期許容応力度

せん断耐力（間接支持，通水，貯水，止水性能）
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表 1.2－1 屋外重要土木構造物の要求性能及び目標性能の整理表 

注記 ＊1 許容限界として設定する限界曲率及びせん断耐力は，各種係数を見込むことで安全余裕を考慮する。 

＊2 鉄筋コンクリート部材の限界曲率：圧縮縁コンクリートひずみ 1.0％に対応する曲率 

＊3 鋼材の限界曲率：終局曲率

屋外重要土木構造物に求められる性能 

①支持性能 ②通水性能 ③貯水性能及び④止水性能 

要求性能 Ｓクラスの機器・配管系を安全に指示できる 海水の通水断面を閉塞しない 漏水が無く，止水性を保持できる 

目標性能 

＜鉄筋コンクリート部材及び鋼材＞ 

・構造物が終局状態に至らない

・機器・配管系の制約条件を満足する

＜鉄筋コンクリート部材及び鋼材＞ 

・構造物が終局状態に至らない

＜鉄筋コンクリート部材＞ 

・鉄筋が降伏しない

＜鋼材＞ 

・鋼材が終局状態に至らない

設定理由 

機器・配管系の支持性能は，耐荷性能を維持

することと同義であり，構造物が終局状態に

至らないことを目標性能とする。ただし，支

持する Sクラスの機器・配管系の機能維持の

ための与条件がある場合は，別途確認を行

う。 

構造物が終局状態に至った場合で

も，直ちに通水断面の閉塞に繋がる

事象には至らないが，保守的に①と

同様に，終局状態に至らないことを

目標性能とする。 

鉄筋コンクリート部材においては，断面が

降伏に至らない状態及びせん断耐力以下で

あれば，漏水が生じるような顕著な（部材

を貫通するような）ひび割れは発生しない

ことから，鉄筋が降伏しないこと及び発生

せん断力がせん断耐力以下であることを目

標性能とする。 

鋼材においては，構造部材が破断していな

い状態であれば，漏水は無いと判断できる

ことから，①と同様に終局状態に至らない

ことを目標性能とする。 

許容限界 終局耐力（全塑性モーメント） 同左 降伏耐力 

主な照査結果・

許容限界 

曲げ 

＜鉄筋コンクリート部材＞ 

発生曲率＜限界曲率＊1，＊2

＜鋼材＞ 

発生曲率＜限界曲率＊1，＊3 

同左 

＜鉄筋コンクリート部材＞ 

鉄筋の引張応力＜鉄筋の降伏強度 

＜鋼材＞ 

発生曲率＜限界曲率＊1，＊3 

せん断 

＜鉄筋コンクリート部材及び鋼材＞ 

発生せん断力＜せん断耐力※1 同左 同左 
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表 1.2－2 屋外重要土木構造物の要求性能一覧 

構造物名称 

要求性能 

新設/既設 
非常用 

取水設備 

間接支持する 

浸水防護施設 
① 

支持性能

② 

通水性能

③，④ 

貯水性能

止水性能

取水構造物 ○ ○ ○ 既設   

・取水路点検用開口部浸水防止蓋 

・海水ポンプ室ケーブル点検口浸水防止蓋 

・海水ポンプグランドドレン排出口逆止弁 

・取水ピット空気抜き配管逆止弁 

屋外二重管 ○ － － 新設/既設 － － 

常設代替高圧電源装置置場場及び西側淡水貯水設備 ○ － ○ 新設 － － 

常設代替高圧電源装置用カルバート（トンネル部） ○ － － 新設 － － 

常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑部） ○ － ○ 新設 － 
・常設代替高圧電源装置用カルバート原子炉建屋側 

水密扉 

常設代替高圧電源装置用カルバート 

（カルバート部） 
○ － － 新設 － － 

代替淡水貯槽 ○ － ○ 新設 － ・常設低圧代替注水系格納槽可搬型ポンプ用水密ハッチ 

常設低圧代替注水系ポンプ室 ○ － ○ 新設 － ・常設低圧代替注水系格納槽点検用水密ハッチ 

常設低圧代替注水系配管カルバート ○ － － 新設 － － 

格納容器圧力逃がし装置用配管カルバート ○ － － 新設 － ・格納容器圧力逃がし装置格納槽点検用水密ハッチ 

緊急用海水ポンプピット ○ － ○ 新設   

・緊急用海水ポンプピット点検用開口部浸水防止蓋 

・緊急用海水ポンプ点検用開口部浸水防止蓋 

・緊急用海水ポンプ室人員用開口部浸水防止蓋 

・緊急用海水ポンプグランドドレン排出口逆止弁 

・緊急用海水ポンプ室床ドレン排出口逆止弁 

緊急用海水取水管 － ○ －＊ 新設   － 

ＳＡ用海水ピット ○ － ○ 新設   ・ＳＡ用海水ピット開口部浸水防止蓋 

海水引込み管 － ○ －＊ 新設   － 

ＳＡ用海水ピット取水塔 － ○ －＊ 新設   － 

緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎 ○ － － 新設 － － 

可搬型設備用軽油タンク基礎 ○ － － 新設 － － 

注記 ＊：地下水位面よりも十分深い岩盤内に設置されており，その周辺環境を考慮した結果，躯体に止水性能を要求しなくとも機能上問題無いと 

     判断した構造物 



1.3－1 

1.3 安全係数 

屋外重要土木構造物の許容限界については，添付書類「Ⅴ-2-1-1 耐震設計の基本方針」の

とおり，以下の基本方針としている。 

 

新設屋外重要土木構造物は，構造部材の曲げ軸力に対しては短期許容応力度，構造部材のせ

ん断力に対しては短期許容せん断応力度を許容限界とするが，構造部材のうち，鉄筋コンクリ

ートの曲げ軸力に対しては限界層間変形角又は終局曲率，鋼材の曲げ軸力に対しては終局曲率，

鉄筋コンクリート及び鋼材のせん断力に対してはせん断耐力を許容限界とする場合がある。 

既設屋外重要土木構造物の構造部材のうち，鉄筋コンクリートの曲げ軸力に対しては限界層

間変形角又は終局曲率，鋼材の曲げ軸力に対しては終局曲率，鉄筋コンクリート及び鋼材のせ

ん断力に対してはせん断耐力を許容限界とする。 

なお，限界層間変形角，終局曲率及びせん断耐力の許容限界に対しては妥当な安全余裕を持

たせることとし，それぞれ安全余裕については各施設の機能要求等を踏まえ設定する。 

 

上記の基本方針に基づき，既設屋外重要土木構造物である取水構造物の耐震評価にあたって

は，鉄筋コンクリート部材及び鋼管杭の曲げ軸力照査は終局曲率（具体的には，全塑性モーメ

ントに相当する曲率での変形性能照査を実施する。），せん断力照査はせん断耐力を許容限界

とした終局状態を想定した評価を実施する。また，その他の屋外重要土木構造物については，

構造部材の曲げ軸力照査及びせん断力照査は短期許容応力度を許容限界として評価を実施する。 

曲げ軸力照査について全塑性モーメントを用いる耐震安全性評価及び，せん断力照査につい

てせん断耐力を用いる耐震安全性評価では，当該許容限界値に対して妥当な安全余裕を確保す

るため，構造部材の照査の過程において複数の安全係数を考慮する。 

安全係数は，材料係数，部材係数，荷重係数，構造解析係数及び構造物係数の 5 種に分けら

れる。それぞれの安全係数の考え方を図 1.3－1に示す。 

安全係数の設定については，屋外重要土木構造物の構造的な特徴を踏まえ，その適用性を判

断した上で参考とする規格・基準類を表 1.3－1のとおり選定した。 

表 1.3－2に，鉄筋コンクリート部材の曲げ軸力照査及びせん断力照査に用いる安全係数とそ

の設定の考え方を示す。また，表 1.3－3 に，鋼管杭の曲げ軸力照査及びせん断力照査に用いる

安全係数とその設定の考え方を示す。 

安全係数については，各規格・基準類で，必ずしも一定の値が定められているわけではない

ことから，屋外重要土木構造物の特徴，耐震評価における解析手法及び物性値の設定根拠等を

考慮し，表 1.3－2及び表 1.3－3に示すとおり設定する。 
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図 1.3－1 安全係数の考え方 

材料の特性値 
設計基準強度 

設計強度 設計用断面耐力 

荷重の特性値 設計作用荷重 

γｍｃ 

γｍｓ 
γｂ 

設計断面力 

材料係数 部材係数 

γｆ 

構造物係数 

γａ 

荷重係数 構造解析係数 

γi 
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表 1.3－1 安全係数の設定において参考とした規格・基準類とその適用性 

参考とした規格・基準 規格・基準の適用範囲・対象構造物 適用性 
部材毎の参照先 

RC 部材 鋼管杭

①コンクリート標準示方書 

[構造性能照査編] 

（（社）土木学会，2002 年制定）＊ 

一般のコンクリート構造物及びプレストレスコ

ンクリート及び鋼コンクリート合成構造（設計

基準強度 80N/㎜ 以下） 

土木系コンクリート構造物の設計から維持管

理に至るまで幅広く活用されているととも

に，工認実績のある規格・基準であることか

ら適用性は高いと判断。 

○  

②原子力発電所屋外重要土木構造

物の耐震設計性能照査指針・マ

ニュアル 

（（社）土木学会，2005 年） 

原子力発電所屋外重要土木構造物 

（①Ｓクラスの機器・配管を支持する鉄筋コン

クリート構造物または①と同等の耐震安全性

が要求される鉄筋コンクリート構造物） 

原子力発電所屋外重要土木構造物に特化した

規格・基準であり，屋外重要土木構造物の特

徴（埋設されたＲＣ構造)を十分に考慮され

たものであることから適用性は高いと判断。

○  

③鉄道構造物等設計基準・同解説 

耐震設計 

（鉄道総合研究所，2012 年） 

鉄道の橋梁，高架橋，橋台，擁壁，特殊な条件

下のトンネル等の鉄道構造物 

対象とする構造物（例えば開削トンネル（ボ

ックスカルバート等））の構造上の特徴が，

屋外重要土木構造物と比較的類似しているこ

とから適用性は高いと判断。 

○  

④鋼・合成構造標準示方書 

[耐震設計編] 

（（社）土木学会，2008 年制定） 

一般の鋼構造物，合成桁，及び合成梁 

一般の鋼構造物の設計から維持管理に至るま

で幅広く活用されていることから，鋼管杭に

対して適用性は高いと判断。 

 ○ 

⑤鉄道構造物等設計標準・同解説 

（鉄道総合研究所，2009 年） 

鉄道の橋梁，高架橋，橋台，擁壁，特殊な条件

下のトンネル等の鉄道構造物 

鉄道の支持構造物として，対象とする鋼部材

の要求性能が屋外重要土木構造物と同等か，

それ以上であると考え，鋼管杭に対しての適

用性は高いと判断。 

 ○ 

注記 ＊：耐震設計にかかわる工認審査ガイド（原子力規制委員会，2013）において適用実績のある耐震設計に関連した規格及び基準 
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表 1.3－2（1） 鉄筋コンクリート部材の耐震評価における安全計数の考え方（せん断力照査） 

安全計数 
係数の概要・ 

設定に至る背景 
考慮の方法 

各種規格・基準に基づく標準定期な値＊1

屋外重要土木構造物の耐震評価で採用した値及び設定

の考え方 
①＊2 ②＊3 ③＊4 

材料係数 

γmc ・耐力評価に用いる材料の設計

用値の評価 

・物性のばらつきや供試体と構

造物中との材料特性の差異，

材料特性の経時的変化を考慮 

・コンクリートの設計圧縮強

度を当該値で除する 
1.3 1.3 1.3 1.3 文献に基づく標準的な値を設定。 

γms 
・鉄筋の降伏強度を当該値で

除する 
1.0 1.0 1.0 1.0 文献に基づく標準的な値を設定。 

部材係数 

γbc ・設計用断面耐力の評価 

・部材耐力の計算上の不確実

性，部材寸法のばらつきの影

響，部材の重要度を考慮 

・コンクリートが分担するせ

ん断耐力を当該値で除する 
1.3 1.3 

1.1～1.3 

1.3 文献に基づく標準的な値を設定。 

γbs 
・せん断補強筋が分担するせ

ん断耐力を当該値で除する 
1.1 1.1 1.1 文献に基づく標準的な値を設定。 

荷重係数 γf 

・設計荷重評価 

・荷重の変動，荷重の算定方法

の不確実性，設計耐用期間中

の荷重の変化，荷重特性が限

界状態に及ぼす影響，環境作

用の変動等を考慮 

・永久荷重，変動荷重，偶発

荷重（地震荷重）の特性値

に当該荷重を乗じる 

1.0～1.2

（偶発荷

重は 1.0）

1.0 1.0 1.0 

偶発荷重については，文献に基づく標準的

な値を設定。永久荷重については，ＦＥＭ

解析の適用により評価精度は高いことか

ら，1.0 に設定。変動荷重は，設計上見込ん

でいない。 

構造解析係数 γa 

・断面力の評価 

・断面力算定時の構造解析の不

確実性等を考慮 

・発生断面力に当該値を乗じ

る 
1.0 1.05～ 1.0 1.05 保守的に文献②に基づき 1.05 に設定。 

構造物係数 γi 

・構造物の総合的な安全性評価 

・構造物の重要度，限界状態に

達したときの社会的影響を考

慮 

・発生断面力に当該値を乗じ

る 
1.0～1.2 1.0 1.0 1.0 

構造物の重要度及び限界状態に達したとき

の社会的影響については，屋外重要土木構

造物として基準地震動Ｓｓによる地震力を適

用することで十分に考慮されているとして

1.0 として設定。 

注記 ＊1：規格・基準①，③における曲げ軸力照査は，材料係数を見込んだ設計強度から設計用断面耐力にて照査する手法であるのに対し，規格・基準

②は変形量による照査手法を標準としている。 

＊2：コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（（社）土木学会，2002 年制定） 

＊3：原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（（社）土木学会，2005 年） 

＊4：鉄道構造物等設計標準・同解説 耐震設計（鉄道総合研究所，2012 年） 

  



 

1
.
3
－

5 

表 1.3－2（2） 鉄筋コンクリート部材の耐震評価における安全係数の考え方（変形による曲げ軸力照査） 

安全計数 
係数の概要・ 

設定に至る背景 
考慮の方法 

各種規格・基準に基づく標準定期な値＊1

屋外重要土木構造物の耐震評価で採用した値及び設定

の考え方 
①＊2 ②＊3 ③＊4 

材料係数 

γmc ・耐力評価に用いる材料の設計

用値の評価 

・物性のばらつきや供試体と構

造物中との材料特性の差異，

材料特性の経時的変化を考慮 

・コンクリートの設計圧縮強

度を当該値で除する 
1.3 1.0 1.3 1.0 

地震応答解析による変形量（全塑性モーメ

ントに相当する曲率）を許容限界値とする

ことから照査手法に整合する②に基づき設

定。 

γms 
・鉄筋の降伏強度を当該値で

除する 
1.0 1.0 1.0 1.0 文献に基づく標準的な値を設定。 

部材係数 γb 

・設計用断面耐力の評価 

・部材耐力の計算上の不確実

性，部材寸法のばらつきの影

響，部材の重要度を考慮 

・曲げに対する限界値を当該

値で除する 

1.1 1.0 1.0～1.15 1.0 

限界層間変形角の設定にあたっては，保守

的な配慮が行われていることから，文献②

に基づき 1.0 に設定。 

荷重係数 γf 

・設計荷重評価 

・荷重の変動，荷重の算定方法

の不確実性，設計耐用期間中

の荷重の変化，荷重特性が限

界状態に及ぼす影響，環境作

用の変動等を考慮 

・永久荷重，変動荷重，偶発

荷重（地震荷重）の特性値

に当該荷重を乗じる 

1.0～1.2

（偶発荷

重は 1.0）

1.0 1.0 1.0 

偶発荷重については，文献に基づく標準的

な値を設定。永久荷重については，ＦＥＭ

解析の適用により評価精度は高いことか

ら，1.0 に設定。変動荷重は，設計上見込ん

でいない。 

構造解析係数 γa 

・断面力の評価 

・断面力算定時の構造解析の不

確実性等を考慮 

・発生断面力に当該値を乗じ

る 
1.0 1.2 1.0 1.2 保守的に文献②に基づき 1.2 に設定。 

構造物係数 γi 

・構造物の総合的な安全性評価 

・構造物の重要度，限界状態に

達したときの社会的影響を考

慮 

・発生断面力に当該値を乗じ

る 
1.0～1.2 1.0 1.0 1.0 

構造物の重要度及び限界状態に達したとき

の社会的影響については，屋外重要土木構

造物として基準地震動Ｓｓによる地震力を適

用することで十分に考慮されているとして

1.0 として設定。 

注記 ＊1：規格・基準①，③における曲げ軸力照査は，材料係数を見込んだ設計強度から設計用断面耐力にて照査する手法であるのに対し，規格・基準

②は変形量による照査手法を標準としている。 

＊2：コンクリート標準示方書〔構造性能照査編〕（（社）土木学会，2002 年） 

＊3：原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（（社）土木学会，2005 年） 

＊4：鉄道構造物等設計基準・同解説 耐震設計（鉄道総合研究所，2012 年） 
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表 1.3－3 鋼管杭の耐震評価における安全係数の考え方（曲げ軸力照査及びせん断力照査） 

安全係数 
係数の概要・ 

設定に至る背景 
考慮の方法 

各種規格・基準に基づく 

標準的な値 
屋外重要土木構造物の耐震評価で採用した値及び

設定の考え方 
④＊1 ⑤＊2 

材料係数 γm

・耐力評価に用いる材料の設計

用値の評価 

・物性のばらつきや供試体と構

造物中との材料特性の差異，

材料特性の経時的変化を考慮 

・鋼材の降伏強

度を当該値で

除する 

1.0＊3 1.05＊3 1.0＊4 

統一的に文献④の安全係数を採用している。 

 

材料係数に関しては文献⑤の方がより保守的な

値となっているが，照査値に対しての感度は構

造解析係数の方が大きく，総合的には文献④の

方がより保守的な照査結果となることを確認し

た上で，上記のような方針とする。 

部材係数 γb

・設計用断面耐力の評価 

・部材耐力の計算上の不確実

性，部材寸法のバラツキの影

響，部材の重要度を考慮 

・各種限界値を

当該値で除す

る 

1.1＊3 1.0～1.15＊3 1.1＊4 

荷重係数 γf

・設計荷重評価 

・荷重の変動，荷重の算定方法

の不確実性，設計耐用期間中

の荷重の変化，荷重特性が限

界状態に及ぼす影響，環境作

用の変動等を考慮 

・永久荷重，変

動荷重，偶発

荷重（地震荷

重）の特性値

に当該荷重を

乗じる 

1.0＊3 1.0＊3 1.0＊4 

構造解析 

係数 
γa

・断面力の評価 

・断面力算定時の構造解析の不

確実性を考慮 

・発生断面力に

当該値を乗じ

る 

1.05＊3 1.0＊3 1.05＊4 

構造物係数 γi

・構造物の総合的な安全性評価 

・構造物の重要度，限界状態に

達したときの社会的影響を考

慮 

・発生断面力に

当該値を乗じ

る 

1.0＊3 1.0＊3 1.0＊4 

注記 ＊1：鋼・合成構造標準示方書（（社）土木学会，2008 年制定） 

＊2：鉄道構造物等設計標準・同解説（鉄道総合研究所，2009 年） 

＊3：④⑤の規格・基準においては，安全係数を曲げ軸力照査及びせん断力照査で区別していない。 

＊4：曲げ軸力照査及びせん断力照査共通の安全係数として設定する。 



 1.4.2－1 

1.4.2 取水構造物の断面選定の考え方 

図 1.4.2－1 に取水構造物の平面配置図を示す。また，図 1.4.2－2に取水構造物の平面図

及び縦断図を，図 1.4.2－3 に取水構造物の断面図を示す。 

取水構造物は，Ｓクラス設備である残留熱除去系海水系ポンプ，非常用ディーゼル発電機

用海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプ（以下「非常用海水ポ

ンプ」という。），取水路点検用開口部浸水防止蓋，海水ポンプグランドドレン排出口逆止弁，

取水ピット空気抜き配管逆止弁，潮位計，取水ピット水位計等の間接支持機能を有する。 

図 1.4.2－4 に上載構造物概略位置図を示す。また，非常用海水ポンプ周囲の非常用海水配

管及びストレーナの配置を図 1.4.2－5に示す。 

取水構造物は，延長約 57 m，幅約 43 m，高さ約 12 m の鉄筋コンクリート造の地中構造物

であり，杭を介して十分な支持性能を有する岩盤に設置する。取水方向に対して複数の断面

形状を示すが，構造的には多連ボックスカルバート状のラーメン構造である。 

取水路である 8連のボックスカルバート区間においては，頂版には取水方向に概ね規則的

に開口が存在する。図 1.4.2－6 に取水路の開口位置を示す。 

  



1.4.2－2 

図 1.4.2－1（1） 取水構造物の平面配置図（全体平面図） 

図 1.4.2－1（2） 取水構造物の平面配置図（拡大図） 



1.4.2－3 

図 1.4.2－2 取水構造物の平面図及び縦断図 



1.4.2－4 

図 1.4.2－3（1） 取水構造物の断面図（取水ピット） 

図 1.4.2－3（2） 取水構造物の断面図（取水路） 



1.4.2－5 

図 1.4.2－4 上載構造物概略位置図 



1.4.2－6 

図 1.4.2－5 非常用海水配管及びストレーナの配置 

図 1.4.2－6 取水路区間の開口位置 



1.4.2－7 

(1) 耐震評価候補断面の整理

「1.4.1 方針 ①断面評価候補断面の整理」に従い，耐震評価候補断面を整理する。取水

構造物においては，縦断方向（通水方向）は，加振方向と平行に配置される側壁又は隔壁を耐

震設計上見込むことができるため，強軸断面方向となる。一方，横断方向（通水方向に対し直

交する方向）は，通水機能を確保するため，加振方向と平行に配置される構造部材が少ないこ

とから弱軸断面方向となる。評価対象断面の方向の選定を表 1.4.2－1 に示す。 

以上のことから，取水構造物の耐震性評価では，構造の安定性に対し支配的な弱軸断面方向

である横断方向を評価対象断面の方向とする。主要構造区分と耐震評価候補断面位置を図

1.4.2－7に，取水構造物の周辺地質構造を図 1.4.2－8に示す。各耐震評価候補断面図の特徴

を表 1.4.2－2に，①－①～⑥－⑥の各断面図を図 1.4.2－9示す。 

表 1.4.2－1 取水構造物の評価対象断面の方向の選定 



1.4.2－8 

図 1.4.2－7 主要構造区分と耐震評価候補断面位置 



 1.4.2－9 

 

 

（断面⑤－⑤に対応） 

 

 

（断面④－④に対応） 

 

（断面①－①，断面②－②，断面③－③に対応） 

図 1.4.2－8（1） 取水構造物の周辺地質構造（横断面） 

  



 1.4.2－10 

 

 

 

 

（断面⑥－⑥に対応） 

図 1.4.2－8（2） 取水構造物の周辺地質構造（縦断面） 
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表 1.4.2－2 取水構造物 耐震評価候補断面の特徴 

 

方向 断面 要求性能 構造的特徴 周辺地質 

間接支持する設備 

名称 
概算 
重量 

（ton） 

南北 

①－①

間接支持 

通水 

貯水 

・弱軸断面方向 

・頂版に規則的な開口が存在 

・8連のボックスカルバート 

・岩盤上面が傾斜 

・図 1.4.2－8（1）のＣ－Ｃ断面参照 

・構造物の側方は地盤改良を行う計画 

・潮位計 

・スクリーン 
56.1 

②－②
通水 

貯水 

・弱軸断面方向 

・8連と 10連ボックスカルバートの境界部

・岩盤上面が傾斜 

・図 1.4.2－8（1）のＣ－Ｃ断面参照 

・構造物両側に防潮堤（鋼製防護壁）の地

中連壁基礎を設置 

・構造物の側方は地盤改良を行う計画 

・止水機構 127.4 

③－③

間接支持 

通水 

貯水 

止水 

・弱軸断面方向 

・10連のボックスカルバート 

・岩盤上面が傾斜 

・図 1.4.2－8（1）のＣ－Ｃ断面参照 

・構造物の側方は地盤改良を行う計画 

・取水路点検用開口部浸水

防止蓋 

・取水ピット水位計 

・竜巻等防護設備 

192.2 

④－④

間接支持 

通水 

貯水 

止水 

・弱軸断面方向 

・5連のボックスカルバート 

・非常用海水ポンプ設置位置 

・ポンプ設置位置（頂版）に開口が存在 

・岩盤上面が傾斜 

・図 1.4.2－8（1）のＢ－Ｂ断面参照 

・構造物の側方は地盤改良を行う計画 

・非常用海水ポンプ等 

・海水ポンプグランドドレ

ン排出口逆止弁 

・取水ピット空気抜き配管

逆止弁 

・竜巻等防護設備 

1410.5 

⑤－⑤
間接支持 

止水 

・弱軸断面方向 

・U字型形状 

・埋込深さが浅い 

・岩盤上面が傾斜 

・図 1.4.2－8（1）のＡ－Ａ断面参照 

・構造物の側方は地盤改良を行う計画 

・非常用海水配管及びスト

レーナ 

・海水ポンプ室ケーブル点

検口浸水防止蓋 

・竜巻等防護設備 

336.0 

東西 ⑥－⑥ 同上 

・強軸断面方向 

・耐震評価上，側壁及び隔壁の効果が見込

める 

・岩盤及び第四紀層が概ね水平成層に分布

・図 1.4.2－8（2）を参照 
同上 同上 



 

1.4.2－12 

 

（①－①断面） 

 

（②－②断面） 

 

（③－③断面） 

図 1.4.2－9（1） 評価対象候補断面図（1/2） 



 

1.4.2－13 

 
（④－④断面） 

 

（⑤－⑤断面） 

 

（⑥－⑥断面） 

図 1.4.2－9（2） 評価対象候補断面図（2/2） 



 

1.4.2－14 

 ①－①断面は 8 連のボックスカルバートである。岩盤上面が傾斜している。Ｓクラス設備で

ある潮位計が設置されている。また，頂版には規則的に開口部が設けられている。 

  

 ②－②断面は取水路における 8 連と 10 連ボックスカルバートの境界部である。岩盤上面が

傾斜している。防潮堤（鋼製防護壁）との間に設置する止水機構の自重を受ける区間であ

る。本区間の両側には防潮堤（鋼製防護壁）の地中連壁基礎が設置される。 

 

 ③－③断面は 10連のボックスカルバートである。岩盤上面が傾斜している。Ｓクラス設備

である取水路点検用開口部浸水防止蓋，取水ピット水位計が設置されている。 

 

 ④－④断面は 5 連のボックスカルバートである。岩盤上面が傾斜している。Ｓクラス設備

である非常用海水ポンプ，海水ポンプグランドドレン排出口逆止弁，取水ピット空気抜き配

管逆止弁が設置されている。また，大型ポンプの設置に伴い，頂版に開口が存在している。 

 

 ⑤－⑤断面はＳクラス設備である非常用海水配管及びストレーナが設置されている U 字の

形状である。岩盤上面が傾斜している。また，浸水防止設備である海水ポンプ室ケーブル点

検口浸水防止蓋を間接支持している。 

 

 ①－①断面～⑤－⑤断面には，岩盤上に沖積の礫層，砂層，粘土層及び砂丘砂層が概ね同

一の地質層序にて堆積しており，いずれの断面でも概ね類似した周辺地質構造となる。 

 また，①－①断面～⑤－⑤断面における構造物側方地盤に対し，全断面同一の改良範囲に

て地盤改良（薬液注入）を計画している。 

 

 ⑥－⑥断面は縦断方向の断面であり，取水路区間と取水ピット区間に分かれている。 

 取水構造物の縦断方向は，岩盤上面の傾斜方向とほぼ直角を成しており，断面を設定する

位置によって，岩盤上面の標高が変化するが，岩盤及び第四紀層は概ね水平成層に分布して

いる。横断方向の断面に合わせて深部に地盤改良（薬液注入）を計画するとともに，浅部の

内陸部にも地盤改良（セメント改良）を計画している。 

 

 取水構造物が間接支持する設備や周辺の地質構造も考慮し，耐震安全上最も厳しくなる断

面を選定し基準地震動ＳＳによる耐震評価を実施する。 

  



 

1.4.2－15 

(2) 評価対象断面の選定 

 ①－①断面は，8連のボックスカルバートであり，取水路における他区間（10 連のボックス

カルバート）と比較すると相対的に内空の大きい区間である。また，図 1.4.2－5 に示すよう

な頂版部の開口により頂版部の剛性が低減し，Ｓクラス設備である潮位計が設置される側壁等

の耐震裕度が小さくなると想定されることから，①－①断面を評価対象断面とする。 

 

 ②－②断面は，図 1.4.2－9に示すように，取水構造物の両側に防潮堤（鋼製防護壁）の地

中連壁基礎が設置される区間であり，取水構造物の側壁と地中連続壁との間に地盤が狭い範囲

で分布する。以上の配置状況より，本区間において取水構造物に作用する地震時土圧は極めて

小さいと考えられることから，本区間を評価対象断面として採用しない。 

 

 ③－③断面は，10 連のボックスカルバートであり，取水路における他区間（①－①断面）

と比較すると隔壁が多く相対的に内空の小さい区間である。③－③断面と①－①断面につい

て，内空の大小を含めた耐震裕度に関連する複数の項目を比較した結果を表 1.4.2－3 に示

す。 

 全ての項目において，①－①断面よりも③－③断面の方が耐震裕度大きいと考えられること

から，③－③断面は評価対象断面として採用しない。 
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表 1.4.2－3 ③－③断面と①－①断面の比較 

比較項目 ③－③断面
耐震 

裕度 
①－①断面

内空面積（内空幅×内空高さ） 29.0m2 ＞ 34.2m2 

壁部材の合計せん断断面積 

（単位奥行き） 
13.2m2 ＞ 10.0m2 

側壁の主鉄筋 

（他の部材の主鉄筋は同等） 

（内側）D25＠150mm

（外側）D29＠150mm
＞ 

（内側）D22＠150mm

（外側）D25＠150mm

杭本数＊1 11 本/列 ＞ 9 本/列

変形抑制効果を見込める壁の有無＊2 有 ＞ 無

注記 ＊1：図 1.4.2－10 に取水構造物における鋼管杭の平面配置を示す。 

＊2：図 1.4.2－11 に③－③断面と変形抑制効果を見込める壁の位置関係を示す。 

図 1.4.2－10 取水構造物における鋼管杭の平面配置 

図 1.4.2－11 ③－③断面と変形抑制効果を見込める壁の位置関係
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④－④断面は，5連のボックスカルバートであり，取水構造物において内空が最も大きい区

間である。また，Ｓクラス設備である非常用海水ポンプが設置されている断面であり，上載荷

重が大きく，さらに頂版部にはポンプ設置に伴う開口が存在する。したがって，他の断面と比

較し，耐震裕度が小さくなると想定されることから，④－④断面を評価対象断面とする。 

⑤－⑤断面は，非常用海水配管及びストレーナが設置されている断面であり，Ｓクラス設備

の間接支持機能を有する。また，他の断面と比較して埋込深さが浅いことから地震時土圧等の

荷重が小さく設定される。したがって，他の断面と比較して耐震裕度が見込めるため，⑤－⑤

断面は評価対象断面としない。 

 ただし，図 1.4.2－12 に示すバルブ室は，非常用海水配管及びストレーナが設置されている

こと，さらに浸水防止設備である海水ポンプ室ケーブル点検口浸水防止蓋を間接支持している

ことから，これら重要設備への波及影響と機能維持の観点にて，側壁の耐震評価を実施する。 

 バルブ室において，加振方向と平行に配置される構造部材が少ない EW方向断面（弱軸方向

断面）の部材を評価対象とする。評価対象部材の位置を図 1.4.2－13 に示す。 

 （断面図） 

図 1.4.2－12 バルブ室の概略形状及び設備配置 

図 1.4.2－13 バルブ室における評価対象部材 

U字型 
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⑥－⑥断面は，縦断方向の断面であり，耐震評価上，側壁及び隔壁の変形抑制効果を考慮で

きるため強軸断面方向となる。一方，横断方向は，耐震評価上，変形抑制効果を考慮できる壁

部材が少なく，耐震評価上の弱軸断面方向となる。したがって，⑥－⑥断面については，機

器・配管系への加速度応答の観点から地震応答解析を実施することを基本とする。 

ただし，図 1.4.2－14 に示す⑥－⑥断面の側壁については，⑤－⑤断面の検討において評価

対象としていることや，竜巻等防護設備を間接支持していることで耐震裕度が小さくなると想

定されることから，評価対象部材として選定する。 

また，⑥－⑥断面において，バルブ室を支持する鋼管杭（図 1.4.2－15 を参照）について

は，杭間隔も大きく，耐震裕度が小さくなると想定されることから，これを含めた全ての杭を

評価対象部材として選定する。 

図 1.4.2－14 ⑥－⑥断面における評価対象部材（RC側壁） 

図 1.4.2－15 ⑥－⑥断面における評価対象部材（鋼管杭） 

竜巻等防護設備

部材③

部材②

部材①

評価対象とする鋼管杭

バルブ室を支持する鋼管杭
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⑥－⑥断面は，岩盤上面の傾斜方向とほぼ直角を成しており，断面を設定する位置によっ

て，岩盤上面の標高が変化する。⑥－⑥断面の地質断面については，図 1.4.2－8（2）に示す

Ａ－Ａ～Ｃ－Ｃの計 3 断面において構造物設置位置の中央にて作成した 1次元地盤モデルによ

る地震応答解析を実施し，その結果を踏まえて決定する。Ａ－Ａ～Ｃ－Ｃの計 3断面に対応し

た 1 次元地盤モデルを図 1.4.2－16 に示す。 

 

 

    （Ａ－Ａ断面）    （Ｂ－Ｂ断面）    （Ｃ－Ｃ断面）  

図 1.4.2－16 縦断面選定用の 1 次元地盤モデル 
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(3) 断面選定結果 

a. 取水構造物の耐震性評価対象断面 
評価対象断面の選定結果を表 1.4.2－4 に示す。また，評価対象として選定した断面を図

1.4.2－17 に示す。取水構造物の耐震性評価は①－①断面及び④－④断面にて実施する。ま

た，バルブ室の側壁については，別途耐震性評価を実施する。 

 

b. 機器・配管系への加速度応答評価対象断面 

機器・配管系への加速度応答を算定するため，「a. 取水構造物の耐震性評価対象断面」に

加え，縦断方向の断面である⑥－⑥断面の地震応答解析を実施する。⑥－⑥断面の地層構成

については，図 1.4.2－18 に示す 1 次元地震応答解析結果（地表面の加速度応答スペクトル）

を考慮し決定した。 

Ａ－Ａ～Ｃ－Ｃの計 3 断面において構造物設置位置の中央にて作成した 1次元地盤モデル

による地震応答解析の結果，地表面の加速度応答スペクトルに有意な差が無いことを確認し

た。よって，岩盤傾斜部のうち，平均的な中央部の地質断面であるＢ－Ｂを採用する。⑥－

⑥断面を図 1.4.2－19 に示す。 
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表 1.4.2－4 取水構造物 評価対象断面の選定結果 

方向 断面 要求性能 構造的特徴 周辺地質 

間接支持する設備 

既工認 
今回 

工認 
選定理由 

名称 
概算重量

（ton） 

南北 

①－① 

間接支持 

通水 

貯水 

・弱軸断面方向 

・頂版に規則的な開口が存在 

・8連のボックスカルバート 

・岩盤上面が傾斜 

・構造物の側方は地盤

改良を行う計画 

・潮位計 

・スクリーン 
56.1 

○ 

(質点系

モデル)

○ 

他の断面と比較し，構造的に側壁の耐震

裕度が小さいと想定されることから，評

価対象断面に選定する。 

②－② 
通水 

貯水 

・弱軸断面方向 

・8連と 10連ボックスカル

バートの境界部 

・岩盤上面が傾斜 

・構造物の側方は地盤

改良を行う計画 

・構造物両側に防潮堤

（鋼製防護壁）の地

中連壁基礎を設置 

・止水機構 127.4 － 

構造物両側に設置される防潮堤（鋼製防

護壁）の地中連壁基礎による変形抑制効

果等を考慮することで耐震裕度が見込め

るため，評価対象断面としない。 

③－③ 

間接支持

通水 

貯水 

止水 

・弱軸断面方向 

・10連のボックスカルバート

・岩盤上面が傾斜 

・構造物の側方は地盤

改良を行う計画 

・取水路点検用開口部浸

水防止蓋 

・取水ピット水位計 

・竜巻等防護設備 

192.2 － 

①－①断面と比較し，内空も小さく，耐

震裕度が見込めることから評価対象断面

としない。 

④－④ 

間接支持

通水 

貯水 

止水 

・弱軸断面方向 

・5連のボックスカルバート 

・非常用海水ポンプ設置位置 

・ポンプ設置位置（頂版）に

開口が存在 

・岩盤上面が傾斜 

・構造物の側方は地盤

改良を行う計画 

・非常用海水ポンプ等 

・海水ポンプグランドド

レン排出口逆止弁 

・取水ピット空気抜き配

管逆止弁 

・竜巻等防護設備 

1410.5 ○ 

他の断面と比較し，構造的，荷重条件的

に耐震裕度が小さいと想定されることか

ら，評価対象断面に選定する。 

⑤－⑤ 間接支持

・弱軸断面方向 

・U字型形状 

・埋込深さが浅い 

・岩盤上面が傾斜 

・構造物の側方は地盤

改良を行う計画 

・非常用海水配管及びス

トレーナ 

・竜巻等防護設備 

336.0 － 

他の断面と比較し，荷重条件的に耐震裕

度が見込めるため，評価対象断面としな

い。ただし，バルブ室の側壁について，

別途耐震評価を実施する。 

東西 ⑥－⑥ 同上 

・強軸断面方向 

・耐震評価上，側壁及び隔壁

の効果が見込める 

・岩盤及び第四紀層が

概ね水平成層に分布
同上 同上 ○ 

機器・配管系への加速度応答の観点よ

り，地震応答解析の実施対象断面とする

ことを基本とするが，浸水防止設備及び

竜巻等防護設備を間接支持する RC側壁

と鋼管杭を評価対象部材とする。 
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①－①断面図（取水路） 

  

④－④断面図（取水ピット） 

図 1.4.2－17 取水構造物の評価対象断面図  
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図 1.4.2－18 1 次元地震応答解析結果 

 
⑥－⑥断面図 

図 1.4.2－19 取水構造物の評価対象断面図（縦断面） 
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1.4.3 屋外二重管の断面選定の考え方 

屋外二重管は，Ｓクラス機器である残留熱除去系海水系配管，非常用ディーゼル発電機海

水系配管及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機海水系配管の間接支持機能を有する延長

約 215 m，内径 2.0 m 及び 1.8 m の 2 本の鋼管の地中構造物であり，杭基礎，又は地盤改良体

を介して十分な支持性能を有する岩盤に設置する。排気筒付近に位置する可とう管から海水

ポンプ室までの区間は，水平方向の鋼製桁と鉛直方向の鋼管杭を結合したラーメン構造であ

る杭基礎により支持する構造とする。一方，原子炉建屋から排気筒付近に位置する可とう管

までの区間は，他構造物（原子炉建屋，排気筒，主排気筒ダクト基礎など）と近接している

ことから，杭基礎ではなく屋外二重管直下に造成した地盤改良体により支持する構造とする。 

屋外二重管の平面図を図 1.4.3－1 に，縦断面図及び構造形式別の横断面図を図 1.4.3－2

に示す。 

図 1.4.3－1 屋外二重管の平面図 



1.
4
.3－

2 

Ａ－Ａ断面 

図 1.4.3－2（1） 屋外二重管の縦断面図 

B C

C B 
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図 1.4.3－2（2） 屋外二重管の横断面図 

 

Ｂ－Ｂ断面（杭基礎構造部） Ｃ－Ｃ断面（杭基礎構造部） 

Ｃ－Ｃ断面（地盤改良体基礎構造部） 
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(1) 耐震評価候補断面の整理 

「1.4.1 方針①耐震評価候補断面の整理」に従い，耐震評価候補断面を整理する。 

屋外二重管基礎設置区間における縦断方向は，全延長約 215 m 間における基礎構造形式と

して，杭基礎構造部と地盤改良体基礎構造部からなる。地盤改良体基礎構造部は横断方向に

比べて縦断方向の幅が広く，縦断方向が強軸断面方向となっている。耐震評価候補断面の特

徴を表 1.4.3－1 に，評価候補断面を図 1.4.3－3に示す。 

屋外二重管基礎設置区間における横断方向の耐震評価候補断面は，地質縦断図における岩

盤上面の標高，液状化検討対象層と非液状化層の分布状況，屋外二重管基礎構造形式に着目

し，区間Ⅰ（杭基礎構造部，岩盤上面の標高が変化し，液状化検討対象層と非液状化層の両

者が厚く分布している区間），区間Ⅱ（杭基礎構造部，主に液状化検討対象層が分布し，非

液状化層が少ない区間），区間Ⅲ（地盤改良体基礎構造部，岩盤上面の標高が高く，第四系

地盤を地盤改良している区間）に分類し，各区間における屋外二重管基礎の構造的特徴及び

周辺地質を考慮して 7 つの候補断面を選定する。 
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表 1.4.3－1 耐震評価候補断面の特徴 
区間 候補断面 要求性能 構造的特徴 周辺地質 間接支持する設備 

Ⅰ 

① 

間接支持 

・横断方向断面である。 

・２本の鋼管杭頭部を結ぶ鋼製桁で

屋外二重管本体を支持する。 

・門型ラーメン構造である。 

岩盤上面の標高が全区間で最も低く， 

全区間で非液状化層の層厚が最も厚い。 
・残留熱除去系海水系配管

・非常用ディーゼル発電機

海水系配管 

・高圧炉心スプレイ系ディ

ーゼル発電機海水系配管

② 
全区間で液状化検討対象層の層厚が最も

厚い。 

③ 
全区間で液状化検討対象層の層厚が最も

薄い。 

④ 全区間で岩盤上面の標高が最も高い。 

⑤ 

間接支持 

・横断方向断面である。 

・２本の鋼管杭頭部を結ぶ鋼製桁で

屋外二重管本体を支持する。 

・既設構造物と近接しているため，

南側の鋼管杭を屋外二重管本体の

間に打設する。 

区間Ⅱで岩盤上面の標高が最も高く，非

液状化層がない。 

Ⅱ 

・残留熱除去系海水系配管

・非常用ディーゼル発電機

海水系配管 

・高圧炉心スプレイ系ディ

ーゼル発電機海水系配管

⑥－１ 
区間Ⅱで岩盤上面の標高が最も低く， 

液状化検討対象層の層厚が最も厚い。 

Ⅲ ⑥－２ 間接支持 

・横断方向断面である。 

・既設構造物と干渉するため，地盤

改良体で屋外二重管本体を支持す

る。 

区間Ⅲは岩盤上面の標高が全区間の中で

比較的高くおおむね水平となっており，

地盤改良を実施する。 

・残留熱除去系海水系配管

・非常用ディーゼル発電機

海水系配管 

・高圧炉心スプレイ系ディ

ーゼル発電機海水系配管

－ Ａ－Ａ 間接支持 

・縦断方向断面である。 

・地盤改良体は横断方向に比べて縦

断方向の基礎幅が広く，強軸断面

方向となる。 

岩盤上面の標高や地質構成が縦断方向に

変化する。 

・残留熱除去系海水系配管

・非常用ディーゼル発電機

海水系配管 

・高圧炉心スプレイ系ディ

ーゼル発電機海水系配管
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（a） 縦断図（Ａ－Ａ断面） 

図 1.4.3－3（1） 評価候補断面 
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（b） 区間Ⅰ：断面① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（c） 区間Ⅰ：断面② 

図 1.4.3－3（2） 評価候補断面（横断図） 

  

注：寸法は mを示す。 

注：寸法は mを示す。 

Ｓ Ｎ 

Ｓ Ｎ 
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図 1.4.3－3（3） 評価候補断面（横断図）  

（d） 区間Ⅰ：断面③ 

 

（e） 区間Ⅰ：断面④ 

 

（f） 区間Ⅰ,Ⅱ：断面⑤ 

 

注：寸法は mを示す。 

注：寸法は mを示す。 

注：寸法は mを示す。 

Ｓ Ｎ 

Ｓ Ｎ 

Ｓ Ｎ 
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（g） 区間Ⅱ：断面⑥－1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（h） 区間Ⅲ：断面⑥－2 

図 1.4.3－3（4） 評価候補断面（横断図） 

 

 

 

 

  

注：寸法は mを示す。 

注：寸法は mを示す。 

Ｓ Ｎ 

Ｓ Ｎ 
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(2) 評価対象断面の選定 

評価対象断面の選定は各区間において，基礎の構造成立性に影響が大きい水平変位及びせ

ん断ひずみに着目し，１次元地震応答解析（ＦＬＩＰ）より求めた応答値を比較する。 

１次元地震応答解析（ＦＬＩＰ）では，幅広い周期帯で比較的応答加速度が大きいＳｓ－Ｄ

１を地震動として用いる。断面⑥－２では，屋外二重管本体の支持構造として岩盤以浅に造

成する地盤改良体を考慮する。 

 

a. 区間Ⅰ 

区間Ⅰの評価対象断面選定結果を表 1.4.3－2 に，区間Ⅰで選定した評価候補断面におけ

る屋外二重管本体位置の最大水平変位発生時刻の変位分布を図 1.4.3－4 に，最大せん断ひ

ずみ発生時刻のせん断ひずみ分布を図 1.4.3－5 に，最大せん断ひずみ発生時刻の変位分布

を図 1.4.3－6 に示す。なお，図 1.4.3－6 には，屋外二重管本体位置における最大水平変位

発生時刻の変位分布も示している。 

屋外二重管本体位置における最大水平変位は断面①で最大値を示す一方，最大せん断ひず

みは断面③が最大値を示し，断面①よりもわずかに大きくなっている。ただし，最大水平変

位発生時刻の変位分布と最大せん断ひずみ発生時刻の変位分布は同様であることを確認した。

さらに，断面①及び断面③で実施した１次元地震応答解析（ＦＬＩＰ）に基づき，断面①に

ついては屋外二重管本体位置の最大水平変位が発生した時刻の地盤剛性を地盤ばねとして用

い，断面③については最大せん断ひずみが発生した時刻の地盤剛性を地盤ばねとして用いて，

それぞれの時刻における地盤変位分布を鋼管杭に作用させた場合の最大曲げモーメントをフ

レーム解析より算出した。算出結果を表 1.4.3－3及び図 1.4.3－7 に示す。 

表 1.4.3－3 及び図 1.4.3－7 に示すように，断面①及び断面③の鋼管杭に発生する最大曲

げモーメントを比較すると断面①の方が大きい。したがって，屋外二重管位置の最大水平変

位が最大値を示す断面①を評価対象断面に選定する。 
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表 1.4.3－2 １次元地震応答解析（ＦＬＩＰ）結果（区間Ⅰ） 

 

 

  

候補断面 

屋外二重管 

本体位置 

の変位＊（m）

最大せん断 

ひずみ（％）

評価

断面
選定結果 

断面① 0.35 6.6 〇 

屋外二重管本体位置の水平変位が最大であ

り，最大せん断ひずみが他候補断面と同様

である。また，杭の長さが最も長い位置で

ある。さらに，断面①及び断面③において

発生する最大曲げモーメントを比較すると

断面①の方が大きいことから，評価対象断

面に選定する。 

断面② 0.33 6.0 － 

断面①と比較し屋外二重管本体位置の水平

変位及び最大せん断ひずみが小さいため，

評価対象断面としない。 

断面③ 0.30 7.1 － 

断面①と比較し最大せん断ひずみはわずか

に大きいが，屋外二重管本体位置の水平変

位が小さい。また，断面①及び断面③にお

いて発生する最大曲げモーメントを比較す

ると断面③の方が小さいことから，評価対

象断面としない。 

断面④ 0.33 6.5 － 

断面①と比較し屋外二重管本体位置の水平

変位及び最大せん断ひずみが小さいため，

評価対象断面としない。 

注記 ＊：各地震応答解析モデルにおける岩盤上面を基準とした値 
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（a） 候補断面①            （b） 候補断面② 

 

     

（c） 候補断面③            （d） 候補断面④ 

図 1.4.3－4 屋外二重管本体位置における最大水平変位発生時刻の変位分布（区間Ⅰ） 
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（a） 候補断面①            （b） 候補断面② 

 

     

（c） 候補断面③            （d） 候補断面④ 

図 1.4.3－5 最大せん断ひずみ発生時刻のせん断ひずみ分布（区間Ⅰ） 
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（a） 候補断面①            （b） 候補断面② 

 

     

（c） 候補断面③            （d） 候補断面④ 

図 1.4.3－6 最大せん断ひずみ発生時刻の変位分布（区間Ⅰ） 
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表 1.4.3－3 断面①及び断面③のフレーム解析による鋼管杭の最大曲げモーメント 

 

候補断面 
最大曲げモーメント 

（kN・m） 

断面① 9.31×103 

断面③ 9.06×103 

 

 

 

 

 

（a） 候補断面①               （b） 候補断面③ 

図 1.4.3－7 断面①及び断面③のフレーム解析による鋼管杭の曲げモーメント分布 
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b. 区間Ⅱ 

区間Ⅱの評価対象断面選定結果を表 1.4.3－4 に，区間Ⅱで選定した評価候補断面におけ

る屋外二重管本体位置の最大水平変位発生時刻の変位分布を図 1.4.3－8 に，最大せん断ひ

ずみ発生時刻のせん断ひずみ分布を図 1.4.3－9 に，最大せん断ひずみ発生時刻の変位分布

を図 1.4.3－10 に示す。なお，図 1.4.3－10 には，屋外二重管本体位置における最大水平変

位発生時刻の変位分布も示している。 

区間Ⅱにおいては，屋外二重管本体位置における最大水平変位は断面⑥－１が最大値を示

し，最大せん断ひずみは断面⑤と断面⑥－1 とで同様である。以上より，断面⑥－１を評価

対象断面に選定する。 

なお，図 1.4.3－10 に示すように，区間Ⅱにおける最大せん断ひずみ発生時刻の変位分布

と最大水平変位発生時刻の変位分布の差は，図 1.4.3－6 に示す区間Ⅰにおける両者の変位

分布の差よりも大きくなっている。これは，次の理由による。すなわち，図 1.4.3－4 に示

す区間Ⅰにおける最大水平変位発生時刻において変位が大きく増加する（せん断ひずみが大

きい。）位置と図 1.4.3－5 に示す最大せん断ひずみ発生時刻における最大せん断ひずみが

生じる位置は，As 層であり共通している。したがって，最大水平変位発生時刻の変位分布

と最大せん断ひずみ発生時刻の変位分布は，同様の分布形を呈している。一方，区間Ⅱにお

いては，最大水平変位発生時刻において変位が大きく増加する（せん断ひずみが大きい。）

位置と最大せん断ひずみ発生時刻における最大せん断ひずみが生じる位置は，それぞれ，

Ag2層の下側に位置するAg1層と上側に位置するdu層に分かれた箇所となっている。これに

より，区間Ⅱにおける両者の変位分布の差は，区間Ⅰに比べて大きくなる。 
 

 

 

表 1.4.3－4 １次元地震応答解析（ＦＬＩＰ）結果（区間Ⅱ） 

候補断面 

屋外二重管 

本体位置 

の変位＊（m） 

最大せん断 

ひずみ（％） 

評価

断面
選定結果 

断面⑤ 0.32 3.3 － 

断面⑥－１と比較し最大せん断ひずみは同

様であり，屋外二重管本体位置の水平変位

が小さいため，評価対象断面としない。 

断面 

⑥－１ 
0.34 3.3 〇 評価対象断面に選定する。 

注記 ＊：各地震応答解析モデルにおける岩盤上面を基準とした値 
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（a） 候補断面⑤           （b） 候補断面⑥－1 

図 1.4.3－8 屋外二重管本体位置における最大水平変位発生時刻の変位分布（区間Ⅱ）

     

（a） 候補断面⑤           （b） 候補断面⑥－1 

図 1.4.3－9 最大せん断ひずみ発生時刻のせん断ひずみ分布（区間Ⅱ） 
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（a） 候補断面⑤        （b） 候補断面⑥－1 

図 1.4.3－10 最大せん断ひずみ発生時刻の変位分布（区間Ⅱ） 

     

（a） 候補断面⑤        （b） 候補断面⑥－1 

図 1.4.3－11 各ひずみ分布（区間Ⅱ） 
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c. 区間Ⅲ 

区間Ⅲの評価対象断面選定結果を表 1.4.3－5 に，区間Ⅲで選定した評価候補断面におけ

る屋外二重管本体位置の最大水平変位発生時刻の変位分布を図 1.4.3－12 に，最大せん断ひ

ずみ発生時刻のせん断ひずみ分布を図 1.4.3－13 に，最大せん断ひずみ発生時刻の変位分布

を図 1.4.3－14 に示す。なお，図 1.4.3－14 には，屋外二重管本体位置における最大水平変

位発生時刻の変位分布も示している。 

区間Ⅲについては，岩盤上面の標高が EL.－15 m 付近でおおむね水平となっている。断面

⑥－２は基礎形式が異なる区間Ⅱとの境界部であることから，区間Ⅲは断面⑥－２を評価対

象断面に選定する。 

 

表 1.4.3－5 １次元地震応答解析（ＦＬＩＰ）結果（区間Ⅲ） 

候補断面 

屋外二重管 

本体位置 

の変位＊（m） 

最大せん断 

ひずみ（％） 

評価 

断面 
選定結果 

断面 

⑥－２ 
0.04 3.5 〇 評価対象断面に選定する。 

注記 ＊：各地震応答解析モデルにおける岩盤上面を基準とした値 

 

 

図 1.4.3－12 屋外二重管本体位置における最大水平変位発生時刻の変位分布（区間Ⅲ） 
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図 1.4.3－13 最大せん断ひずみ発生時刻のせん断ひずみ分布（区間Ⅲ） 

 

 

図 1.4.3－14 最大せん断ひずみ発生時刻の変位分布（区間Ⅲ） 
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(3) 断面選定結果 

(2)より選定した屋外二重管における評価対象断面を表 1.4.3－6 に，評価対象断面図を図

1.4.3－15に示す。 

屋外二重管縦断方向については，杭基礎構造部において岩盤上面の標高や地質構成が変化

することから，縦断方向のＡ－Ａ断面を選定する。 

屋外二重管横断方向については，区間Ⅰにおいては，水平変位が最も大きく，岩着させる

鋼管杭が最も長くなるＢ－Ｂ断面（候補断面①）を選定する。区間Ⅱにおいては，水平変位

が最も大きくなるＣ－Ｃ断面（候補断面⑥－１）を選定する。区間Ⅲにおいては，基礎形式

が異なる区間Ⅱとの境界部に位置するＣ－Ｃ断面（候補断面⑥－２）を選定する。 
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断面 要求性能 構造的特徴 周辺地質 
間接支持

する設備 

既工認 

評価断面 

今回工認 

評価断面 
選定結果 

区間－ 

Ａ－Ａ 

間接 

支持 

・縦断方向断面である。 

・連続する単杭構造及び

地盤改良を介して屋外

二重管本体を支持す

る。 

・深さが変化す

る岩盤に支持

する。 

・残留熱

除去系

海水系

配管 

・非常用

ディー

ゼル発

電機海

水系配

管 

・高圧炉

心スプ

レイ系

ディー

ゼル発

電機海

水系配

管 

－ 

〇 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

岩盤上面の標高や地質構成が変化

することから選定する。 

区間Ⅰ 

Ｂ－Ｂ 

（杭基礎

構造部） 

間接 

支持 

・横断方向断面である。 

・2 本の鋼管杭頭部を結

ぶ鋼製桁で支持する。 

・岩盤に支持す

る。 

・岩盤が深い位

置である。 

－ 

〇 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

区間Ⅰにおける候補断面で１次元

地震応答解析（ＦＬＩＰ）結果の

水平変位が最大となり，岩着させ

る鋼管杭が最も長いことから選定

する。 

区間Ⅱ 

Ｃ－Ｃ 

（杭基礎

構造部） 

間接 

支持 

・横断方向断面である。 

・2 本の鋼管杭頭部を結

ぶ鋼製桁で支持する。 

・岩盤に支持す

る。 

・岩盤が浅い位

置である。 

－ 

〇 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

区間Ⅱにおける候補断面で１次元

地震応答解析（ＦＬＩＰ）結果の

水平変位が最大となるため選定す

る。 

区間Ⅲ 

Ｃ－Ｃ 

（地盤改

良体基礎

構造部） 

間接 

支持 

・横断方向断面である。 

・地盤改良体で屋外二重

管本体を支持する。 

・地盤改良体を

介して岩盤に

支持する。 

－ 

〇 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

基礎構造が異なる区間Ⅱと区間Ⅲ

との境界部であるため選定する。 

表 1.4.3－6 屋外二重管における耐震評価対象断面の選定結果 
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図 1.4.3－15（1） 屋外二重管の縦断面図（Ａ－Ａ断面） 

  

屋外二重管範囲 約 215 m 原子炉建屋側 取水構造物側 
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図 1.4.3－15（2） 屋外二重管の横断面図（Ｂ－Ｂ断面）（区間Ⅰ 候補断面①） 
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図 1.4.3－15（3） 屋外二重管の横断面図（Ｃ－Ｃ断面・杭基礎構造部）（区間Ⅱ 候補断面⑥－１） 

  

地盤改良体（既設） 

地盤改良体（新設）

鋼管杭
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図 1.4.3－15（4） 屋外二重管の横断面図（Ｃ－Ｃ断面・地盤改良体基礎構造部）（区間Ⅲ 候補断面⑥－２） 

地盤改良体（新設）

地盤改良体（新設）
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1.4.4 常設代替高圧電源装置置場及び西側淡水貯水設備の断面選定の考え方 

図 1.4.4－1 及び図 1.4.4－2 に，常設代替高圧電源装置置場（以下，「電源装置置場」

という。）の平面図配置図及び電源装置置場に設置される設備の概略位置図を示す。ま

た，図 1.4.4－3 及び図 1.4.4－4 に電源装置置場の断面図及び地質断面図を示す。 

電源装置置場は，常設代替高圧電源装置，軽油貯蔵タンク及び水密扉等の間接支持機能

を有する。また，電源装置置場下部（EL.－21.0 m）を西側淡水貯水設備として使用す

る。 

電源装置置場は，東西方向 56.5 m，南北方向 46.0 m，高さ 47.0 m の鉄筋コンクリート

構造物であり，十分な支持性能を有する岩盤に直接設置する。東西方向に対して複数の断

面形状を示すが，構造的には多層多連ボックスカルバート状のラーメン構造である。 
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図 1.4.4－1（1） 電源装置置場の平面配置図（全体平面図） 

図 1.4.4－1（2） 電源装置置場の平面配置図（拡大図） 
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図 1.4.4－2（1） 電源装置置場の設備概略位置図 

（EL.＋11.0 m，常設代替高圧電源装置及び水密扉） 



1.4.4－4 

図 1.4.4－2（2） 電源装置置場の設備概略位置図 

（EL.＋2.0 m，軽油貯蔵タンク） 
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図 1.4.4－2（3） 電源装置置場の設備概略位置図 

（EL.－21.0 m，西側淡水貯水設備） 
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図 1.4.4－3（1） 電源装置置場の断面図（東西方向①－①断面） 

図 1.4.4－3（2） 電源装置置場の断面図（東西方向②－②断面） 
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図 1.4.4－3（3） 電源装置置場の断面図（東西方向③－③断面） 

図 1.4.4－3（4） 電源装置置場の断面図（東西方向④－④断面）
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図 1.4.4－3（5） 電源装置置場の断面図（南北方向⑤－⑤断面） 

図 1.4.4－3（6） 電源装置置場の断面図（南北方向⑥－⑥断面）
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図 1.4.4－4（1） 電源装置置場の地質断面図（東西方向断面） 

図 1.4.4－4（2） 電源装置置場の地質断面図（南北方向断面） 

Ｅ Ｗ 

Ｎ Ｓ 
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(1) 耐震評価候補断面の整理

「1.4.1 方針 ①耐震評価候補断面の整理」に従い，耐震評価候補断面を整理する。

耐震評価候補断面の特徴を表 1.4.4－1に示す。

表 1.4.4－1 電源装置置場 耐震評価候補断面の特徴 

方向 断面 要求性能 構造的特徴 周辺地質 
間接支持 

する設備 

東西 

①－① 間接支持

・強軸断面方向

・耐震評価上，側壁及

び隔壁の変形抑制効

果を考慮できる

・地上には構造部材が

存在しない

・岩盤及び

第四紀層

が概ね水

平成層に

分布

・軽油貯蔵タンク

②－② 同上 

・強軸断面方向

・耐震評価上，側壁及

び隔壁の変形抑制効

果を考慮できる

同上 

・常設代替高圧電源

装置

・水密扉

③－③ 同上 同上 同上 同上 

④－④ 同上 同上 同上 同上 

南北 

⑤－⑤ 同上 

・弱軸断面方向

・多層多連のボックス

カルバート形状

同上 

・常設代替高圧電源

装置

・軽油貯蔵タンク

⑥－⑥ 同上 

・弱軸断面方向

・多層多連のボックス

カルバート形状

・耐震評価上，側壁及

び隔壁の変形抑制効

果を考慮できる

同上 ・軽油貯蔵タンク

①－①断面は，東西方向の断面であり，EL.＋2.0 m に軽油貯蔵タンクが設置されてい

る。また，EL.－21.0 m に西側淡水貯水設備がある。地上部には構造部材が存在せず，地

中構造物であり，十分な支持性能を有する岩盤に直接支持されている。 

②－②断面は，東西方向の断面であり，EL.＋11.0 m に常設代替高圧電源装置及び水密

扉が設置されている。また，EL.－21.0 m に西側淡水貯水設備がある。構造物は，十分な

支持性能を有する岩盤に直接支持されている。 

③－③断面及び④－④断面の特徴は，②－②断面と同様である。

⑤－⑤断面は，多層多連のボックスカルバート形状となっており，EL.＋11.0 m に常設

代替高圧電源装置が，EL.＋2.0 m に軽油貯蔵タンクが設置されている。また，EL.－21.0 
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m に西側淡水貯水設備がある。構造物は，十分な支持性能を有する岩盤に直接支持されて

いる。 

⑥－⑥断面は，多層多連のボックスカルバート形状となっており，EL.＋2.0 m に軽油

貯蔵タンクが設置されている。また，EL.－21.0 m に西側淡水貯水設備がある。構造物

は，十分な支持性能を有する岩盤に直接支持されている。 

(2) 評価対象断面の選定

①－①断面は，東西方向の断面であり，耐震評価上，側壁及び隔壁の変形抑制効果を考

慮することができるため，強軸断面方向となる。さらに，①－①断面は，地上部に構造部

材が存在しないことから，②－②断面，③－③断面及び④－④断面と比較して慣性力の影

響が小さい。また，常設代替高圧電源装置が設置されないことから，⑤－⑤断面と比較し

て荷重が小さい。したがって，構造や荷重の条件から，他断面と比較して耐震裕度が見込

めるため，①－①断面は評価対象断面としない。 

②－②断面，③－③断面及び④－④断面は東西方向の断面であり，耐震評価上，側壁及

び隔壁の変形抑制効果を考慮することができるため，強軸断面方向となる。また，軽油貯

蔵タンクが設置されないことから，⑤－⑤断面と比較して荷重が小さく，水密扉について

は常設代替高圧電源装置と比較して荷重が小さい。したがって，構造や荷重の条件から，

他断面と比較して耐震裕度が見込めるため，②－②断面，③－③断面及び④－④断面は評

価対象断面としない。 

⑤－⑤断面は，南北方向の断面であり，多層多連のボックスカルバート状のラーメン構

造である。東西方向断面である①－①断面，②－②断面，③－③断面及び④－④断面と比

較して耐震評価上，変形抑制効果を考慮できる壁部材が少なく，耐震評価上の弱軸断面方

向となる。また，常設代替高圧電源装置及び軽油貯蔵タンクが設置される。 

⑥－⑥断面は，⑤－⑤断面と同様に多層多連のボックスカルバート状のラーメン構造で

あるが，周囲を側壁及び隔壁に囲われており，これらを耐震評価上の耐震壁として変形抑

制効果を考慮することができる。また，常設代替高圧電源装置が設置されないことから，

⑤－⑤断面と比較して荷重が小さい。したがって，構造や荷重の条件から，⑤－⑤断面と

比較して耐震裕度が見込めるため，⑥－⑥断面は評価対象断面としない。 

(3) 断面選定結果

(2)より，構造物の耐震設計における評価対象断面は南北方向の⑤－⑤断面とし，この

断面について地震応答解析及び耐震評価を実施する。評価対象断面の選定結果を表 1.4.4

－2 に，評価対象断面を図 1.4.4－5 に示す。 

ただし，機器・配管系への加速度応答算出の観点から，強軸断面方向である東西方向の

断面として電源装置置場横幅範囲の側壁及び隔壁の剛性を考慮した等価剛性断面につい

て，地震応答解析を実施する。機器・配管系への加速度応答抽出断面を図 1.4.4－6に示

す。 

表 1.4.4－3 に耐震設計及び機器・配管系への加速度応答抽出に使用する断面の整理を

示す。 
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表 1.4.4－2 電源装置置場 評価対象断面の選定結果 

○：耐震評価を実施 －：耐震評価を省略

方向 断面 要求性能 構造的特徴 周辺地質 間接支持する設備 
既工認 

評価断面

今回工認

評価断面
選定結果 

東西 

①－① 間接支持 

・強軸断面方向

・耐震評価上，側壁及び隔壁の

変形抑制効果を考慮できる

・地上には構造部材が存在しな

い

・岩盤及び

第四紀層

が概ね水

平成層に

分布

・軽油貯蔵タンク － － 

強軸断面方向である

ため評価対象断面と

しない 

②－② 同上 

・強軸断面方向

・耐震評価上，側壁及び隔壁の

変形抑制効果を考慮できる

同上 
・常設代替高圧電源装置

・水密扉
－ － 同上 

③－③ 同上 同上 同上 同上 － － 同上 

④－④ 同上 同上 同上 同上 － － 同上 

南北 

⑤－⑤ 同上 

・弱軸断面方向

・多層多連のボックスカルバー

ト形状

同上 
・常設代替高圧電源装置

・軽油貯蔵タンク
－ ○ 

弱軸断面方向である

ことから評価対象断

面に選定 

⑥－⑥ 同上 

・弱軸断面方向

・多層多連のボックスカルバー

ト形状

・耐震評価上，側壁及び隔壁の

変形抑制効果を考慮できる

同上 ・軽油貯蔵タンク － － 

弱軸断面方向である

が，⑤－⑤断面と比

較して耐震壁の変形

抑制効果を考慮でき

るため評価対象断面

としない 
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図 1.4.4－5 電源装置置場の評価対象断面（南北方向⑤－⑤断面） 

 

 

 

＊ ：構造物モデルは奥行方向の側壁等を 1断面に集約した等価剛性断面として設定 

図 1.4.4－6 機器・配管系への加速度応答抽出断面（東西方向断面） 

 

 

表 1.4.4－3 耐震設計及び機器・配管系への加速度応答抽出に使用する断面の整理 

断面条件 

電源装置置場の耐震設計 

（Ⅴ-2-2-22-1 常設代替高圧電源装置置場及び

西側淡水貯水設備の耐震性についての計算書） 

機器・配管系への加速度応答抽出

（Ⅴ-2-2-21-1 常設代替高圧電源装置置場

及び西側淡水貯水設備の地震応答計算書）

南北方向⑤－⑤断面 ○ ○ 

東西方向断面 － ○ 

 



1.4.5－1 

1.4.5 常設代替高圧電源装置用カルバート（トンネル部）の断面選定の考え方 

図 1.4.5－1 及び図 1.4.5－2 に常設代替高圧電源装置用カルバート（トンネル部）（以

下，「トンネル」という。）の平面配置図及び断面図を示す。 

トンネルは，軽油移送配管，水配管及び電気ケーブルを間接支持する鉄筋コンクリート

構造物であり，延長約 140 m である。トンネルの形状は全長にわたり内径 4.6 m，覆工

1.2 m の円形断面となっており，延長方向に対して約 5～10 m 間隔に分割して施工する。

構造物は十分な支持性能を有する岩盤内に設置する。 

(1) 耐震評価候補断面の整理

「1.4.1 方針 ①耐震評価候補断面の整理」に従い，耐震評価候補断面を整理する。

トンネルは間接支持する設備が縦断方向に一様に設置されているため，機器・配管の設

置位置による影響は考慮する必要はない。また，横断断面形状及び配筋も縦断方向に一様

であるため，構造・配筋の変化による影響を考慮する必要はない。 

耐震評価候補断面の特徴を表 1.4.5－1に示す。 

前述の通り，トンネルは全線にわたり一定間隔でブロック割されており，縦断方向の応

力は区画毎に解放される。また，縦断方向のブロック毎の相対変位に対しては，岩盤に設

置されているため小さい。したがって，評価対象断面としてはトンネル横断方向とする。 

図 1.4.5－1（1） トンネル 平面配置図（全体平面図） 



1.4.5－2 

図 1.4.5－1（2） トンネル 平面配置図（拡大図） 

図 1.4.5－2 トンネル 標準断面図（①－①断面） 



1.4.5－3 

トンネルの構造及び機器配置は縦断方向に対して同一であるが，周辺地質状況は断面位

置によって異なる。地震時においては，トンネルの土被り深さ及び周辺の地質状況の影響

が支配的であると考えられることから，トンネル縦断断面の複数地点にて基準地震動Ｓｓ

による１次元地震応答解析を実施し，その結果に基づいて評価断面を選定する。 

トンネルの縦断断面及び耐震評価候補断面位置を図 1.4.5－3 に示す。トンネルの深さ

は始点（L1 地点）が最も浅く，終点（L3 地点）位置が最も深くなっている。トンネルの

縦断勾配は L1地点から止水壁位置（L2地点）近傍まで 4.1％であり， L2 地点近傍から

L3 位置まで 0.4％である。周辺地盤は，水平成層に近い状態で分布しており，終点付近に

は埋戻土が分布している。 

以下に，耐震評価候補断面（１次元地震応答解析の実施位置）の特徴を述べる。 

トンネル始点である L1地点は，トンネル区間においてトンネルの深さが最も浅い位置

である。 

止水壁位置である L2 地点は，トンネルの縦断勾配の変化点近傍である。L1地点と比べ

てトンネルの深さが深く，トンネル終点である L3地点と比べて埋戻土の層厚が薄い位置

である。 

トンネル終点である L3地点は，トンネルの深さが最も深く，埋戻土の層厚が最も厚い

位置である。 

図 1.4.5－3 トンネル 耐震評価候補断面位置 

トンネル 

L1 L2 

(L2') 

L3 

（L3’）



1.4.5－4 

表 1.4.5－1 トンネル 耐震評価候補断面の特徴 

地点 要求性能 構造的特徴 周辺地質 
間接支持 

する設備 

トンネル

始点

L1 

間接支持

・内径 4.6 m，覆工厚

1.2 m の円形トンネル

・トンネル深さが浅い

・岩盤及び第四紀層が

ほぼ水平成層に分布

・軽油移送配管

・水配管

・電気ケーブル

止水壁 

位置 

L2 

同上 

・内径 4.6 m，覆工厚

1.2 m の円形トンネル

・トンネル深さが深い

・岩盤及び第四紀層が

ほぼ水平成層に分布

・埋戻土の層厚が薄い

同上 

トンネル

終点

L3 

同上 

・内径 4.6 m，覆工厚

1.2 m の円形トンネル

・トンネル深さが最も深

い

・埋戻土の層厚が最も

厚い
同上 

(2) 評価対象断面の選定

各耐震評価候補断面位置において１次元地震応答解析を実施し，トンネル覆工軸線の上

端と下端の相対変位とトンネル中心位置の加速度を確認する。評価に使用する地震波は，

全周期帯にわたって加速度応答スペクトルが大きいＳｓ－Ｄ１を代表波として用いる。 

表 1.4.5－2 に１次元地震応答解析結果を，図 1.4.5－4に１次元地震応答解析モデルを

示す。 

L1 地点と L2 地点の結果を比較すると，トンネル深さが深い L2地点の方が相対変位及

び加速度は大きくなる傾向にある。一方，L2 地点と L3地点の結果を比較すると，埋戻土

の層厚が薄い L2 地点の方が相対変位及び加速度は大きくなる傾向にある。 

これらのことから，トンネル位置が深くなるとトンネルの耐震評価が厳しくなる傾向に

なることが考えられる。同様に，埋戻土の層厚が薄くなるとトンネルの耐震評価が厳しく

なる傾向になることが考えられる。 

そこで，L2 地点の地層構成において，トンネル位置を最も深い位置に設定した１次元

地震応答解析モデル（L2’モデル）と，L3地点における埋戻土の層厚を最も薄くした１

次元地震応答解析モデル（L3’モデル）を作成して１次元地震応答解析を実施した結果，

L3’モデルにおける最大相対変位及び最大加速度が最大となった。 



1.4.5－5 

表 1.4.5－2 １次元地震応答解析結果（Ｓｓ－Ｄ１） 

地点 

トンネル

上端標高＊

EL. (m) 

トンネル

中心標高

EL. (m) 

トンネル

下端標高＊

EL. (m) 

トンネル上端と下端

の最大相対変位

（mm） 

トンネル中心

の最大加速度

（cm/s2） 

トンネル始点 L1 －17.1 －20.0 －22.9 4.06 328 

止水壁位置 L2 －21.2 －24.1 －27.0 4.86 334 

トンネル終点 L3 －21.4 －24.3 －27.2 3.56 314 

止水壁位置 L2’ －21.4 －24.3 －27.2 4.87 336 

トンネル終点 L3’ －21.4 －24.3 －27.2 5.02 348 

注記 ＊：トンネル覆工軸線における値 

図 1.4.5－4 １次元地震応答解析モデル 

(3) 断面選定結果

(2)より，1 次元地震応答解析結果の最大相対変位及び最大加速度が最も大きい L3’モ

デルを評価対象とする。評価対象断面の選定結果を表 1.4.5－3に，評価対象断面図を図

1.4.5－5に示す。 

EL.+11.0m

EL. +8.1m EL. +8.0m EL. +8.1m EL. +8.0m

EL.+ 4.0m
埋戻土

EL.+ 4.0m
埋戻土

EL. -3.0m
Ag2

EL. -5.9m D2c-3

EL.-14.4m D2g-3

EL.-17.1m

Km Km
EL.-130.0m

Km
EL.-130.0m

Km
EL.-130.0m

Km

EL.-27.2m

EL.-130.0m EL.-130.0m

L1 L2 L3 L2' L3'

EL.-14.7m

D2g-3

EL.-21.2m EL.-21.4m EL.-21.4m EL.-21.4m
EL.-22.9m

EL.-27.0m EL.-27.2m EL.-27.2m

EL.-14.4m

D2g-3

EL.-14.3m

D2g-3

EL.-14.3m

D2g-3

EL. -4.3m

Ag2

EL. -4.3m

Ag2

EL. -4.3m

Ag2

EL. +3.2m

du

EL.-12.0m

埋戻土

EL. +2.4m

du
EL. +2.7m du EL. +2.7m du
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表 1.4.5－3 トンネル 評価対象断面の選定結果 

○：耐震評価を実施 －：耐震評価を省略

地点 要求性能 構造的特徴 周辺地質 
間接支持する 

設備 

既工認 

評価断面

今回工認

評価断面
選定結果 

トンネル

始点 

L1 

間接支持 

・内径 4.6 m，覆工厚 1.2 m

の円形トンネル 

・トンネル深さが浅い 

・岩盤及び第四紀層が

ほぼ水平成層に分布 

・軽油移送配管

・水配管 

・電気ケーブル 

－ － 

１次元地震応答解析

結果により，評価対

象断面としない 

止水壁  

位置 

L2 

同上 

・内径 4.6 m，覆工厚 1.2 m

の円形トンネル 

・トンネル深さが深い 

・岩盤及び第四紀層が

ほぼ水平成層に分布 

・埋戻土の層厚が薄い 

同上 － － 同上 

トンネル

終点 

L3 

同上 

・内径 4.6 m，覆工厚 1.2 m

の円形トンネル 

・トンネル深さが最も深い 

・埋戻土の層厚が最も

厚い 
同上 － － 同上 

止水壁  

位置 

L2’ 

同上 

・内径 4.6 m，覆工厚 1.2 m

の円形トンネル 

・トンネル深さが最も深い 

・岩盤及び第四紀層が

ほぼ水平成層に分布 

・埋戻土の層厚が薄い 

同上 － － 同上 

トンネル

終点 

L3’ 

同上 

・内径 4.6 m，覆工厚 1.2 m

の円形トンネル 

・トンネル深さが最も深い 

・岩盤及び第四紀層が

ほぼ水平成層に分布 
同上 － ○ 

１次元地震応答解析

結果により，評価対

象断面とする 
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図 1.4.5－5 トンネルの評価対象断面図（L3’） 

 

 

トンネル 

Ｅ Ｗ 



1.4.6－1 

1.4.6 常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑部）の断面選定の考え方 

図 1.4.6－1 に常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑部）（以下，「立坑」とい

う。）の平面配置図を示す。 

立坑は，軽油移送配管，水配管及び電気ケーブルの間接支持機能を有する。 

立坑は，南北方向 12.5 m，東西方向 16.5 m，高さ 39.3 m の鉄筋コンクリート構造物で

あり，十分な支持性能を有する岩盤に直接設置する。 

立坑と常設代替高圧電源装置用カルバート（カルバート部）（以下，「カルバート」と

いう。）及び原子炉建屋間の相対変位を抑制することを目的として，立坑周辺にセメント

系固化による地盤改良を行う。 

 

  



1.4.6－2 

図 1.4.6－1（1） 立坑の平面配置図（全体平面図） 

図 1.4.6－1（2） 立坑の平面配置図（拡大図） 



1.4.6－3 

図 1.4.6－2 に立坑の平面図を示す。 

立坑は箱形構造物であり，強軸断面方向・弱軸断面方向の区別が明確でない構造物であ

るため，評価対象断面は立坑南北方向及び東西方向の 2方向を対象とする。①－①断面，

②－②断面，③－③断面，④－④断面及び⑤－⑤断面は南北方向の断面である。⑥－⑥断

面，⑦－⑦断面及び⑧－⑧断面は東西方向の断面である。 

図 1.4.6－2 立坑の平面図 



1.4.6－4 

図 1.4.6－3（1）に立坑の断面図（南北方向 ①－①断面）を示す。 

①－①断面は，壁位置の断面である。変位差抑制のため構造物の南側及び北側に地盤改

良（セメント改良）を実施する。 

図 1.4.6－3（1） 立坑の断面図（南北方向 ①－①断面） 



1.4.6－5 

図 1.4.6－3（2）に立坑の断面図（南北方向 ②－②断面）を示す。 

②－②断面は，中間スラブを有する矩形の立坑断面である。北側側壁で水配管及び電気

ケーブルを間接支持するカルバートと接続し，開口を有する。南側側壁で軽油移送配管，

水配管及び電気ケーブルを間接支持する常設代替高圧電源装置用カルバート（トンネル

部）（以下，「トンネル」という。）と接続し，開口を有する。変位差抑制のため構造物

の南側及び北側に地盤改良（セメント改良）を実施する。 

図 1.4.6－3（2） 立坑の断面図（南北方向 ②－②断面） 



1.4.6－6 

図 1.4.6－3（3）に立坑の断面図（南北方向 ③－③断面）を示す。 

③－③断面は，壁位置の断面である。北側側壁でカルバートと接続する。南側側壁でト

ンネルと接続する。立坑中壁に複数の開口を有する。変位差抑制のため構造物の南側及び

北側に地盤改良（セメント改良）を実施する。 

図 1.4.6－3（3） 立坑の断面図（南北方向 ③－③断面） 



1.4.6－7 

図 1.4.6－3（4）に立坑の断面図（南北方向 ④－④断面）を示す。 

④－④断面は，中間スラブを有する矩形の立坑断面である。北側側壁で水配管及び電気

ケーブルを間接支持するカルバートと接続し，開口を有する。変位差抑制のため構造物の

南側及び北側に地盤改良（セメント改良）を実施する。 

図 1.4.6－3（4） 立坑の断面図（南北方向 ④－④断面） 



1.4.6－8 

図 1.4.6－3（5）に立坑の断面図（南北方向 ⑤－⑤断面）を示す。 

⑤－⑤断面は，壁位置の断面である。側壁でカルバートと接続し，開口を有する。変位

差抑制のため構造物の南側及び北側に地盤改良（セメント改良）を実施する。周辺状況と

して，カルバートが隣接する。 

図 1.4.6－3（5） 立坑の断面図（南北方向 ⑤－⑤断面） 



1.4.6－9 

図 1.4.6－4（1）に立坑の断面図（東西方向 ⑥－⑥断面）を示す。 

⑥－⑥断面は，壁位置の断面である。側壁でトンネルと接続し，開口を有する。変位差

抑制のため構造物の東側に地盤改良（セメント改良）を実施する。周辺状況として，サブ

ドレン及びサービス建屋が隣接する。 

図 1.4.6－4（1） 立坑の断面図（東西方向 ⑥－⑥断面） 



1.4.6－10 

図 1.4.6－4（2）に立坑の断面図（東西方向 ⑦－⑦断面）を示す。 

⑦－⑦断面は，中間スラブを有する矩形の立坑断面である。東側側壁で軽油移送配管を

間接支持するカルバートと接続し，開口を有する。変位差抑制のため構造物の東側に地盤

改良（セメント改良）を実施する。周辺状況として，サブドレン及びサービス建屋が隣接

する。 

図 1.4.6－4（2） 立坑の断面図（東西方向 ⑦－⑦断面） 



1.4.6－11 

図 1.4.6－4（3）に立坑の断面図（東西方向 ⑧－⑧断面）を示す。 

⑧－⑧断面は，壁位置の断面である。側壁でカルバートと接続し，開口を有する。変位

差抑制のため構造物の東側に地盤改良（セメント改良）を実施する。周辺状況として，サ

ブドレン及びサービス建屋が隣接する。 

図 1.4.6－4（3） 立坑の断面図（東西方向 ⑧－⑧断面） 



1.4.6－12 

図 1.4.6－5 に立坑の地質断面図を示す。 

図 1.4.6－5（1） 立坑の地質断面図（南北方向断面） 

図 1.4.6－5（2） 立坑の地質断面図（東西方向断面） 

Ｎ Ｓ 

Ｅ Ｗ 

地盤改良体 

（セメント改良） 

地盤改良体 

（セメント改良） 
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(1) 耐震評価候補断面の整理

「1.4.1 方針 ①耐震評価候補断面の整理」に従い，耐震評価候補断面を整理する。

耐震評価候補断面の特徴を表 1.4.6－1に示す。

表 1.4.6－1（1） 立坑 耐震評価候補断面の特徴（南北方向） 

方向 断面 要求性能 構造的特徴 
間接支持 

する設備 

南北 

①－① 間接支持

・壁位置の断面

・立坑南側，北側に地盤改良（セメント改

良）を実施する。

－ 

②－② 同上 

・中間スラブを有する矩形の立坑断面

・開口部がある

・立坑南側，北側に地盤改良（セメント改

良）を実施する。

・カルバート及びトンネルが隣接する。

・軽油移送配管

・水配管

・電気ケーブル

③－③ 同上 

・壁位置の断面

・開口部がある

・立坑南側，北側に地盤改良（セメント改

良）を実施する。

・カルバートが隣接する。

－ 

④－④ 同上 

・中間スラブを有する矩形の立坑断面

・開口部がある

・立坑南側，北側に地盤改良（セメント改

良）を実施する。

・カルバートが隣接する。

・水配管

・電気ケーブル

⑤－⑤ 同上 

・壁位置の断面

・開口部がある

・立坑南側，北側に地盤改良（セメント改

良）を実施する。

・カルバートが隣接する。

－ 
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表 1.4.6－1（2） 立坑 耐震評価候補断面の特徴（東西方向） 

東西 

⑥－⑥ 同上 

・壁位置の断面

・開口部がある

・立坑東側に地盤改良（セメント改良）を実

施する。

・サブドレン，サービス建屋が隣接する。

－ 

⑦－⑦ 同上 

・中間スラブを有する矩形の立坑断面

・開口部がある

・立坑東側に地盤改良（セメント改良）を実

施する。

・カルバート，サブドレン，サービス建屋が

隣接する。

・軽油移送配管

⑧－⑧ 同上 

・壁位置の断面

・開口部がある

・立坑東側に地盤改良（セメント改良）を実

施する。

・サブドレン，サービス建屋が隣接する。

－ 
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(2) 評価対象断面の選定

立坑は矩形立坑であり，立坑幅は 12.5 m（南北方向），16.5 m（東西方向）の箱形構

造物である。立坑は強軸断面方向・弱軸断面方向の区別が明確でない構造物であるため，

評価対象断面は立坑南北方向及び東西方向の 2 方向を対象とする。 

表 1.4.6－1 に示す通り，立坑の開口部や他構造物との接続部が複雑に位置する。これ

らの影響を考慮するため，構造物中心位置において各構造部材と等価な剛性を有する線形

はり要素でモデル化する。 

南北方向については，①－①断面～⑤－⑤断面の断面諸元に基づく中間スラブを有する

矩形の立坑として，構造物中心位置において各構造部材と等価な剛性を有する線形はり要

素でモデル化する。 

東西方向についても，⑥－⑥断面～⑧－⑧断面の断面諸元に基づき，中間スラブを有す

る矩形の立坑として，構造物中心位置において各構造部材と等価な剛性を有する線形はり

要素でモデル化する。 

(3) 断面選定結果

評価対象断面の選定結果を表 1.4.6－2に，評価対象断面を図 1.4.6－6 に示す。



1
.
4
.
6－

1
6

表 1.4.6－2 立坑 評価対象断面の選定結果 

○：耐震評価を実施 －：耐震評価を省略

方向 断面 要求性能 構造的特徴 
間接支持する設

備 

既工認 

評価断面 

今回工認 

評価断面 
選定結果 

南北 

①－①

～

⑤－⑤

間接支持

・中間スラブを有す

る矩形の立坑断面

・北側側壁でカルバ

ートと，南側側壁

でトンネルと接続

する。

・立坑南側及び北側

に地盤改良を実施

する。

・軽油移送配管

・水配管

・電気ケーブル

－ ○ 

・強軸断面方向と弱軸断面

方向が明確でないため，

評価対象とする

・中間スラブを有する矩形

の立坑は,立坑中心位置

において各構造部材と等

価な剛性を有する線形は

り要素としてモデル化す

る。

東西 

⑥－⑥

～

⑧－⑧

同上 

・中間スラブを有す

る矩形の立坑断面

・東側側壁でカルバ

ートと接続する。

・立坑東側に地盤改

良を実施する。

・軽油移送配管 － ○ 同上 



1.4.6－17 

図 1.4.6－6（1） 立坑の評価対象断面（南北方向断面） 

図 1.4.6－6（2） 立坑の評価対象断面（東西方向断面） 

Ｅ Ｗ 

Ｎ Ｓ 

地盤改良体 

（セメント改良） 

地盤改良体 

（セメント改良） 



1.4.7－1 

1.4.7 常設代替高圧電源装置用カルバート（カルバート部）の断面選定の考え方 

図 1.4.7－1 に常設代替高圧電源装置用カルバート（カルバート部）（以下，「カルバ

ート」という。）の平面配置図を示す。 

カルバートは，軽油移送配管，水配管及び電気ケーブルの間接支持機能を有する。

カルバートは，軽油移送配管を支持するカルバート（以下，「軽油カルバート」とい

う。）と水配管及び電気ケーブルを支持するカルバート（以下，「水電気カルバート」と

いう。）の 2 つの構造物に大別される。軽油カルバートは 1層 2連カルバート状の鉄筋コ

ンクリート構造物であり，延長 5.0 m，幅 5.5 m，高さ 7.5 m である。構造物は，杭基礎

を介して十分な支持性能を有する岩盤に設置する。 

水電気カルバートは 1層 3 連カルバート状の鉄筋コンクリート構造物であり，延長約

35 m，幅 13.9 m，高さ 6.7 m である。構造物は，杭基礎を介して十分な支持性能を有す

る岩盤に設置する。 

カルバートと常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑部）及び原子炉建屋間の相対変

位を抑制することを目的として，カルバート下部及び周辺にセメント系固化による地盤改

良を行う。 

図 1.4.7－1(1) カルバートの平面配置図（全体平面図） 



1.4.7－2 

図 1.4.7－1(2) カルバートの平面配置図（拡大図） 



1.4.7－3 

図 1.4.7－2 にカルバートの平面図を示す。 

カルバートの東西方向については，東側に堅固な原子炉建屋が存在し地震時の変形が拘

束されることや，耐震評価上，変形抑制効果を考慮できる壁部材が多く存在することから

強軸断面方向と考えられる。よって，弱軸断面方向である南北方向について整理を行っ

た。 

図 1.4.7－2 カルバートの平面図 



1.4.7－4 

図 1.4.7－3(1)にカルバートの断面図（①―①断面）を示す。 

①－①断面は軽油移送配管及び水・電気配管を間接支持するカルバート 2基が含まれ

る。カルバートは杭基礎を介して十分な支持性能を有する岩盤に支持されている。変位差

抑制のためカルバート下部及び周辺に地盤改良（セメント改良）を実施する。なお，軽油

カルバートの下部及び水電気カルバートの下部にはサブドレンが位置しており，その範囲

については地盤改良を実施しない。 

図 1.4.7－3（1） カルバートの断面図（①―①断面） 



1.4.7－5 

図 1.4.7－3(2)にカルバートの断面図（②－②断面）を示す。 

②－②断面は 3連のボックスカルバート構造である。水電気カルバートは杭基礎を介し

て十分な支持性能を有する岩盤に支持されている。変位差抑制のため構造物の下部及び周

辺に地盤改良（セメント改良）を実施する。 

図 1.4.7－3（2） カルバートの断面図（②－②断面） 



1.4.7－6 

図 1.4.7－3(3)にカルバートの断面図（③－③断面）を示す。 

③－③断面は南北方向に位置する中壁付近の断面であり，耐震評価上，中壁の変形抑制

効果を考慮することができる断面である。水電気カルバートは杭基礎を介して十分な支持

性能を有する岩盤に支持されている。変位差抑制のため構造物の下部及び周辺に地盤改良

（セメント改良）を実施する。

図 1.4.7－3（3） カルバートの断面図（③－③断面） 



1.4.7－7 

図 1.4.7－3(4)にカルバートの断面図（④－④断面）を示す。 

④－④断面は南北方向に中壁が存在する断面であり，耐震評価上，側壁変形抑制する考

慮することができる断面である。水電気カルバートは杭基礎を介して十分な支持性能を有

する岩盤に支持されている。変位差抑制のため構造物の下部及び周辺に地盤改良（セメン

ト改良）を実施する。

図 1.4.7－3（4） カルバートの断面図（④－④断面） 



1.4.7－8 

図 1.4.7－4 にカルバートの地質断面図を示す。 

図 1.4.7－4（1） カルバートの地質断面図（南北方向断面） 

図 1.4.7－4（2） カルバートの地質断面拡大図（南北方向断面） 

サブドレンが位置

する埋戻し層 

Ｎ Ｓ 

地盤改良体 

（セメント改良） 

地盤改良体 

（セメント改良）



1.4.7－9 

(1) 耐震評価候補断面の整理

「1.4.1 方針 ①耐震評価候補断面の整理」に従い，耐震評価候補断面を整理する。

耐震評価候補断面の特徴を表 1.4.7－1に示す。

表 1.4.7－1 カルバート 耐震評価候補断面の特徴 

方向 断面 要求性能 構造的特徴 
間接支持 

する設備 

南北 

①－① 間接支持 

・杭基礎を介して十分な支持性能を有

する岩盤に設置する。

・カルバート下部及び周辺に地盤改良

（セメント改良）を実施する。

・軽油カルバートの下部及び水電気カ

ルバートの下部に地盤改良を実施し

ない範囲がある。（埋戻し層が分

布） 

・軽油移送配管

・水配管

・電気ケーブル

②－② 同上 

・杭基礎を介して十分な支持性能を有

する岩盤に設置する。

・構造物の下部及び周辺に地盤改良

（セメント改良）を実施する。

・立坑が隣接する。

・水配管

・電気ケーブル

③－③ 同上 

・杭基礎を介して十分な支持性能を有

する岩盤に設置する。

・構造物の下部及び周辺に地盤改良

（セメント改良）を実施する。

・立坑が隣接する。

・耐震評価上，中壁の変形抑制効果を

考慮できる。

同上 

④－④ 同上 

・杭基礎を介して十分な支持性能を有

する岩盤に設置する。

・構造物の下部及び周辺に地盤改良

（セメント改良）を実施する。

・立坑が隣接する。

・中壁位置の断面

同上 
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(2) 評価対象断面の選定

①－①断面は，カルバートについて耐震評価上，変形抑制効果を考慮することができる

壁部材から離れているため，①－①断面を評価対象断面とする。 

また，この断面を選定することで，軽油カルバートの弱軸断面方向に対する耐震評価も

同時に行うことができる。 

②－②断面は南側に堅固な立坑が隣接することから，①－①断面と比較しカルバート構

造の変形抑制効果を考慮できる。よって①－①断面と比較して耐震裕度が見込めるため，

評価対象断面としない。 

③－③断面及び④－④断面は南側に堅固な立坑が隣接すること，耐震評価上，カルバー

ト構造の中壁及び側壁の変形抑制効果を考慮できることから，①－①断面と比較して耐震

裕度が見込めるため，評価対象断面としない。 

(3) 断面選定結果

(2)より，南北方向の①－①断面を評価対象断面とする。評価対象断面の選定結果を表

1.4.7－2に，評価対象断面図を図 1.4.7－5に示す。 

なお，耐震評価における解析モデルでは，地盤改良体非着底部のうち，地盤改良体着底

部が奥に位置する箇所は，厚さを薄くした（剛性を低くした）平面要素を配置すること

で，奥行き方向の地盤改良効果を考慮する。 



1
.
4
.
7－

1
1

表 1.4.7－2 カルバート 評価対象断面の選定結果 

○：耐震評価を実施 －：耐震評価を省略

方向 断面 要求性能 構造的特徴 
間接支持する 

設備 

既工認 

評価断面

今回工認

評価断面
選定結果 

南北 

①－① 間接支持 

・杭基礎を介して十分な支持性能を有する岩盤に設置

・カルバート下部及び周辺に地盤改良（セメント改

良）を実施する。

・軽油カルバートの下部及び水電気カルバートの下部

に地盤改良を実施しない範囲がある。（埋戻し層が

分布）

・軽油移送配管

・水配管

・電気ケーブル

－ ○ 

変形抑制効果を考慮できる壁部材

から離れているため評価対象断面

に選定 

②－② 同上 

・杭基礎を介して十分な支持性能を有する岩盤に設置

・構造物の下部及び周辺に地盤改良（セメント改良）

を実施する。

・立坑が隣接

・水配管

・電気ケーブル
－ － 

弱軸断面方向であるが，①－①断

面と比較して，隣接する立坑の変

形抑制効果を考慮できるため評価

対象断面としない 

③－③ 同上 

・杭基礎を介して十分な支持性能を有する岩盤に設置

・構造物の下部及び周辺に地盤改良（セメント改良）

を実施する。

・立坑が隣接

・耐震評価上，中壁の変形抑制効果を考慮できる

同上 － － 

弱軸断面方向であるが，①－①断

面と比較して，隣接する立坑の変

形抑制効果を考慮できる。さら

に，耐震壁の変形抑制効果も考慮

できるため評価対象断面としない

④－④ 同上 

・杭基礎を介して十分な支持性能を有する岩盤に設置

・構造物の下部及び周辺に地盤改良（セメント改良）

を実施する。

・立坑が隣接

・中壁位置の断面

同上 － － 同上 



1.4.7－12 

図 1.4.7－5(1) カルバートの評価対象断面（①－①断面） 

図 1.4.7－5（2） カルバートの地質断面拡大図（①－①断面） 

埋戻し土（地盤改良体非着底部） 

奥に立坑がある 

埋戻し土（地盤改良体非着底部） 

奥に地盤改良体着底部がある 

Ｎ Ｓ 

地盤改良体 

（セメント改良） 



1.4.8－1 

1.4.8 代替淡水貯槽の断面選定の考え方 

図 1.4.8－1 に代替淡水貯槽の平面配置図及び地質断面図を示す。また，図 1.4.8－2 及び図

1.4.8－3に代替淡水貯槽の平面図及び断面図を示す。 

代替淡水貯槽は，常設低圧代替注水系における複数の代替淡水源の一つとして原子炉建屋

の南側に設置する。 

代替淡水貯槽は，内空 20.0 m，内空高さ 21.5 m の鉄筋コンクリート造の円筒形の地中構造

物である。上部には，搬入出部を有している。 

図 1.4.8－1（1） 代替淡水貯槽 平面配置図（全体平面図） 



1.4.8－2 

図 1.4.8－1（2） 代替淡水貯槽 平面配置図（拡大図） 



1.4.8－3 

図 1.4.8－1（3） 代替淡水貯槽地質断面図（Ａ－Ａ断面） 

図 1.4.8－1（4） 代替淡水貯槽地質断面図（Ｂ－Ｂ断面） 



1.4.8－4 

図 1. 4.8－2 代替淡水貯槽 平面図 



1.4.8－5 

図 1.4.8－3（1） 代替淡水貯槽断面図（東西方向断面） 



1.4.8－6 

図 1.4.8－3（2） 代替淡水貯槽断面図（南北方向断面） 



1.4.8－7 

(1) 耐震評価対象断面の整理

1.4.1「方針①耐震評価断面候補の整理」に従い，耐震評価候補断面を整理する。

耐震評価断面の特徴を第 1.4.8－1表に示す。 

表 1.4.8－1 代替淡水貯槽耐震評価候補断面の特徴 

(2) 耐震評価対象断面の選定

代替淡水貯槽は円筒形の構造物であるため，構造物形状としての強軸断面方向および弱軸

断面方向はない。しかし，構造物の周辺地盤は東西方向と南北方向で相違があるため，東西方

向と南北方向の両断面を評価対象断面として選定する。 

なお，東西方向及び南北方向ともに，円筒構造物であること及び搬出入口の対称性を考え，

代替淡水貯槽の断面位置は中心位置とする。周辺状況として，東側に廃棄部処理建屋が存在す

るが，保守的な設定として，廃棄物処理建屋部は埋戻土として耐震評価を行う。 

(3) 断面選定結果

代替淡水貯槽の評価対象断面位置の選定結果を表 1.4.8－2 に，対象断面を図 1.4.8－4 に

示す。 

断面 要求性能 構造的特徴 周辺地質 
間接支持 

する設備 

東西方向断面 
貯水 

止水機能 

円筒形の鉄筋コンクリ

ート構造物 

岩盤に直接支持する 

岩盤及び第四紀層がおお

むね水平成層に分布 

東方に廃棄物処理建屋が

存在する 

なし 

南北方向断面 
貯水 

止水機能 

円筒形の鉄筋コンクリ

ート構造物 

岩盤に直接支持する 

北方に原子力建屋建設時

の埋戻し土が分布する 
なし 
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表 1.4.8－2 代替淡水貯槽 評価対象断面の選定結果 

断面 要求性能 構造的特徴 周辺状況 
間接支持

する設備 

既工認 

評価断面 

今回工認 

評価断面 
選定結果 

東西方向

断面 

貯水 

止水機能 

円筒形の鉄筋コン

クリート構造物

岩盤に直接支持す

る 

岩盤及び第

四紀層がお

おむね水平

成層に分布 

東方に廃棄

物処理建屋

が存在する 

－ － ○ 

強軸断面方向及び弱軸断

面方向を持たないが，周

辺地盤に相違があるた

め，評価対象断面とする 

南北方向

断面 

貯水 

止水機能 

円筒形の鉄筋コン

クリート構造物

岩盤に直接支持す

る 

北方に原子

力建屋建設

時の埋戻し

土が分布す

る 

－ － ○ 

強軸断面方向及び弱軸断

面方向を持たないが，周

辺地盤に相違があるた

め，評価対象断面とする 
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図 1.4.8－4（1） 代替淡水貯槽断面図（東西方向断面） 

図 1.4.8－4（2） 代替淡水貯槽断面図（南北方向断面） 



1.4.9－1 

1.4.9 常設低圧代替注水系ポンプ室の断面選定の考え方 

図 1.4.9－1 に常設低圧代替注水系ポンプ室の平面配置図及び地質断面図を示す。また，図

1.4.9－2及び図 1.4.9－3 に常設低圧代替注水系ポンプ室の平面図及び断面図を示す。 

常設低圧代替注水系ポンプ室は，常設低圧代替注水系の複数の淡水源に対応するため設置

し，常設低圧代替注水系のポンプ及び配管の間接支持機能を有する。 

常設低圧代替注水系ポンプ室は，東西方向 17.0 m，南北方向 13.0 m，高さ 29.5 m の中間ス

ラブを有する矩形の立坑構造の鉄筋コンクリート造である。北側に位置する常設低圧代替注

水系配管カルバートへ開口部で接続し，南側に位置する代替淡水貯槽へ接続するカルバート

の張り出し部を有し,各構造物間は,可とう性継手により連結する。 

図 1.4.9－1（1） 常設低圧代替注水系ポンプ室 平面配置図（全体平面図） 



1.4.9－2 

図 1.4.9－1（2） 常設低圧代替注水系ポンプ室 平面配置図（拡大図） 



1.4.9－3 

図 1.4.9－1（3） 常設低圧代替注水系ポンプ室地質断面図（Ａ－Ａ断面） 

図 1.4.9－1（4） 常設低圧代替注水系ポンプ室地質断面図（Ｂ－Ｂ断面） 



1.4.9－4 

図 1.4.9－2 常設低圧代替注水系ポンプ室の平面図 

図 1.4.9－3（1） 常設低圧代替注水系ポンプ室の断面図（東西方向 ①－①断面）



1.4.9－5 

図 1.4.9－3（2） 常設低圧代替注水系ポンプ室の断面図（東西方向 ②－②断面） 

図 1.4.9－3（3） 常設低圧代替注水系ポンプ室の断面図（東西方向 ③－③断面）



1.4.9－6 

図 1.4.9－3（4） 常設低圧代替注水系ポンプ室の断面図（南北方向 ④－④断面） 

図 1.4.9－3（5） 常設低圧代替注水系ポンプ室の断面図（南北方向 ⑤－⑤断面）



1.4.9－7 

図 1.4.9－3（6） 常設低圧代替注水系ポンプ室の断面図（南北方向 ⑥－⑥断面） 

図 1.4.9－3（7） 常設低圧代替注水系ポンプ室の断面図（南北方向 ⑦－⑦断面）
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(1) 耐震評価対象断面の整理

1.4.1「方針①耐震評価断面候補の整理」に従い，耐震評価候補断面を整理する。

耐震評価断面の特徴を表 1.4.9－1に示す。 

表 1.4.9－1 常設低圧代替注水系ポンプ室耐震評価候補断面の特徴 

方 

向 
断面 

要求 

性能 
構造的特徴 周辺地質 

間接支持 

する設備 

東 

西 

①－① 間接支持 
・壁位置の断面

・壁面に開口が存在する

・岩盤上に埋戻し

土が分布する

・東側に廃棄物処

理建屋が隣接す

る

－ 

②－② 同上 

・中間スラブを有する矩

形の立坑構造の断面

・頂版及び中床版に開口

が存在する

・同上

・常設低圧代

替注水系ポ

ンプ

・配管類

③－③ 同上 
・壁位置の断面

・壁面に開口が存在する
・同上 － 

南 

北 

④－④ 同上 

・壁位置の断面

・壁面に開口が存在し

ない

・東側の岩盤上に

埋戻し土が分布

する

－ 

⑤－⑤ 同上 

・中間スラブを有する矩

形の立坑構造断面

・頂版及び中床版に開口

が存在する

・南北側壁に開口が存在

する

・同上 ・配管類

⑥－⑥ 同上 

・中間スラブを有する矩

形の立坑構造の断面

・頂版及び中床版に開口

が存在する

・同上

・常設低圧代

替注水系ポ

ンプ

・配管類

⑦－⑦ 同上 

・壁位置の断面

・壁面に開口が存在しな

い

・同上 － 
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①－①断面，②－②断面及び③－③断面は東西方向の断面である。

①－①断面は，壁位置の断面であり，常設低圧代替注水系配管カルバートと接続するカルバ

ート張出し部の開口（下端レベル;EL.－4.00 m）を有する。常設低圧代替注水系ポンプ室の東

側には廃棄物処理建屋が位置している。 

②－②断面は，中間スラブを有する矩形の立坑構造の断面であり，EL.－18.50 m のスラブ

上にて常設低圧代替注水系ポンプを間接支持する。また，頂版および各中床版には常設低圧代

替注水系ポンプを搬入出するための開口および各階へのアクセス用階段のための開口を有す

る。 

③－③断面は，壁位置の断面であり，代替淡水貯槽と接続する 2つのカルバート張出し部の

開口（上段の開口下端レベル;EL.＋1.05 m，下段の開口下端レベル：EL.－17.08 m）を有する。 

④－④断面，⑤－⑤断面，⑥－⑥断面及び⑦－⑦断面は南北方向の断面である。

④－④断面は，壁位置の断面である。

⑤－⑤断面は，中間スラブを有する矩形の立坑構造の断面であり，北側に１か所，南側に２

か所のカルバート張出し部の開口を有する。北側壁は常設低圧代替注水系配管カルバートと

接続する開口（下端レベル;EL.－4.00 m）で，南側壁は代替淡水貯槽と接続する開口（上段の

開口下端レベル;EL.＋1.05 m，下段の開口下端レベル：EL.－17.08 m）である。 

⑥－⑥断面は，中間スラブを有する矩形の立坑構造の断面であり，EL.－18.50 m のスラブ

上にて常設低圧代替注水系ポンプを間接支持する。また，頂版及び各中床版には常設低圧代替

注水系ポンプを搬入出するための開口および各階へのアクセス用階段のための開口を有する。 

⑦－⑦断面は，壁位置の断面である。周辺状況として，東側に廃棄物処理建屋が隣接する。 

(2) 評価対象断面の選定

常設低圧代替注水系ポンプ室は，鉄筋コンクリート造の地中構造物であり，比較的単純な中

間スラブを有する矩形の立坑構造物である。常設低圧代替注水系ポンプ室の各層は 1 室構造

であり，短辺と長辺の長さに大きな違いがなく，強軸断面方向と弱軸断面方向が明確ではない

ことから，評価対象断面としては東西方向断面及び南北方向断面をいずれも対象とする。 

東西方向については，①－①断面及び③－③断面は，壁部であることから評価対象断面 と

しない。②－②断面は中間スラブを有する矩形の立坑構造の断面であるため，フィッシュボー

ンモデルとして耐震評価を行う。周辺状況として，東側に廃棄部処理建屋が存在するが，保守

的な設定として，廃棄物処理建屋部は埋戻土として耐震評価を行う。 

南北方向については，④－④断面及び⑦－⑦断面は，壁部であることから評価対象断面とし

ない。よって耐震評価においては⑤－⑤断面及び⑥－⑥断面に基づき，中間スラブを有する矩

形の立坑構造の断面としてフィッシュボーンにモデル化し耐震評価を行う。 

(3) 断面選定結果

評価対象断面の選定結果を表 1.4.9－2に，評価対象断面を図 1.4.9－4 に示す。



表 1.4.9－2 常設低圧代替注水系ポンプ室における耐震評価対象断面の選定結果 

方

向
断面 要求性能 構造的特徴 周辺状況 間接支持する設備 

既工認 

評価断面 

今回工認 

評価断面 
選定結果 

東

西
②－② ・間接支持

・中間スラブを有

する矩形の立坑

構造の断面

・岩盤に直

接支持す

る

・常設低圧代替注

水系ポンプ

・配管類

－ ○ 

・強軸断面方向と弱軸断

面方向が明確でないた

め，評価対象とする

・中間スラブを有する矩

形の立坑は,立坑中心位

置において各構造部材

と等価な剛性を有する

構造梁（フィッシュボ

ーン）として評価する

・埋戻し土層が最大とな

る①－①断面の地質条

件にて評価する

南

北

⑤－⑤

～

⑥－⑥

・同上 ・同上 ・同上 ・同上 － ○ 

・強軸断面方向と弱軸断

面方向が明確でないた

め，評価対象とする

・中間スラブを有する矩

形の立坑は,立坑中心位

置において各構造部材

と等価な剛性を有する

構造梁（フィッシュボ

ーン）として評価する
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図 1.4.9－4（1） 常設低圧代替注水系ポンプ室断面図（東西方向断面） 

図 1.4.9－4（2） 常設低圧代替注水系ポンプ室断面図（南北方向断面） 



1.4.10－1 

1.4.10 常設低圧代替注水系配管カルバートの断面選定の考え方 

図 1.4.10－1 に常設低圧代替注水系配管カルバート平面配置図及び地質断面図を示す。 

常設低圧代替注水系配管カルバートは原子炉建屋の南側に設置し常設低圧代替注水ポンプ

室と原子建屋間をつなぐ常設低圧注水系配管の間接支持機能を有する。 

常設低圧代替注水系配管カルバートは，原子炉建屋と常設低圧注水系ポンプ室間に設置さ

れる一連のボックスカルバート構造の鉄筋コンクリート造であり,端部にはそれぞれ可とう

性継手により連結する。また, 常設低圧代替注水系配管カルバートは,延長 20.1 m，内空及

び内空高さ 2.3 m であり,人工岩盤を介して十分な支持性能を有する岩盤に設置する。 

図 1.4.10－1（1） 常設代替注水配管カルバート 平面位置図（全体平面図） 



1.4.10－2 

図 1.4.10－1（2） 常設代替注水配管カルバート 平面位置図（拡大図） 

図 1.4.10－1（3） 常設低圧代替注水系配管カルバート地質断面図（Ｂ－Ｂ断面） 



1.4.10－3 

Ａ－Ａ断面を図 1.4.10－1（4）に示す。Ａ－Ａ断面は岩盤上面に埋戻土が地表面まで分布す

る。 

図 1.4.10－1（4） 常設低圧代替注水系配管カルバート地質断面図（Ａ－Ａ断面） 

Ｃ－Ｃ断面を図 1.4.10－1（5）に示す。Ｃ－Ｃ断面は，原子炉建屋施工時の掘削形状によ

り，岩盤上面に D2g-3 層が一部残っており，その上部に埋戻土が地表面まで分布している。 

図 1.4.10－1（5） 常設低圧代替注水系配管カルバート地質断面図（Ｃ－Ｃ断面）



1.4.10－4 

図 1.4.10－2 及び図 1.4.10－3に常設低圧代替注水系配管カルバートの平面図及び断面図を示

す。 

図 1.4.10－2 常設代替注水配管カルバート 平面図 

図 1.4.10－3 常設低圧代替注水系配管カルバート断面図（東西方向断面） 
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(1) 耐震評価対象断面の整理

1.4.1「方針①耐震評価断面候補の整理」に従い，耐震評価候補断面を整理する。

耐震評価断面の特徴を表 1.4.10－1に示す。 

表 1.4.10－1 常設低圧代替注水系配管カルバート耐震評価候補断面の特徴 

常設低圧代替注水系配管カルバートは，鉄筋コンクリート造の単純な線状構造物であるた

め，軸方向（南北方向）が強軸断面方向，軸直角方向（東西方向）が弱軸断面方向になる。 

Ａ－Ａ断面は岩盤上面に埋戻土が地表面まで分布する。 

Ｃ－Ｃ断面は，原子炉建屋施工時の掘削形状により，岩盤上面に D2g-3 層が一部残ってお

り，その上部に埋戻土が地表面まで分布している。 

断面 要求性能 構造的特徴 周辺地質 
間接支持 

する設備 

東西方向

Ａ－Ａ 

断面 

間接支持 

・ボックスカルバート

構造の鉄筋コンク

リート構造物

・人工岩盤を介して岩

盤に設置する

岩盤上面に埋戻土が分布

する 
常設低圧注水

系配管 

東西方向

Ｃ－Ｃ 

断面 

同上 同上 

岩盤上面に D2g-3 層が分

布し，その上部に埋戻土

が分布する 
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(2) 耐震評価対象断面の選定

常設低圧代替注水系配管カルバートは，弱軸断面方向である東西方向の断面から評価対象

断面を選定する。 

Ａ－Ａ断面は，岩盤上部に fl 層が広く分布している。Ｃ－Ｃ断面は，D2g-3 層がカルバー

ト構造物底面より低い位置に分布し，D2g-3 層上部には fl層が広く分布している。

Ａ－Ａ断面及びＣ－Ｃ断面ともにカルバート構造物付近の標高では fl 層が広く分布してい

るため，カルバート構造物に作用する動土圧の厳しさは概ね同様と考えられる。 

しかし，Ｃ－Ｃ断面では，カルバート構造物の基礎である人工岩盤がfl層よりも硬質なD2g-

3 層に根入れされているため，カルバート構造物の変位が抑制される。従ってＣ－Ｃ断面では

カルバート構造物内に設置される機器・配管系の変形量がＡ－Ａ断面に比較して小くなると

考えられる。 

よって，Ａ－Ａ断面を評価対象断面とする。 

(3) 断面選定結果

常設低圧代替注水系配管カルバートの耐震評価対象断面位置の選定結果を表 1.4.10－2

に，評価対象断面を図 1.4.10－5 に示す。 
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表 1.4.10－2 常設低圧代替注水系配管カルバート 耐震評価対象断面の選定結果

断面 要求性能 構造的特徴 周辺地質 
間接支持

する設備 

既工認 

評価断面 

今回工認 

評価断面 
選定結果 

東西方向

Ａ－Ａ 

断面 

間接支持 

機能 

・ボックスカルバート構

造の鉄筋コンクリート

構造物

・人工岩盤を介して岩盤

に設置する

岩盤上面に埋戻土

が分布する 

常設低圧

注水系配

管

－ ○ 

Ｃ－Ｃ断面と比較して，カ

ルバート構造物内に設置

される配管・配管系の変形

量が大きくなると考えら

れることから，評価対象断

面として採用する。 

東西方向

Ｃ－Ｃ 

断面 

同上 同上 

岩盤上面に D2g-3

層が分布し，その

上部に埋戻土が分

布する 

常設低圧

注水系配

管

－ － 

Ｃ－Ｃ断面ではカルバー

ト構造物内に設置される

機器・配管系の変形量がＡ

－Ａ断面に比較して小く

なると考えられるため，評

価対象断面として採用し

ない。 



1.4.10－8 

図 1.4.10－5 常設低圧代替注水系配管カルバート断面図（東西方向断面） 



1.4.11－1 

1.4.11 格納容器圧力逃がし装置用配管カルバートの断面選定の考え方 

図 1.4.11－1 に格納容器圧力逃がし装置用配管カルバートの平面配置図を示す。 

格納容器圧力逃がし装置用配管カルバートは，格納容器圧力逃がし装置用配管を間接支

持する構造部と格納容器圧力逃がし装置格納槽点検用開口部水密ハッチを間接支持する構

造部からなる鉄筋コンクリート造の地中構造物であり，人工岩盤を介して十分な支持性能

を有する岩盤に設置する。 

格納容器圧力逃がし装置用配管を間接支持する構造一般部の内空寸法は延長約 37 m，幅

約 3 m～9 m（東西方向），高さ約 8 m であり，格納容器圧力逃がし装置格納槽点検用開口部

水密ハッチを間接支持する点検用の構造部は高さ約 15 m，内空幅約 2.5 m×約 3.5 m であ

る。格納容器圧力逃がし装置用配管カルバートの構造図を図 1.4.11－2 に示す。 

図 1.4.11－1 格納容器圧力逃がし装置用配管カルバートの平面配置図 



1.4.11－2 

図 1.4.11－2 格納容器圧力逃がし装置用配管カルバートの構造図



1.4.11－3 

(1) 耐震評価候補断面の整理

「1.4.1 方針 ①断面評価候補断面の整理」に従い，耐震評価候補断面を整理する。格納

容器圧力逃がし装置用配管カルバートは，構造上の特徴としてＡ－Ａ断面，Ｂ－Ｂ断面，Ｃ－

Ｃ断面及びＤ－Ｄ断面の 4つの構造区画からなる。 

格納容器圧力逃がし装置用配管カルバートの縦断方向（南北方向）は，加振方向と平行に配

置される躯体を耐震設計上見込むことができるため強軸断面方向となる。一方，横断方向（東

西方向）は加振方向と平行に躯体が配置されないことから，弱軸断面方向となる。 

以上のことから，格納容器圧力逃がし装置用配管カルバートの耐震評価候補断面は東西方向

とする。耐震評価候補断面位置及び断面図を図 1.4.11－3 に示す。各耐震評価候補断面図の特

徴を表 1.4.11－1 に示す。 

図 1.4.11－3 耐震評価候補断面位置及び断面図 



1.4.11－4 

表 1.4.11－1 格納容器圧力逃がし装置用配管カルバート 耐震評価候補断面の特徴 

方向 
要求

性能 
断面 構造的特徴 周辺地質 間接支持する設備 

東西 

間接

支持 
Ａ－Ａ 

・弱軸断面方向

・地中に埋設しているボッ

クスカルバート形状

・構造物のほぼ中央部の一

般部

・一般部としては最も内径

が大きい。

・内径の大きさが変化す

る。

・人工岩盤を介して十分な支持

性能を有する岩盤に設置す

る。

・構造物西方は埋戻し土下部に

Ｄ２ｇ－３層が分布する。

・廃棄物処理建屋が隣接する。

・格納容器圧力逃が

し装置用配管

間接

支持 
Ｂ－Ｂ 

・弱軸断面方向

・地中に埋設しているボッ

クスカルバート形状

・内径が比較的小さい。

・人工岩盤を介して十分な支持

性能を有する岩盤に設置す

る。

・構造物東方は原子炉建屋建設

に伴う掘削形状に埋戻し土が

分布しており，その東方には

Ｄ２ｇ－３層，Ａｇ２層，ｄ

ｕ層が分布する。

・格納容器圧力逃が

し装置用配管

間接

支持 
Ｃ－Ｃ 

・弱軸断面方向

・地中に埋設しているボッ

クスカルバート形状

・内径が最も大きい。

・人工岩盤を介して十分な支持

性能を有する岩盤に設置す

る。

・構造物東方は原子炉建屋建設

に伴う掘削形状に埋戻し土が

分布しており，その東方には

Ｄ２ｇ－３層，Ａｇ２層，ｄ

ｕ層が分布する。

・原子炉建屋が隣接する。

・格納容器圧力逃が

し装置用配管

間接

支持 
Ｄ－Ｄ ・弱軸断面方向

・人工岩盤を介して十分な支持

性能を有する岩盤に設置す

る。

・構造物西方は埋戻し土下部に

Ｄ２ｇ－３層が分布する。

・廃棄物処理建屋が隣接する。

・格納容器圧力逃が

し装置用配管

・格納容器圧力逃が

し装置格納槽点検

用開口部水密ハッ

チ



1.4.11－5 

 Ａ－Ａ断面は地中に埋設しているボックスカルバート形状であり，構造物のほぼ中央部の

一般部である。一般部としては最も内径が大きい区画である。人工岩盤を介して十分な支持性

能を有する岩盤に設置され，構造物西方は埋戻し土下部にＤ２ｇ－３層が分布する。また，廃

棄物処理建屋が隣接している。 

 Ｂ－Ｂ断面は地中に埋設しているボックスカルバート形状であり，他の断面に比べると内

径が比較的小さい区画である。人工岩盤を介して十分な支持性能を有する岩盤に設置され，

構造物東方は原子炉建屋建設に伴う掘削形状に埋戻し土が分布しており，その東方にはＤ２

ｇ－３層，Ａｇ２層，ｄｕ層が分布する。 

 Ｃ－Ｃ断面は地中に埋設しているボックスカルバート形状であり，構造物の中で最も内径

が大きい区画である。人工岩盤を介して十分な支持性能を有する岩盤に設置され，構造物東

方は原子炉建屋建設に伴う掘削形状に埋戻し土が分布しており，その東方にはＤ２ｇ－３

層，Ａｇ２層，ｄｕ層が分布する。また，原子炉建屋が隣接している。 

 Ｄ－Ｄ断面は格納容器圧力逃がし装置格納槽点検用開口部水密ハッチを間接支持する区画

である。人工岩盤を介して十分な支持性能を有する岩盤に設置され，構造物西方には埋戻し

土下部にＤ２ｇ－３層が分布する。また，廃棄物処理建屋が隣接している。 

Ａ－Ａ断面～Ｄ－Ｄ断面の周辺地質の状況を図 1.4.11－4 に示す。 



1.4.11－6 

断面図（Ａ－Ａ断面） 

断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

図 1.4.11－4 格納容器圧力逃がし装置用配管カルバートの周辺地盤の状況（その１） 

廃棄物処理建屋

格納容器圧力逃がし装置用配管カルバート

格納容器圧力逃がし装置用配管カルバート



1.4.11－7 

断面図（Ｃ－Ｃ断面） 

断面図（Ｄ－Ｄ断面） 

図 1.4.11－4 格納容器圧力逃がし装置用配管カルバートの周辺地盤の状況（その２） 

格納容器圧力逃がし装置用配管カルバート

廃棄物処理建屋

格納容器圧力逃がし装置用配管カルバート



1.4.11－8 

(2) 評価対象断面の選定

Ａ－Ａ断面，Ｂ－Ｂ断面，Ｃ－Ｃ断面及びＤ－Ｄ断面の周辺の地質状況は埋戻し土下部にＤ

２ｇ－３層が分布するという観点で類似する条件であることから，構造的特徴を考慮して評価

対象断面を選定する。 

 Ａ－Ａ断面は地中に埋設しているボックスカルバート形状であり，構造物のほぼ中央部の一

般部である。内径の大きさが変化する構造急変部であり，一般部としては最も内径が大きい区

画であることから，評価対象断面として採用する。また，東側に廃棄物処理建屋が隣接するが，

保守的な設定として，廃棄物処理建屋の箇所は埋戻し土として評価を行う。 

 Ｂ－Ｂ断面は地中に埋設しているボックスカルバート形状であり，他の断面に比べると内径

が比較的小さい区画である。断面に平行な壁が近くにあるため，構造的な弱部にはならないと

考えられるため，評価対象断面としない。 

 Ｃ－Ｃ断面は地中に埋設しているボックスカルバート形状であり，構造物の中で最も内径が

大きい区画であるが，南北方向の加振方向に平行な側壁を耐震設計上見込むことが出来るた

め，評価対象断面としない。 

 Ｄ－Ｄ断面は格納容器圧力逃がし装置格納槽点検用開口部水密ハッチを間接支持する断面で

あることから，評価対象断面として採用する。ただし，点検用の構造部は内空幅が小さいた

め，断面に平行な壁を耐震設計上見込んだ評価を行う。また，東側に廃棄物処理建屋が隣接す

るが，保守的な設定として，廃棄物処理建屋の箇所は埋戻し土として評価を行う。 

(3) 断面選定結果

格納容器圧力逃がし装置用配管カルバートの選定結果を表 1.4.11－3に，評価対象断面を図

1.4.11－6に示す。 
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表 1.4.11－3 評価候補断面の選定結果 

方向 断面 要求性能 構造的特徴 周辺地質 間接支持する設備 
今回

工認 
選定理由 

東西 

Ａ－Ａ 間接支持 

・弱軸断面方向

・地中に埋設しているボックス

カルバート形状

・構造物のほぼ中央部の一般部

・一般部としては最も内径が大

きい

・内径の大きさが変化する

・人工岩盤を介して十分な支持

性能を有する岩盤に設置す

る。

・構造物西方には埋戻し土下部

にＤ２ｇ－３層が分布する。

・格納容器圧力逃が

し装置用配管
○ 

内径の大きさが変化する構造急変部

であり，一般部としては最も内径が

大きい区画であることから評価対象

断面として採用する。 

Ｂ－Ｂ 間接支持 

・弱軸断面方向

・地中に埋設しているボックス

カルバート形状

・内径が比較的小さい

・人工岩盤を介して十分な支持

性能を有する岩盤に設置す

る。

・構造物東方は原子炉建屋建設

に伴う掘削形状に埋戻し土が

分布しており，その東方には

Ｄ２ｇ－３層，Ａｇ２層，ｄ

ｕ層が分布する。

・格納容器圧力逃が

し装置用配管 
－ 

他の断面と比較して内径が小さいた

め耐震裕度が見込めることから，評

価対象断面としない。 

Ｃ－Ｃ 間接支持 

・弱軸断面方向

・地中に埋設しているボックス

カルバート形状

・内径が最も大きい

・人工岩盤を介して十分な支持

性能を有する岩盤に設置す

る。

・原子炉建屋が隣接する。

・格納容器圧力逃が

し装置用配管 
－ 

南北方向の加振方向に平行な側壁を

耐震設計上見込むことが出来るた

め，評価対象断面としない。 

Ｄ－Ｄ 間接支持 ・弱軸断面方向

・人工岩盤を介して十分な支持

性能を有する岩盤に設置す

る。

・構造物の西方には埋戻し土下

部にＤ２ｇ－３層が分布す

る。

・廃棄物処理建屋が隣接する。

・格納容器圧力逃が

し装置用配管 

・格納容器圧力逃が

し装置格納槽点検

用開口部水密ハッ

チ 

○ 

格納容器圧力逃がし装置格納槽点検

用開口部水密ハッチを間接支持する

断面であることから，評価対象断面

として採用する。 
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注記 ＊1：廃棄物処理建屋は埋戻し層として評価

（Ａ－Ａ断面） 

注記 ＊1：廃棄物処理建屋は埋戻し層として評価 

（Ｄ－Ｄ断面） 

図 1.4.11－6 格納容器圧力逃がし装置用配管カルバート 断面図 

廃棄物処理建屋＊1

格納容器圧力逃がし装置用配管カルバート

格納容器圧力逃がし装置用配管カルバート

廃棄物処理建屋＊1



1.4.12－1 

1.4.12 緊急用海水ポンプピットの断面選定の考え方 

図 1.4.12－1 に緊急用海水ポンプピットの平面配置図を，図 1.4.12－2 に地質断面図を示

す。また，図 1.4.12－3，図 1.4.12－4 及び図 1.4.12－5 に緊急用海水ポンプピットの平面

図及び断面図を示す。 

緊急用海水ポンプピットは，非常用取水設備であり，緊急用海水ポンプ及び残留熱除去海

水系配管の間接支持機能を有する。 

緊急用海水ポンプピットは，東西方向 12.2 m，南北方向 11.6 m，高さ 36.0 m の鉄筋コン

クリート構造物であり，十分な支持性能を有する岩盤に直接設置する。構造的には中間スラ

ブを有する矩形の立坑構造である。 



1.4.12－2 

図 1.4.12－1（1） 緊急用海水ポンプピットの平面配置図（全体平面図） 

図 1.4.12－1（2） 緊急用海水ポンプピットの平面配置図（拡大図） 



1.4.12－3 

図 1.4.12－2（1） 地質断面図（東西方向 Ａ－Ａ断面） 

図 1.4.12－2（2） 地質断面図（南北方向 Ｂ－Ｂ断面） 

埋戻し土として評価



1.4.12－4 

図 1.4.12－3 緊急用海水ポンプピットの平面図 

図 1.4.12－4（1） 緊急用海水ポンプピットの断面図（東西方向 ①－①断面） 



1.4.12－5 

図 1.4.12－4（2） 緊急用海水ポンプピットの断面図（東西方向 ②－②断面） 

図 1.4.12－4（3） 緊急用海水ポンプピットの断面図（東西方向 ③－③断面）



1.4.12－6 

図 1.4.12－4（4） 緊急用海水ポンプピットの断面図（東西方向 ④－④断面） 

図 1.4.12－5（1） 緊急用海水ポンプピットの断面図（南北方向 ⑤－⑤断面）



1.4.12－7 

図 1.4.12－5（2） 緊急用海水ポンプピットの断面図（南北方向 ⑥－⑥断面） 

図 1.4.12－5（3） 緊急用海水ポンプピットの断面図（南北方向 ⑦－⑦断面）



1.4.12－8 

(1) 耐震評価候補断面の整理

「1.4.1 方針 ①耐震評価候補断面の整理」に従い，耐震評価候補断面を整理する。

耐震評価候補断面の特徴を表 1.4.12－1に示す。

表 1.4.12－1（1） 緊急用海水ポンプピットの耐震評価候補断面の特徴（東西方向断面） 

方

向 
断面 

要求 

性能 
構造的特徴 周辺状況 

間接支持 

する設備 

東

西 

①－①
・間接支持

・通水

・壁位置の断面であ

る。

・ 開 口 が 存 在 し な

い。

・岩盤に直接

支持する。

・西側に原子

炉建屋が隣

接する。

－ 

②－② 同上 

・中間スラブを有す

る矩形の立坑断面

である。

・西側にカルバート

の張出し部を有す

る。

・同上

・緊急用海水系配

管

・緊急用海水ポン

プ人員用開口部

浸水防止蓋

③－③ 同上 

・中間スラブを有す

る矩形の立坑断面

である。

・頂版に開口が存在

する。

・スラブに開口が存

在する。

・緊急用海水取水管

との接続がある。

・岩盤に直接

支持する。

・隣接構造物

はない。

・緊急用海水ポン

プ

・緊急用海水ポン

プ点検用開口部

浸水防止蓋

④－④ 同上 

・壁位置の断面であ

る。

・開口部が存在しな

い。

・同上 － 
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表 1.4.12－1（2） 緊急用海水ポンプピットの耐震評価候補断面の特徴（南北方向断面） 

方

向 
断面 

要求 

性能 
構造的特徴 周辺状況 

間接支持 

する設備 

南

北 

⑤－⑤ 同上 

・壁位置の断面である。

・西側側壁にカルバート

張出部の開口が存在す

る。

・岩盤に直接支

持する。

・南側に廃棄物

処理建屋が隣

接する。

－ 

⑥－⑥ 同上 

・中間スラブを有する矩

形の立坑断面である。

・頂版に開口部が存在す

る。

・スラブに開口がある。

・同上

・緊急用海水ポンプ

・緊急用海水ポンプ

点検用開口部浸水

防止蓋

⑦－⑦ 同上 

・壁位置の断面である。

・緊急用海水取水管との

接続がある

・同上 － 
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①－①断面，②－②断面，③－③断面及び④－④断面は東西方向の断面である。

①－①断面は，壁位置の断面である。周辺状況として，西側に原子炉建屋が隣接する。②

－②断面は，中間スラブを有する矩形の立坑断面であり，西側側壁に緊急用海水系配管を間

接支持するカルバートの張出し部があり，開口を有する。周辺状況として，西側に原子炉建

屋が隣接する。③－③断面は，中間スラブを有する矩形の立坑断面であり，EL.＋0.80 m の

スラブ上にて緊急用海水ポンプ等を間接支持する。EL.＋8.00 m に緊急用海水ポンプ点検用

の開口， EL.＋0.80 m のスラブに緊急用海水ポンプの取水管用の開口，EL.－7.85 m 及び

EL.－14.00 m のスラブに通水用の開口を有する。また，東側側壁の EL.－22.50 m にて緊急

用海水取水管との接続を有する。④－④断面は，壁位置の断面である。 

⑤－⑤断面，⑥－⑥断面及び⑦－⑦断面は南北方向の断面である。

⑤－⑤断面は，壁位置の断面であり，カルバート張出し部の開口を有する。周辺状況とし

て，南側に廃棄物処理建屋が隣接する。⑥－⑥断面は，中間スラブを有する矩形の立坑断面

であり，EL.＋0.80 m のスラブ上にて緊急用海水ポンプ等を間接支持する。EL.＋8.00 m に緊

急用海水ポンプ点検用の開口， EL.＋0.80 m のスラブに緊急用海水ポンプの取水管用の開

口，EL.－7.85 m 及び EL.－14.00 m のスラブに通水用の開口を有する。周辺状況として，南

側に廃棄物処理建屋が隣接する。⑦－⑦断面は，壁位置の断面である。周辺状況として，南

側に廃棄物処理建屋が隣接する。 
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(2) 評価対象断面の選定

緊急用海水ポンプピットは，鉄筋コンクリート造の地中構造物であり，比較的単純な矩形

の立坑構造物である。緊急用海水ポンプピットの各層は 1 室構造であり，短辺と長辺の長さ

に大きな違いがなく，強軸断面方向と弱軸断面方向が明確でないことから，評価対象断面と

しては東西方向断面及び南北方向断面の 2 方向を対象とする。 

東西方向については，①－①断面～④－④断面の断面諸元に基づき，中間スラブを有する

矩形の立坑として，構造物中心位置において各構造部材と等価な剛性を有する線形はり要素

でモデル化する。 

南北方向についても，⑤－⑤断面～⑥－⑥断面の断面諸元に基づき，中間スラブを有する

矩形の立坑として，構造物中心位置において各構造部材と等価な剛性を有する線形はり要素

でモデル化する。 

東西方向については，①－①断面及び④－④断面は，壁部であることから評価対象断面と

しない。②－②断面及び③－③断面は，いずれも中間スラブを有する矩形の立坑断面であ

り，主な構造部材の寸法は同じであるため，フィッシュボーンモデルとしてモデル化し，耐

震評価を行う。なお，周辺状況においては，緊急用海水ポンプピットの西側は，②－②断面

では原子炉建屋が隣接し，③－③断面では埋戻土が分布するため,保守的な設定として③－

③断面の地質条件に基づきモデル化し，耐震評価を行う。

南北方向については，⑤－⑤断面及び⑦－⑦断面は，壁部であることから評価対象断面と

しない。よって耐震評価においては，⑥－⑥断面に基づき中間スラブを有する矩形の立坑断

面としてフィッシュボーンにモデル化し耐震評価を行う。なお，周辺状況においては，南側

に廃棄部処理建屋が隣接するが，保守的な設定として，廃棄物処理建屋部は埋戻し土として

耐震評価を行う。 

(3) 断面選定結果

評価対象断面の選定結果を表 1.4.12－2に，評価対象断面を図 1.4.12－6に示す。
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表 1.4.12－2 緊急用海水ポンプピットにおける耐震評価対象断面の選定結果 

方

向
断面 要求性能 構造的特徴 周辺状況 間接支持する設備 

既工認 

評価断面

今回工認

評価断面
選定結果 

東

西 

①－①

～

④－④

・間接支持

・通水

・中間スラブを

有する矩形の

立坑断面であ

る。

・西側側壁にカ

ルバートの張

出し部を有す

る。 

・岩盤に直接

支持する。

・緊急用海水系配管

・緊急用海水取水管

・緊急用海水ポンプ人員

用開口部浸水防止蓋

・緊急用海水ポンプ点検

用開口部浸水防止蓋

－ 〇 

・強軸断面方向と弱軸断

面方向が明確でないた

め，評価対象とする

・中間スラブを有する矩

形の立坑は,立坑中心位

置において各構造部材

と等価な剛性を有する

線形はり要素として評

価する

・③－③断面の地質条件

にて評価する

南

北 

⑤－⑤

～

⑥－⑥

同上 

・多層のボック

スカルバート

状の断面であ

る。 

同上 同上 － 〇 

・強軸断面方向と弱軸断

面方向が明確でないた

め，評価対象とする

・中間スラブを有する矩

形の立坑は,立坑中心位

置において各構造部材

と等価な剛性を有する

線形はり要素として評

価する

〇：耐震評価を実施 －：耐震評価を省略 
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図 1.4.12－6（1） 緊急用海水ポンプピットの評価対象断面図（東西方向断面） 

図 1.4.12－6（2） 緊急用海水ポンプピット評価対象断面図（南北方向断面） 

埋戻し土として評価
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1.4.13 緊急用海水取水管の断面選定の考え方 

緊急用海水取水管は，海側からＳＡ用海水ピット取水塔，海水引込み管，ＳＡ用海水ピ

ット，緊急用海水取水管及び緊急用海水ポンプピットで構成される非常用取水設備の１つ

であり，常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。 

緊急用海水取水管は，延長約 168 m，内径約 1.2 m の鋼製の管路で，十分な支持性能を

有する岩盤内に直接設置し，ＳＡ用海水ピット及び緊急用海水ポンプピットと岩盤内で接

続する。なお，ＳＡ用海水ピット及び緊急用海水ポンプピットとの接続部付近及び管路の

曲線部の両端 2か所に可とう管を設置する。 

緊急用海水取水管の平面位置図を図 1.4.13－1 に，断面図を図 1.4.13－2に示す。 



1.4.13－2 

図 1.4.13－1(1) 緊急用海水取水管 平面位置図（全体図） 

図 1.4.13－1(2) 緊急用海水取水管 平面位置図（拡大図） 
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（1） 耐震評価候補断面の整理

1.4.1「方針①耐震評価断面候補の整理」に従い，耐震評価候補断面を整理する。

緊急用海水取水管の縦断面及び耐震評価候補断面位置図を図 1.4.13－3 に示す。

緊急用海水取水管の敷設区間において，第四紀層が岩盤上に 25 m 程度の厚さでおおむ

ね水平に堆積している。 

緊急用海水取水管の設置深度はＳＡ用海水ピット側（①－①の断面）が最も浅く，緊

急用海水ポンプピット方向に対して深くなる。緊急用海水ポンプピット側の区間におい

て管路勾配は水平となり，この区間で管路の設置深度は最大になるため，土被りは最も

大きくなる。 

したがって，管路の評価候補断面の検討としては，管の設置深度が最小で土被りが最

も薄くなる①－①断面と，設置深度が最大で土被りが最も大きくなる②－②断面を抽

出し,１次元地震応答解析を実施する。また，ＳＡ用海水ピット，緊急用海水ポンプピ

ットとの接続部及び平面曲線の変化点には可とう管を設置する。 

耐震評価候補断面の特徴を表 1.4.13－1に示す。 

図 1.4.13－3 緊急用海水取水管の縦断面及び耐震評価候補断面位置図 

① ②

止水壁

① ②

管路勾配水平区間
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表 1.4.13－1 緊急用海水取水管の耐震評価候補断面の特徴 

断面 要求性能 構造的特徴 周辺地質 
間接支持 

する設備 

①－①
非常時の 

通水機能 

・鋼製の管路である。

・岩盤内に直接設置する。

・ＳＡ用海水ピット位置で土被

りが最も小さい。

・可とう管の設置部付近であ

る。

・第四紀層が岩盤上に

25 m 程度の厚さでおお

むね水平に堆積する。
なし 

②－②
非常時の 

通水機能 

・鋼製の管路である。

・岩盤内に直接設置する。

・緊急用海水ポンプピット付近

で土被りが最も大きい。

・可とう管の設置部からの離隔

が大きい。

・第四紀層が岩盤上に

25 m 程度の厚さでおお

むね水平に堆積する。

なし 
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（2） 評価対象断面の選定

耐震評価候補断面として選定した①－①断面と②－②断面の地盤の１次元地震応答解

析のモデル図を図 1.4.13－4 に，確認結果を表 1.4.13－2 に示す。 

緊急用海水取水管は岩盤内に直接設置されることから，表 1.4.13－2（1）に示すとお

り，管底に対する管頂の相対変位は，土被りが小さい①－①断面（ＳＡ用海水ピット位

置）に比べ，土被りが大きい②－②断面（緊急用海水ポンプピット付近）のほうが大き

い。また，表 1.4.13－2（2）に示すとおり，せん断ひずみについても同様に土被りが小

さい①－①断面より土被りが大きい②－②断面の方が大きい。したがって，相対変位及

びせん断ひずみは土被りに応じて大きくなっている。 

一方，表 1.4.13－2（3）に示すとおり，最大加速度については，①－①断面の方が大

きい場合及び②－②断面の方が大きい場合があり，かつ，①－①断面と②－②断面とで

加速度の値による有意な差はない。 

また，ＳＡ用海水ピット及び緊急用海水ポンプピットと緊急用海水取水管との接合

部，並びに平面曲線の変化点には，管に生じる応力を解放する目的で可とう管を設置す

るため，可とう管の近傍では応力が解放される。一方，②－②断面は，可とう管設置部

の中間付近であり可とう管からの離隔が大きいため発生応力が比較的大きくなると考え

られる。 

以上のことから，土被りが最大で，相対変位及せん断ひずみが大きく，可とう管から

離れていて大きな応力が発生すると考えられる②－②断面を代表断面として選定し，基

準地震動ＳＳによる耐震評価を実施する。 

なお，縦断面方向については，管路全長をモデル化した静的フレーム解析により応答

変位法を実施して縦断面方向の曲げ応力と軸応力を求め，横断面方向と縦断面方向を合

成した応力の最大値を算定し，耐震評価を実施する。図 1.4.13－5 に横断面方向と縦断

面方向のモデル図を示す。 

①－①断面耐震評価候補地層モデル図 ②－②断面耐震評価候補地層モデル図

図 1.4.13－4 １次元地震応答解析のモデル図 
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表 1.4.13－2（1） １次元地震応答解析による管頂底間の最大水平相対変位（mm） 

解析 

位置 
土被り 

可とう管 

からの 

離隔 

地震動 

Ｓs－Ｄ1 Ｓs－21 

管軸方向 

Ｓs－21 

管軸直交方向

Ｓs－31 

①－① 28.1 m 0 m 0.81 0.60 0.43 0.78 

②－② 29.7 m 約 22 m 1.04 0.70 0.47 1.16 

注記 ：着色枠は最大値 

表 1.4.13－2（2） １次元地震応答解析による管設置深度の最大せん断ひずみ（％） 

解析 

位置 
土被り 

可とう管 

からの 

離隔 

地震動 

Ｓs－Ｄ1 Ｓs－21 

管軸方向 

Ｓs－21 

管軸直交方向

Ｓs－31 

①－① 28.1 m 0 m 0.063 0.046 0.033 0.063 

②－② 29.7 m 約 22 m 0.081 0.056 0.037 0.092 

注記 ：着色枠は最大値 

表 1.4.13－2（3） １次元地震応答解析による管頂部の最大水平加速度（m/s2） 

解析 

位置 
土被り 

可とう管 

からの 

最小離隔 

地震動 

Ｓs－Ｄ1 Ｓs－21 

管軸方向 

Ｓs－21 

管軸直交方向

Ｓs－31 

①－① 28.1 m 0 m 3.30 3.79 3.04 4.39 

②－② 29.7 m 約 22 m 3.66 3.27 3.40 3.36 

注記 ：着色枠は最大値 
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図 1.4.13－5 解析モデル図 
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（3） 断面選定結果

評価対象断面の選定結果を表 1.4.13－3に，評価対象断面を図 1.4.13－6に示す。
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。
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1.4.14 ＳＡ用海水ピットの断面選定の考え方 

ＳＡ用海水ピットは，海側からＳＡ用海水ピット取水塔，海水引込み管，ＳＡ用海水ピ

ット，緊急用海水取水管及び緊急用海水ポンプピットで構成される非常用海水取水設備の

１つであり，常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。 

ＳＡ用海水ピットは，外径約 14 m，内径約 10 m，高さ約 34 m の鉄筋コンクリートの円

筒状の地中構造物で，十分な支持性能を有する岩盤に直接設置する。 

ＳＡ用海水ピットは，円筒状であり縦方向に長い構造であるため，立坑として耐震評価

を実施する。断面選定にあたり，弱軸断面方向の有無，周辺地盤の地質状況及び接続管の

設置箇所を整理し選定する。 

ＳＡ用海水ピットの平面位置図及び断面図を図1.4.14－1，図1.4.14－2に示す。また, 

構造平面図及び構造断面図を図 1.4.14－3，図 1.4.14－4 に示す。 



1.4.14－2 

図 1.4.14－1(1) ＳＡ用海水ピット 平面位置図(全体図) 

図 1.4.14－1(2) ＳＡ用海水ピット 平面位置図（拡大図） 
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図 1.4.14－3 ＳＡ用海水ピット 構造平面図 

図 1.4.14－4 ＳＡ用海水ピット 構造断面図＊ 

注記 ＊：ピットについては標準構造断面図を示す。 
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（1） 耐震評価候補断面の整理

1.4.1「方針①耐震評価断面候補の整理」に従い，耐震評価候補断面を整理する。

ＳＡ用海水ピットは，内径約 10 m，内空高さ約 28 m の円筒形の鉄筋コンクリートの地

中構造物であり，明確な弱軸断面方向はない。 

また，ＳＡ用海水ピットは，岩盤内で海水引込み管及び緊急用海水取水管が接続する

構造で，双方の管路はＳＡ用海水ピットへ直交して接続される。 

ＳＡ用海水ピット周辺においては，第四紀層が岩盤上に 20 m 程度の厚さで概ね水平に

堆積している。 

耐震評価候補断面の特徴を表 1.4.14－1に示す。 

表 1.4.14－1 ＳＡ用海水ピットの耐震評価候補断面の特徴 

断面 要求性能 構造的特徴 周辺地質 

①－① 非常時の通水機能

・円筒状の鉄筋コンクリートである。

・海水引込み管が接続する。

・海水引込み管の縦断面方向である。

・第四紀層が岩盤上に

20 m 程度の厚さで概

ね水平に堆積する。

②－② 非常時の通水機能

・円筒状の鉄筋コンクリートである。

・緊急用海水取水管が接続する。

・緊急用海水取水管の縦断面方向である。

・第四紀層が岩盤上に

20 m 程度の厚さで概

ね水平に堆積する。
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（2）評価対象断面の選定 

ＳＡ用海水ピットは，海水引込み管，緊急用海水取水管が直交して接続される構造物で

あり，それぞれの管との接合部には，管への応力を解放する目的で可とう管を設置する。 

①－①断面は，海水引込み管に対する縦断面方向断面であり，概ね東西方向に近い方向

となる。 

②－②断面は，緊急用海水取水管に対する縦断面方向断面であり，概ね南北方向に近い

方向となる。 

ＳＡ用海水ピットは円筒状の地中構造物であり明確な弱軸断面方向がない。また，地質

状況は直交する 2 方向で異なる。 

以上のことから，ＳＡ用海水ピットの耐震評価においては，海水引込み管並びに緊急用

海水引込み管との相対変位を抽出して可とう管の性能評価を行なうことから，それぞれの

管の縦断面方向，横断面方向に対応する①－①断面と②－②断面を選定し，基準地震動Ｓ

Ｓによる耐震評価を実施する。

なお，それぞれの管路はいずれも岩盤内に設置され，岩盤と同様の挙動を示すものと予

想されることから，管取付位置におけるＳＡ用海水ピットと岩盤との相対変位をＳＡ用海

水ピットと管との相対変位として評価する。

（3） 断面選定結果

評価対象断面の選定結果を表 1.4.14－2に，評価対象断面を図 1.4.14－3に示す。
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表 1.4.14－2 ＳＡ用海水ピットの耐震評価対象断面の選定結果 

〇：地震応答解析及び耐震評価を実施 

断面 要求性能 構造的特徴 周辺地質 評価断面 選定結果 

①－① 非常時の通水機能 

・円筒状の鉄筋コンクリートである。

・海水引込み管が接続する。

・海水引込み管の縦断面方向である。

・第四紀層が岩盤上に

20 m 程度の厚さで概

ね水平に堆積する。

〇 

・明確な弱軸断面方向はな

い。

・地質状況は直交する2方向で

異なる。

以上のことにより評価対

象断面とする。 

②－② 非常時の通水機能 

・円筒状の鉄筋コンクリートである。

・緊急用海水取水管が接続する。

・緊急用海水取水管の縦断面方向であ

る。

・第四紀層が岩盤上に

20 m 程度の厚さで概

ね水平に堆積する。

〇 

・明確な弱軸断面方向はな

い。

・地質状況は直交する2方向で

異なる。

以上のことにより評価対

象断面とする。 



1.4.14－
9 

図 1.4.14－3(1)  ＳＡ用海水ピット評価対象断面（①－①断面） 

可とう管
可とう管可とう管

可とう管
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図 1.4.14－3(2) ＳＡ用海水ピット評価対象断面（②－②断面） 

可とう管 緊急海水取水管
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1.4.15 海水引込み管の断面選定の考え方 

海水引込み管は，海側からＳＡ用海水ピット取水塔，海水引込み管，ＳＡ用海水ピット，

緊急用海水取水管及び緊急用海水ポンプピットで構成される非常用取水設備の１つであり，

常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。 

海水引込み管は，延長約 154 m，内径約 1.2 m の鋼製の管路で，十分な支持性能を有す

る岩盤内に直接設置し，ＳＡ用海水ピット取水塔及びＳＡ用海水ピットと岩盤内で接続す

る。なお，ＳＡ用海水ピット取水塔及びＳＡ用海水ピットとの接続部付近及び管路の中間

2 か所に可とう管を設置する。 

海水引込み管の平面位置図及び断面図を図 1.4.15－1 及び図 1.4.15－2 に示す。 



1.4.15－2 

図 1.4.15－1(1) 海水引込み管 平面位置図(全体図) 

図 1.4.15－1（2） 海水引込み管 平面位置図（拡大図） 
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(1) 耐震評価候補断面の整理

1.4.1「方針①耐震評価断面候補の整理」に従い，耐震評価候補断面を整理する。

海水引込み管の縦断面及び耐震評価候補断面位置図を図 1.4.15－3 に示す。

海水引込み管の敷設区間においては，第四紀層が岩盤上に 15～30 m 弱程度の厚さでおお

むね水平に分布している。 

海水引込み管は，堤外側にあるＳＡ用海水ピット取水塔から鋼管杭鉄筋コンクリート防

潮壁の下を通過してから堤内側にあるＳＡ用海水ピットへ敷設する。ＳＡ用海水ピットか

ら鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁区間については海へ向かって 9.825 ％の下り勾配，鋼管

杭鉄筋コンクリート防潮壁からＳＡ用海水ピット取水塔区間については海へ向かって

9.611 ％の上り勾配となり，ほぼ中央に最深部が存在する。したがって，管路の評価候補

断面の検討としては，土被りが大きくＳＡ用海水ピット近傍の①－①断面，管路最深部で

土被りが最も大きい②－②断面，及び管路最浅部であり土被りが最も小さくＳＡ用海水ピ

ット取水塔近傍の③－③断面を抽出し１次元地震応答解析を実施する。 

耐震評価候補断面の特徴を表 1.4.15－1に示す。 

図 1.4.15－3 海水引込み管の縦断面及び耐震評価候補断面位置図 

① ② ③

②① ③
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表 1.4.15－1 海水引込み管の耐震評価候補断面の特徴 

断面 要求性能 構造的特徴 周辺地質 
間接支持 

する設備 

①－①
非常時の

通水機能

・鋼製の管路である。

・岩盤内に直接設置する。

・ＳＡ用海水ピット近傍で土

被りが大きい。

・可とう管設置部付近であ

る。

・第四紀層が岩盤上に

20 m 程度の厚さでおお

むね水平に堆積する。
なし 

②－②
非常時の

通水機能

・鋼製の管路である。

・岩盤内に直接設置する。

・管路最深部で土被りが最も

大きい。

・可とう管設置部からの離隔

が大きい。

・第四紀層が岩盤上に

20 m 程度の厚さでおお

むね水平に堆積する。
なし 

③－③
非常時の

通水機能

・鋼製の管路である。

・岩盤内に直接設置する。

・ＳＡ用海水ピット取水塔近傍

で土被りが小さい。

・管路の最浅部である。

・可とう管設置部付近であ

る。

・第四紀層が岩盤上に

15 m 程度の厚さでおお

むね水平に堆積する。
なし 
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(2) 評価対象断面の選定

耐震評価候補断面として選定した①－①断面，②－②断面及び③－③断面の地盤の１次

元地震応答解析のモデル図を図 1.4.15－4 に，確認結果を表 1.4.15－2 に示す。 

海水引込み管は岩盤に直接設置することから，表 1.4.15－2（1）に示すとおり管底に対

する管頂の相対変位は 0.8 mm 程度，管頂部の最大加速度については，表 1.4.15－2（3）

に示すとおり 4 m/s2前後で場所によらずおおむね同程度である。また，管設置深度の最大

せん断ひずみは表 1.4.15－2（3）に示すとおり 0.06 ％程度と場所によらずおおむね同程

度である。 

一方，ＳＡ用海水ピット及びＳＡ用海水ピット取水塔と海水引込み管との接合部並びに

縦断勾配の変化点には，可とう管を設置することから，可とう管の近傍では応力が解放さ

れる。 

以上のことから，土被り，設置深度ともに最大であり，可とう管からの離隔が大きいの

で発生応力が大きくなると考えられる②－②断面を代表断面として選定し，基準地震動Ｓs

による耐震評価を実施する。 

なお，縦断面方向については，管路全長をモデル化した静的フレーム解析により応答変

位法を実施して縦断面方向の曲げ応力と軸応力を求め，横断面方向と縦断面方向を合成し

た応力の最大値を算定し，耐震評価を実施する。図 1.4.5－5 に横断面方向と縦断面方向の

モデル図を示す。

①－①断面耐震評価候補 ②－②断面耐震評価候補 ③－③断面耐震評価候補

地層モデル図   地層モデル図   地層モデル図 

図 1.4.15－4 １次元地震応答解析のモデル図 
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表 1.4.15－2（1） １次元地震応答解析による管底に対する管頂の最大相対変位（mm） 

解析 

位置 

土被り 
可とう管 

からの 

最小離隔 

地震動 

Ｓs－Ｄ1 Ｓs－21 

管軸方向 

Ｓs－21 

管軸直交 

方向 

Ｓs－31 

①－① 28.1 m 0 m 0.81 0.60 0.43 0.78 

②－② 33.4 m 約 21 m 0.80 0.68 0.50 0.76 

③－③ 15.6 m 0 m 0.70 0.64 0.39 0.68 

注記 ：着色枠は最大値 

表 1.4.15－2（2） １次元地震応答解析による管設置深度の最大せん断ひずみ（％） 

解析 

位置 
土被り 

可とう管 

からの 

最小離隔 

地震動 

Ｓs－Ｄ1 Ｓs－21 

管軸方向 

Ｓs－21 

管軸直交 

方向 

Ｓs－31 

①－① 28.1 m 0 m 0.063 0.046 0.033 0.063 

②－② 33.4 m 約 21 m 0.063 0.054 0.040 0.062 

③－③ 15.6 m 0 m 0.053 0.050 0.032 0.052 

注記 ：着色枠は最大値 

表 1.4.15－2（3） １次元地震応答解析による管頂部の最大水平加速度（m/s2） 

解析 

位置 
土被り 

可とう管 

からの 

最小離隔 

地震動 

Ｓs－Ｄ1 Ｓs－21 

管軸方向 

Ｓs－21 

管軸直交 

方向 

Ｓs－31 

①－① 28.1 m 0 m 3.30 3.79 3.04 4.39 

②－② 33.4 m 約 21 m 3.12 4.05 2.79 4.24 

③－③ 15.6 m 0 m 4.35 4.12 2.49 4.80 

注記 ：着色枠は最大値 
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図 1.4.15－5 縦断面方向の応力解析モデル 

（3） 断面選定結果

評価対象断面の選定結果を表 1.4.15－3に，評価対象断面を図 1.4.15－6に示す。

（縦断面方向の解析モデル）
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表 1.4.15－3 海水引込み管の耐震評価対象断面の選定結果 

〇：耐震評価を実施 －：耐震評価を省略 

断面 要求性能 構造的特徴 周辺地質 
間接支持

する設備

耐震評価

対象断面
選定結果 

①－①
非常時の 

通水機能 

・鋼製の管路である。

・岩盤内に設置する。

・ＳＡ用海水ピット近傍で土

被りが大きい。

・第四紀層が岩盤上に

20 m 程度の厚さでお

おむね水平に堆積す

る。

なし － 

・１次元地震応答は 3 個所ともおおむね同

等であり有意な差はない。

・可とう管設置部からの離隔がないため，

応力が解放される。

以上のことにより，評価対象断面とし

ない。 

②－②
非常時の

通水機能

・鋼製の管路である。

・岩盤内に設置する。

・管路最深部で土被りが最も

大きい。

・第四紀層が岩盤上に

20 m 程度の厚さでお

おむね水平に堆積す

る。

なし 〇 

・土被りが最も大きく管の設置深度が最も

深い。

・１次元地震応答は 3 個所ともおおむね同

等であり有意な差はない。

・可とう管設置部からの離隔があるため，

発生応力が大きくなると想定される。

以上のことにより，評価対象断面とす

る。 

③－③
非常時の

通水機能 

・鋼製の管路である。

・岩盤内に設置する。

・ＳＡ用海水ピット取水塔近傍

で土被りが小さい。

・管路の最浅部である。

・第四紀層が岩盤上に

20 m 程度の厚さでお

おむね水平に堆積す

る。

なし － 

・１次元地震応答は 3 個所ともおおむね同

等であり有意な差はない。

・可とう管設置部からの離隔がないため，

応力が解放される。

以上のことにより，評価対象断面とし

ない。 
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図 1.4.15－6 海水引込み管の評価対象断面図（②－②断面） 



1.4.16－1 

1.4.16 ＳＡ用海水ピット取水塔の断面選定の考え方 

ＳＡ用海水ピット取水塔は，海側からＳＡ用海水ピット取水塔，海水引込み管，ＳＡ用

海水ピット，緊急用海水取水管及び緊急用海水ポンプピットで構成される非常用海水取水

設備の 1 つであり常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。 

ＳＡ用海水ピット取水塔は，内径約 4 m，内空高さ約 18 m の鉄筋コンクリートの円筒状

の地中構造物で，十分な支持性能を有する岩盤に直接設置する。 

ＳＡ用海水ピットは，円筒状であり縦方向に長い構造であるため，立坑として耐震評価

を実施する。断面選定にあたり，弱軸断面方向の有無，周辺地盤の地質状況及び接続管の

設置箇所を整理し選定する。 

ＳＡ用海水ピット取水塔の平面位置図及び断面図を図 1.4.16－1 及び図 1.4.16－2 に示

す。また，構造平面図及び構造断面図を図 1.4.16－3，図 1.4.16－4に示す。 



1.4.16－2 

図 1.4.16－1(1) ＳＡ用海水ピット取水塔 平面位置図(全体図) 

図 1.4.16－1(2) ＳＡ用海水ピット取水塔 平面位置図（拡大図） 
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図 1.4.16－3 ＳＡ用海水ピット取水塔 構造平面図 

図 1.4.16－4 ＳＡ用海水ピット取水塔 構造断面図＊ 

注記 ＊：ピットについては標準構造断面図を示す。
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（1） 耐震評価候補断面の整理

1.4.1「方針①耐震評価断面候補の整理」に従い，耐震評価候補断面を整理する。

ＳＡ用海水ピット取水塔は，非常用海水取水設備が設置されるエリアの最東端で東海

港内に設置される内径約 4 m，内空高さ約 18 m の円筒形の鉄筋コンクリートの地中構造

物で，明確な弱軸方向はない。 

また，ＳＡ用海水ピット取水塔は，岩盤内で海水引込み管が接続する。 

ＳＡ用海水ピット取水塔周辺においては，第四紀層が岩盤上に 15 m 程度の厚さで概ね

水平に堆積している。 

耐震評価候補断面の特徴を表 1.4.16－1に示す。 

表 1.4.16－1 ＳＡ用海水ピット取水塔の耐震評価候補断面の特徴 

断面 要求性能 構造的特徴 周辺地質 

①－① 非常時の通水機能

・円筒状の鉄筋コンクリートである。

・海水引込み管が接続する。

・海水引込み管の縦断面方向である。

・第四紀層が岩盤上に

15 m 程度の厚さで概

ね水平に堆積する。

②－② 非常時の通水機能

・円筒状の鉄筋コンクリートである。

・海水引込み管に直交する横断面方向

である。

・第四紀層が岩盤上に

15 m 程度の厚さで概

ね水平に堆積する。

（2） 評価対象断面の選定

ＳＡ用海水ピット取水塔は，海水引込み管が接続される構造物であり，海水引込み管

との接合部には，管への応力を解放する目的で可とう管を設置する。 

①－①断面は，海水引込み管に対する縦断面方向であり，概ね東西方向に近い方向と

なる。 

②－②断面は，海水引込み管に直交する横断面方向であり，概ね南北方向に近い方向

となる。 

ＳＡ用海水ピット取水塔は円筒状の地中構造物であり明確な弱軸方向はない。また，

地質状況は直交する 2 方向で異なる。 

以上のことから，ＳＡ用海水ピット取水塔の耐震評価においては，接続する海水引込

み管との相対変位を抽出して可とう管の性能評価を行なうことから，管の縦断面方向①

－①断面と横断面方向②－②断面を選定し，基準地震動ＳＳによる耐震評価を実施す

る。

なお，海水引込み管は岩盤内に設置され，岩盤と同様の挙動を示すものと予想される

ことから，管取付位置におけるＳＡ用海水ピット取水塔と岩盤との相対変位をＳＡ用海

水ピット取水塔と管との相対変位として評価する。 
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（3） 断面選定結果

評価対象断面の選定結果を表 1.4.16－2に，評価対象断面を図 1.4.16－5に示す。
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1.4.17 緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎の断面選定の考え方 

図 1.4.17－1 に緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎の平面配置図を示す。 

緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎は，緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タン

ク基礎は，内空幅 9 m（タンク軸方向）×約 5 m（タンク横断方向），内空高さ約 6 m の鉄筋

コンクリート造の地中構造物であり，タンク軸方向に 2基併設されており，杭を介して十分

な支持性能を有する岩盤に設置する。 

緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎の平面図を図 1.4.17－2 に，断面図を図

1.4.17－3に示す。 

図 1.4.17－1 緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎の平面配置図 

緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎



1.4.17－2 

図 1.4.17－2 緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎 平面図 

図 1.4.17－3（1） 緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎 断面図（A－A断面） 



1.4.17－3 

図 1.4.17－3（2） 緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎 断面図（B－B断面） 

 



1.4.17－4 

(1) 耐震評価候補断面の整理 

「1.4.1 方針 ①断面評価候補断面の整理」に従い，耐震評価候補断面を整理する。緊急

時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎は縦断方向（タンク軸方向）にほぼ一様な断面の比較

的単純な箱型構造物である。 

緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎の縦断方向は加振方向と平行に配置される側

壁を耐震設計上見込むことができるため，強軸断面方向となる。一方，横断断面方向（タンク

の軸方向に対し直交する方向）は，タンクを格納するため，側壁の離隔が大きく耐震設計上見

込めないため，弱軸断面方向となる。 

以上のことから，緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎の耐震評価候補断面は横断

方向とする。 

(2) 評価対象断面の選定 

緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎は縦断方向（タンク軸方向）にほぼ一様な断

面の比較的単純な箱型構造物であるため，構造物の中心を通る横断方向を評価対象断面とす

る。耐震評価候補断面位置及び地質断面図を図 1.4.17－4 に示す。 

隣接する２基の緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎は同様の構造形式である。一

方の緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎の耐震評価を実施することで，双方の仕様

を決定するものとする。図 1.4.17－4 の②－②断面より，耐震評価においては第四紀層の液

状化検討層の厚さが比較的厚い西側の緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎の弱軸断

面方向の断面（①－①断面）を耐震評価断面とする。 
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（平面図） 

図 1.4.17－4（1） 耐震評価候補断面位置及び地質断面図（その１） 

緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎

①

①

②

②
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（①－①断面） 

（②－②断面） 

図 1.4.17－4（2） 耐震評価候補断面位置及び地質断面図（その２） 

緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎
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(3) 断面選定結果 

評価対象断面を図 1.4.17－5 に示す。緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎の耐震

性評価は①－①断面にて実施する。 

ただし，機器・配管系への加速度及び変位の応答の観点から②－②断面について地震応答解

析を実施する。解析モデルについては，2基が併設していることによる影響は軽微であると考

えられることから，液状化検討層の厚さが比較的厚い 1 基のみをモデル化した解析モデルを

用いる。 

（①－①断面） 

（②－②断面） 

図 1.4.17－5 緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎の評価対象断面 

＊ 赤色の評価対象の基礎のみモデル化する

緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎
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表 1.4.17－1 耐震設計及び機器・配管系への加速度応答抽出に使用する断面の整理 

断面条件 

緊急時対策所用発電機燃料油 

貯蔵タンク基礎の耐震設計 

（Ⅴ-2-2-12 緊急時対策所用発電機燃料油 

貯蔵タンク基礎の耐震性についての計算書）

機器・配管系への 

加速度応答抽出 

（Ⅴ-2-2-11 緊急時対策所用発電機燃料油 

貯蔵タンク基礎の地震応答計算書）

①－①断面 ○ ○ 

②－②断面 ― ○ 
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1.4.18 可搬型設備用軽油タンク基礎の断面選定の考え方 

図 1.4.18－1 に可搬型設備用軽油タンク基礎の平面配置図を示す。 

可搬型設備用軽油タンク基礎は，西側と南側に分散配置される可搬型設備保管場所に対

応して，同様の構造形式＊となる可搬型設備用軽油タンク基礎を 2箇所に設置する。内空幅

約 11 m（タンク軸方向）×約 13 m（タンク横断方向），内空高さ約 4 m の鉄筋コンクリート

造の地中構造物であり，2連のボックスで構成されており，杭を介して十分な支持性能を有

する岩盤に設置する。可搬型設備用軽油タンク基礎の平面図を図 1.4.18－2 に，断面図を図

1.4.18－3に示す。 

注記 ＊：杭長のみ異なる。 

図 1.4.18－1 可搬型設備用軽油タンク基礎の平面配置図 

可搬型設備用軽油タンク基礎（南側）

可搬型設備用軽油タンク基礎（西側）

可搬型重大事故等対処設備保管場所
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図 1.4.18－2 可搬型設備用軽油タンク基礎 平面図 

図 1.4.18－3（1） 可搬型設備用軽油タンク基礎 断面図（A－A断面） 
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図 1.4.18－3（2） 可搬型設備用軽油タンク基礎 断面図（B－B断面） 
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(1) 耐震評価候補断面の整理

「1.4.1 方針 ①断面評価候補断面の整理」に従い，耐震評価候補断面を整理する。可搬型

設備用軽油タンク基礎は縦断方向（タンク軸方向）にほぼ一様な断面の比較的単純なボックスカ

ルバート状の断面であり，縦断方向は加振方向と平行に配置される側壁又は隔壁を耐震設計上

見込むことができるため，強軸方向断面となる。一方，横断方向（タンクの軸方向に対し直交す

る方向）は，タンクを格納するため，加振方向と平行に配置される構造部材が無いことから，弱

軸方向断面となる。 

耐震評価候補断面位置を図 1.4.18－4 に，断面図を図 1.4.18－5 に示す。各耐震評価候補断面

図の特徴を表 1.4.18－1に示す。 

図 1.4.18－4 耐震評価候補断面位置図 

可搬型設備用軽油タンク基礎（南側）

可搬型設備用軽油タンク基礎（西側） ①

①

②

②

③

③

④
④

可搬型重大事故等対処設備保管場所
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可搬型設備用軽油タンク基礎（西側） 可搬型設備用軽油タンク基礎（南側） 

（①－①断面） （②－②断面）

可搬型設備用軽油タンク基礎（西側） 可搬型設備用軽油タンク基礎（南側） 

（③－③断面） （④－④断面） 

図 1.4.18－5 耐震評価候補断面の断面図 

D2c-3

D2g-3

D2s-3

D2c-3

D2g-3
D2s-3

fl

-40.0

-30.0

-20.0

-10.0

0.0

10.0

20.0

30.0
E.L.(m)

-30.0

-20.0

-10.0

0.0

10.0

20.0

30.0
E.L.(m)

S N

du

D1g-1

lm

Km

-30.0

-20.0

-10.0

0.0

10.0

20.0

30.0
E.L.(m)

-30.0

-20.0

-10.0

20.0

30.0

0.0

10.0

E.L.(m)

S N

du

Km

lm

D1g-1

EL.+25.0m

EL.+20.5m

約13m

約
4m

-40.0

-30.0

-20.0

-10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

EL.(m)

E

-40.0

-30.0

-20.0

-10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

W

EL.(m)

du
D2c-3

D2g-3

D2g-3

D2s-3

D2c-3

D2s-3

fl

EL.+23.0m

EL.+18.5m

Km

約
4m

約13m

-40.0

-30.0

-20.0

-10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

EL.(m)

E

-40.0

-30.0

-20.0

-10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

W

EL.(m)



1.4.18－6 

表 1.4.18－1 可搬型設備用軽油タンク基礎 耐震評価候補断面の特徴 

①－①断面は，構造物は地中に埋設しており，一様な断面を有するボックスカルバート形状

である。杭を介して十分な支持性能を有する岩盤に設置され，第四紀層が厚く（約 40 m）堆

積している。 

②－②断面は，構造物は地中に埋設しており，一様な断面を有するボックスカルバート形

状である。杭を介して十分な支持性能を有する岩盤に設置され，第四紀層が浅く（約 20 m）

堆積している。 

③－③断面は，構造物は地中に埋設しており，一様な断面を有するボックスカルバート形状

である。杭を介して十分な支持性能を有する岩盤に設置され，第四紀層が厚く（約 40 m）堆

積している。 

④－④断面は，構造物は地中に埋設しており，一様な断面を有するボックスカルバート形状

である。杭を介して十分な支持性能を有する岩盤に設置され，第四紀層が浅く（約 20 m）堆

積している。 

可搬型設備用軽油タンク基礎（西側）と可搬型設備用軽油タンク基礎（南側）にて 1次元地

震応答解析を行い応答の比較を行う。 

方向 
要求 

性能 
断面 構造的特徴 周辺地質 間接支持する構造物 

東西 

間接 

支持 
①－① 

・弱軸断面方向

・地中に埋設

・一様な断面を有するボッ

クスカルバート形状

・杭を介して十分な支持

性能を有する岩盤に設

置

・第四紀層が厚く（約 40

m）堆積

可搬型設備用軽油タンク 

間接 

支持 
②－② 

・弱軸断面方向

・地中に埋設

・一様な断面を有するボッ

クスカルバート形状

・杭を介して十分な支持

性能を有する岩盤に設

置

・第四紀層が浅く（約 20

m）堆積

可搬型設備用軽油タンク 

南北 

間接 

支持 
③－③ 

・強軸断面方向

・地中に埋設

・一様な断面を有するボッ

クスカルバート形状

・杭を介して十分な支持

性能を有する岩盤に設

置

・第四紀層が厚く（約 40

m）堆積

可搬型設備用軽油タンク

間接 

支持 
④－④ 

・強軸断面方向

・地中に埋設

・一様な断面を有するボッ

クスカルバート形状

・杭を介して十分な支持

性能を有する岩盤に設

置

・第四紀層が浅く（約 20

m）堆積

可搬型設備用軽油タンク
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(2) 評価対象断面の選定

可搬型設備用軽油タンク基礎（西側）及び可搬型設備用軽油タンク基礎（南側）におい

て実施した 1次元地震応答解析結果の地表面最大変位発生時刻の変位分布を図 1.4.18－6

に，最大せん断ひずみ発生時刻のひずみ分布を図 1.4.18－7に示す。また，1次元地震応

答解析結果の一覧表を表 1.4.18－2に示す。なお，可搬型設備用軽油タンク基礎（南側）

にせん断剛性が低い lm層が分布することで変位が大きくなるため，構造物及び杭基礎の耐

震性向上の観点から地盤改良体（セメント改良）及び地盤改良体（薬液注入）を実施す

る。 

 表 1.4.18－2より，可搬型設備用軽油タンク基礎（西側）の方が相対変位およびせん断

ひずみが大きい。よって，可搬型設備用軽油タンク基礎（西側）の弱軸断面方向である①

－①断面を耐震評価の評価対象断面として採用する。 

また，機器・配管系への加速度応答の観点から，可搬型設備用軽油タンク基礎（西側）

の強軸断面方向の③－③断面及び可搬型設備用軽油タンク基礎（南側）の強軸断面方向の

④－④断面において，1次元地震応答解析を実施し評価対象断面を選定する。



1.4.18－8 

可搬型設備用軽油タンク基礎（西側） 可搬型設備用軽油タンク基礎（南側） 

図 1.4.18－6 地表面最大変位発生時刻の変位分布 

可搬型設備用軽油タンク基礎（西側） 可搬型設備用軽油タンク基礎（南側） 

図 1.4.18－7 最大せん断ひずみ発生時刻のひずみ分布 
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表 1.4.18－2 1 次元地震応答解析結果の結果一覧 

評価対象 

地表面加速度

の最大値 

（cm/s2） 

頂版と底盤の

相対変位 

（mm） 

地表面最大 

相対変位 

（mm） 

最大せん断 

ひずみ 

（％） 

可搬型設備用軽油タンク

基礎（西側） 

626.7 

（水平方向： 

Ｓｓ－２２） 

2.073 

（Ｓｓ－２１） 

69.9 

（Ｓｓ－３１） 

0.492 

（Ｓｓ－３１） 

可搬型設備用軽油タンク

基礎（南側） 

646.5 

（水平方向： 

Ｓｓ－２１） 

0.742 

（Ｓｓ－２１） 

9.93 

（Ｓｓ－Ｄ１） 

0.083 

（Ｓｓ－Ｄ１） 

表 1.4.18－2 より，可搬型設備用軽油タンク基礎（南側）の方が地表面加速度の最大値

が大きくなるため，④－④断面を機器・配管系への加速度応答の観点の評価断面とする。 



1.4.18－10 

 (3) 断面選定結果 

 （2）より，構造物の耐震設計における評価対象断面は可搬型設備用軽油タンク基礎（西側）

の弱軸断面方向である①－①断面とし，この断面について地震応答解析及び耐震評価を実施

する。評価対象断面の選定結果を表 1.4.18－3 に，評価対象断面を図 1.4.18－8に示す。 

 ただし，機器・配管系への加速度応答算出の観点から，可搬型設備用軽油タンク基礎（南側）

の強軸断面方向である④－④断面にて，機器・配管系への加速度応答抽出断面図を図 1.4.18

－9 に示す。 

表 1.4.18－4 に耐震設計及び機器・配管系への加速度応答抽出に使用する断面の整理を示

す。 



表 1.4.18－3 評価候補断面の選定結果 

方向 断面 要求性能 構造的特徴 周辺地質 間接支持する施設 
今回工認 

評価断面 
選定理由 

東西 

①－① 間接支持 

・弱軸断面方向 

・地中に埋設 

・一様な断面を有す

るボックスカルバ

ート形状 

・杭を介して十分な支持

性能を有する岩盤に設

置 

・第四紀層が厚く（約 40 

m）堆積 

可搬型設備用 

軽油タンク 

○ 

1 次元地震応答解析により得られる相対変位

及びせん断ひずみが比較的大きいため，評価対

象断面とする。 

②－② 間接支持 

・弱軸断面方向 

・地中に埋設 

・一様な断面を有す

るボックスカルバ

ート形状 

・杭を介して十分な支持

性能を有する岩盤に設

置 

・第四紀層が浅く（約 20 

m）堆積 

可搬型設備用 

軽油タンク 

－

1 次元応答解析により得られる相対変位及び

せん断ひずみが比較的小さいため，評価対象断

面としない。 

南北 

③－③ 間接支持 

・強軸断面方向 

・地中に埋設 

・一様な断面を有す

るボックスカルバ

ート形状 

・杭を介して十分な支持

性能を有する岩盤に設

置 

・第四紀層が厚く（約 40 

m）堆積 

可搬型設備用 

軽油タンク 

－

強軸断面方向であるため，評価対象としない。 

④－④ 間接支持 

・強軸断面方向 

・地中に埋設 

・一様な断面を有す

るボックスカルバ

ート形状 

・杭を介して十分な支持

性能を有する岩盤に設

置 

・第四紀層が浅く（約 20 

m）堆積 

可搬型設備用 

軽油タンク 

－

強軸断面方向であるため，評価対象断面としな

いが，機器・配管系への加速度応答の観点より，

地震応答解析の実施対象断面とする。 

1.
4
.1
8－

11 
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図 1.4.18－8 可搬型設備用軽油タンク基礎の評価対象断面図 

（可搬型設備用軽油タンク基礎（西側） ①－①断面）

図 1.4.18－9 機器・配管系への加速度応答抽出断面図 

（可搬型設備用軽油タンク基礎（南側） ④－④断面） 

可搬型設備用軽油タンク基礎（西側）

可搬型設備用軽油タンク基礎（南側）

可搬型重大事故等対処設備保管場所
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表 1.4.18－4 耐震設計及び機器・配管系への加速度応答抽出に使用する断面の整理 

断面条件 

可搬型設備用軽油タンク基礎の 

耐震設計 

（Ⅴ-2-2-24 緊急時対策所用発電機燃料油貯

蔵タンク基礎の耐震性についての計算書）

機器・配管系への 

加速度応答抽出 

（Ⅴ-2-2-23 緊急時対策所用発電機燃料油貯

蔵タンク基礎の地震応答計算書）

①－①断面 ○ ○ 

④－④断面 ― ○ 
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1.5 地盤物性のばらつきの考慮方法について 

 

東海第二発電所の屋外重要土木構造物（津波防護施設を含む）の耐震評価において，地震時

における地盤の有効応力の変化に応じた影響を考慮する場合は，有効応力解析を実施する。 

本章では，屋外重要土木構造物の耐震評価における地盤物性のばらつきの考慮方法について

記載する。 

 

1.5.1 耐震評価における検討ケース 

屋外重要土木構造物の耐震評価における検討ケースを以下に示す。 

 

(1) 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース（①，②，③） 

有効応力解析に用いる液状化強度特性は，敷地の原地盤における代表性及び網羅性を踏

まえた上で保守性を考慮して設定することを基本とする。原地盤に基づく液状化強度特性

は，試験データのばらつきを考慮し，液状化強度試験データの最小二乗法による回帰曲線

と，その回帰係数の自由度を考慮した不偏分散に基づく標準偏差を用いた「平均－1σ」

について整理する。 

原地盤に基づく液状化強度特性の詳細は，Ｖ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」

に示す。 

また，地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケースに加えて，第四紀層に対し，せ

ん断波速度 Vs のばらつき（平均＋1σ，平均－1σ）を考慮したケースについても実施す

る。Vs のばらつきの設定方法の詳細は，「耐震性に関する説明書に係る補足説明資料 地

盤の支持性能について」に示す。 

 

(2) 地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース（④） 

地中の屋外重要土木構造物への地盤変位に対する保守的な配慮として，地盤を強制的に

液状化させることを仮定した影響を考慮する場合は，原地盤よりも十分に小さい液状化強

度特性（敷地に存在しない豊浦標準砂に基づく液状化強度特性）を設定する。 

豊浦標準砂に基づく液状化強度特性の詳細は，Ｖ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方

針」に示す。 

 

(3) 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース（⑤，⑥） 

解析条件として液状化強度が小さく設定された場合は，地盤の変位が大きく算定される

ことになるため，特に屋外重要土木構造物の下部構造に対して保守的な解析条件となるが，

地表面応答加速度はやや小さめに評価される場合がある。一方，液状化強度が大きく設定

された場合は，地盤の変位が小さく算定されることになるが，地表面応答加速度が大きく

評価されることになるため，特に屋外重要土木構造物の上部構造及び上載される機器・配

管系に対して保守的な解析条件となる。 

よって，上部土木構造物及び機器・配管系への加速度応答に対する保守的な配慮として，

地盤の非液状化の影響を考慮する場合は，原地盤において非液状化の条件を仮定した解析



 

1.5－2 

を実施する。非液状化の条件の仮定は，有効応力解析にて液状化パラメータを非適用とす

ることにより設定する。これは，地盤の液状化強度が最も大きい場合に相当する。 

また，原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケースに加えて，第四紀層に対し，

せん断波速度 Vs のばらつき（平均＋1σ）を考慮したケースについても実施する。Vs の

ばらつきの設定方法の詳細は，「耐震性に関する説明書に係る補足説明資料 地盤の支持

性能について」に示す。 

 

以上の各検討ケースにおける液状化強度の関係を図 1.5－1に，各検討ケースにおけるせん

断波強度 Vs の関係を図 1.5－2に示す。 
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図 1.5－1 各検討ケースにおける液状化強度の関係 

 

 

 

図 1.5－2 各検討ケースにおけるせん断波強度 Vsの関係 
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1.5.2 耐震評価における検討ケースの組合せについて 

屋外重要土木構造物の耐震評価における検討ケースの組合せを図 1.5－3に示す。 

耐震評価においては，基準地震動Ｓｓ全波（８波）及びこれらに位相反転を考慮した地震

動（４波）を加えた全１２波を用いて解析ケース①を実施する。 

上記の解析ケース①において，せん断力照査及び曲げ軸力照査がせん断力照査及び曲げ軸

力照査をはじめとした全ての照査項目について，各照査値が最も厳しい（許容限界に対する

余裕が最も小さい）地震動を用い，②～⑥の中から追加検討ケースを実施する。また，異な

る建屋・構築物間の相対変位の算定は，上記ケースの中で，変位量が最も大きいケースにて

行う。 

 

 

図 1.5－3 屋外重要土木構造物の耐震評価における検討ケース 
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上記より，屋外重要土木構造物の耐震評価にあたっては，地盤物性の観点において，想定さ

れる地盤物性のばらつき（せん断波速度 Vsのばらつき）を十分包絡する保守的な検討となって

いる。 

また，同様な理由から，耐震評価における断面選定の観点において，屋外重要土木構造物の

形状，基礎地盤の支持条件が同一であれば，第四紀層の各地層構成の軽微な差異は耐震評価結

果に有意な影響を及ぼさない保守的な検討となっている。 
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1.5.3 機器・配管系に対する加速度応答算定のための検討ケース 

屋外重要土木構造物に上載される機器・配管系に対する加速度応答の算定では，上載され

る機器・配管系への加速度応答に対する保守的な配慮として，基準地震動Ｓｓ全波（８波）

及びこれらに位相反転を考慮した地震動（４波）を加えた全１２波を用いて解析ケース⑤を

実施する。 

上記の解析ケース⑤において，上載される機器・配管系の固有振動数帯で加速度応答が最

も大きくなる地震動を用いて，解析ケース④，⑥を実施し，解析ケース⑤も含めた全ての解

析ケースに基づく加速度応答を算定する。 

機器・配管系に対する加速度応答算定のための検討ケースを図 1.5－4及び表 1.5 1 に示す。 

 

 

図 1.5－4 機器・配管系に対する加速度応答算定のための検討ケース 
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表 1.5 1 屋外重要土木構造物に上載される機器・配管系に対する加速度応答抽出のための 

検討ケース 

検討ケース 

④ 

地盤を強制的に液状

化させることを仮定

した解析ケース 

⑤ 

原地盤において非液

状化の条件を仮定し

た解析ケース 

⑥ 

地盤物性のばらつき

を考慮（＋１σ）し

て非液状化の条件を

仮定した解析ケース 

液状化強度特性 

の設定 

敷地に存在しない豊

浦標準砂に基づく液

状化強度特性 

液状化パラメータを

非適用 

液状化パラメータを

非適用 

地
震
波
（
位
相
） 

Ｓs－Ｄ１ 

（＋＋）

1 

 

⑤において，上載され

る機器・配管系の固有

振動数帯で加速度応

答が最も大きくなる地

震動を用いて実施す

る。 

1 

1 

 

⑤において，上載され

る機器・配管系の固有

振動数帯で加速度応

答が最も大きくなる地

震動を用いて実施す

る。 

（＋－） 1 

（－＋） 1 

（－－） 1 

Ｓs－１１ （＋＋） 1 

Ｓs－１２ （＋＋） 1 

Ｓs－１３ （＋＋） 1 

Ｓs－１４ （＋＋） 1 

Ｓs－２１ （＋＋） 1 

Ｓs－２２ （＋＋） 1 

Ｓs－３１ 
（＋＋） 1 

（－＋） 1 

計 1 12 1 
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1.6 許容応力度法における許容限界について 

屋外重要土木構造物の許容応力度法による耐震設計にあたり，部材に適用する許容応

力度及び短期許容応力度は，「コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学

会，2002 年制定）」に基づき設定することを基本とする。「コンクリート標準示方書［構

造性能照査編］（（社）土木学会，2002 年制定）」において対象部材に直接適用できる値

が無い場合は，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（（社）日本道路協会，

平成 14 年 3 月）」に基づき設定する。また，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・

同解説（（社）日本道路協会，平成 14年 3月）」においても対象部材に直接適用できる値

が無い場合は，その他の規格・基準等を検討し，適切に設定する。 

表 1.6－1 に各部材の許容応力度，短期許容応力度及び適用する規格・基準類を，表

1.6－2 に各屋外重要土木構造物に適用する規格，基準類を示す。 



 

表 1.6－1 各部材の許容応力度，短期許容応力度及び適用する規格，基準類  

1
.
6
－

2 

部材(材料） 規格 項目
許容応力度

(N/mm
2
)

割増し係数
＊2 短期許容応力度

(N/mm2)
適用する規格，基準類

許容曲げ圧縮応力度 14 1.5 21

許容せん断応力度
＊1 0.55 1.5 0.825

許容押抜きせん断応力度 1.1 1.5 1.65

許容支圧応力度 12 1.5 18

許容曲げ圧縮応力度 11 1.5 16.5

許容せん断応力度 0.5 1.5 0.75

許容引張応力度 290 1.5 435

許容引張応力度（せん断補強筋） 200 1.5 300

許容引張応力度 206 1.5 309

許容引張り応力度（せん断補強筋） 206 1.5 309

許容引張応力度 196 1.5 294

許容引張り応力度（せん断補強筋） 196 1.5 294

許容引張応力度 255 1.5 382.5

許容せん断応力度 145 1.5 217.5

許容引張応力度 210 1.5 315

許容せん断応力度 120 1.5 180

許容引張応力度 185 1.5 277.5

許容せん断応力度 105 1.5 157.5

許容引張応力度 140 1.5 210

許容せん断応力度 80 1.5 120

注記　＊1：耐震壁に対する短期許容せん断応力度は1.35  N/mm
2
（＝許容応力度0.9  N/mm

2
×1.5（割増し係数））を適用する。

　　　　　　　許容応力度0.9  N/mm
2
は「Fc×(1/30) かつ 0.5＋Fc×(1/100)  以下」より算出（Fc：コンクリートの設計基準強度(N/mm

2
)）

　　　　　　　（鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説―許容応力度設計法―（日本建築学会，1999年））

          ＊2：設計に用いる許容応力度は地震の影響を考慮した荷重の組み合せに対して割増し係数を乗じた値とすることがそれぞれの規格，基準類に記載されている。

　　　　

コンクリート

SM570

SM490Y

SM490

鉄筋

SD490

SD390

鋼材

コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学会，
2002年制定）

SD345

道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（（社）日
本道路協会，平成14年3月）

設計基準強度

ｆ’ｃｋ＝40  N/mm
2

コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学会，
2002年制定）

設計基準強度

ｆ’ｃｋ＝30  N/mm
2

SS400

道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（（社）日
本道路協会，平成24年3月）



 

表 1.6－2 各屋外重要土木構造物に適用する規格，基準類 

40 30 SD490 SD390 SD345 SM570 SM490Y SM490 SS400

道路橋示方書
（Ⅰ共通編・Ⅳ
下部構造編）・
同解説（平成14
年3月）

屋外二重管 - - - - - ○ - - ○

常設代替高圧電源装置置場及び西側淡水貯水設備 ○ - ○ ○ - - - - -

常設代替高圧電源装置用カルバート（トンネル部） - ○ ○ - ○ - - - -

常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑部） ○ - ○ - ○ - - - -

常設代替高圧電源装置用カルバート（カルバート部） ○ - ○ - ○ ○ - - -

代替淡水貯槽 ○ - ○ ○ ○ - - - -

常設低圧代替注水系ポンプ室 ○ - ○ ○ ○ - - - -

常設低圧代替注水系配管カルバート ○ - - ○ ○ - - - -

格納容器圧力逃がし装置用カルバート ○ - ○ - - - - - -

緊急用海水ポンプピット ○ - ○ - ○ - - - -

緊急用海水取水管 - - - - - ○ - - -

ＳＡ用海水ピット ○ - ○ ○ ○ - - - -

海水引込み管 - - - - - ○ - - -

ＳＡ用海水ピット取水塔 ○ - ○ ○ ○ - ○ - -

緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎 ○ - ○ - - - - ○ -

可搬型設備用軽油タンク基礎 ○ - ○ - - - - ○ -

鋼材

規格，基準類

鉄筋

屋外重要土木
構造物

コンクリート標準示方書［構造性
能照査編］（2002年制定）

コンクリート標準示方書［構造性
能照査編］（2002年制定）

道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（平成14年3月）

コンクリートｆ’ｃｋ（N/mm2）

1
.
6
－

3 
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建築学会基準における耐震壁の許容せん断応力度の適用範囲について 

 

鉄筋コンクリート構造計算基準・同解説―許容応力度法―（日本建築学会，1999 年）にお

て，以下の通りコンクリートの設計基準強度 Fc=60N/mm2 まで同基準に基づきコンクリート

の許容応力度を設定できる記述になっていることを確認した。 

 

鉄筋コンクリート構造計算基準・同解説―許容応力度法―（日本建築学会，1999 年） 

P．41 

6 条 許容応力度 

 

P．43 
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1.7 ジョイント要素のばね設定について 

 

一般に，地盤と構造体の接合面の法線方向に対して強震時の引張荷重を与えると，地盤は構造体

から剥離する特徴がある。また，地盤と構造体の接合面のせん断方向に対して強震時のせん断荷重

を与え，せん断ひずみを増加させていくと，地盤のせん断応力は上限値に達し，それ以上はせん断

応力が増加しなくなる特徴がある。さらに，地盤のせん断応力の上限値は有効応力に応じて変化す

る特徴がある。 

有効応力解析では，強震時の地盤と構造体の接合面におけるこれらの力学特性の特徴を適切に構

成則としてモデル化するため，地盤と構造体の接合面にジョイント要素を設けることにより，強震

時の地盤と構造体の接合面における剥離及びすべりを考慮する。 

ジョイント要素は，地盤と構造体の接合面で法線方向及びせん断方向に対して設定する。法線方

向については，常時状態以上の引張荷重が生じた場合，剛性及び応力をゼロとし，剥離を考慮する。

せん断方向については，地盤と構造体の接合面におけるせん断抵抗力以上のせん断荷重が生じた場

合，せん断剛性をゼロとし，すべりを考慮する。図 1.7－1にジョイント要素の考え方を示す。 

なお，せん断強度τｆは次式の Mohr－Coulomb 式により規定される。ｃ，φ は周辺地盤のｃ，φ

とする。 

 

τｆ＝ｃ＋σ'tanφ 

 ここで， 

τｆ ：せん断強度 

ｃ ：粘着力 

φ ：内部摩擦角 
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常設代替高圧電源装置置場（南北方向⑤－⑤断面）（例） 

図 1.7－1 ジョイント要素の考え方 

ジョイント要素のばね定数は，数値計算上不安定な挙動を起こさない程度に十分大きい値として，

港湾構造物設計事例集（沿岸開発技術センター）に従い，表 1.7－1の通り設定する。 

表 1.7－1 ジョイント要素のばね定数 

せん断剛性ｋｓ 

（kN/m3） 

圧縮剛性ｋｎ 

（kN/m3） 

側方及び底面 1.0×106 1.0×106 

本資料においては，表 1.7－1 の通り設定しているジョイント要素のばね定数が数値計算上不安

定な挙動を起こさず，かつ，地盤から構造体への圧縮荷重，せん断荷重が確実に伝達され得る適切

な設定値であることを確認する。 

：ジョイント要素 
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1.7.1 評価方法 

表 1.7－1 の通り設定しているジョイント要素のばね定数は，数値計算上不安定な挙動を起こ

さず，かつ，地盤から構造体への圧縮荷重，せん断荷重が確実に伝達され得る適切な設定値であ

るか確認するため，ジョイント要素のばね定数についてケーススタディを実施する。具体的には，

この度の工事計画認可申請にて，港湾構造物設計事例集（沿岸開発技術センター）に従い設定し

ているジョイント要素のばね定数に対して，ばね定数の値を 1/100 倍，1/10 倍，1 倍，10 倍，

100 倍とした場合の解析を実施し，構造物の照査値の比較を行う。 

評価対象施設は，屋外重要土木構造物において躯体の断面形状が比較的大きく，地盤と構造体

の接合面で多数のジョイント要素を用いることとなり，ジョイント要素のばね定数の設定値によ

る影響を生じやすい対象である常設代替高圧電源装置置場とする。 

地盤物性値には，原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース)の解析用物

性値を用いる。 

地震動には，全周期帯にわたって加速度応答スペクトルが大きいＳs－Ｄ１を用いる。 

その他の解析条件は，この度の工事計画認可申請における耐震計算書と同じである。 

表 1.7－2にジョイント要素のばね定数に係るケーススタディの検討ケース，図 1.7－2に常設

代替高圧電源装置置場の位置，図 1.7－3に耐震評価対象断面（NS方向，⑤－⑤断面），図 1.7－

4 に解析モデルをそれぞれ示す。 

表 1.7－2 検討ケース 

検討ケース 
側方及び底面の 

ジョイント要素のばね定数（kN/m3） 

① ｋｓ＝ｋｎ＝1.0×104 

② ｋｓ＝ｋｎ＝1.0×105 

③ ｋｓ＝ｋｎ＝1.0×106 

④ ｋｓ＝ｋｎ＝1.0×107 

⑤ ｋｓ＝ｋｎ＝1.0×108 

ｋｓ：せん断剛性，ｋｎ：圧縮剛性 
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図 1.7－2 常設代替高圧電源装置置場の位置図 



1.7－5 

図 1.7－3 耐震評価対象断面（NS方向，⑤－⑤断面） 



1.7－6 

図 1.7－4 解析モデル 

：ジョイント要素 
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電源装置置場の南北方向⑤－⑤断面は，構造部材としての側壁，隔壁，底版，スラブ及び地上梁

を線形はり要素でモデル化する。 

それぞれの線形はり要素の交点には，「コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木

学会，2002 年制定）」に基づき，剛域を設ける。ただし，地上梁と側壁（地上側壁及び地上隔壁）

の交点の側壁側には剛域を設けない。これは，地上梁は梁構造であり，壁部材（地上側壁及び地上

隔壁）の曲げ剛性が地上梁の曲げ部材と比較して大きく，交点の壁部材側が剛域とはならないため

である。ただし，剛域を設けない場合でも保守側の検討となるように，「コンクリート標準示方書

［構造性能照査編］（（社）土木学会，2002 年制定）」に従い，側壁の全要素を照査対象とする。図

1.7－5 に地上梁に係る剛域の設定を示す。 

図 1.7－5 地上梁に係る剛域の設定 
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1.7.2 評価結果 

ジョイント要素のばね定数に係るケーススタディの解析による構造物の照査値の比較結果を図

1.7－6 に示す。ジョイント要素のばね定数の設定値と，常設代替高圧電源装置置場の構造部材

の曲げに関する照査値及びせん断に関する照査値との関係に着目して整理した。 

＊ 照査値 =  発生応力度（ / ）

短期許容応力度（ / ）

図 1.7－6 各ケースにおける構造部材の曲げ，せん断照査結果の比較 

(原地盤に基づく液状化強度特性，Ｓs－Ｄ１) 

図 1.7－6 に示す結果より，各構造部材の照査値は，ジョイント要素のばね定数が 1.0×104～

1.0×105(kN/m3)の設定値の範囲においてはばらついているものの，1.0×106(kN/m3)以上の設定

値の範囲において安定し，ほぼ一定の照査値に収束している。 

よって，港湾構造物設計事例集（沿岸開発技術センター）に従い表 1.7－1 の通り設定してい

るジョイント要素のばね定数は，数値計算上不安定な挙動を起こさない程度に十分大きい値とな

っており，ジョイント要素を介しての地盤から構造体への圧縮荷重及びせん断荷重が確実に伝達

され得る適切な設定値であることを確認した。 

構造部材の曲げ照査（コンクリート曲げ圧縮） 構造部材のせん断照査

＊
 

＊
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1.8 有効応力解析モデルへの入力地震動の算定方法について 

屋外重要土木構造物の有効応力解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準

地震動Ｓｓを1次元波動論により有効応力解析モデル底面位置で評価したものを用いる。入力地

震動算定の概念図を図 1.8－1に示す。 

図 1.8－1 入力地震動算定の概念図 

構造物を梁要素によりモデル化し，構造物周辺の水平成層でない地盤すなわち不整形地盤を

2 次元有限要素でモデル化しない解析手法を用いる場合は，地盤から構造物への反力を考慮す

るための収束剛性に基づく地盤ばねを求めるため，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓ

を 1 次元波動論により水平成層地盤を仮定した地表面位置まで評価するモデルを用いる。 

一方，今回の工事計画認可申請における屋外重要土木構造物の耐震評価では，構造物周辺の

不整形地盤を 2 次元有限要素でモデル化し，地盤と構造物の連成系の動的相互作用を直接的に

精緻に考慮できる 2 次元有効応力解析を用いることから，入力地震動の算定において，不整形

地盤の 2 次元有効応力解析モデル底面位置以浅に対しては，1 次元波動論の水平成層地盤を仮

定せず，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを 1次元波動論により2次元有効応力解析モ

デル底面位置まで評価するモデルを用いる。 

本資料においては，入力地震動評価において，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを 1

次元波動論により 2 有効応力解析モデル底面位置まで評価するモデルを用いた場合（ケース①）

と，不整形地盤の 2 次元有効応力解析モデル底面位置以浅に対しても，1 次元波動論により水

平成層地盤を仮定した地表面位置まで評価するモデルを用いた場合（ケース②）について，2
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次元有効応力解析モデル底面位置の加速度応答スペクトルを比較する。これにより，ケース①

及びケース②による解析結果の 2 次元有効応力解析モデル底面位置における 2E 波（上昇波 E の

2 倍）の一致の程度を確認した上で，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを 1 次元波動論

により有効応力解析モデル底面位置で評価するために採用する解析モデルについて述べる。 

1.8.1 評価方法 

入力地震動評価において，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを1次元波動論により

有効応力解析モデル底面位置まで評価するモデルを用いた場合（ケース①）と，不整形地盤

の 2 次元有効応力解析モデル底面位置以浅に対しても，1 次元波動論により水平成層地盤を

仮定した地表面位置まで評価するモデルを用いた場合（ケース②）について，2 次元有効応

力解析モデル底面位置の 2E 波の加速度応答スペクトルを比較する。 

評価対象は，屋外重要土木構造物のうち，不整形地盤の 2 次元有効応力解析モデル底面位

置が比較的深い位置にある緊急用海水ポンプピットの入力地震動算定モデルとする。

地震動は，全周期帯にわたって加速度応答スペクトルが大きいＳs－Ｄ１を用いる。 

その他の解析条件は今回の工事計画認可申請と同じである。 

表 1.8－1 に，ケース，図 1.8－2 に緊急用海水ポンプピットの位置図，図 1.8－3に緊急用

海水ポンプピットの位置及び地質断面図を示す。 

表 1.8－1 検討ケース 

ケース モデルの概要

① 

解放基盤表面で定義される基準地震

動Ｓｓを 1 次元波動論により 2 有効応力

解析モデル底面位置まで評価するモデ

ル 

② 

不整形地盤の 2次元有効応力解析モ

デル底面位置以浅に対しても，1 次元波

動論により水平成層地盤を仮定した地

表面位置まで評価するモデル 
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図 1.8－2 緊急用海水ポンプピットの位置図 

図 1.8－3 緊急用海水ポンプピットの地質断面図 
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1.8.2 評価結果 

図 1.8－4 に，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを 1 次元波動論により有効応力解

析モデル底面位置で評価した 2E 波の加速度応答スペクトルの比較を示す。 

図 1.8－4（1） 2E 波の加速度応答スペクトルの比較（水平方向） 

図 1.8－4（2） 2E 波の加速度応答スペクトルの比較（鉛直方向） 
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ケース①とケース②について，2 次元有効応力解析モデル底面位置における 2E 波の加速度

応答スペクトルの比較の結果，両ケースの評価結果の 2E 波による水平方向の加速度応答スペ

クトルの差異は僅かであり，鉛直方向の加速度応答スペクトルの差異はほとんど認められな

い。 

これは，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを1次元波動論により有効応力解析モデ

ル底面位置で評価する解析において，重複反射理論に基づく地表面付近の F 波（下降波 F）

が 2 次元有効応力解析モデル底面位置の 2E 波に対して影響しないよう，2 次元有効応力解析

モデルの底面位置を基礎岩盤の深い位置（EL.-130m）にとることが寄与している。

今回の工事計画認可申請における屋外重要土木構造物の耐震評価では，構造物周辺の水平

成層でない地盤すなわち不整形地盤を 2 次元有限要素でモデル化し，地盤と構造物の連成系

の動的相互作用を考慮できる 2 次元有効応力解析を用いているため，地盤から構造物への反

力を考慮するための収束剛性に基づく地盤ばねを求める必要がない。これと共に，解放基盤

表面で定義される基準地震動Ｓｓを1次元波動論により有効応力解析モデル底面位置で評価す

る解析において，重複反射理論に基づく地表面付近の F 波が 2 次元有効応力解析モデル底面

位置の 2E 波に対し影響しないための配慮として，2 次元有効応力解析モデル底面位置を基礎

岩盤の深い位置にとるモデル化としている。 

以上を踏まえた上で，不整形地盤の 2次元有効応力解析モデル底面位置以浅に対しては，1

次元波動論の水平成層地盤を仮定せず，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを1次元波

動論により有効応力解析モデル底面位置で評価して求められる 2E波を不整形地盤の 2次元有

効応力解析モデル底面位置への入力地震動とする。 
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1.9 地震応答解析における構造物の減衰定数について 

地中構造物の地震応答解析における減衰の影響は，地盤の減衰に支配されており，構造物の

減衰定数による影響は小さいと考えられる。この度の工事計画認可申請における地震応答解析

では，線形材料としてモデル化する鋼材の減衰定数は道路橋示方書（Ｖ耐震設計編）同解説

（平成 24 年 3 月）に基づき 3％とし，線形材料としてモデル化するコンクリートの減衰定数は

原子力発電所耐震設計技術指針（ＪＥＡＧ４６０１－1987）に基づき 5％としている。一方，

建築物荷重指針・同解説（2015）においては，構造種別ごとの弾性時の減衰定数の目安として

鉄骨造で 1～3％，鉄筋コンクリート造で 2～4％が挙げられている。 

本資料においては，線形材料としてモデル化する鋼材の減衰定数を 2％と仮定したケースと

コンクリートの減衰定数を 4％及び 3％と仮定したケースの地震応答解析をケーススタディと

して実施し，これらの構造物の減衰定数の設定値が，構造物の照査値による構造健全性評価に

対して有意な影響を及ぼさないことを確認する。 

1.9.1 評価方法 

鋼材及びコンクリートの減衰定数についてケーススタディを実施する。具体的には，この

度の工事計画認可申請にて，道路橋示方書及びＪＥＡＧ４６０１に従い設定している減衰定

数（鋼材 3％及びコンクリート 5％）に対して，鋼材の減衰定数を 2％と仮定した場合及びコ

ンクリートの減衰定数を 4％及び 3％と仮定した場合の解析を実施し，構造物の照査値の比較

を行う。鋼材及びコンクリートの減衰定数の組合せについては，鋼材及びコンクリートの個

別の減衰定数の影響を明確にすることを考慮して，表 1.9－1に示す検討ケースを実施する。 

評価対象施設は，鋼材（鋼管杭）及びコンクリートの両方の材料から構成される屋外重要

土木構造物である常設代替高圧電源装置用カルバ－ト（カルバート部）とする。また，鋼材

（鋼管杭）を上部構造に有する評価対象施設は，上部構造及び下部構造ともに鋼材（鋼管杭）

を構成部材に有する津波防護施設である鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁とする。 

地盤物性値には，地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース（豊浦標準砂モ

デル）の解析用物性値を用い，地震動には，幅広い周期帯で比較的応答加速度が大きいＳｓ

－Ｄ１を用いる。 

その他の解析条件は，この度の工事計画認可申請における耐震計算書と同じである。 

図 1.9－1 に常設代替高圧電源装置用カルバ－ト（カルバート部）の平面配置，図 1.9－2

に鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の平面配置，図 1.9－3 に耐震評価対象断面，図 1.9－4 に

解析モデルをそれぞれ示す。 

表 1.9－1（1） 検討ケース（常設代替高圧電源装置用カルバ－ト（カルバート部）） 

ケース 鋼材の減衰定数 コンクリートの減衰定数

①（設計値） 3％ 5％ 

② 2％ 5％ 

③ 3％ 4％ 

④ 3％ 3％ 
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表 1.9－1（2） 検討ケース（鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁） 

ケース 鋼材の減衰定数 

①（設計値） 3％ 

② 2％ 

図 1.9－1（1） 常設代替高圧電源装置用カルバ－ト（カルバート部）の 

平面配置図（全体平面図） 
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図 1.9－1（2） 常設代替高圧電源装置用カルバ－ト（カルバート部）の 

平面配置図（拡大図） 

図 1.9－1（3） 常設代替高圧電源装置用カルバ－ト（カルバート部）の平面図 



1.9－4 

図 1.9－2 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の平面配置図（全体平面図） 

図 1.9－3（1） 耐震評価対象断面（常設代替高圧電源装置用カルバ－ト（カルバート部） 

①―①断面）

断面③

凡 例

鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁

鉄筋コンクリート防潮壁

鋼製防護壁
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図 1.9－3（2） 耐震評価対象断面（鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁 断面③） 

図 1.9－4（1） 解析モデル 常設代替高圧電源装置用カルバ－ト（カルバート部） 
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図 1.9－4（2） 解析モデル 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁 
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1.9.2 評価結果 

構造物の減衰定数に係るケーススタディの解析による構造物の照査値が最も厳しい要素で

の比較結果を表 1.9－2～表 1.9－4 に示す。なお，図 1.9－5 に常設代替高圧電源装置用カル

バ－ト（カルバート部）の杭位置，図 1.9－6 に鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の杭要素番号，

図 1.9－7 にカルバートの評価部材名称をそれぞれ示す。また，図 1.9－8 に示す節点におい

て検討ケースの床応答を抽出し，応答スペクトルを比較する。 

図 1.9－9～図 1.9－11 に比較した床応答加速度スペクトル（水平，鉛直）を示す。なお，

常設代替高圧電源装置用カルバートの配管系は非常用ディーゼル発電装置（燃料油系）配管

及び低圧代替注水系配管から成るものであり，鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の機器は津

波・構内監視カメラである。したがって，特にこれらの機器・配管系の固有周期帯に着目し

て加速度応答を比較する。 

表 1.9－2 鋼材（下部構造の鋼管杭）の減衰定数に関する解析結果の比較 

（常設代替高圧電源装置用カルバ－ト（カルバート部）） 

図 1.9－5 常設代替高圧電源装置用カルバ－ト（カルバート部）の杭位置 

カルバート 杭 鋼材の減衰定数　3％ 鋼材の減衰定数　2％

曲げ軸力 0.30 0.30

せん断力 0.12 0.12

曲げ軸力 0.29 0.29

せん断力 0.11 0.11

曲げ軸力 0.15 0.15

せん断力 0.08 0.08

曲げ軸力 0.14 0.14

せん断力 0.11 0.11

曲げ軸力 0.29 0.30

せん断力 0.24 0.24

杭位置
照査項目

照査値（発生応力度/短期許容応力度）
備考

軽油

南側 鋼材仕様
鋼管杭

φ1200mm
t=50mm
SM570北側

水電気

南側

鋼材仕様
鋼管杭

φ1500mm
t=25mm
SM570

中央

北側
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表 1.9－3 鋼材（上部構造及び下部構造の鋼管杭）の減衰定数に関する解析結果の比較 

（鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁） 

杭位置 
照査項目 

照査値（発生応力度/短期許容応力度） 
備考 

要素番号 鋼材の減衰定数 3％ 鋼材の減衰定数 2％ 

71 曲げ軸力 0.65 0.65 
鋼材仕様 

鋼管杭 

φ2500mm 

t＝35mm 

SM570 
75 せん断力 0.27 0.27 

 

図 1.9－6 杭要素番号（鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁）

※秒数は安全率最小要素の時刻
※8 1の場合同時刻性なし 8 2は同時刻

1 

5 

10 

15 

20 

25 

30 

35 

40 

45 

50 

55 

60 

65 

70 

75 
76 

-65.00

-60.00

-55.00

-50.00

-45.00

-40.00

-35.00

-30.00

-25.00

-20.00

-15.00

-10.00

-5.00

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

T.
P(
m
)

杭-要素番号 / 土層区分

地盤高さの嵩上げ部

表層改良体

Ac層

As層

Km層

薬液注入改良体

Ag1層

Ac層

As層

As層

Ag1層

Ac層

As層

Ac層

As層
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表 1.9－4 コンクリートの減衰定数に関する解析結果の比較 

（常設代替高圧電源装置用カルバ－ト（カルバート部）） 

 

カルバート 部材
コンクリート
の減衰定数

　5％

コンクリート
の減衰定数

　4％

コンクリート
の減衰定数

3％

コンクリート 0.16 0.17 0.17 f'ck=40 N/mm2

鉄筋(内空側) 0.27 0.27 0.27 D32@200

鉄筋(地山側) 0.25 0.25 0.25 D32@200

0.37 0.37 0.37 D16@200ctc400

コンクリート 0.32 0.32 0.32 f'ck=40 N/mm2

鉄筋(内空側) 0.56 0.57 0.57 D22@200

鉄筋(地山側) 0.62 0.62 0.62 D29@200

0.57 0.57 0.57 D16@200ctc400

コンクリート 0.17 0.18 0.18 f'ck=40 N/mm2

鉄筋(内空側) 0.21 0.22 0.22 D22@200

鉄筋(地山側) 0.34 0.34 0.34 D25@200

0.17 0.17 0.17 D16@200ctc200

コンクリート 0.29 0.29 0.29 f'ck=40 N/mm2

鉄筋(内空側) 0.47 0.47 0.47 D22@200

鉄筋(地山側) 0.45 0.45 0.46 D29@200

0.47 0.47 0.47 D16@200ctc400

コンクリート 0.44 0.45 0.45 f'ck=40 N/mm2

鉄筋(北側) 0.72 0.72 0.73 D16@200

鉄筋(南側) 0.65 0.66 0.66 D16@200

0.19 0.19 0.19 D16@200ctc400

コンクリート 0.14 0.14 0.15 f'ck=40 N/mm2

鉄筋(内空側) 0.32 0.32 0.32 D35@200

鉄筋(地山側) 0.13 0.13 0.13 D35@200

0.18 0.18 0.18 D19@200ctc400

コンクリート 0.33 0.33 0.33 f'ck=40 N/mm2

鉄筋(内空側) 0.38 0.38 0.38 D19@200

鉄筋(地山側) 0.28 0.28 0.28 D32@200

0.59 0.59 0.60 D22@200ctc400

コンクリート 0.31 0.31 0.31 f'ck=40 N/mm2

鉄筋(内空側) 0.62 0.63 0.63 D22@200

鉄筋(地山側) 0.49 0.49 0.50 D29@200

0.23 0.23 0.24 D22@200ctc200

コンクリート 0.25 0.25 0.25 f'ck=40 N/mm2

鉄筋(内空側) 0.47 0.47 0.48 D22@200

鉄筋(地山側) 0.12 0.12 0.12 D32@200

0.57 0.57 0.58 D22@200ctc400

コンクリート 0.15 0.15 0.15 f'ck=40 N/mm2

鉄筋(北側) 0.06 0.06 0.06 D22@200

鉄筋(南側) 0.02 0.02 0.02 D22@200

0.22 0.23 0.23 D16@200ctc400

コンクリート 0.26 0.26 0.26 f'ck=40 N/mm2

鉄筋(北側) 0.36 0.36 0.37 D29@200

鉄筋(南側) 0.24 0.24 0.24 D25@200

0.30 0.30 0.30 D16@200ctc400

部材位置

照査項目
仕様

（暫定）

軽油

底版
曲げ軸力

せん断力

北側壁
曲げ軸力

せん断力

頂版
曲げ軸力

せん断力

南側壁
曲げ軸力

せん断力

水電気

底版
曲げ軸力

せん断力

北側壁
曲げ軸力

せん断力

照査値（発生応力度/短期許容応力度）

南中壁
曲げ軸力

せん断力

北中壁
曲げ軸力

せん断力

頂版
曲げ軸力

せん断力

南側壁
曲げ軸力

せん断力

中壁
曲げ軸力

せん断力
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図 1.9－7 カルバートの評価部材名称（常設代替高圧電源装置用カルバ－ト（カルバート部）） 

 

 

 

図 1.9－8（1） 加速度応答抽出点（常設代替高圧電源装置用カルバ－ト（カルバート部）） 

 

 

 

軽油カルバート

水電気カルバート

水電気カルバート

軽油カルバート
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図 1.9－8（2） 加速度応答抽出点（鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁） 
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図 1.9－9（1）加速度応答スペクトル：水平方向 

（軽油カルバート頂版中央付近） 

図 1.9－9（2） 加速度応答スペクトル：鉛直方向 

（軽油カルバート頂版中央付近） 

配管系固有周期帯 

0.02～0.15s 

配管系固有周期帯 

0.02～0.15s 
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図 1.9－10（1） 加速度応答スペクトル：水平方向 

（水電気カルバート頂版中央付近） 

図 1.9－10（2） 床応答鉛直加速度応答スペクトル：鉛直方向 

（水電気カルバート頂版中央付近） 

配管系固有周期帯 

0.02～0.15s 

配管系固有周期帯 

0.02～0.15s 
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図 1.9－11（1） 加速度応答スペクトル：水平方向 

（鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁：①上部構造頂部） 

図 1.9－11（2） 加速度応答スペクトル：鉛直方向 

（鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁：①上部構造頂部） 
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図 1.9－11（3） 加速度応答スペクトル：水平方向 

（鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁：②上部構造底部） 

図 1.9－11（4） 加速度応答スペクトル：鉛直方向 

（鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁：②上部構造底部） 
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表 1.9－2～表1.9－4，図1.9－9～図1.9－11のとおり，この度の工事計画認可申請にて道

路橋示方書及びＪＥＡＧ４６０１に従い設定している減衰定数（鋼材 3％及びコンクリート

5％）に対して，鋼材の減衰定数を 2％と仮定した場合，及びコンクリートの減衰定数を 4％

及び 3％と仮定した場合の解析を実施した結果，これらの構造物の減衰定数の設定値が，構

造物の照査値による構造健全性評価に対して有意な影響を及ぼさないことを確認した。 



1.10－1 

1.10 屋外重要土木構造物の地震応答解析結果及び耐震評価結果の記載方針について 

本資料は，耐震安全性評価における地震応力解析結果及び耐震評価結果の記載方法を示すも

のである。 

既設構造物である取水構造物以外の構造物の記載方針を 10.1.1 に，その他の新設構造物の記

載方針を 1.10.2 に示す。 

対象構造物とその耐震評価方法を表 1.10-1 に示す。 

表 1.10-1 屋外重要土木構造物の耐震評価方法 

屋外重要土木構造物 区分 

取水構造物 既設構造物 

屋外二重管のうち屋外二重管基礎 新設構造物 

常設代替高圧電源装置置場及び西側淡水貯水設備 新設構造物 

常設代替高圧電源装置用カルバート（トンネル部） 新設構造物 

常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑部） 新設構造物 

常設代替高圧電源装置用カルバート（カルバート部） 新設構造物 

代替淡水貯槽 新設構造物 

常設低圧代替注水系ポンプ室 新設構造物 

常設低圧代替注水系配管カルバート 新設構造物 

格納容器圧力逃がし装置用カルバート 新設構造物 

緊急用海水ポンプピット 新設構造物 

緊急用海水取水管 新設構造物 

ＳＡ用海水ピット 新設構造物 

海水引込み管 新設構造物 

ＳＡ用海水ピット取水塔 新設構造物 

緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎 新設構造物 

可搬型設備用軽油タンク基礎 新設構造物 
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1.10.1 新設構造物の地震応答解析結果及び耐震評価結果 

本章は，許容応力度法による耐震評価を行う新設構造物の地震応力解析結果及び耐震評価

結果の記載方針を示すものである。 

記載例として，屋外重要土木構造物のうち，常設代替高圧電源装置置場における記載を示

す。 

 

1.10.1.1 地震応答解析結果 

地震応答解析結果として「断面力図」「最大せん断ひずみ分布図」「過剰間隙水圧比分

布図」及び「最大加速度分布図」を記載する。以下に記載内容を示す。 

 

(1)断面力図（部材に着目した断面力図） 

コンクリートの曲げに対する照査，鉄筋の曲げに対する照査，せん断に対する照査の 3

つの照査に対して，検討ケースのうち最も厳しい照査値となった時刻における断面力（曲

げモーメント，軸力，せん断力）の分布を部材毎に図示する。その際の検討ケース及び時

刻をあわせて記載する。断面力図は，部材に働く応力分布状態を示すものであるため，類

似の応力分布状態になる同一部材，同一配筋の部材でグループ化し，各グループで最も厳

しい照査値の部材の断面力図を示す。 

断面力図の記載にあわせて冒頭には，部材毎に該当する照査値及び検討ケースを記載し

た一覧表を記載する。表には，抽出した照査値の位置，各部材の断面性状（部材幅，部材

高，有効高さ）と鉄筋仕様（鉄筋径と鉄筋間隔）も合わせて記載する。さらに，一覧表と

合わせて評価位置番号図及び部材名称図を示す。 

また，記載する断面力図応力の方向が分かるように，応力の符号と各構造物で設定した

はり要素の方向を示す。断面力図には部材の最大発生断面力の値を表記する。 

以下に常設代替高圧電源装置置場のコンクリートの曲げに対する照査結果記載例を示す。 
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表 1.10-2 コンクリートの曲げに対する照査結果 

（対象部材において最も厳しい照査値とその検討ケース） 

 

※1 評価位置は下図に示す 

  

  

部材幅 部材高 有効高さ 曲げモーメント 軸力

b (mm) h (mm) d (mm) (kN・m/m) (kN/m) (N/mm
2
) (N/mm

2
)

底版 4 1000 3000

スラブ（B2F,B3F） 1000 2500

スラブ（B1F） 1000 2000

地上スラブ 1000 2000

地上梁 2000 1500

地中側壁（下部） 1000 3000

地中隔壁（下部） 1000 3000

地中側壁（上部） 1000 2000

地中隔壁（上部） 1000 2000

地上側壁 1000 1500

地上隔壁 1000 1500

発生断面力

検討ケース
照査値
σc/σca

圧縮
応力度
σc

短期許容
応力度
σca評価位置

断面性状

鉄筋仕様
（引張鉄筋）

表示例 

（下図における番号） 

断面性状と 

鉄筋仕様を記載
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記号の説明 

曲げモーメント ：Ｍ 

軸力      ：Ｎ 

せん断力    ：Ｖ 

 

応力の符号 

曲げモーメント（Ｍ） 正：上端が圧縮となる曲げモーメント 

           負：上端が引張となる曲げモーメント 

軸力     （Ｎ） 正：圧縮 

           負：引張 

 

図 1.10-1 応力の方向 

 

 

 

 

図 1.10-2 はり要素の方向（常設代替高圧電源装置置場） 

Ｍ Ｍ

Ｖ

Ｖ

Ｎ Ｎ

上端

下端

上端 下端

上端

下端
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曲げモーメント（kN・m） 

 

  

 

（＋：圧縮，－：引張） 

軸力（kN） 

図 1.10-3（1） 底版において最も厳しい照査値における断面力 

（④豊浦標準砂Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－），ｔ＝53.9 s） 

（記載例：常設代替高圧電源装置置場） 

対象部材の最も厳しい照査値

となる発生断面力の値を囲む 

評価時刻における部材

の発生断面力の最大値

を表示 

評価時刻における部材

の発生断面力の最大値

を表示 

対象部材の最も厳しい照査値

となる発生断面力の値を囲む 
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せん断力（kN） 

 

図 1.10-3（2） 底版において最も厳しい照査値における断面力 

（④豊浦標準砂Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－），ｔ＝53.90 s） 

（記載例：常設代替高圧電源装置置場） 

 

 

  

評価時刻における部材

の発生断面力の最大値

を表示 

対象部材の最も厳しい照査値

となる発生断面力の値を囲む 
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(2)断面力図（各基準地震動に着目した断面力図） 

各基準地震動において，コンクリートの曲げに対する照査，鉄筋の曲げに対する照査，

せん断に対する照査のうち，最も厳しい照査値となる部材の評価時刻においての断面力図

を示す。断面力図の記載にあわせて冒頭には，各基準地震動で抽出した照査値について照

査項目とその評価位置を記載する。また，記載する断面力図には部材の最大発生断面力の

値を表記する。 

以下に記載例（常設代替高圧電源装置置場）を示す。 

 

表 1.10-3 各地震波において最も厳しい照査値とその照査項目及び評価位置結果 

  

 

 

 

 

 

照査値 照査項目 評価位置

Ｓs－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）

Ｓs－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）

Ｓs－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ＋）

Ｓs－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）

Ｓs－１１ 

Ｓs－１２

Ｓs－１３

Ｓs－１４ 

Ｓs－２１

Ｓs－２２ 

Ｓs－３１ （Ｈ＋，Ｖ＋）

Ｓs－３１ （Ｈ－，Ｖ＋）

基準地震動
抽出照査値と照査項目

抽出した照査値の照査項目

と評価位置を記載 
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曲げモーメント（kN・m） 

  

（＋：圧縮，－：引張） 

軸力（kN） 

図 1.10-4（1） Ｓs－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）において最も厳しい照査値における断面力 

（ｔ＝26.86 s） 

（記載例：常設代替高圧電源装置置場） 

部材の最大発生断面力の

値を表示 

部材の最大発生断面力

の値を表示 
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せん断力（kN） 

 

 

図 1.10-4（2） Ｓs－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）において最も厳しい照査値における断面力 

（ｔ＝26.86 s） 

（記載例：常設代替高圧電源装置置場） 

 

  

部材の最大発生断面力

の値を表示 
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(3)最大せん断ひずみ分布 

各要素に発生した最大せん断ひずみを確認するため，地震応答解析の全時刻における最

大せん断ひずみの分布を示す。 

記載する断面は，常設代替高圧電源装置置場の場合，耐震評価の断面（南北方向⑤－⑤

断面）に加えて，機器・配管系に対する加速度応答を抽出する断面（東西方向断面）の２

断面とする。ここで，地盤の破壊ひずみは，「地盤材料試験の方法と解説（公益社団法人

地盤工学会）」より，軸ひずみレベルで 15％，せん断ひずみレベルで 22.5％と定義され

ていることから，最大せん断ひずみ分布は，図 1.10-5 内の凡例のコンター色により示す。 

以下に記載例（常設代替高圧電源装置置場）を示す。 

 

 

 

図 1.10-5（1） 南北方向⑤－⑤断面の最大せん断ひずみ分布（Ｓs－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）） 

（記載例：常設代替高圧電源装置置場） 
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図 1.10-5（2） 東西方向断面の最大せん断ひずみ分布（Ｓs－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）） 

（記載例：常設代替高圧電源装置置場） 
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(4)過剰間隙水圧比分布 

各要素に発生した過剰間隙水圧比を確認するため，地震応答解析の全時刻における過剰

間隙水圧比の最大値の分布を示す。 

記載する断面は，耐震評価の断面（南北方向⑤－⑤断面）に加えて，機器・配管系に対

する加速度応答を抽出する断面（東西方向断面）の２断面とする。 

過剰間隙水圧比分布は図 1.10-6 内の凡例のコンター色により示す。 

以下に記載例（常設代替高圧電源装置置場）を示す。 

 

 

図 1.10-6（1） 南北方向⑤－⑤断面の過剰間隙水圧比分布（Ｓs－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）） 

（記載例：常設代替高圧電源装置置場） 

 

 

図 1.10-6（2） 東西方向断面の過剰間隙水圧比分布（Ｓs－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）） 

（記載例：常設代替高圧電源装置置場）  
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(5)構造物の最大加速度分布図 

構造物周辺に発生している水平方向及び鉛直方向の加速度分布を確認するため，各基準地

震動における最大加速度分布を示す。 

最大加速度分布の凡例は図 1.10-7 及び図 1.10-8 内のコンター色により示す。 

以下に記載例（常設代替高圧電源装置置場）を示す。 

 

 

図 1.10-7（1） 南北方向⑤－⑤断面の最大加速度分布図（水平方向 Ｓs－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋） 

 

 

図 1.10-8 東西方向断面の最大加速度分布図（水平方向 Ｓs－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋） 
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1.10.1.2 耐震評価結果 

（1) 構造部材の曲げに対する評価結果 

各構造部材を許容応力度法により照査を行う。評価位置において，コンクリートの圧縮

応力度，鉄筋の引張応力度がそれぞれ短期許容応力度以下であることを確認する。 

照査は図 1.10-9(1)及び図 1.10-9(2)に示す方法のうちいずれかの方法で行う。 

 

 

 

図 1.10-9（1） コンクリート曲げ照査及び鉄筋曲げ照査フロー（時刻歴照査） 

地震応答解析
（二次元FEM解析）

• 線形はり要素の断面力である軸力N(t)及び曲げモーメントM(t)
を全時刻歴にわたって出力

• 各時刻の軸力N(t)及び曲げモーメントM(t)を用いて，『コンク
リート標準示方書構造性能照査編2002』の「許容応力度法によ
る設計」に従い，コンクリートに発生する圧縮応力度σc(t)及
び鉄筋に発生する引張応力度σs(t)を算定

• コンクリートの許容圧縮応力度をσca，とし，コンクリート曲
げ圧縮時刻歴照査値 σc(t)/σca を算定する。

• 鉄筋の許容引張応力度をσsaとし，鉄筋曲げ引張時刻歴照査値
σs(t)/σsaを算定する。

• 時刻歴照査値σc(t)/σcaの最大値をコンクリート曲げ圧縮照査値とする。
• 時刻歴照査値σs(t)/σsaの最大値を鉄筋曲げ引張照査値とする。

軸力N(t)及び曲げモーメントM(t)を出力

コンクリートの曲げ圧縮応力度σc(t)
及び鉄筋の曲げ引張応力度σs(t)

を時刻歴で算定

コンクリートの曲げ圧縮時刻歴照査値
及び鉄筋の曲げ引張時刻歴照査値

の算定

コンクリートの曲げ圧縮照査値
及び鉄筋の曲げ引張照査値の決定

• コンクリート曲げ圧縮照査値が1.0以下であることを確認
• 鉄筋曲げ引張照査値が1.0以下であることを確認

部材の健全性評価
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図 1.10-9（2）コンクリート曲げ照査及び鉄筋曲げ照査フロー 

（M～N曲線による最大照査値抽出） 

 

本表には，コンクリートの曲げに対する照査及び鉄筋の曲げに対する照査に対して，最

も厳しい照査値を検討ケース毎，部材毎に示す。表には，抽出した照査値の位置，各部材

の断面性状（部材幅，部材高，有効高さ）と鉄筋仕様（鉄筋径と鉄筋間隔）も合わせて記

載する。また，評価結果に合わせて，評価位置番号図及び部材名称図を示す。これにより

検討ケース毎，部材毎に照査値の最も厳しい位置を明確に示すことができる。また，概略

配筋図と断面計算に用いた断面諸元の一覧を示す。 

以下に記載例（常設代替高圧電源装置置場）を示す。 

  

地震応答解析
（二次元FEM解析）

• 線形はり要素の断面力である軸力N(t)及び曲げモーメントM(t)
を全時刻歴にわたって出力

コンクリートの曲げ圧縮応力度または
鉄筋の引張応力度が許容応力度となる

M～N曲線を算定

各時刻の
曲げモーメント及び軸力をM～N曲線上に
プロットし， M～N曲線に最も近くなる
時刻の曲げモーメントM及び軸力Nを抽出

コンクリートの曲げ圧縮応力度σc
及び鉄筋の曲げ引張応力度σsを算定

コンクリートの曲げ圧縮照査値
及び鉄筋の曲げ引張照査値の特定

部材の健全性評価

• 抽出した時刻における曲げモーメントM及び軸力Nを用いて，
『コンクリート標準示方書構造性能照査編2002』の「許容応力
度法による設計」に従い，コンクリートに発生する圧縮応力度
σc及び鉄筋に発生する引張応力度σsを算定

• 照査値σc/σcaをコンクリート曲げ圧縮照査値とする。
• 照査値σs/σsaを鉄筋曲げ引張照査値とする。

• コンクリート曲げ圧縮照査値が1.0以下であることを確認
• 鉄筋曲げ引張照査値が1.0以下であることを確認
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表 1.10-4（1） コンクリートの曲げ照査結果 

  

※1 評価位置は下図に示す 

 

 

 

全検討ケース表示 

 

 

部材幅 部材高 有効高さ 曲げモーメント 軸力

b (mm) h (mm) d (mm) (kN・m/m) (kN/m) (N/mm
2
) (N/mm

2
)

底版 4 1000 3000

スラブ（B2F,B3F） 1000 2500

スラブ（B1F） 1000 2000

地上スラブ 1000 2000

地上梁 2000 1500

地中側壁（下部） 1000 3000

地中隔壁（下部） 1000 3000

地中側壁（上部） 1000 2000

地中隔壁（上部） 1000 2000

地上側壁 1000 1500

地上隔壁 1000 1500

底版 1000 3000

スラブ（B2F,B3F） 1000 2500

スラブ（B1F） 1000 2000

地上スラブ 1000 2000

地上梁 2000 1500

地中側壁（下部） 1000 3000

地中隔壁（下部） 1000 3000

地中側壁（上部） 1000 2000

地中隔壁（上部） 1000 2000

地上側壁 1000 1500

地上隔壁 1000 1500

①Ｓｓ－Ｄ１

（H＋,V＋）

①Ｓｓ－Ｄ１

（H＋,V－）

圧縮
応力度
σc

短期許容
応力度
σca

検討
ケース

評価位置

断面性状
鉄筋仕様

（引張鉄筋）

発生断面力
照査値
σc/σca

表示例 

（下図における番号）

断面性状と 

鉄筋仕様を記載
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表 1.10-4（2） 鉄筋の曲げ照査結果 

 
※1 評価位置は下図に示す 

 

全検討ケース表示 

 

部材幅 部材高 有効高さ 曲げモーメント 軸力

b (mm) h (mm) d (mm) (kN・m/m) (kN/m) (N/mm
2
) (N/mm

2
)

底版 1000 3000

スラブ（B2F,B3F） 1000 2500

スラブ（B1F） 1000 2000

地上スラブ 1000 2000

地上梁 2000 1500

地中側壁（下部） 1000 3000

地中隔壁（下部） 1000 3000

地中側壁（上部） 1000 2000

地中隔壁（上部） 1000 2000

地上側壁 1000 1500

地上隔壁 1000 1500

底版 1000 3000

スラブ（B2F,B3F） 1000 2500

スラブ（B1F） 1000 2000

地上スラブ 1000 2000

地上梁 2000 1500

地中側壁（下部） 1000 3000

地中隔壁（下部） 1000 3000

地中側壁（上部） 1000 2000

地中隔壁（上部） 1000 2000

地上側壁 1000 1500

地上隔壁 1000 1500

評価位置

断面性状

照査値
σs/σsa

鉄筋仕様
（引張鉄筋）

①Ｓｓ－Ｄ１

（H＋,V－）

①Ｓｓ－Ｄ１

（H＋,V＋）

引張
応力度
σs

短期許容
応力度
σsa

検討
ケース

発生断面力
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図 1.10-10 概略配筋図 
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表 1.10-5 断面諸元一覧表（曲げに対する評価） 
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(2)構造部材のせん断に対する評価結果

各構造部材を許容応力度により照査を行う。評価位置において，発生するせん断力が短

期許容せん断力以下であることを確認する。 

図 1.10-11 に照査方法を示す。 

図 1.10-11 せん断照査フロー 

本表には，せん断に対する照査に対して，最も厳しい照査値を検討地震波毎，部材毎に

示す。表には，抽出した照査値の位置，各部材の断面性状（部材幅，部材高，有効高さ）

と鉄筋仕様（鉄筋径と鉄筋間隔）も合わせて記載する。また，別図にて評価位置番号図を

示す。これにより検討地震波毎，部材毎に照査値の最も厳しい位置を明確に示すことがで

きる。また，概略配筋図と断面計算に用いた断面諸元の一覧を示す。 

地震応答解析
（二次元FEM解析）

• 線形はり要素の断面力であるせん断力V(t)を，
部材毎に全時刻歴にわたって出力

• せん断照査値が1.0以下
であることを確認

• 斜引張鉄筋に期待しない場合のコンクリート
の許容せん断応力τa1を用い，τ/τa1をせん断
照査値とする。

最大せん断力Vを出力

τ/τa1≦1.0

コンクリートに発生する
最大せん断応力τを算出

コンクリートせん断照査値の決定

部材の健全性評価

• せん断照査値が1.0以下であることを確認

τ/τa1＞1.0

せん断照査値の特定

部材の健全性評価

• 最大せん断力V/許容せん断力Vaをせん断照査値とする。

※なお，斜引張鉄筋に期待しない場合にせん断照査値が1.0以下である場合でも，斜引張鉄筋を配置した場合の
せん断照査のみを実施することもある。

なお，許容せん断力は，配置する斜引張鉄筋の間隔に基づ
いた斜引張鉄筋の許容せん断力Vsaとコンクリートの許容
せん断力Vcaの合計値となる。
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表 1.10-6 せん断照査結果 

※1 評価位置は下図に示す

全検討ケース表示 

部材幅 部材高 有効高さ

b (m) h (m) d (m) (mm) (kN/m) (kN/m)

底版 1000 3000

スラブ（B2F,B3F） 1000 2500

スラブ（B1F） 1000 2000

地上スラブ 1000 2000

地上梁 2000 1500

地中側壁（下部） 1000 3000

地中隔壁（下部） 1000 3000

地中側壁（上部） 1000 2000

地中隔壁（上部） 1000 2000

地上側壁 1000 1500

地上隔壁 1000 1500

底版 1000 3000

スラブ（B2F,B3F） 1000 2500

スラブ（B1F） 1000 2000

地上スラブ 1000 2000

地上梁 2000 1500

地中側壁（下部） 1000 3000

地中隔壁（下部） 1000 3000

地中側壁（上部） 1000 2000

地中隔壁（上部） 1000 2000

地上側壁 1000 1500

地上隔壁 1000 1500

発生
せん断力

V

短期許容
せん断力

Va

鉄筋仕様
（せん断補強筋）

①Ｓｓ－Ｄ１

（H＋,V＋）

照査値
V/Va

検討
ケース

評価位置

断面性状

①Ｓｓ－Ｄ１

（H＋,V－）
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図 1.10-12 概略配筋図 



1.10－23 

表 1.10-7 断面諸元一覧表（せん断に対する評価） 
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1.11 屋外重要土木構造物の耐震評価における追加検討ケースの選定について 
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1. 評価方針

耐震評価においては，全ての基準地震動ＳＳに対して実施する①の検討ケース（基本ケース）に

おいて，せん断力照査及び曲げ軸力照査をはじめとした全ての評価項目について，各照査値が最も

厳しい（許容限界に対する余裕が最も小さい）地震動を用い，②～⑥より追加検討ケースを実施す

る。最も厳しい地震動の選定は，照査値 1.0 に対して２倍の余裕となる照査値 0.5 以上を相対的に

厳しい地震動の選定の目安として実施する。 

②～⑥より追加検討ケースを実施する地震動の選定フローを図 1－1 に，屋外重要土木構造物の

耐震評価及び波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラスの土木構造物の耐震評価における検討

ケースを図 1－2及び表 1－1に示す。

図 1－1 ②～⑥で追加検討ケースを実施する地震動の選定フロー 

ＳＴＡＲＴ

基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いて

検討ケース①(基本ケース)を実施

Yes

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動を１波選定

No

No

選定した地震動を用い，

②～⑥で

追加検討ケースを実施

Yes

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

せん断力又は曲げ軸力照査対象

の全部材のうち照査値0.5を超える

照査対象となる地震動を１波選定

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動をそれぞれ１波選定

（２波が同じ地震動となる場合がある）

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

又は

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

※

ＥＮＤ

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

※ 要因に対する着目点

・敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることの仮定

・大きい応力振幅及び繰返し回数が多い継続時間の長い地震動

・地盤や構造物の固有振動数と地震動の卓越振動数との関係

・岩盤内に埋設されている構造物

・第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物

・地上部と地中部で構成された構造物

・地盤の剛性が硬いことによる影響

・地盤の剛性が柔らかいことによる影響

・応答加速度による影響が大きい部位

・応答変位による影響が大きい部位

以上より，基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いた検討ケース①

（基本ケース）の結果及び②～⑥で実施した追加検討ケースの結

果において照査値が大きい傾向にあるものについて，その要因※

を考察し，さらに照査値が大きくなる可能性がある場合は，追加

検討ケースを実施

なお，検討ケース①（基本ケース）で照査値が0.5以下であっても

②～⑥の追加検討ケースにおいて照査値が著しく大きくなるもの

については同様の扱い
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図 1－2 屋外重要土木構造物の耐震評価における検討ケース 

表 1－1 耐震評価における検討ケース 

検討ケース 

① 

原地盤に基づ

く液状化強度

特性を用いた

解析ケース 

(基本ケース) 

② 

地盤物性のば

らつきを考慮

（＋１σ）し

た解析ケース 

③ 

地盤物性のば

らつきを考慮

（－１σ）し

た解析ケース 

④ 

地盤を強制的

に液状化させ

ることを仮定

した解析ケー

ス 

⑤ 

原地盤におい

て非液状化の

条件を仮定し

た解析ケース 

⑥ 

地盤物性のば

らつきを考慮

（＋１σ）し

て非液状化の

条件を仮定し

た解析ケース 

液状化強度

特性の設定 

原地盤に基

づく液状化

強度特性（標

準偏差を考

慮） 

原地盤に基

づく液状化

強度特性（標

準偏差を考

慮） 

原地盤に基

づく液状化

強度特性（標

準偏差を考

慮） 

敷地に存在

しない豊浦

標準砂に基

づく液状化

強度特性 

液状化パラ

メータを非

適用

液状化パラ

メータを非

適用
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2. 評価結果

2.1 取水構造物 

取水構造物は，鋼管杭により支持する鉄筋コンクリート造の構造物である。耐震評価において

は鉄筋コンクリート部（側壁，隔壁，底版，頂版，張出部，突出部）及び鋼管杭を非線形梁要素

としてモデル化する。耐震評価における追加検討ケースの選定は鉄筋コンクリート部及び鋼管杭

をそれぞれ評価対象とする。 

2.1.1 照査位置及び仕様 

（① －①断面）

（④－④断面）

図 2.1－1(1) 取水構造物の照査位置図 

（左） （右） 

（左） （右） 
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（⑥－⑥断面）

図 2.1－1(2) 取水構造物の照査位置図 

表 2.1－1 構造仕様（①－①断面（鉄筋コンクリート）） 

部位 

仕様 材料 

部材幅 

(m) 

部材高 

（m） 

コンクリート 

ｆ’ck（N/mm2） 
鉄筋 

左側壁 1.000 1.500 20.6 SD30 

隔壁 1.000 1.000 20.6 SD30 

右側壁 1.000 1.500 20.6 SD30 

左頂板 1.000 1.000 20.6 SD30 

中頂板 1.000 1.000 20.6 SD30 

右頂版 1.000 1.000 20.6 SD30 

左底板 1.000 1.000 20.6 SD30 

中底板 1.000 1.000 20.6 SD30 

右底板 1.000 1.000 20.6 SD30 

表 2.1－2 構造仕様（①－①断面（鋼管杭）） 

部位 
仕様 

材料 
杭径（m） 板厚（m） 

杭①～ 1.016 0.016 STK41 
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表 2.1－3 構造仕様（④－④断面（鉄筋コンクリート）） 

部位 

仕様 材料 

部材幅 

(m) 

部材高 

（m） 

コンクリート 

ｆ’ck（N/mm2） 
鉄筋 

左突出部 1.000 1.000 20.6 SD30 

左側壁 1.000 1.500 20.6 SD30 

隔壁 1.000 1.200 20.6 SD30 

右側壁 1.000 1.500 20.6 SD30 

右突出部 1.000 1.000 20.6 SD30 

左張出版 1.000 1.000 20.6 SD30 

左頂版 1.000 1.000 20.6 SD30 

中頂版 1.000 3.190 20.6 SD30 

右頂版 1.000 1.000 20.6 SD30 

左底板 1.000 1.200 20.6 SD30 

中底板 1.000 1.200 20.6 SD30 

右底板 1.000 1.200 20.6 SD30 

表 2.1－4 構造仕様（④－④断面（鋼管杭）） 

部位 
仕様 

材料 
杭径（m） 板厚（m） 

杭①～⑫ 1.016 0.016 STK41 

表 2.1－5 構造仕様（⑥－⑥断面（鉄筋コンクリート）） 

部位 

仕様 材料 

部材幅 

(m) 

部材高 

（m） 

コンクリート 

ｆ’ck（N/mm2） 
鉄筋 

部材① 1.000 1.000 20.6 SD30 

部材② 1.000 1.200 20.6 SD30 

部材③ 1.000 1.200 20.6 SD30 

表 2.1－6 構造仕様（⑥－⑥断面（鋼管杭）） 

部位 
仕様 

材料 
杭径（m） 板厚（m） 

杭①～⑪ 1.016 0.016 STK41 
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図 2.1－2(1) 概略配筋図（①－①断面） 

図 2.1－2(2) 概略配筋図（④－④断面） 
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2.1.2  評価結果 

(1) ①－①断面（鉄筋コンクリート）

①－①断面（鉄筋コンクリート）の地震動選定フローを図 2.1－3 に示す。

検討ケース①（基本ケース）において，曲げ部材に対する曲率の照査値が 0.50 以下，せん断

力照査値が 0.50 より大きいことから，せん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査値とな

った地震動を選定する。 

図 2.1－3 地震動選定フロー（①－①断面（鉄筋コンクリート）） 

ＳＴＡＲＴ

基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いて

解析ケース①(基本ケース)を実施

Yes

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動を１波選定

No

No

選定した地震動を用い，

②～⑥で

追加検討ケースを実施

Yes

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

せん断力又は曲げ軸力照査対象

の全部材のうち照査値0.5を超える

照査対象となる地震動を１波選定

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動をそれぞれ１波選定

（２波が同じ地震動となる場合がある）

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

又は

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

※

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

ＥＮＤ

※ 要因に対する着目点

・敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることの仮定

・大きい応力振幅及び繰返し回数が多い継続時間の長い地震動

・地盤や構造物の固有振動数と地震動の卓越振動数との関係

・岩盤内に埋設されている構造物

・第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物

・地上部と地中部で構成された構造物

・地盤の剛性が硬いことによる影響

・地盤の剛性が柔らかいことによる影響

・応答加速度による影響が大きい部位

・応答変位による影響が大きい部位

以上より，基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いた検討ケース①

（基本ケース）の結果及び②～⑥で実施した追加検討ケースの結

果において照査値が大きい傾向にあるものについて，その要因※

を考察し，さらに照査値が大きくなる可能性がある場合は，追加

検討ケースを実施

なお，検討ケース①（基本ケース）で照査値が0.5以下であっても

②～⑥の追加検討ケースにおいて照査値が著しく大きくなるもの

については同様の扱い
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（曲げ部材に対する曲率の照査，①－①断面） 

（側壁） （頂版１） 

（頂版２） （底版１） 

（底版２） （隔壁） 

曲げ部材に対する曲率の照査結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下で

ある（最大照査値は，底版１，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）で 0.108）。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.056

Ｈ＋，Ｖ－ 0.055

Ｈ－，Ｖ＋ 0.068 0.064 0.073 0.092 0.056 0.049

Ｈ－，Ｖ－ 0.067

Ｓｓ－１１ 0.036

Ｓｓ－１２ 0.066

Ｓｓ－１３ 0.063

Ｓｓ－１４ 0.043

Ｓｓ－２１ 0.044

Ｓｓ－２２ 0.051

Ｓｓ－３１ Ｈ＋，Ｖ＋ 0.039

Ｓｓ－３１ Ｈ－，Ｖ＋ 0.047

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ部材に対する曲率の照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.045

Ｈ＋，Ｖ－ 0.048

Ｈ－，Ｖ＋ 0.061 0.057 0.063 0.079 0.053 0.047

Ｈ－，Ｖ－ 0.066

Ｓｓ－１１ 0.023

Ｓｓ－１２ 0.043

Ｓｓ－１３ 0.040

Ｓｓ－１４ 0.030

Ｓｓ－２１ 0.037

Ｓｓ－２２ 0.043

Ｓｓ－３１ Ｈ＋，Ｖ＋ 0.040

Ｓｓ－３１ Ｈ－，Ｖ＋ 0.031

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ部材に対する曲率の照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.012

Ｈ＋，Ｖ－ 0.013

Ｈ－，Ｖ＋ 0.010 0.010 0.012 0.040 0.011 0.012

Ｈ－，Ｖ－ 0.013

Ｓｓ－１１ 0.008

Ｓｓ－１２ 0.009

Ｓｓ－１３ 0.009

Ｓｓ－１４ 0.008

Ｓｓ－２１ 0.010

Ｓｓ－２２ 0.009

Ｓｓ－３１ Ｈ＋，Ｖ＋ 0.015

Ｓｓ－３１ Ｈ－，Ｖ＋ 0.009

 検討ケース
 地震動

曲げ部材に対する曲率の照査

Ｓｓ－Ｄ１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.096

Ｈ＋，Ｖ－ 0.099

Ｈ－，Ｖ＋ 0.108 0.097 0.117 0.119 0.089 0.087

Ｈ－，Ｖ－ 0.104

Ｓｓ－１１ 0.068

Ｓｓ－１２ 0.091

Ｓｓ－１３ 0.087

Ｓｓ－１４ 0.069

Ｓｓ－２１ 0.076

Ｓｓ－２２ 0.078

Ｓｓ－３１ Ｈ＋，Ｖ＋ 0.075

Ｓｓ－３１ Ｈ－，Ｖ＋ 0.086

 検討ケース
 地震動

曲げ部材に対する曲率の照査

Ｓｓ－Ｄ１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.011

Ｈ＋，Ｖ－ 0.010

Ｈ－，Ｖ＋ 0.011 0.011 0.011 0.023 0.009 0.009

Ｈ－，Ｖ－ 0.011

Ｓｓ－１１ 0.007

Ｓｓ－１２ 0.008

Ｓｓ－１３ 0.008

Ｓｓ－１４ 0.007

Ｓｓ－２１ 0.009

Ｓｓ－２２ 0.008

Ｓｓ－３１ Ｈ＋，Ｖ＋ 0.009

Ｓｓ－３１ Ｈ－，Ｖ＋ 0.008

 検討ケース
 地震動

曲げ部材に対する曲率の照査

Ｓｓ－Ｄ１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.071

Ｈ＋，Ｖ－ 0.068

Ｈ－，Ｖ＋ 0.062 0.066 0.061 0.082 0.067 0.069

Ｈ－，Ｖ－ 0.064

Ｓｓ－１１ 0.038

Ｓｓ－１２ 0.045

Ｓｓ－１３ 0.046

Ｓｓ－１４ 0.035

Ｓｓ－２１ 0.050

Ｓｓ－２２ 0.042

Ｓｓ－３１ Ｈ＋，Ｖ＋ 0.067

Ｓｓ－３１ Ｈ－，Ｖ＋ 0.056

 検討ケース
 地震動

曲げ部材に対する曲率の照査

Ｓｓ－Ｄ１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（せん断力照査，①－①断面） 

（側壁）＊1 （頂版１）＊1

（頂版２）＊2 （底版１）＊1

（底版２）＊2 （隔壁）＊1

＊1：後施工せん断補強筋による耐力を考慮した照査値を示す。 

＊2：部位によって後施工せん断補強筋を設置しているが，表内の数値は全てコンクリートのみの耐

力により算定した照査値を示す。 

 せん断力照査結果における検討ケース①（基本ケース）の最大照査値は，頂版２，Ｓｓ－Ｄ１

（Ｈ＋，Ｖ＋）で 0.613 である。 

以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ部材に対する曲率の照査に対する全ての

照査値が 0.50 以下，せん断力照査に対する最大照査値が 0.613 であり，せん断力照査対象の全部材

のうち最も厳しい照査値となった地震動はＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）である。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.330 0.325 0.335 0.456 0.328 0.324

Ｈ＋，Ｖ－ 0.327

Ｈ－，Ｖ＋ 0.363

Ｈ－，Ｖ－ 0.354

Ｓｓ－１１ 0.275

Ｓｓ－１２ 0.360

Ｓｓ－１３ 0.330

Ｓｓ－１４ 0.293

Ｓｓ－２１ 0.302

Ｓｓ－２２ 0.306

Ｓｓ－３１ Ｈ＋，Ｖ＋ 0.295

Ｓｓ－３１ Ｈ－，Ｖ＋ 0.314

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.182 0.188 0.200 0.234 0.177 0.175

Ｈ＋，Ｖ－ 0.185

Ｈ－，Ｖ＋ 0.231

Ｈ－，Ｖ－ 0.231

Ｓｓ－１１ 0.139

Ｓｓ－１２ 0.174

Ｓｓ－１３ 0.178

Ｓｓ－１４ 0.152

Ｓｓ－２１ 0.169

Ｓｓ－２２ 0.184

Ｓｓ－３１ Ｈ＋，Ｖ＋ 0.206

Ｓｓ－３１ Ｈ－，Ｖ＋ 0.195

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.613 0.634 0.644 0.694 0.500 0.506

Ｈ＋，Ｖ－ 0.604

Ｈ－，Ｖ＋ 0.548

Ｈ－，Ｖ－ 0.551

Ｓｓ－１１ 0.423

Ｓｓ－１２ 0.520

Ｓｓ－１３ 0.581

Ｓｓ－１４ 0.393

Ｓｓ－２１ 0.460

Ｓｓ－２２ 0.460

Ｓｓ－３１ Ｈ＋，Ｖ＋ 0.540

Ｓｓ－３１ Ｈ－，Ｖ＋ 0.555

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.397 0.391 0.393 0.494 0.354 0.354

Ｈ＋，Ｖ－ 0.406 0.495

Ｈ－，Ｖ＋ 0.390

Ｈ－，Ｖ－ 0.405

Ｓｓ－１１ 0.324

Ｓｓ－１２ 0.331

Ｓｓ－１３ 0.321

Ｓｓ－１４ 0.291

Ｓｓ－２１ 0.372

Ｓｓ－２２ 0.364

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.299

Ｈ－，Ｖ＋ 0.317

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.553 0.532 0.551 0.690 0.528 0.548

Ｈ＋，Ｖ－ 0.581

Ｈ－，Ｖ＋ 0.606 0.695

Ｈ－，Ｖ－ 0.602

Ｓｓ－１１ 0.437

Ｓｓ－１２ 0.476

Ｓｓ－１３ 0.455

Ｓｓ－１４ 0.366

Ｓｓ－２１ 0.484

Ｓｓ－２２ 0.438

Ｓｓ－３１ Ｈ＋，Ｖ＋ 0.438

Ｓｓ－３１ Ｈ－，Ｖ＋ 0.483

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.152 0.153 0.150 0.150 0.151 0.149

Ｈ＋，Ｖ－ 0.149

Ｈ－，Ｖ＋ 0.139

Ｈ－，Ｖ－ 0.139

Ｓｓ－１１ 0.110

Ｓｓ－１２ 0.122

Ｓｓ－１３ 0.123

Ｓｓ－１４ 0.104

Ｓｓ－２１ 0.128

Ｓｓ－２２ 0.122

Ｓｓ－３１ Ｈ＋，Ｖ＋ 0.143

Ｓｓ－３１ Ｈ－，Ｖ＋ 0.140

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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①－①断面の上部構造は，第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物であることから，敷地

に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した場合の追加

検討ケース④でやや厳しい結果となる傾向にあるが， 構造物側方に薬液注入による地盤改良を行っ

ていることから，その差異は比較的少ない。また，大きい応力振幅で繰返し回数が多く，継続時間

が長いＳｓ－Ｄ１で照査値が大きくなる傾向にある。なお，底版２のせん断照査値において，検討

ケース①（基本ケース）と比較し，追加検討ケース④での照査値の増加傾向が大きい。このことか

ら，同部材にて検討ケース①（基本ケース）による照査値が最も厳しいＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）

に対し，追加検討ケース④を実施する。 
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(2) ①－①断面（鋼管杭）

①－①断面（鋼管杭）の地震動選定フローを図 2.1－4に示す。

検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力，せん断力照査に対する全ての照査値が 0.50

以下であることから，曲げ軸力及びせん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査値となっ

た地震動を選定する。 

図 2.1－4 地震動選定フロー（①－①断面（鋼管杭）） 

ＳＴＡＲＴ

基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いて

解析ケース①(基本ケース)を実施

Yes

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動を１波選定

No

No

選定した地震動を用い，

②～⑥で

追加検討ケースを実施

Yes

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

せん断力又は曲げ軸力照査対象

の全部材のうち照査値0.5を超える

照査対象となる地震動を１波選定

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動をそれぞれ１波選定

（２波が同じ地震動となる場合がある）

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

又は

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

※

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

ＥＮＤ

※ 要因に対する着目点

・敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることの仮定

・大きい応力振幅及び繰返し回数が多い継続時間の長い地震動

・地盤や構造物の固有振動数と地震動の卓越振動数との関係

・岩盤内に埋設されている構造物

・第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物

・地上部と地中部で構成された構造物

・地盤の剛性が硬いことによる影響

・地盤の剛性が柔らかいことによる影響

・応答加速度による影響が大きい部位

・応答変位による影響が大きい部位

以上より，基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いた検討ケース①

（基本ケース）の結果及び②～⑥で実施した追加検討ケースの結

果において照査値が大きい傾向にあるものについて，その要因※

を考察し，さらに照査値が大きくなる可能性がある場合は，追加

検討ケースを実施

なお，検討ケース①（基本ケース）で照査値が0.5以下であっても

②～⑥の追加検討ケースにおいて照査値が著しく大きくなるもの

については同様の扱い
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（曲げ軸力照査，①－①断面，鋼管杭） 

曲げ軸力照査結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下である（最大照査

値は，鋼管杭，Ｓｓ－３１（Ｈ＋，Ｖ＋）で 0.149）。 

（せん断力照査，①－①断面，鋼管杭） 

せん断力照査結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下である（最大照査

値は，鋼管杭，Ｓｓ－３１（Ｈ＋，Ｖ＋）で 0.318）。 

以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力，せん断力照査に対する全ての照査

値が 0.50 以下であり，曲げ軸力及びせん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査値となった地

震動はＳｓ－３１（Ｈ＋，Ｖ＋）である。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.121

Ｈ＋，Ｖ－ 0.129

Ｈ－，Ｖ＋ 0.114

Ｈ－，Ｖ－ 0.126

Ｓｓ－１１ 0.094

Ｓｓ－１２ 0.110

Ｓｓ－１３ 0.096

Ｓｓ－１４ 0.061

Ｓｓ－２１ 0.090

Ｓｓ－２２ 0.072

Ｓｓ－３１ Ｈ＋，Ｖ＋ 0.149 0.146 0.151 0.219 0.157 0.154

Ｓｓ－３１ Ｈ－，Ｖ＋ 0.132

 検討ケース
 地震動

鋼管杭に対する曲率の照査

Ｓｓ－Ｄ１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.293

Ｈ＋，Ｖ－ 0.302

Ｈ－，Ｖ＋ 0.258

Ｈ－，Ｖ－ 0.255

Ｓｓ－１１ 0.180

Ｓｓ－１２ 0.252

Ｓｓ－１３ 0.225

Ｓｓ－１４ 0.147

Ｓｓ－２１ 0.211

Ｓｓ－２２ 0.144

Ｓｓ－３１ Ｈ＋，Ｖ＋ 0.318 0.310 0.323 0.480 0.340 0.329

Ｓｓ－３１ Ｈ－，Ｖ＋ 0.286

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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①―①断面の鋼管杭は，深部の側方流動により地層境界部のせん断変形が生じるため，敷地に存在

しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した場合の追加検討ケ

ース④で照査値が大きくなる傾向にある。これにより，大きい応力振幅で繰返し回数が多く，継続時

間が長いＳｓ－Ｄ１で照査値が大きくなる傾向にあるが，深部地盤改良を実施したことにより照査値

が改善したため，地震動の継続時間が短く大振幅の荷重の繰返し回数は少ないものの，最大振幅時の

地震力が厳しい場合があるＳｓ－３１による照査値が最も大きくなっている。 

①－①断面の鋼管杭の照査値は，全て 0.50 以下である。以上を踏まえ，さらなる追加検討ケース

は必要ない。 
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(3) ④－④断面（鉄筋コンクリート）

④－④断面（鉄筋コンクリート）の地震動選定フローを図 2.1－5 に示す。

検討ケース①（基本ケース）において，曲げ部材に対する曲率の照査値，せん断力照査に対す

る全ての照査値が 0.50 以下であることから，曲げ部材に対する曲率の照査対象及びせん断力照

査対象の全部材のうち最も厳しい照査値となった地震動を選定する。 

図 2.1－5 地震動選定フロー（④－④断面（鉄筋コンクリート）） 

ＳＴＡＲＴ

基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いて

解析ケース①(基本ケース)を実施

Yes

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動を１波選定

No

No

選定した地震動を用い，

②～⑥で

追加検討ケースを実施

Yes

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

せん断力又は曲げ軸力照査対象

の全部材のうち照査値0.5を超える

照査対象となる地震動を１波選定

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動をそれぞれ１波選定

（２波が同じ地震動となる場合がある）

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

又は

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

※

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

ＥＮＤ

※ 要因に対する着目点

・敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることの仮定

・大きい応力振幅及び繰返し回数が多い継続時間の長い地震動

・地盤や構造物の固有振動数と地震動の卓越振動数との関係

・岩盤内に埋設されている構造物

・第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物

・地上部と地中部で構成された構造物

・地盤の剛性が硬いことによる影響

・地盤の剛性が柔らかいことによる影響

・応答加速度による影響が大きい部位

・応答変位による影響が大きい部位

以上より，基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いた検討ケース①

（基本ケース）の結果及び②～⑥で実施した追加検討ケースの結

果において照査値が大きい傾向にあるものについて，その要因※

を考察し，さらに照査値が大きくなる可能性がある場合は，追加

検討ケースを実施

なお，検討ケース①（基本ケース）で照査値が0.5以下であっても

②～⑥の追加検討ケースにおいて照査値が著しく大きくなるもの

については同様の扱い
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（曲げ部材に対する曲率の照査，④－④断面） 

（突出部） （側壁） 

（隔壁） （左張出） 

（頂版１） （頂版２） 

（底版１） （底版２） 

曲げ部材に対する曲率の照査結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下で

ある（最大照査値は，頂版１，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）で 0.102）。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.004

Ｈ＋，Ｖ－ 0.004

Ｈ－，Ｖ＋ 0.004

Ｈ－，Ｖ－ 0.005 0.005 0.005 0.005 0.004 0.004

Ｓｓ－１１ 0.004

Ｓｓ－１２ 0.004

Ｓｓ－１３ 0.004

Ｓｓ－１４ 0.004

Ｓｓ－２１ 0.004

Ｓｓ－２２ 0.004

Ｓｓ－３１ Ｈ＋，Ｖ＋ 0.004

Ｓｓ－３１ Ｈ－，Ｖ＋ 0.004

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ部材に対する曲率の照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.046

Ｈ＋，Ｖ－ 0.043

Ｈ－，Ｖ＋ 0.047

Ｈ－，Ｖ－ 0.052 0.056 0.045 0.058 0.051 0.053

Ｓｓ－１１ 0.025

Ｓｓ－１２ 0.043

Ｓｓ－１３ 0.040

Ｓｓ－１４ 0.029

Ｓｓ－２１ 0.032

Ｓｓ－２２ 0.032

Ｓｓ－３１ Ｈ＋，Ｖ＋ 0.039

Ｓｓ－３１ Ｈ－，Ｖ＋ 0.042

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ部材に対する曲率の照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.058

Ｈ＋，Ｖ－ 0.061

Ｈ－，Ｖ＋ 0.087

Ｈ－，Ｖ－ 0.088 0.091 0.082 0.129 0.063 0.063

Ｓｓ－１１ 0.032

Ｓｓ－１２ 0.043

Ｓｓ－１３ 0.037

Ｓｓ－１４ 0.025

Ｓｓ－２１ 0.042

Ｓｓ－２２ 0.037

Ｓｓ－３１ Ｈ＋，Ｖ＋ 0.038

Ｓｓ－３１ Ｈ－，Ｖ＋ 0.044

 検討ケース
 地震動

曲げ部材に対する曲率の照査

Ｓｓ－Ｄ１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.072

Ｈ＋，Ｖ－ 0.074

Ｈ－，Ｖ＋ 0.079

Ｈ－，Ｖ－ 0.083 0.085 0.077 0.133 0.067 0.068

Ｓｓ－１１ 0.045

Ｓｓ－１２ 0.066

Ｓｓ－１３ 0.061

Ｓｓ－１４ 0.039

Ｓｓ－２１ 0.045

Ｓｓ－２２ 0.050

Ｓｓ－３１ Ｈ＋，Ｖ＋ 0.056

Ｓｓ－３１ Ｈ－，Ｖ＋ 0.060

 検討ケース
 地震動

曲げ部材に対する曲率の照査

Ｓｓ－Ｄ１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.067

Ｈ＋，Ｖ－ 0.070

Ｈ－，Ｖ＋ 0.092

Ｈ－，Ｖ－ 0.102 0.099 0.100 0.124 0.084 0.079

Ｓｓ－１１ 0.049

Ｓｓ－１２ 0.062

Ｓｓ－１３ 0.057

Ｓｓ－１４ 0.055

Ｓｓ－２１ 0.064

Ｓｓ－２２ 0.072

Ｓｓ－３１ Ｈ＋，Ｖ＋ 0.052

Ｓｓ－３１ Ｈ－，Ｖ＋ 0.054

 検討ケース
 地震動

曲げ部材に対する曲率の照査

Ｓｓ－Ｄ１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.007

Ｈ＋，Ｖ－ 0.007

Ｈ－，Ｖ＋ 0.009

Ｈ－，Ｖ－ 0.009 0.009 0.009 0.015 0.007 0.007

Ｓｓ－１１ 0.005

Ｓｓ－１２ 0.006

Ｓｓ－１３ 0.006

Ｓｓ－１４ 0.005

Ｓｓ－２１ 0.006

Ｓｓ－２２ 0.006

Ｓｓ－３１ Ｈ＋，Ｖ＋ 0.005

Ｓｓ－３１ Ｈ－，Ｖ＋ 0.006

 検討ケース
 地震動

曲げ部材に対する曲率の照査

Ｓｓ－Ｄ１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.066

Ｈ＋，Ｖ－ 0.072

Ｈ－，Ｖ＋ 0.078

Ｈ－，Ｖ－ 0.084 0.083 0.073 0.114 0.078 0.080

Ｓｓ－１１ 0.043

Ｓｓ－１２ 0.055

Ｓｓ－１３ 0.048

Ｓｓ－１４ 0.039

Ｓｓ－２１ 0.058

Ｓｓ－２２ 0.046

Ｓｓ－３１ Ｈ＋，Ｖ＋ 0.067

Ｓｓ－３１ Ｈ－，Ｖ＋ 0.058

 検討ケース
 地震動

曲げ部材に対する曲率の照査

Ｓｓ－Ｄ１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.022

Ｈ＋，Ｖ－ 0.022

Ｈ－，Ｖ＋ 0.026

Ｈ－，Ｖ－ 0.028 0.028 0.027 0.053 0.020 0.021

Ｓｓ－１１ 0.012

Ｓｓ－１２ 0.015

Ｓｓ－１３ 0.014

Ｓｓ－１４ 0.010

Ｓｓ－２１ 0.016

Ｓｓ－２２ 0.017

Ｓｓ－３１ Ｈ＋，Ｖ＋ 0.015

Ｓｓ－３１ Ｈ－，Ｖ＋ 0.015

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ部材に対する曲率の照査

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（せん断力照査，④－④断面） 

（突出部） （側壁）＊1

（隔壁）＊1 （左張出）＊1

（頂版１）＊1 （頂版２）＊1

（底版１）＊1 （底版２）＊1

＊1：後施工せん断補強筋による耐力を考慮した照査値を示す。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.348

Ｈ＋，Ｖ－ 0.348

Ｈ－，Ｖ＋ 0.348

Ｈ－，Ｖ－ 0.383 0.379 0.374 0.433 0.292 0.292

Ｓｓ－１１ 0.276

Ｓｓ－１２ 0.333

Ｓｓ－１３ 0.313

Ｓｓ－１４ 0.273

Ｓｓ－２１ 0.297

Ｓｓ－２２ 0.301

Ｓｓ－３１ Ｈ＋，Ｖ＋ 0.268

Ｓｓ－３１ Ｈ－，Ｖ＋ 0.291

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.332

Ｈ＋，Ｖ－ 0.354

Ｈ－，Ｖ＋ 0.378

Ｈ－，Ｖ－ 0.369 0.371 0.365 0.407 0.370 0.367

Ｓｓ－１１ 0.277

Ｓｓ－１２ 0.361

Ｓｓ－１３ 0.342

Ｓｓ－１４ 0.290

Ｓｓ－２１ 0.340

Ｓｓ－２２ 0.326

Ｓｓ－３１ Ｈ＋，Ｖ＋ 0.296

Ｓｓ－３１ Ｈ－，Ｖ＋ 0.317

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.240

Ｈ＋，Ｖ－ 0.243

Ｈ－，Ｖ＋ 0.294

Ｈ－，Ｖ－ 0.293 0.298 0.285 0.348 0.261 0.262

Ｓｓ－１１ 0.199

Ｓｓ－１２ 0.214

Ｓｓ－１３ 0.206

Ｓｓ－１４ 0.186

Ｓｓ－２１ 0.224

Ｓｓ－２２ 0.215

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.222

Ｈ－，Ｖ＋ 0.230

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.205

Ｈ＋，Ｖ－ 0.209

Ｈ－，Ｖ＋ 0.214

Ｈ－，Ｖ－ 0.231 0.239 0.213 0.319 0.213 0.213

Ｓｓ－１１ 0.155

Ｓｓ－１２ 0.191

Ｓｓ－１３ 0.194

Ｓｓ－１４ 0.151

Ｓｓ－２１ 0.171

Ｓｓ－２２ 0.180

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.186

Ｈ－，Ｖ＋ 0.190

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.296

Ｈ＋，Ｖ－ 0.312

Ｈ－，Ｖ＋ 0.302

Ｈ－，Ｖ－ 0.343 0.339 0.343 0.376 0.321 0.311

Ｓｓ－１１ 0.272

Ｓｓ－１２ 0.275

Ｓｓ－１３ 0.267

Ｓｓ－１４ 0.245

Ｓｓ－２１ 0.306

Ｓｓ－２２ 0.324

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.235

Ｈ－，Ｖ＋ 0.240

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.216

Ｈ＋，Ｖ－ 0.216

Ｈ－，Ｖ＋ 0.245

Ｈ－，Ｖ－ 0.246 0.246 0.239 0.291 0.205 0.210

Ｓｓ－１１ 0.180

Ｓｓ－１２ 0.203

Ｓｓ－１３ 0.189

Ｓｓ－１４ 0.169

Ｓｓ－２１ 0.187

Ｓｓ－２２ 0.190

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.184

Ｈ－，Ｖ＋ 0.198

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.334

Ｈ＋，Ｖ－ 0.360

Ｈ－，Ｖ＋ 0.363

Ｈ－，Ｖ－ 0.377 0.378 0.373 0.399 0.401 0.405

Ｓｓ－１１ 0.260

Ｓｓ－１２ 0.339

Ｓｓ－１３ 0.311

Ｓｓ－１４ 0.275

Ｓｓ－２１ 0.328

Ｓｓ－２２ 0.321

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.282

Ｈ－，Ｖ＋ 0.328

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.212

Ｈ＋，Ｖ－ 0.221

Ｈ－，Ｖ＋ 0.212

Ｈ－，Ｖ－ 0.217 0.215 0.214 0.235 0.210 0.212

Ｓｓ－１１ 0.182

Ｓｓ－１２ 0.186

Ｓｓ－１３ 0.181

Ｓｓ－１４ 0.171

Ｓｓ－２１ 0.202

Ｓｓ－２２ 0.208

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.179

Ｈ－，Ｖ＋ 0.180

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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せん断力照査結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下である（最大照査

値は，突出部，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）で 0.383）。 

以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ部材に対する曲率の照査及びせん断力照

査に対する全ての照査値が 0.50 以下であり，曲げ部材に対する曲率の照査対象及びせん断力照査対

象の全部材のうち最も厳しい照査値となった地震動はＳｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）である。 

④－④断面の上部構造は，第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物であることから，敷地に

存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した場合の追加検

討ケース④で厳しい結果となる傾向にあるが，構造物側方に薬液注入による地盤改良を行っている

ことから，その差異は比較的少ない。 

④－④断面の上部構造の照査値は，全て 0.50 以下である。以上を踏まえ，さらなる追加検討ケー

スは必要ない。
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(4) ④－④断面（鋼管杭）

④－④断面（鋼管杭）の地震動選定フローを図 2.1－6に示す。

検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力，せん断力照査に対する全ての照査値が 0.50

以下であることから，曲げ軸力及びせん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査値となっ

た地震動を選定する。 

図 2.1－6 地震動選定フロー（④－④断面(鋼管杭)） 

ＳＴＡＲＴ

基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いて

解析ケース①(基本ケース)を実施

Yes

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動を１波選定

No

No

選定した地震動を用い，

②～⑥で

追加検討ケースを実施

Yes

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

せん断力又は曲げ軸力照査対象

の全部材のうち照査値0.5を超える

照査対象となる地震動を１波選定

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動をそれぞれ１波選定

（２波が同じ地震動となる場合がある）

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

又は

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

※

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

ＥＮＤ

※ 要因に対する着目点

・敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることの仮定

・大きい応力振幅及び繰返し回数が多い継続時間の長い地震動

・地盤や構造物の固有振動数と地震動の卓越振動数との関係

・岩盤内に埋設されている構造物

・第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物

・地上部と地中部で構成された構造物

・地盤の剛性が硬いことによる影響

・地盤の剛性が柔らかいことによる影響

・応答加速度による影響が大きい部位

・応答変位による影響が大きい部位

以上より，基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いた検討ケース①

（基本ケース）の結果及び②～⑥で実施した追加検討ケースの結

果において照査値が大きい傾向にあるものについて，その要因※

を考察し，さらに照査値が大きくなる可能性がある場合は，追加

検討ケースを実施

なお，検討ケース①（基本ケース）で照査値が0.5以下であっても

②～⑥の追加検討ケースにおいて照査値が著しく大きくなるもの

については同様の扱い
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（曲げ軸力照査，④－④断面，鋼管杭） 

曲げ軸力照査結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下である（最大照査

値は，鋼管杭，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）で 0.221）。 

（せん断力照査，④－④断面，鋼管杭） 

せん断力照査結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下である（最大照査

値は，鋼管杭，Ｓｓ－３１（Ｈ＋，Ｖ＋）で 0.337）。 

以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力，せん断力照査に対する全ての照査

値が 0.50 以下であり，曲げ軸力及びせん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査値となった地

震動はＳｓ－３１（Ｈ＋，Ｖ＋）である。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.185

Ｈ＋，Ｖ－ 0.189

Ｈ－，Ｖ＋ 0.186

Ｈ－，Ｖ－ 0.221 0.212 0.228 0.225 0.201 0.198

Ｓｓ－１１ 0.161

Ｓｓ－１２ 0.152

Ｓｓ－１３ 0.160

Ｓｓ－１４ 0.087

Ｓｓ－２１ 0.134

Ｓｓ－２２ 0.109

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.187

Ｈ－，Ｖ＋ 0.141

 検討ケース
 地震動

鋼管杭に対する曲率の照査

Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.290

Ｈ＋，Ｖ－ 0.301

Ｈ－，Ｖ＋ 0.262

Ｈ－，Ｖ－ 0.284

Ｓｓ－１１ 0.234

Ｓｓ－１２ 0.268

Ｓｓ－１３ 0.243

Ｓｓ－１４ 0.161

Ｓｓ－２１ 0.216

Ｓｓ－２２ 0.189

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.337 0.326 0.373 0.457 0.347 0.340

Ｈ－，Ｖ＋ 0.315

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース



1.11－21 

④－④断面の鋼管杭は，深部の側方流動により地層境界部のせん断変形が生じるため，敷地に存

在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した場合の追加検討

ケース④で照査値が大きくなる傾向にある。これにより，大きい応力振幅で繰返し回数が多く，継

続時間が長いＳｓ－Ｄ１で照査値が大きくなる傾向にあるが，深部地盤改良を実施したことにより

照査値が改善している。また，大きい応力振幅及び繰返し回数が多い継続時間が長いＳｓ－Ｄ１で

照査値が比較的大きくなる傾向にあるが，深部地盤改良を実施したことにより照査値が改善したた

め，せん断照査については，地震動の継続時間が短く大振幅の荷重の繰返し回数は少ないものの，

最大振幅時の地震力が厳しい場合があるＳｓ－３１による照査値が最も大きくなっている。 

④－④断面の鋼管杭の照査値は，全て 0.50 以下である。以上を踏まえ，さらなる追加検討ケース

は必要ない。 
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(5) ⑥－⑥断面（鉄筋コンクリート）

⑥－⑥断面（鉄筋コンクリート）の地震動選定フローを図 2.1－7 に示す。

検討ケース①（基本ケース）において，曲げ部材に対する曲率の照査値が 0.50 以下，せん断

力照査値が 0.50 より大きいことから，せん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査値とな

った地震動を選定する。 

図 2.1－7 地震動選定フロー（⑥－⑥断面（鉄筋コンクリート）） 

ＳＴＡＲＴ

基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いて

解析ケース①(基本ケース)を実施

Yes

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動を１波選定

No

No

選定した地震動を用い，

②～⑥で

追加検討ケースを実施

Yes

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

せん断力又は曲げ軸力照査対象

の全部材のうち照査値0.5を超える

照査対象となる地震動を１波選定

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動をそれぞれ１波選定

（２波が同じ地震動となる場合がある）

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

又は

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

※

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

ＥＮＤ

※ 要因に対する着目点

・敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることの仮定

・大きい応力振幅及び繰返し回数が多い継続時間の長い地震動

・地盤や構造物の固有振動数と地震動の卓越振動数との関係

・岩盤内に埋設されている構造物

・第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物

・地上部と地中部で構成された構造物

・地盤の剛性が硬いことによる影響

・地盤の剛性が柔らかいことによる影響

・応答加速度による影響が大きい部位

・応答変位による影響が大きい部位

以上より，基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いた検討ケース①

（基本ケース）の結果及び②～⑥で実施した追加検討ケースの結

果において照査値が大きい傾向にあるものについて，その要因※

を考察し，さらに照査値が大きくなる可能性がある場合は，追加

検討ケースを実施

なお，検討ケース①（基本ケース）で照査値が0.5以下であっても

②～⑥の追加検討ケースにおいて照査値が著しく大きくなるもの

については同様の扱い
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（曲げ部材に対する曲率の照査，⑥－⑥断面） 

（部材①） （部材②） 

（部材③） 

曲げ部材に対する曲率の照査結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下で

ある（最大照査値は，部材③，Ｓｓ－３１（Ｈ－，Ｖ＋）で 0.096）。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.035

Ｈ＋，Ｖ－ 0.009

Ｈ－，Ｖ＋ 0.009

Ｈ－，Ｖ－ 0.009

Ｓｓ－１１ 0.008

Ｓｓ－１２ 0.011

Ｓｓ－１３ 0.011

Ｓｓ－１４ 0.009

Ｓｓ－２１ 0.008

Ｓｓ－２２ 0.009

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.015

Ｈ－，Ｖ＋ 0.016 0.018 0.015 0.012 0.024 0.025

Ｓｓ－Ｄ１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ部材に対する曲率の照査

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.051

Ｈ＋，Ｖ－ 0.051

Ｈ－，Ｖ＋ 0.051

Ｈ－，Ｖ－ 0.053

Ｓｓ－１１ 0.029

Ｓｓ－１２ 0.040

Ｓｓ－１３ 0.038

Ｓｓ－１４ 0.035

Ｓｓ－２１ 0.033

Ｓｓ－２２ 0.047

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.042

Ｈ－，Ｖ＋ 0.060 0.058 0.060 0.062 0.062 0.062

Ｓｓ－Ｄ１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ部材に対する曲率の照査

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.087

Ｈ＋，Ｖ－ 0.089

Ｈ－，Ｖ＋ 0.089

Ｈ－，Ｖ－ 0.089

Ｓｓ－１１ 0.067

Ｓｓ－１２ 0.076

Ｓｓ－１３ 0.076

Ｓｓ－１４ 0.072

Ｓｓ－２１ 0.070

Ｓｓ－２２ 0.082

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.078

Ｈ－，Ｖ＋ 0.096 0.093 0.096 0.098 0.098 0.098

Ｓｓ－Ｄ１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ部材に対する曲率の照査

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（せん断力照査，⑥－⑥断面） 

（部材①） （部材②） 

（部材③） 

 せん断力照査結果における検討ケース①（基本ケース）の最大照査値は，部材③，Ｓｓ－３１

（Ｈ－，Ｖ＋）で 0.549 である。 

以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ部材に対する曲率の照査査に対する全て

の照査値が 0.50 以下，せん断力照査に対する最大照査値が 0.521 であり，せん断力照査対象の全部

材のうち最も厳しい照査値となった地震動はＳｓ－３１（Ｈ－，Ｖ＋）である。 

⑥－⑥断面の部材①～③は，比較的浅部に埋設されているか，または地盤に接していない部材で

あり，応答加速度による影響が大きいことから，原地盤において非液状化の条件を仮定した検討ケ

ース⑤や，地盤物性のばらつきを考慮（＋1σ）して非液状化の条件を仮定した検討ケース⑥が厳し

い結果となる傾向にある。また，地震動の継続時間が短く大振幅の荷重の繰返し回数は少ないもの

の，最大振幅時の地震力が厳しい場合があるＳｓ－３１で照査値が大きくなる傾向にある。 

⑥－⑥断面の部材①～③の照査値は，検討ケース①～⑥において顕著な増加傾向が見られない。以

上を踏まえ，さらなる追加検討ケースは必要ない。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.412

Ｈ＋，Ｖ－ 0.262

Ｈ－，Ｖ＋ 0.268

Ｈ－，Ｖ－ 0.274

Ｓｓ－１１ 0.252

Ｓｓ－１２ 0.287

Ｓｓ－１３ 0.290

Ｓｓ－１４ 0.275

Ｓｓ－２１ 0.220

Ｓｓ－２２ 0.264

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.337

Ｈ－，Ｖ＋ 0.323 0.330 0.316 0.304 0.475 0.490

Ｓｓ－Ｄ１

           　 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.447

Ｈ＋，Ｖ－ 0.447

Ｈ－，Ｖ＋ 0.445

Ｈ－，Ｖ－ 0.462

Ｓｓ－１１ 0.381

Ｓｓ－１２ 0.408

Ｓｓ－１３ 0.403

Ｓｓ－１４ 0.403

Ｓｓ－２１ 0.389

Ｓｓ－２２ 0.442

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.416

Ｈ－，Ｖ＋ 0.473 0.465 0.473 0.481 0.481 0.481

Ｓｓ－Ｄ１

           　 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.525

Ｈ＋，Ｖ－ 0.529

Ｈ－，Ｖ＋ 0.525

Ｈ－，Ｖ－ 0.533

Ｓｓ－１１ 0.462

Ｓｓ－１２ 0.484

Ｓｓ－１３ 0.484

Ｓｓ－１４ 0.478

Ｓｓ－２１ 0.466

Ｓｓ－２２ 0.515

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.492

Ｈ－，Ｖ＋ 0.549 0.541 0.549 0.553 0.553 0.553

Ｓｓ－Ｄ１

           　 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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(6) ⑥－⑥断面（鋼管杭） 

⑥－⑥断面（鋼管杭）の地震動選定フローを図 2.1－8に示す。 

検討ケース①（基本ケース）において，曲げ部材に対する曲率の照査値が 0.50 以下，せん断

力照査値が 0.50 より大きいことから，せん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査値とな

った地震動を選定する。 

図 2.1－8 地震動選定フロー（⑥－⑥断面(鋼管杭)） 

ＳＴＡＲＴ

基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いて

解析ケース①(基本ケース)を実施

Yes

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動を１波選定

No

No

選定した地震動を用い，

②～⑥で

追加検討ケースを実施

Yes

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

せん断力又は曲げ軸力照査対象

の全部材のうち照査値0.5を超える

照査対象となる地震動を１波選定

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動をそれぞれ１波選定

（２波が同じ地震動となる場合がある）

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

又は

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

※

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

ＥＮＤ

※ 要因に対する着目点

・敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることの仮定

・大きい応力振幅及び繰返し回数が多い継続時間の長い地震動

・地盤や構造物の固有振動数と地震動の卓越振動数との関係

・岩盤内に埋設されている構造物

・第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物

・地上部と地中部で構成された構造物

・地盤の剛性が硬いことによる影響

・地盤の剛性が柔らかいことによる影響

・応答加速度による影響が大きい部位

・応答変位による影響が大きい部位

以上より，基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いた検討ケース①

（基本ケース）の結果及び②～⑥で実施した追加検討ケースの結

果において照査値が大きい傾向にあるものについて，その要因※

を考察し，さらに照査値が大きくなる可能性がある場合は，追加

検討ケースを実施

なお，検討ケース①（基本ケース）で照査値が0.5以下であっても

②～⑥の追加検討ケースにおいて照査値が著しく大きくなるもの

については同様の扱い
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（曲げ軸力照査，⑥－⑥断面，鋼管杭） 

曲げ軸力照査結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下である（最大照査

値は，鋼管杭，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）で 0.306）。 

（せん断力照査，④－④断面，鋼管杭） 

 せん断力照査結果における検討ケース①（基本ケース）の最大照査値は，鋼管杭，Ｓｓ－Ｄ１

（Ｈ－，Ｖ－）で 0.561 である。 

以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力照査に対する全ての照査値が 0.50 以

下，せん断力照査に対する最大照査値が 0.561 であり，曲げ軸力照査対象の全部材のうち最も厳し

い照査値となった地震動はＳｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）である。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.237

Ｈ＋，Ｖ－ 0.235

Ｈ－，Ｖ＋ 0.297

Ｈ－，Ｖ－ 0.306 0.291 0.327 0.322 0.250 0.230

Ｓｓ－１１ 0.089

Ｓｓ－１２ 0.136

Ｓｓ－１３ 0.113

Ｓｓ－１４ 0.084

Ｓｓ－２１ 0.161

Ｓｓ－２２ 0.164

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.172

Ｈ－，Ｖ＋ 0.133

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

鋼管杭に対する曲率の照査

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.533

Ｈ＋，Ｖ－ 0.523

Ｈ－，Ｖ＋ 0.552

Ｈ－，Ｖ－ 0.561 0.559 0.566 0.677 0.543 0.588

Ｓｓ－１１ 0.217

Ｓｓ－１２ 0.348

Ｓｓ－１３ 0.285

Ｓｓ－１４ 0.276

Ｓｓ－２１ 0.335

Ｓｓ－２２ 0.338

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.495

Ｈ－，Ｖ＋ 0.318

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

せん断力照査

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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⑥―⑥断面の鋼管杭は，第四紀層の幅広い深度に埋設されているため，敷地に存在しない豊浦標

準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した場合の追加検討ケース④で照査

値が大きくなる傾向にある。これにより，大きい応力振幅で繰返し回数が多く，継続時間が長いＳ

ｓ－Ｄ１で照査値が大きくなる傾向にある。 

⑥―⑥断面の鋼管杭の照査値は，検討ケース①～⑥において顕著な増加傾向が見られない。以上を

踏まえ，さらなる追加検討ケースは必要ない。 
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2.2 屋外二重管 

屋外二重管は，海水ポンプ室から原子炉建屋までを接続する 2 本の鋼管の地中構造物であり，

杭基礎及び地盤改良体を介して十分な支持性能を有する岩盤に設置する。耐震評価においては，

杭基礎を線形梁要素として，地盤改良体を地盤と同様な平面要素としてモデル化する。耐震評価

における追加検討ケースの選定は，杭基礎構造部においては杭基礎を構成する鋼管杭及び鋼製桁

を，地盤改良体基礎構造部においては屋外二重管の支持地盤となる下方の地盤改良体を評価対象

とする。 

2.2.1 照査位置及び仕様 

（Ｂ－Ｂ断面） 

（Ｃ－Ｃ断面（杭基礎部）） 

図 2.2－1(1) 屋外二重管基礎の照査位置図  

（左） （右） 

（左） （右） 
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（Ｃ－Ｃ断面（地盤改良体基礎部）） 

図 2.2－1(2) 屋外二重管基礎の照査位置図 

表 2.2－1 構造仕様 

断面 

鋼製桁 鋼管杭 

断面寸法 

(㎜) 

板厚 

(㎜) 

径 

(mm) 

板厚 

(mm) 

Ｂ－Ｂ断面 
幅 800× 

高さ 650 

40 

（SM400） 
800 

40 

（SM570） 

Ｃ－Ｃ断面

（杭基礎部） 

幅 800× 

高さ 650 

40 

（SM400） 
800 

40 

（SM570） 
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2.2.2 評価結果 

(1) Ａ－Ａ断面 

Ａ－Ａ断面の地震動選定フローを図 2.2－2に示す。 

検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力照査値が 0.50 より大きく，せん断力照

査値が 0.50 以下であることから，曲げ軸力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査値とな

った地震動を選定する。 

図 2.2－2 地震動選定フロー（Ａ－Ａ断面） 

ＳＴＡＲＴ

基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いて

解析ケース①(基本ケース)を実施

Yes

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動を１波選定

No

No

選定した地震動を用い，

②～⑥で

追加検討ケースを実施

Yes

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

せん断力又は曲げ軸力照査対象

の全部材のうち照査値0.5を超える

照査対象となる地震動を１波選定

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動をそれぞれ１波選定

（２波が同じ地震動となる場合がある）

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

又は

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

※

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

ＥＮＤ

※ 要因に対する着目点

・敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることの仮定

・大きい応力振幅及び繰返し回数が多い継続時間の長い地震動

・地盤や構造物の固有振動数と地震動の卓越振動数との関係

・岩盤内に埋設されている構造物

・第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物

・地上部と地中部で構成された構造物

・地盤の剛性が硬いことによる影響

・地盤の剛性が柔らかいことによる影響

・応答加速度による影響が大きい部位

・応答変位による影響が大きい部位

以上より，基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いた検討ケース①

（基本ケース）の結果及び②～⑥で実施した追加検討ケースの結

果において照査値が大きい傾向にあるものについて，その要因※

を考察し，さらに照査値が大きくなる可能性がある場合は，追加

検討ケースを実施

なお，検討ケース①（基本ケース）で照査値が0.5以下であっても

②～⑥の追加検討ケースにおいて照査値が著しく大きくなるもの

については同様の扱い
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（曲げ軸力照査，Ａ－Ａ断面） 

（Ｂ－Ｂ断面位置鋼管杭） （Ｃ－Ｃ断面位置鋼管杭） 

曲げ軸力照査結果における検討ケース①（基本ケース）の最大照査値は，Ｃ－Ｃ断面位

置鋼管杭，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）及びＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）で 0.68 である。 

（せん断力照査，Ａ－Ａ断面） 

（Ｂ－Ｂ断面位置鋼管杭） （Ｃ－Ｃ断面位置鋼管杭） 

せん断力照査結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下である（最

大照査値は，Ｃ－Ｃ断面位置鋼管杭，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）及びＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）

で 0.19）。 

以上より,検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力照査に対する最大照査値が 0.68，

せん断力照査に対する照査値が 0.50 以下であり，曲げ軸力照査対象の全部材のうち最も厳

しい照査値となった地震動はＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）及びＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）である。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.41 0.38 0.40 0.39 0.31 0.29

Ｈ＋，Ｖ－ 0.40 0.39

Ｈ－，Ｖ＋ 0.37

Ｈ－，Ｖ－ 0.36

0.10

0.15

0.13

0.09

0.26

0.29

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.34

Ｈ－，Ｖ＋ 0.31

Ｓｓ－２２

Ｓｓ－１１

Ｓｓ－１２

Ｓｓ－１３

Ｓｓ－１４

Ｓｓ－２１

　　　　　　　検討ケース
　地震動

曲げ軸力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.68 0.62 0.69 0.72 0.48 0.50

Ｈ＋，Ｖ－ 0.68 0.72

Ｈ－，Ｖ＋ 0.54

Ｈ－，Ｖ－ 0.56

0.23

0.28

0.25

0.20

0.32

0.34

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.42

Ｈ－，Ｖ＋ 0.56

Ｓｓ－２２

Ｓｓ－１１

Ｓｓ－１２

Ｓｓ－１３

Ｓｓ－１４

Ｓｓ－２１

　　　　　　　検討ケース
　地震動

曲げ軸力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.09 0.10 0.10 0.13 0.10 0.10

Ｈ＋，Ｖ－ 0.09 0.13

Ｈ－，Ｖ＋ 0.12

Ｈ－，Ｖ－ 0.12

0.04

0.06

0.05

0.03

0.07

0.08

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.10

Ｈ－，Ｖ＋ 0.08

Ｓｓ－１１

Ｓｓ－１２

Ｓｓ－１３

Ｓｓ－１４

　　　　　　　検討ケース
　地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

Ｓｓ－２１

Ｓｓ－２２

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.19 0.19 0.20 0.21 0.15 0.15

Ｈ＋，Ｖ－ 0.19 0.21

Ｈ－，Ｖ＋ 0.17

Ｈ－，Ｖ－ 0.16

0.06

0.08

0.07

0.06

0.09

0.13

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.12

Ｈ－，Ｖ＋ 0.15

　　　　　　　検討ケース
　地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

Ｓｓ－１１

Ｓｓ－１２

Ｓｓ－１３

Ｓｓ－１４

Ｓｓ－２１

Ｓｓ－２２

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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Ａ－Ａ断面は屋外二重管管軸方向断面であり，地震動により全体が一体となった挙動を

示すと考えられる。Ｃ－Ｃ断面位置の鋼管杭は，Ｂ－Ｂ断面位置の鋼管杭に比べて杭長が

短く，Ｃ－Ｃ断面位置はＢ－Ｂ断面位置に比べて第四紀層の地盤改良が実施されていない

領域が狭い。したがって，Ｃ－Ｃ断面位置の方がＢ－Ｂ断面位置に比べ剛性差の生じる両

者の地層境界部にせん断変形による曲げの影響が集中する結果となる。 

Ｃ－Ｃ断面の杭基礎は，第四紀層の幅広い深度に埋設されていることから，敷地に存在

しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した場合の追

加検討ケース④で照査値が大きくなる傾向にある。また，大きい応答振幅で繰返し回数が

多く，継続時間が長いＳｓ－Ｄ１で照査値が大きくなる傾向がある。 

よって，検討ケース①（基本ケース）による照査値が厳しいＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）

に対して，追加検討ケース④を実施する。 
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(2) Ｂ－Ｂ断面 

Ｂ－Ｂ断面の地震動選定フローを図 2.2－3に示す。 

検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力照査値が 0.50 より大きく，せん断力照

査値が 0.50 以下であることから，曲げ軸力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査値とな

った地震動を選定する。 

図 2.2－3 地震動選定フロー（Ｂ－Ｂ断面） 

ＳＴＡＲＴ

基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いて

解析ケース①(基本ケース)を実施

Yes

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動を１波選定

No

No

選定した地震動を用い，

②～⑥で

追加検討ケースを実施

Yes

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

せん断力又は曲げ軸力照査対象

の全部材のうち照査値0.5を超える

照査対象となる地震動を１波選定

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動をそれぞれ１波選定

（２波が同じ地震動となる場合がある）

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

又は

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

※

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

ＥＮＤ

※ 要因に対する着目点

・敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることの仮定

・大きい応力振幅及び繰返し回数が多い継続時間の長い地震動

・地盤や構造物の固有振動数と地震動の卓越振動数との関係

・岩盤内に埋設されている構造物

・第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物

・地上部と地中部で構成された構造物

・地盤の剛性が硬いことによる影響

・地盤の剛性が柔らかいことによる影響

・応答加速度による影響が大きい部位

・応答変位による影響が大きい部位

以上より，基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いた検討ケース①

（基本ケース）の結果及び②～⑥で実施した追加検討ケースの結

果において照査値が大きい傾向にあるものについて，その要因※

を考察し，さらに照査値が大きくなる可能性がある場合は，追加

検討ケースを実施

なお，検討ケース①（基本ケース）で照査値が0.5以下であっても

②～⑥の追加検討ケースにおいて照査値が著しく大きくなるもの

については同様の扱い
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（曲げ軸力照査，Ｂ－Ｂ断面） 

（鋼製桁） （鋼管杭（左）） 

（鋼管杭（右）） 

曲げ軸力照査結果における検討ケース①（基本ケース）の最大照査値は，鋼管杭（左），

Ｓｓ－１２で 0.61 である。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.08

Ｈ＋，Ｖ－ 0.07 0.04

Ｈ－，Ｖ＋ 0.07

Ｈ－，Ｖ－ 0.07

0.05

0.06 0.02 0.03 0.03 0.07 0.03

0.06

0.06

0.08

0.07

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.10

Ｈ－，Ｖ＋ 0.11

Ｓｓ－２２

Ｓｓ－１１

Ｓｓ－１２

Ｓｓ－１３

Ｓｓ－１４

Ｓｓ－２１

　　　　　　　検討ケース
　地震動

曲げ軸力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.59

Ｈ＋，Ｖ－ 0.59 0.56

Ｈ－，Ｖ＋ 0.55

Ｈ－，Ｖ－ 0.55

0.36

0.61 0.61 0.54 0.62 0.36 0.40

0.56

0.49

0.38

0.47

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.37

Ｈ－，Ｖ＋ 0.46

Ｓｓ－２２

Ｓｓ－１１

Ｓｓ－１２

Ｓｓ－１３

Ｓｓ－１４

Ｓｓ－２１

　　　　　　　検討ケース
　地震動

曲げ軸力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.54

Ｈ＋，Ｖ－ 0.54 0.65

Ｈ－，Ｖ＋ 0.47

Ｈ－，Ｖ－ 0.47

0.30

0.56 0.58 0.50 0.71 0.37 0.41

0.53

0.43

0.34

0.43

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.44

Ｈ－，Ｖ＋ 0.41

Ｓｓ－１１

Ｓｓ－１２

Ｓｓ－１３

Ｓｓ－１４

Ｓｓ－２１

Ｓｓ－２２

　　　　　　　検討ケース
　地震動

曲げ軸力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（せん断力照査，Ｂ－Ｂ断面） 

（鋼製桁） （鋼管杭（左）） 

（鋼管杭（右）） 

せん断力照査結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下である

（最大照査値は，鋼管杭（左），Ｓｓ－３１（Ｈ－，Ｖ＋）で 0.13）。 

以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力照査に対する最大照査値が

0.61，せん断力照査に対する照査値が 0.50 以下であり，曲げ軸力照査対象の全部材のうち

最も厳しい照査値となった地震動はＳｓ－１２である。 

Ｂ－Ｂ断面の杭基礎は，第四紀層の幅広い深度に埋設されていることから，敷地に存在し

ない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した検討

ケース④で照査値が大きくなる傾向がある。また，大きい応答振幅で繰返し回数が多く継続

時間が長いＳｓ－Ｄ１において照査値が大きくなると考えられる。なお，Ｓｓ－１２につい

ては，最大曲げモーメント発生時前後の鋼管杭の変位振幅周期が 3秒程度であり，この周期

での応答振幅が大きいことから，曲げ軸力に対する照査値が大きくなると考えられる。 

よって，検討ケース①（基本ケース）において，鋼管杭（左）で照査値が大きくなるＳｓ

－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）に対して追加検討ケース④を実施する。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.04

Ｈ＋，Ｖ－ 0.05 0.03

Ｈ－，Ｖ＋ 0.04

Ｈ－，Ｖ－ 0.05

0.03

0.05 0.04 0.04 0.02 0.05 0.03

0.05

0.03

0.04

0.04

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.05

Ｈ－，Ｖ＋ 0.05

　　　　　　　検討ケース
　地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

Ｓｓ－１１

Ｓｓ－１２

Ｓｓ－１３

Ｓｓ－１４

Ｓｓ－２１

Ｓｓ－２２

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.09

Ｈ＋，Ｖ－ 0.09 0.18

Ｈ－，Ｖ＋ 0.08

Ｈ－，Ｖ－ 0.08

0.07

0.08 0.09 0.11 0.21 0.12 0.15

0.08

0.08

0.07

0.07

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.11

Ｈ－，Ｖ＋ 0.13

Ｓｓ－２１

Ｓｓ－２２

Ｓｓ－１１

Ｓｓ－１２

Ｓｓ－１３

Ｓｓ－１４

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

　　　　　　　検討ケース
　地震動

せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.11

Ｈ＋，Ｖ－ 0.11 0.12

Ｈ－，Ｖ＋ 0.09

Ｈ－，Ｖ－ 0.09

0.06

0.10 0.09 0.10 0.17 0.10 0.10

0.09

0.08

0.08

0.08

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.12

Ｈ－，Ｖ＋ 0.11

Ｓｓ－１１

Ｓｓ－１２

Ｓｓ－１３

Ｓｓ－１４

Ｓｓ－２１

Ｓｓ－２２

　　　　　　　検討ケース
　地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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(3) Ｃ－Ｃ断面（杭基礎部） 

Ｃ－Ｃ断面（杭基礎部）の地震動選定フローを図 2.2－4 に示す。 

検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力，せん断力照査に対する全ての照査値が

0.50 以下であることから，曲げ軸力及びせん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査

値となった地震動を選定する。 

図 2.2－4 地震動選定フロー（Ｃ－Ｃ断面（杭基礎部）） 

ＳＴＡＲＴ

基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いて

解析ケース①(基本ケース)を実施

Yes

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動を１波選定

No

No

選定した地震動を用い，

②～⑥で

追加検討ケースを実施

Yes

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

せん断力又は曲げ軸力照査対象

の全部材のうち照査値0.5を超える

照査対象となる地震動を１波選定

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動をそれぞれ１波選定

（２波が同じ地震動となる場合がある）

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

又は

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

※

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

ＥＮＤ

※ 要因に対する着目点

・敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることの仮定

・大きい応力振幅及び繰返し回数が多い継続時間の長い地震動

・地盤や構造物の固有振動数と地震動の卓越振動数との関係

・岩盤内に埋設されている構造物

・第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物

・地上部と地中部で構成された構造物

・地盤の剛性が硬いことによる影響

・地盤の剛性が柔らかいことによる影響

・応答加速度による影響が大きい部位

・応答変位による影響が大きい部位

以上より，基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いた検討ケース①

（基本ケース）の結果及び②～⑥で実施した追加検討ケースの結

果において照査値が大きい傾向にあるものについて，その要因※

を考察し，さらに照査値が大きくなる可能性がある場合は，追加

検討ケースを実施

なお，検討ケース①（基本ケース）で照査値が0.5以下であっても

②～⑥の追加検討ケースにおいて照査値が著しく大きくなるもの

については同様の扱い
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（曲げ軸力照査，Ｃ－Ｃ断面（杭基礎部）） 

（鋼製桁） （鋼管杭（左）） 

（鋼管杭（右）） 

曲げ軸力照査結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下である（最

大照査値は，鋼管杭（右），Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ＋）及びＳｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）で 0.43）。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.04

Ｈ＋，Ｖ－ 0.05

Ｈ－，Ｖ＋ 0.04 0.04

Ｈ－，Ｖ－ 0.04 0.03 0.03 0.04 0.07 0.04

0.02

0.04

0.04

0.03

0.04

0.04

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.06

Ｈ－，Ｖ＋ 0.05

Ｓｓ－２２

Ｓｓ－１１

Ｓｓ－１２

Ｓｓ－１３

Ｓｓ－１４

Ｓｓ－２１

　　　　　　　検討ケース
　地震動

曲げ軸力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.40

Ｈ＋，Ｖ－ 0.39

Ｈ－，Ｖ＋ 0.41 0.51

Ｈ－，Ｖ－ 0.41 0.43 0.41 0.51 0.31 0.32

0.08

0.25

0.20

0.15

0.25

0.27

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.35

Ｈ－，Ｖ＋ 0.31

Ｓｓ－２２

Ｓｓ－１１

Ｓｓ－１２

Ｓｓ－１３

Ｓｓ－１４

Ｓｓ－２１

　　　　　　　検討ケース
　地震動

曲げ軸力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.40

Ｈ＋，Ｖ－ 0.39

Ｈ－，Ｖ＋ 0.43 0.55

Ｈ－，Ｖ－ 0.43 0.45 0.45 0.56 0.33 0.38

0.08

0.25

0.21

0.15

0.27

0.27

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.36

Ｈ－，Ｖ＋ 0.32

Ｓｓ－１１

Ｓｓ－１２

Ｓｓ－１３

Ｓｓ－１４

Ｓｓ－２１

Ｓｓ－２２

　　　　　　　検討ケース
　地震動

曲げ軸力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（せん断力照査，Ｃ－Ｃ断面（杭基礎部）） 

（鋼製桁） （鋼管杭（左）） 

（鋼管杭（右）） 

せん断力照査結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下である（最

大照査値は，鋼管杭（左），Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）で 0.15）。 

以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力，せん断力照査に対する全

ての照査値が 0.50 以下であり，かつ，曲げ軸力及びせん断力照査対象の全部材のうち最も

厳しい照査値となった地震動はＳｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ＋）及びＳｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）で

ある。 

Ｃ－Ｃ断面の杭基礎は，第四紀層の幅広い深度に埋設されていることから，敷地に存在

しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した場合の追

加検討ケース④で照査値が大きくなる傾向にある。また，大きい応答振幅で繰返し回数が

多く，継続時間が長いＳｓ－Ｄ１で照査値が大きくなる傾向がある。 

よって，検討ケース①（基本ケース）において，鋼管杭（左）及び鋼管杭（右）で照査

値が最大となるＳｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ＋）に対しても追加検討ケース④を実施する。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.03

Ｈ＋，Ｖ－ 0.03

Ｈ－，Ｖ＋ 0.03 0.03

Ｈ－，Ｖ－ 0.03 0.02 0.03 0.03 0.04 0.03

0.02

0.03

0.03

0.02

0.03

0.03

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.04

Ｈ－，Ｖ＋ 0.04

Ｓｓ－１１

Ｓｓ－１２

Ｓｓ－１３

Ｓｓ－１４

　　　　　　　検討ケース
　地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

Ｓｓ－２１

Ｓｓ－２２

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.13

Ｈ＋，Ｖ－ 0.13

Ｈ－，Ｖ＋ 0.14 0.18

Ｈ－，Ｖ－ 0.15 0.16 0.16 0.18 0.11 0.13

0.03

0.08

0.07

0.05

0.08

0.09

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.12

Ｈ－，Ｖ＋ 0.11

Ｓｓ－２１

Ｓｓ－２２

Ｓｓ－１１

Ｓｓ－１２

Ｓｓ－１３

Ｓｓ－１４

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

　　　　　　　検討ケース
　地震動

せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.12

Ｈ＋，Ｖ－ 0.12

Ｈ－，Ｖ＋ 0.13 0.18

Ｈ－，Ｖ－ 0.13 0.16 0.15 0.18 0.10 0.13

0.03

0.07

0.06

0.05

0.08

0.08

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.11

Ｈ－，Ｖ＋ 0.10

Ｓｓ－１１

Ｓｓ－１２

Ｓｓ－１３

Ｓｓ－１４

Ｓｓ－２１

Ｓｓ－２２

　　　　　　　検討ケース
　地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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(4) Ｃ－Ｃ断面（地盤改良体基礎部） 

Ｃ－Ｃ断面（地盤改良体基礎部）では，検討ケース①（基本ケース）において，地盤改良

体のすべり安全率が最も厳しい値となった地震動を選定する。 

（すべり評価，Ｃ－Ｃ断面） 

すべり安全率における検討ケース①（基本ケース）の最も厳しい値は，Ｓｓ－３１（Ｈ

＋，Ｖ＋）で 2.67 である。 

以上より，検討ケース①（基本ケース）において，地盤改良体のすべり安全率が最も厳し

い値となった地震動はＳｓ－３１（Ｈ＋，Ｖ＋）である。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 3.24

Ｈ＋，Ｖ－ 3.22

Ｈ－，Ｖ＋ 2.92

Ｈ－，Ｖ－ 2.93

5.90

4.42

4.57

4.97

3.55

4.12

Ｈ＋，Ｖ＋ 2.67 2.52 2.67 1.83 2.62 2.47

Ｈ－，Ｖ＋ 3.08

　　　　　　　検討ケース
　地震動

すべり安全率

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

Ｓｓ－１１

Ｓｓ－１２

Ｓｓ－１３

Ｓｓ－１４

Ｓｓ－２１

Ｓｓ－２２

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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2.3 常設代替高圧電源装置置場及び西側淡水貯水設備 

常設代替高圧電源装置置場及び西側淡水貯水設備は，岩盤により支持される鉄筋コンクリート

造の構造物である。耐震評価においては鉄筋コンクリート部（底版，スラブ（BF2,BF3），スラブ

（B1F），地上スラブ，地上梁，地中側壁（下部），地中側壁（上部），地中隔壁（下部），地中隔壁

（上部），地上側壁，地上隔壁）を線形梁要素としてモデル化する。耐震評価における追加検討ケ

ース選定は鉄筋コンクリート部を評価対象とする。 

2.3.1 照査位置及び仕様 

（南北方向⑤－⑤断面） 

図 2.3－1 常設代替高圧電源装置置場の照査位置図 
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図 2.3－2 概略配筋図 
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表 2.3－1 断面諸元一覧表（曲げ軸力に対する評価） 

表 2.3－2 断面諸元一覧表（せん断力に対する評価） 

部材幅 部材高 かぶり 有効高さ 鉄筋種別 径 段数 鉄筋間隔 鉄筋量

b (m) h (m) d' (m) d (m) (-) (mm) (-) (mm) (mm2)

底版 M1 1.000 3.000 0.170 2.830 SD490 51 1 200 10135

B2F,B3Fスラブ M2 1.000 2.500 0.170 2.330 SD490 51 1 200 10135

B1Fスラブ M3 1.000 2.000 0.170 1.830 SD490 51 1 200 10135

地上スラブ M4 1.000 2.000 0.190 1.810 SD490 41 1 200 6700

地上梁 M5 2.000 1.500 0.285 1.215 SD490 38 2 9本 20520

地中側壁（下部） M6 1.000 3.000 0.170 2.830 SD490 51 1 200 10135

地中側壁（上部） M7 1.000 2.000 0.170 1.830 SD490 41 1 200 6700

地中隔壁（下部） M8 1.000 3.000 0.170 2.830 SD490 51 1 200 10135

地中隔壁（上部） M9 1.000 2.000 0.170 1.830 SD490 51 1 200 10135

地上側壁 M10 1.000 1.500 0.190 1.310 SD490 35 1 200 4783

地上隔壁 M11 1.000 1.500 0.190 1.310 SD490 35 1 200 4783

断面性状

材料No.部位

主鉄筋

部材幅 部材高 かぶり 有効高さ 鉄筋種別 径 Sb Ss 鉄筋量

b (m) h (m) d' (m) d (m) (-) (mm) (mm) (mm) (mm2)

底版 M1 1.000 3.000 0.170 2.830 SD390 25 200 300 2534

B2F,B3Fスラブ M2 1.000 2.500 0.170 2.330 SD390 25 400 300 1267

B1Fスラブ M3 1.000 2.000 0.170 1.830 SD390 25 400 300 1267

地上スラブ M4 1.000 2.000 0.190 1.810 SD390 19 400 300 716

地上梁 M5 2.000 1.500 0.285 1.215 SD390 19 4本 200 1146

地中側壁（下部） M6 1.000 3.000 0.170 2.830 SD390 19 400 200 716

地中側壁（上部） M7 1.000 2.000 0.170 1.830 SD390 19 400 200 716

地中隔壁（下部） M8 1.000 3.000 0.170 2.830 SD390 22 400 200 968

地中隔壁（上部） M9 1.000 2.000 0.170 1.830 SD390 16 400 200 497

地上側壁 M10 1.000 1.500 0.190 1.310 SD390 16 400 200 497

地上隔壁 M11 1.000 1.500 0.190 1.310 SD390 16 400 200 497

せん断補強鉄筋断面性状

材料No.部位
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2.3.2  評価結果 

(1) 南北方向⑤－⑤断面

南北方向⑤－⑤断面の地震動選定フローを図 2.3－3 に示す。

検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力照査値が 0.50 より大きく，せん断照査値が

0.50 より大きいことから，曲げ軸力対象の全部材及びせん断力照査対象の全部材のうち，それ

ぞれ最も厳しい照査値となった地震動を選定する。 

また，検討ケース①（基本ケース）の照査結果から厳しいと想定される地震動を追加で選定す

る。 

図 2.3－3 地震動選定フロー（南北方向⑤－⑤断面） 

ＳＴＡＲＴ

基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いて

解析ケース①(基本ケース)を実施

Yes

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動を１波選定

No

No

選定した地震動を用い，

②～⑥で

追加検討ケースを実施

Yes

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

せん断力又は曲げ軸力照査対象

の全部材のうち照査値0.5を超える

照査対象となる地震動を１波選定

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動をそれぞれ１波選定

（２波が同じ地震動となる場合がある）

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

又は

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

※

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

ＥＮＤ

※ 要因に対する着目点

・敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることの仮定

・大きい応力振幅及び繰返し回数が多い継続時間の長い地震動

・地盤や構造物の固有振動数と地震動の卓越振動数との関係

・岩盤内に埋設されている構造物

・第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物

・地上部と地中部で構成された構造物

・地盤の剛性が硬いことによる影響

・地盤の剛性が柔らかいことによる影響

・応答加速度による影響が大きい部位

・応答変位による影響が大きい部位

以上より，基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いた検討ケース①

（基本ケース）の結果及び②～⑥で実施した追加検討ケースの結

果において照査値が大きい傾向にあるものについて，その要因※

を考察し，さらに照査値が大きくなる可能性がある場合は，追加

検討ケースを実施

なお，検討ケース①（基本ケース）で照査値が0.5以下であっても

②～⑥の追加検討ケースにおいて照査値が著しく大きくなるもの

については同様の扱い



1.11－44 

（曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮），南北方向⑤－⑤断面） 1/2 

（底版） （スラブ（B2F，B3F））

（スラブ（B1F）） （地上スラブ） 

（地上梁） 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.25 0.26 0.26 0.30 0.25 0.25

Ｈ＋，Ｖ－ 0.25 0.31

Ｈ－，Ｖ＋ 0.26 0.26 0.27 0.30 0.26 0.26

Ｈ－，Ｖ－ 0.26 0.26 0.27 0.31 0.26 0.26

Ｓｓ－１１ 0.16

Ｓｓ－１２ 0.21

Ｓｓ－１３ 0.21

Ｓｓ－１４ 0.18

Ｓｓ－２１ 0.24

Ｓｓ－２２ 0.21 0.21 0.21 0.23 0.21 0.21

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.26

Ｈ－，Ｖ＋ 0.25

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.36 0.36 0.36 0.52 0.36 0.35

Ｈ＋，Ｖ－ 0.36 0.52

Ｈ－，Ｖ＋ 0.37 0.38 0.38 0.51 0.37 0.37

Ｈ－，Ｖ－ 0.37 0.38 0.38 0.52 0.37 0.37

Ｓｓ－１１ 0.16

Ｓｓ－１２ 0.25

Ｓｓ－１３ 0.25

Ｓｓ－１４ 0.18

Ｓｓ－２１ 0.29

Ｓｓ－２２ 0.26 0.25 0.26 0.32 0.26 0.26

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.35

Ｈ－，Ｖ＋ 0.34

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.35 0.36 0.36 0.49 0.36 0.36

Ｈ＋，Ｖ－ 0.36 0.49

Ｈ－，Ｖ＋ 0.36 0.36 0.37 0.48 0.37 0.36

Ｈ－，Ｖ－ 0.36 0.37 0.37 0.49 0.37 0.36

Ｓｓ－１１ 0.17

Ｓｓ－１２ 0.25

Ｓｓ－１３ 0.25

Ｓｓ－１４ 0.20

Ｓｓ－２１ 0.29

Ｓｓ－２２ 0.28 0.27 0.28 0.32 0.28 0.28

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.34

Ｈ－，Ｖ＋ 0.34
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.26 0.26 0.27 0.35 0.27 0.26

Ｈ＋，Ｖ－ 0.26 0.35

Ｈ－，Ｖ＋ 0.29 0.29 0.30 0.38 0.30 0.29

Ｈ－，Ｖ－ 0.30 0.30 0.30 0.39 0.30 0.29

Ｓｓ－１１ 0.16

Ｓｓ－１２ 0.19

Ｓｓ－１３ 0.19

Ｓｓ－１４ 0.16

Ｓｓ－２１ 0.26

Ｓｓ－２２ 0.25 0.25 0.26 0.25 0.26 0.26

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.28

Ｈ－，Ｖ＋ 0.25

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.31 0.31 0.31 0.40 0.31 0.30

Ｈ＋，Ｖ－ 0.31 0.39

Ｈ－，Ｖ＋ 0.30 0.29 0.30 0.35 0.29 0.29

Ｈ－，Ｖ－ 0.30 0.30 0.30 0.37 0.29 0.29

Ｓｓ－１１ 0.16

Ｓｓ－１２ 0.20

Ｓｓ－１３ 0.19

Ｓｓ－１４ 0.15

Ｓｓ－２１ 0.28

Ｓｓ－２２ 0.29 0.29 0.29 0.30 0.28 0.28

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.26

Ｈ－，Ｖ＋ 0.27

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース



1.11－45 

（曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮），南北方向⑤－⑤断面） 2/2 

（地中側壁（下部）） （地中側壁（上部）） 

（地中隔壁（下部）） （地中隔壁（上部）） 

（地上側壁） （地上隔壁） 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.26 0.26 0.26 0.25 0.27 0.27

Ｈ＋，Ｖ－ 0.24 0.23

Ｈ－，Ｖ＋ 0.22 0.22 0.22 0.23 0.23 0.23

Ｈ－，Ｖ－ 0.23 0.22 0.23 0.23 0.23 0.23

Ｓｓ－１１ 0.19

Ｓｓ－１２ 0.24

Ｓｓ－１３ 0.23

Ｓｓ－１４ 0.20

Ｓｓ－２１ 0.23

Ｓｓ－２２ 0.25 0.25 0.25 0.24 0.25 0.25

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.23

Ｈ－，Ｖ＋ 0.26

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.22 0.22 0.22 0.26 0.23 0.23

Ｈ＋，Ｖ－ 0.22 0.26

Ｈ－，Ｖ＋ 0.22 0.22 0.23 0.26 0.23 0.23

Ｈ－，Ｖ－ 0.23 0.23 0.23 0.27 0.23 0.23

Ｓｓ－１１ 0.13

Ｓｓ－１２ 0.17

Ｓｓ－１３ 0.16

Ｓｓ－１４ 0.14

Ｓｓ－２１ 0.20

Ｓｓ－２２ 0.21 0.20 0.21 0.21 0.21 0.21

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.22

Ｈ－，Ｖ＋ 0.21

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.32 0.32 0.32 0.47 0.31 0.31

Ｈ＋，Ｖ－ 0.32 0.47

Ｈ－，Ｖ＋ 0.32 0.32 0.32 0.44 0.32 0.32

Ｈ－，Ｖ－ 0.32 0.32 0.32 0.44 0.32 0.32

Ｓｓ－１１ 0.16

Ｓｓ－１２ 0.23

Ｓｓ－１３ 0.22

Ｓｓ－１４ 0.18

Ｓｓ－２１ 0.25

Ｓｓ－２２ 0.21 0.21 0.22 0.27 0.22 0.22

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.31

Ｈ－，Ｖ＋ 0.30

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.25 0.25 0.26 0.35 0.26 0.26

Ｈ＋，Ｖ－ 0.25 0.35

Ｈ－，Ｖ＋ 0.27 0.27 0.27 0.35 0.28 0.27

Ｈ－，Ｖ－ 0.27 0.27 0.27 0.36 0.28 0.27

Ｓｓ－１１ 0.12

Ｓｓ－１２ 0.18

Ｓｓ－１３ 0.17

Ｓｓ－１４ 0.13

Ｓｓ－２１ 0.21

Ｓｓ－２２ 0.21 0.20 0.22 0.22 0.22 0.22

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.25

Ｈ－，Ｖ＋ 0.24
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.17 0.16 0.16 0.20 0.16 0.16

Ｈ＋，Ｖ－ 0.17 0.20

Ｈ－，Ｖ＋ 0.16 0.16 0.16 0.18 0.16 0.16

Ｈ－，Ｖ－ 0.16 0.16 0.16 0.18 0.15 0.16

Ｓｓ－１１ 0.09

Ｓｓ－１２ 0.10

Ｓｓ－１３ 0.10

Ｓｓ－１４ 0.08

Ｓｓ－２１ 0.16

Ｓｓ－２２ 0.17 0.17 0.17 0.17 0.17 0.17

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.14

Ｈ－，Ｖ＋ 0.14
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.19 0.19 0.19 0.25 0.19 0.19

Ｈ＋，Ｖ－ 0.19 0.25

Ｈ－，Ｖ＋ 0.21 0.21 0.21 0.26 0.20 0.20

Ｈ－，Ｖ－ 0.21 0.21 0.21 0.26 0.20 0.20

Ｓｓ－１１ 0.10

Ｓｓ－１２ 0.11

Ｓｓ－１３ 0.12

Ｓｓ－１４ 0.08

Ｓｓ－２１ 0.19

Ｓｓ－２２ 0.19 0.18 0.19 0.18 0.19 0.19

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.18

Ｈ－，Ｖ＋ 0.16
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース



1.11－46 

（曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張），南北方向⑤－⑤断面） 1/2 

（底版） （スラブ（B2F，B3F））

（スラブ（B1F）） （地上スラブ） 

（地上梁） 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.25 0.28 0.27 0.38 0.24 0.26

Ｈ＋，Ｖ－ 0.28 0.37

Ｈ－，Ｖ＋ 0.28 0.27 0.28 0.41 0.30 0.28

Ｈ－，Ｖ－ 0.28 0.28 0.27 0.40 0.29 0.28

Ｓｓ－１１ 0.10

Ｓｓ－１２ 0.19

Ｓｓ－１３ 0.18

Ｓｓ－１４ 0.13

Ｓｓ－２１ 0.23

Ｓｓ－２２ 0.19 0.18 0.20 0.23 0.18 0.18

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.29

Ｈ－，Ｖ＋ 0.23

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.42 0.43 0.42 0.73 0.42 0.40

Ｈ＋，Ｖ－ 0.41 0.71

Ｈ－，Ｖ＋ 0.44 0.44 0.46 0.70 0.44 0.44

Ｈ－，Ｖ－ 0.43 0.43 0.45 0.68 0.43 0.43

Ｓｓ－１１ 0.09

Ｓｓ－１２ 0.23

Ｓｓ－１３ 0.22

Ｓｓ－１４ 0.12

Ｓｓ－２１ 0.30

Ｓｓ－２２ 0.27 0.27 0.28 0.37 0.26 0.26

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.40

Ｈ－，Ｖ＋ 0.38

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.45 0.46 0.46 0.69 0.49 0.48

Ｈ＋，Ｖ－ 0.45 0.69

Ｈ－，Ｖ＋ 0.44 0.45 0.45 0.66 0.45 0.45

Ｈ－，Ｖ－ 0.44 0.45 0.45 0.65 0.45 0.44

Ｓｓ－１１ 0.14

Ｓｓ－１２ 0.32

Ｓｓ－１３ 0.29

Ｓｓ－１４ 0.20

Ｓｓ－２１ 0.35

Ｓｓ－２２ 0.34 0.33 0.35 0.40 0.35 0.35

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.41

Ｈ－，Ｖ＋ 0.44
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.43 0.43 0.43 0.62 0.44 0.43

Ｈ＋，Ｖ－ 0.44 0.62

Ｈ－，Ｖ＋ 0.53 0.53 0.54 0.70 0.53 0.53

Ｈ－，Ｖ－ 0.53 0.53 0.54 0.72 0.53 0.53

Ｓｓ－１１ 0.26

Ｓｓ－１２ 0.30

Ｓｓ－１３ 0.30

Ｓｓ－１４ 0.25

Ｓｓ－２１ 0.45

Ｓｓ－２２ 0.44 0.42 0.45 0.43 0.45 0.46

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.49

Ｈ－，Ｖ＋ 0.40

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.45 0.44 0.45 0.57 0.45 0.44

Ｈ＋，Ｖ－ 0.45 0.57

Ｈ－，Ｖ＋ 0.40 0.40 0.41 0.50 0.40 0.39

Ｈ－，Ｖ－ 0.40 0.40 0.41 0.52 0.39 0.39

Ｓｓ－１１ 0.23

Ｓｓ－１２ 0.28

Ｓｓ－１３ 0.26

Ｓｓ－１４ 0.20

Ｓｓ－２１ 0.41

Ｓｓ－２２ 0.41 0.41 0.41 0.43 0.40 0.41

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.35

Ｈ－，Ｖ＋ 0.39

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース



1.11－47 

（曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張），南北方向⑤－⑤断面） 2/2 

（地中側壁（下部）） （地中側壁（上部）） 

（地中隔壁（下部）） （地中隔壁（上部）） 

（地上側壁） （地上隔壁） 

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）結果における検討ケース①（基本ケース）の最大照査値は，地上

スラブ，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ＋）及びＳｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）で 0.53 である。

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.27 0.29 0.27 0.47 0.25 0.24

Ｈ＋，Ｖ－ 0.28 0.44

Ｈ－，Ｖ＋ 0.22 0.22 0.21 0.39 0.18 0.18

Ｈ－，Ｖ－ 0.22 0.23 0.22 0.37 0.18 0.18

Ｓｓ－１１ 0.06

Ｓｓ－１２ 0.15

Ｓｓ－１３ 0.15

Ｓｓ－１４ 0.09

Ｓｓ－２１ 0.18

Ｓｓ－２２ 0.15 0.14 0.15 0.21 0.15 0.14

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.17

Ｈ－，Ｖ＋ 0.24

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.33 0.33 0.33 0.39 0.35 0.34

Ｈ＋，Ｖ－ 0.33 0.39

Ｈ－，Ｖ＋ 0.30 0.30 0.30 0.37 0.29 0.28

Ｈ－，Ｖ－ 0.30 0.30 0.30 0.36 0.28 0.28

Ｓｓ－１１ 0.17

Ｓｓ－１２ 0.24

Ｓｓ－１３ 0.23

Ｓｓ－１４ 0.19

Ｓｓ－２１ 0.29

Ｓｓ－２２ 0.30 0.29 0.31 0.31 0.30 0.30

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.28

Ｈ－，Ｖ＋ 0.32

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.21 0.22 0.22 0.52 0.22 0.21

Ｈ＋，Ｖ－ 0.21 0.49

Ｈ－，Ｖ＋ 0.23 0.23 0.24 0.43 0.24 0.23

Ｈ－，Ｖ－ 0.21 0.22 0.22 0.40 0.23 0.23

Ｓｓ－１１ 0.02

Ｓｓ－１２ 0.08

Ｓｓ－１３ 0.07

Ｓｓ－１４ 0.03

Ｓｓ－２１ 0.12

Ｓｓ－２２ 0.11 0.11 0.12 0.16 0.12 0.12

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.19

Ｈ－，Ｖ＋ 0.18

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.30 0.29 0.30 0.47 0.31 0.30

Ｈ＋，Ｖ－ 0.29 0.46

Ｈ－，Ｖ＋ 0.32 0.32 0.33 0.47 0.34 0.33

Ｈ－，Ｖ－ 0.32 0.32 0.32 0.46 0.33 0.32

Ｓｓ－１１ 0.08

Ｓｓ－１２ 0.17

Ｓｓ－１３ 0.15

Ｓｓ－１４ 0.10

Ｓｓ－２１ 0.22

Ｓｓ－２２ 0.22 0.21 0.22 0.23 0.22 0.22

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.29

Ｈ－，Ｖ＋ 0.27
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.20 0.20 0.20 0.26 0.20 0.20

Ｈ＋，Ｖ－ 0.20 0.26

Ｈ－，Ｖ＋ 0.19 0.19 0.19 0.23 0.19 0.19

Ｈ－，Ｖ－ 0.19 0.19 0.19 0.22 0.19 0.19

Ｓｓ－１１ 0.06

Ｓｓ－１２ 0.09

Ｓｓ－１３ 0.08

Ｓｓ－１４ 0.05

Ｓｓ－２１ 0.19

Ｓｓ－２２ 0.23 0.23 0.23 0.21 0.22 0.22

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.17

Ｈ－，Ｖ＋ 0.17
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.30 0.30 0.30 0.43 0.30 0.29

Ｈ＋，Ｖ－ 0.30 0.42

Ｈ－，Ｖ＋ 0.33 0.33 0.33 0.43 0.32 0.32

Ｈ－，Ｖ－ 0.33 0.33 0.33 0.43 0.32 0.31

Ｓｓ－１１ 0.11

Ｓｓ－１２ 0.13

Ｓｓ－１３ 0.14

Ｓｓ－１４ 0.09

Ｓｓ－２１ 0.29

Ｓｓ－２２ 0.28 0.27 0.29 0.28 0.29 0.29

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.26

Ｈ－，Ｖ＋ 0.23
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（せん断力照査，南北方向⑤－⑤断面） 1/2 

（底版） （スラブ（B2F，B3F））

（スラブ（B1F）） （地上スラブ） 

（地上梁） 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.38 0.39 0.38 0.45 0.38 0.38

Ｈ＋，Ｖ－ 0.39 0.47

Ｈ－，Ｖ＋ 0.41 0.41 0.41 0.48 0.41 0.41

Ｈ－，Ｖ－ 0.42 0.42 0.42 0.51 0.41 0.41

Ｓｓ－１１ 0.33

Ｓｓ－１２ 0.36

Ｓｓ－１３ 0.36

Ｓｓ－１４ 0.34

Ｓｓ－２１ 0.42

Ｓｓ－２２ 0.38 0.38 0.38 0.38 0.37 0.37

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.41

Ｈ－，Ｖ＋ 0.37

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.48 0.48 0.47 0.68 0.48 0.47

Ｈ＋，Ｖ－ 0.48 0.68

Ｈ－，Ｖ＋ 0.50 0.50 0.50 0.68 0.50 0.49

Ｈ－，Ｖ－ 0.50 0.50 0.50 0.68 0.50 0.49

Ｓｓ－１１ 0.23

Ｓｓ－１２ 0.36

Ｓｓ－１３ 0.35

Ｓｓ－１４ 0.26

Ｓｓ－２１ 0.40

Ｓｓ－２２ 0.36 0.36 0.36 0.44 0.36 0.36

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.47

Ｈ－，Ｖ＋ 0.46

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.51 0.51 0.52 0.61 0.54 0.54

Ｈ＋，Ｖ－ 0.53 0.63

Ｈ－，Ｖ＋ 0.47 0.47 0.47 0.60 0.47 0.47

Ｈ－，Ｖ－ 0.48 0.48 0.48 0.62 0.47 0.47

Ｓｓ－１１ 0.33

Ｓｓ－１２ 0.41

Ｓｓ－１３ 0.41

Ｓｓ－１４ 0.35

Ｓｓ－２１ 0.46

Ｓｓ－２２ 0.47 0.47 0.47 0.49 0.47 0.47

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.45

Ｈ－，Ｖ＋ 0.52

せん断力照査

Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.41 0.41 0.42 0.51 0.42 0.42

Ｈ＋，Ｖ－ 0.42 0.53

Ｈ－，Ｖ＋ 0.45 0.45 0.46 0.55 0.45 0.45

Ｈ－，Ｖ－ 0.46 0.46 0.46 0.57 0.46 0.45

Ｓｓ－１１ 0.28

Ｓｓ－１２ 0.34

Ｓｓ－１３ 0.34

Ｓｓ－１４ 0.29

Ｓｓ－２１ 0.41

Ｓｓ－２２ 0.41 0.40 0.41 0.41 0.42 0.42

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.43

Ｈ－，Ｖ＋ 0.40

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.36 0.35 0.36 0.43 0.36 0.35

Ｈ＋，Ｖ－ 0.36 0.44

Ｈ－，Ｖ＋ 0.36 0.36 0.36 0.42 0.36 0.36

Ｈ－，Ｖ－ 0.37 0.37 0.37 0.44 0.36 0.36

Ｓｓ－１１ 0.23

Ｓｓ－１２ 0.27

Ｓｓ－１３ 0.27

Ｓｓ－１４ 0.22

Ｓｓ－２１ 0.35

Ｓｓ－２２ 0.35 0.35 0.35 0.36 0.36 0.36

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.33

Ｈ－，Ｖ＋ 0.33

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（せん断力照査，南北方向⑤－⑤断面） 2/2 

（地中側壁（下部）） （地中側壁（上部）） 

（地中隔壁（下部）） （地中隔壁（上部）） 

（地上側壁） （地上隔壁） 

 せん断力照査結果における検討ケース①（基本ケース）の最大照査値は，地中側壁（下部），Ｓｓ

－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）及びＳｓ－２２で 0.55 である。 

 以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力に対する最大照査値が 0.53，せん断

力照査に対する最大照査値が 0.55 であり，曲げ軸力対象の全部材及びせん断力照査対象の全部材の

うち，それぞれ最も厳しい照査値となった地震動はＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋），Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，

Ｖ－），Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）及びＳｓ－２２である。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.55 0.54 0.55 0.59 0.56 0.57

Ｈ＋，Ｖ－ 0.47 0.60

Ｈ－，Ｖ＋ 0.48 0.49 0.48 0.57 0.50 0.50

Ｈ－，Ｖ－ 0.48 0.50 0.47 0.59 0.48 0.48

Ｓｓ－１１ 0.43

Ｓｓ－１２ 0.50

Ｓｓ－１３ 0.48

Ｓｓ－１４ 0.42

Ｓｓ－２１ 0.48

Ｓｓ－２２ 0.55 0.55 0.55 0.55 0.55 0.55

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.48

Ｈ－，Ｖ＋ 0.50

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.36 0.36 0.37 0.48 0.42 0.41

Ｈ＋，Ｖ－ 0.37 0.49

Ｈ－，Ｖ＋ 0.39 0.39 0.40 0.50 0.43 0.43

Ｈ－，Ｖ－ 0.40 0.40 0.40 0.52 0.44 0.44

Ｓｓ－１１ 0.21

Ｓｓ－１２ 0.30

Ｓｓ－１３ 0.30

Ｓｓ－１４ 0.24

Ｓｓ－２１ 0.36

Ｓｓ－２２ 0.34 0.33 0.35 0.37 0.36 0.36

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.41

Ｈ－，Ｖ＋ 0.40

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.49 0.50 0.49 0.72 0.49 0.49

Ｈ＋，Ｖ－ 0.50 0.72

Ｈ－，Ｖ＋ 0.50 0.50 0.51 0.69 0.51 0.51

Ｈ－，Ｖ－ 0.50 0.50 0.51 0.69 0.50 0.51

Ｓｓ－１１ 0.20

Ｓｓ－１２ 0.36

Ｓｓ－１３ 0.35

Ｓｓ－１４ 0.25

Ｓｓ－２１ 0.40

Ｓｓ－２２ 0.33 0.33 0.33 0.43 0.33 0.32

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.49

Ｈ－，Ｖ＋ 0.48

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.48 0.48 0.49 0.64 0.51 0.50

Ｈ＋，Ｖ－ 0.48 0.64

Ｈ－，Ｖ＋ 0.49 0.48 0.49 0.64 0.50 0.49

Ｈ－，Ｖ－ 0.48 0.48 0.49 0.65 0.50 0.49

Ｓｓ－１１ 0.21

Ｓｓ－１２ 0.33

Ｓｓ－１３ 0.31

Ｓｓ－１４ 0.24

Ｓｓ－２１ 0.40

Ｓｓ－２２ 0.40 0.39 0.40 0.41 0.40 0.41

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.45

Ｈ－，Ｖ＋ 0.46

せん断力照査

Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.15 0.15 0.15 0.19 0.16 0.15

Ｈ＋，Ｖ－ 0.15 0.19

Ｈ－，Ｖ＋ 0.14 0.14 0.14 0.17 0.14 0.13

Ｈ－，Ｖ－ 0.14 0.14 0.14 0.17 0.13 0.13

Ｓｓ－１１ 0.07

Ｓｓ－１２ 0.10

Ｓｓ－１３ 0.09

Ｓｓ－１４ 0.07

Ｓｓ－２１ 0.14

Ｓｓ－２２ 0.15 0.15 0.15 0.15 0.15 0.15

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.13

Ｈ－，Ｖ＋ 0.14
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.20 0.20 0.21 0.27 0.21 0.20

Ｈ＋，Ｖ－ 0.21 0.27

Ｈ－，Ｖ＋ 0.22 0.22 0.22 0.28 0.22 0.21

Ｈ－，Ｖ－ 0.22 0.22 0.22 0.28 0.22 0.21

Ｓｓ－１１ 0.10

Ｓｓ－１２ 0.12

Ｓｓ－１３ 0.12

Ｓｓ－１４ 0.08

Ｓｓ－２１ 0.20

Ｓｓ－２２ 0.20 0.19 0.20 0.19 0.20 0.20

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.19

Ｈ－，Ｖ＋ 0.18

せん断力照査

Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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南北方向⑤－⑤断面の構造物は，地上部と地中部で構成された構造物であり，第四紀層の幅広い

深度に埋設されていることから，敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液

状化させることを仮定した場合の追加検討ケース④で照査値が大きくなる傾向にある。また，大き

い応力振幅で繰返し回数が多く，継続時間が長いＳｓ－Ｄ１で照査値が大きくなる傾向にある。な

お，Ｓｓ－２２は，地震の固有周期が要因となっている可能性がある。Ｓｓ－２２では，②～⑥の追

加検討ケースにおいてＳｓ－Ｄ１と比較して照査値が大きくならない傾向がある。そのため，「4. 

常設代替高圧電源装置置場及び西側淡水貯水設備の耐震安全性評価」では②～⑥の追加検討ケース

を実施する地震動としてＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋），Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－），Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ－，

Ｖ－）の３波を選定する。 

また，検討ケース①（基本ケース）において，スラブ（B1F）のせん断力照査に対する最大照査値

がＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）にて照査値が 0.53 であることから，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）に対

し，追加検討ケース④を実施する。 
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2.4 常設代替高圧電源装置用カルバート（トンネル部） 

常設代替高圧電源装置用カルバート（トンネル部）は，岩盤内に設置され岩盤により支持され

る鉄筋コンクリート造の構造物である。耐震評価においては鉄筋コンクリート部（RC トンネル

覆工，RC 隔壁，RC インバート）を線形梁要素としてモデル化する。耐震評価における追加検討

ケース選定は鉄筋コンクリート部を評価対象とする。 

2.4.1 照査位置及び仕様 

（Ｌ３’断面） 

図 2.4－1 常設代替高圧電源装置用カルバート（トンネル部）の照査位置図 

RC トンネル覆工 

RC 隔壁
RC インバート 
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図 2.4－2 概略配筋図 

表 2.4－1 断面諸元一覧表（曲げ軸力に対する評価） 

表 2.4－2 断面諸元一覧表（せん断力に対する評価） 

部材幅 部材高 かぶり 有効高さ 鉄筋種別 径 Sb Ss 鉄筋量

b (m) h (m) d' (m) d (m) (-) (mm) (mm) (mm) (mm2)

覆工 M1 1.000 1.200 0.150 1.050 SD345 22 300 300 1290

隔壁 M2 1.000 0.600 0.130 0.470 SD345 13 300 200 422

インバート M3 1.000 0.600
0.130
(0.180)

0.470
(0.420)

SD345 25 300 200 1689

* ()内は２段鉄筋側

せん断補強鉄筋断面性状

材料No.部位

部材幅 部材高 かぶり 有効高さ 鉄筋種別 径 段数 鉄筋間隔 鉄筋量 鉄筋種別 径 段数 鉄筋間隔 鉄筋量

b (m) h (m) d' (m) d (m) (-) (mm) (-) (mm) (mm2) (-) (mm) (-) (mm) (mm2)

覆工 M1 1.000 1.200 0.150 1.050 SD490 25 1 150 3378 SD490 29 1 150 4283

隔壁 M2 1.000 0.600 0.130 0.470 SD490 25 1 150 3378 SD490 25 1 150 3378

インバート M3 1.000 0.600
0.130
(0.180)

0.470
(0.420)

SD490 22 2 150 5161 SD490 25 1 150 3378

* ()内は２段鉄筋側

断面性状

材料No.部位

主鉄筋（外側・上側） 主鉄筋（内側・下側）

RC トンネル覆工

RC 隔壁

RC インバート

RC トンネル覆工

RC 隔壁

RC インバート



1.11－53 

2.4.2  評価結果 

(1) Ｌ３’断面

Ｌ３’断面の地震動選定フローを図 2.4－3に示す。

検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力照査値が 0.50 以下，せん断力照査値が 0.50

より大きいことから，せん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査値となった地震動を選

定する。 

図 2.4－3 地震動選定フロー（Ｌ３’断面） 

ＳＴＡＲＴ

基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いて

解析ケース①(基本ケース)を実施

Yes

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動を１波選定

No

No

選定した地震動を用い，

②～⑥で

追加検討ケースを実施

Yes

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

せん断力又は曲げ軸力照査対象

の全部材のうち照査値0.5を超える

照査対象となる地震動を１波選定

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動をそれぞれ１波選定

（２波が同じ地震動となる場合がある）

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

又は

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

※

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

ＥＮＤ

※ 要因に対する着目点

・敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることの仮定

・大きい応力振幅及び繰返し回数が多い継続時間の長い地震動

・地盤や構造物の固有振動数と地震動の卓越振動数との関係

・岩盤内に埋設されている構造物

・第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物

・地上部と地中部で構成された構造物

・地盤の剛性が硬いことによる影響

・地盤の剛性が柔らかいことによる影響

・応答加速度による影響が大きい部位

・応答変位による影響が大きい部位

以上より，基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いた検討ケース①

（基本ケース）の結果及び②～⑥で実施した追加検討ケースの結

果において照査値が大きい傾向にあるものについて，その要因※

を考察し，さらに照査値が大きくなる可能性がある場合は，追加

検討ケースを実施

なお，検討ケース①（基本ケース）で照査値が0.5以下であっても

②～⑥の追加検討ケースにおいて照査値が著しく大きくなるもの

については同様の扱い
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（曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮），Ｌ３’断面） 

（ＲＣトンネル覆工） （ＲＣ隔壁） 

（ＲＣインバート） 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.29

Ｈ＋，Ｖ－ 0.29

Ｈ－，Ｖ＋ 0.28

Ｈ－，Ｖ－ 0.28

Ｓｓ－１１ 0.19

Ｓｓ－１２ 0.22

Ｓｓ－１３ 0.21

Ｓｓ－１４ 0.19

Ｓｓ－２１ 0.20

Ｓｓ－２２ 0.22

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.33 0.34 0.32 0.19 0.31 0.32

Ｈ－，Ｖ＋ 0.34

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.31

Ｈ＋，Ｖ－ 0.31

Ｈ－，Ｖ＋ 0.32

Ｈ－，Ｖ－ 0.31

Ｓｓ－１１ 0.18

Ｓｓ－１２ 0.21

Ｓｓ－１３ 0.21

Ｓｓ－１４ 0.19

Ｓｓ－２１ 0.21

Ｓｓ－２２ 0.22

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.38 0.39 0.36 0.20 0.35 0.36

Ｈ－，Ｖ＋ 0.39

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.39

Ｈ＋，Ｖ－ 0.36

Ｈ－，Ｖ＋ 0.41

Ｈ－，Ｖ－ 0.40

Ｓｓ－１１ 0.31

Ｓｓ－１２ 0.34

Ｓｓ－１３ 0.34

Ｓｓ－１４ 0.32

Ｓｓ－２１ 0.33

Ｓｓ－２２ 0.34

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.42 0.43 0.41 0.33 0.41 0.41

Ｈ－，Ｖ＋ 0.40

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張），Ｌ３’断面） 

（ＲＣトンネル覆工） （ＲＣ隔壁） 

（ＲＣインバート） 

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下

である（最大照査値は，ＲＣインバート，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）及びＳｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）

で 0.35）。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.20

Ｈ＋，Ｖ－ 0.22

Ｈ－，Ｖ＋ 0.22

Ｈ－，Ｖ－ 0.23

Ｓｓ－１１ 0.05

Ｓｓ－１２ 0.08

Ｓｓ－１３ 0.08

Ｓｓ－１４ 0.08

Ｓｓ－２１ 0.09

Ｓｓ－２２ 0.10

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.27 0.29 0.25 0.09 0.24 0.25

Ｈ－，Ｖ＋ 0.28

Ｓｓ－Ｄ１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.09

Ｈ＋，Ｖ－ 0.11

Ｈ－，Ｖ＋ 0.07

Ｈ－，Ｖ－ 0.08

Ｓｓ－１１ 0.00

Ｓｓ－１２ 0.02

Ｓｓ－１３ 0.02

Ｓｓ－１４ 0.01

Ｓｓ－２１ 0.01

Ｓｓ－２２ 0.01

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.14 0.15 0.12 0.00 0.11 0.12

Ｈ－，Ｖ＋ 0.16

Ｓｓ－Ｄ１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.32

Ｈ＋，Ｖ－ 0.31

Ｈ－，Ｖ＋ 0.35

Ｈ－，Ｖ－ 0.35

Ｓｓ－１１ 0.25

Ｓｓ－１２ 0.29

Ｓｓ－１３ 0.29

Ｓｓ－１４ 0.27

Ｓｓ－２１ 0.28

Ｓｓ－２２ 0.28

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.34 0.35 0.34 0.28 0.34 0.34

Ｈ－，Ｖ＋ 0.31

Ｓｓ－Ｄ１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（せん断力照査，Ｌ３’断面） 

（ＲＣトンネル覆工） （ＲＣ隔壁） 

（ＲＣインバート） 

 せん断力照査結果における検討ケース①（基本ケース）の最大照査値は，ＲＣトンネル覆工，Ｓ

ｓ－３１（Ｈ＋，Ｖ＋）で 0.64 である。 

以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力照査に対する全ての照査値が 0.50 以

下，せん断力照査に対する最大照査値が 0.64 であり，せん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい

照査値となった地震動はＳｓ－３１（Ｈ＋，Ｖ＋）である。 

 Ｌ３’断面の構造物は，岩盤内に埋設されている構造物であり，第四紀層の地盤変状による影響

は少ない構造物である。また，地震動の継続時間が短く大振幅の荷重の繰返し回数は少ないもの

の，最大振幅時の地震力が厳しい場合があるＳｓ－３１で照査値が比較的大きくなっている。 

 検討ケース④（敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させ

ることを仮定した解析ケース）では，他の解析ケースより照査値が下がる傾向にある。これは，岩

盤上の地盤を強制的に液状化させることを仮定したことにより，岩盤上の地盤のせん断ひずみが他

の解析ケースの場合よりも大きくなり，せん断剛性が著しく低下し，かつ履歴減衰が増加したこと

に伴い，岩盤上の地盤における地震エネルギー吸収能が高まったことで，岩盤上の地盤から岩盤内

の構造物に伝達される地震動の影響が低減されたことによるものと考えられる。 

 Ｌ３’断面の構造物の照査値は，検討ケース①～⑥において顕著な増加傾向が見られない。以上

を踏まえ，さらなる追加検討ケースは必要ない。  

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.57

Ｈ＋，Ｖ－ 0.53

Ｈ－，Ｖ＋ 0.60

Ｈ－，Ｖ－ 0.59

Ｓｓ－１１ 0.44

Ｓｓ－１２ 0.48

Ｓｓ－１３ 0.48

Ｓｓ－１４ 0.45

Ｓｓ－２１ 0.48

Ｓｓ－２２ 0.50

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.64 0.65 0.63 0.47 0.62 0.63

Ｈ－，Ｖ＋ 0.62

           　 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.31

Ｈ＋，Ｖ－ 0.31

Ｈ－，Ｖ＋ 0.32

Ｈ－，Ｖ－ 0.31

Ｓｓ－１１ 0.17

Ｓｓ－１２ 0.21

Ｓｓ－１３ 0.20

Ｓｓ－１４ 0.19

Ｓｓ－２１ 0.20

Ｓｓ－２２ 0.21

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.37 0.38 0.35 0.21 0.34 0.35

Ｈ－，Ｖ＋ 0.37

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

           　 検討ケース
 地震動

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.28

Ｈ＋，Ｖ－ 0.26

Ｈ－，Ｖ＋ 0.29

Ｈ－，Ｖ－ 0.28

Ｓｓ－１１ 0.23

Ｓｓ－１２ 0.25

Ｓｓ－１３ 0.25

Ｓｓ－１４ 0.24

Ｓｓ－２１ 0.24

Ｓｓ－２２ 0.25

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.28 0.28 0.28 0.24 0.28 0.28

Ｈ－，Ｖ＋ 0.26

Ｓｓ－Ｄ１

           　 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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2.5 常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑部） 

   2.5.1 照査位置及び仕様 

（立坑南北方向断面） 

（立坑東西方向断面） 

図 2.5－1 常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑部）の照査位置図 
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図 2.5－2(1) 概略配筋図 立坑南北方向断面 



1.11－59 

図 2.5－2(2) 概略配筋図 立坑東西方向断面 
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図 2.5－3 概略配筋図（せん断補強筋） 
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図 2.5－4 概略配筋図（せん断補強筋） 
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図 2.5－5 概略配筋図（せん断補強筋） 
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表 2.5－1 構造仕様（鉄筋コンクリート） 

部位 

仕様 材料 

部材幅 

(m) 

部材高 

（m） 

コンクリート 

ｆ’ck（N/mm2） 
鉄筋 

鉛直断面 

（南北方向 B1F） 
16.500 12.500 40 SD490 

鉛直断面 

（南北方向 B2F） 
16.500 12.500 40 SD490 

鉛直断面 

（南北方向 B3F） 
16.500 12.500 40 SD490 

鉛直断面 

（南北方向 B4F） 
16.500 12.500 40 SD490 

鉛直断面 

（南北方向 B4F トンネル部） 
16.500 12.500 40 SD490 

鉛直断面 

（南北方向ピット部） 
16.500 12.500 40 SD490 

鉛直断面 

（東西方向 B1F） 
12.500 16.500 40 SD490 

鉛直断面 

（東西方向 B2F） 
12.500 16.500 40 SD490 

鉛直断面 

（東西方向 B3F） 
12.500 16.500 40 SD490 

鉛直断面 

（東西方向 B4F） 
12.500 16.500 40 SD490 

鉛直断面 

（東西方向 B4F トンネル部） 
12.500 16.500 40 SD490 

鉛直断面 

（東西方向ピット部） 
12.500 16.500 40 SD490 
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2.5.2 評価結果 

2.5.2-1 評価結果（鉛直断面の検討ケース選定） 

図 2.5－4に鉛直断面検討ケース選定フローを示す。 

鉛直断面の照査結果については，検討ケース①（基本ケース）については基準地震動全ケー

ス（12 ケース）の結果を記載する。また，検討ケース②～⑥の照査結果については，検討ケ

ース①（基本ケース）において鉛直断面の照査値（鉄筋曲げ引張）及びせん断力が最大となる

基準地震動について鉛直断面照査を行い，検討ケース②～⑥で鉄筋の曲げ引張の照査値及びせ

ん断力が最大となる解析ケースについて照査結果を記載する。 

表 2.5－2に基本検討ケース①鉛直鉄筋の曲げ引張に関する照査値及びせん断力を示す。 

本立坑においては，鉛直断面を立坑高さ方向に 6断面に分割して応力度照査を実施してい

る。そのうち曲げ引張の照査値及びせん断力は東西方向 B4Fが最大となり，他断面については

曲げ引張の照査値及びせん断力が小さいことから，東西方向 B4F を代表断面として基準地震動

の選定を行う。 

表 2.5－3及び表 2.5－4に検討ケース①～⑥における立坑鉛直鉄筋の曲げ引張照査結果及び

せん断力を示す。 

検討ケース①において，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ＋）のときに鉛直鉄筋の曲げ引張照査が最大

となり，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）のときにせん断力が最大となった。よって，検討ケース②

～⑥については，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）及びＳｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ＋）を入力地震動とし

た２次元有効応力解析を実施し照査結果を記載する。 
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図 2.5－4 鉛直断面検討ケース選定フロー 

表 2.5－2（1） 検討ケース①（基本ケース）における立坑鉛直断面照査値 

B1F B2F B3F B4F
B4F

ﾄﾝﾈﾙ部
ﾋﾟｯﾄ部 B1F B2F B3F B4F

B4F
ﾄﾝﾈﾙ部

ﾋﾟｯﾄ部

＋＋ 0.01 0.03 0.03 0.01 0.00 0.00 0.01 0.02 0.05 0.12 0.05 0.02 0.12

＋－ 0.01 0.03 0.06 0.01 0.00 0.00 0.01 0.01 0.03 0.10 0.04 0.01 0.10

－＋ 0.01 0.03 0.04 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.05 0.14 0.06 0.01 0.14

－－ 0.01 0.03 0.03 0.01 0.00 0.00 0.00 0.01 0.05 0.13 0.06 0.01 0.13

①Ｓｓ－１１ 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

①Ｓｓ－１２ 0.00 0.00 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01

①Ｓｓ－１３ 0.00 0.00 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01

①Ｓｓ－１４ 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

①Ｓｓ－２１ 0.01 0.01 0.03 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.03

①Ｓｓ－２２ 0.01 0.01 0.02 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.00 0.00 0.02

＋＋ 0.00 0.01 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.04 0.01 0.00 0.04

－＋ 0.01 0.01 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.03 0.01 0.00 0.03

0.01 0.03 0.06 0.01 0.00 0.00 0.01 0.02 0.05 0.14 0.06 0.02 0.14

EW方向

最大

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

最大

①Ｓｓ－３１

①Ｓｓ－Ｄ１

　 評価位置
 地震動

NS方向
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表 2.5－2（2） 検討ケース①（基本ケース）における立坑鉛直断面せん断力 

表 2.5－3 検討ケース①～⑥における立坑鉛直断面照査結果（東西方向 B4F） 

表 2.5－4 検討ケース①～⑥における立坑鉛直断面せん断力（東西方向 B4F） 

B1F B2F B3F B4F
B4F

ﾄﾝﾈﾙ部
ﾋﾟｯﾄ部 B1F B2F B3F B4F

B4F
ﾄﾝﾈﾙ部

ﾋﾟｯﾄ部

＋＋ 1203 1271 1644 3356 3280 3047 1155 2713 4163 5796 2277 2440 5796

＋－ 1196 1273 1617 3415 3284 3012 1145 2678 4118 5722 2284 2435 5722

－＋ 1172 1770 2104 2977 2978 2925 1297 2782 4349 5543 2072 2301 5543

－－ 1176 1778 2115 2979 2977 2924 1306 2828 4410 5519 2066 2311 5519

①Ｓｓ－１１ 372 542 709 1586 1576 1462 516 779 1131 1585 1521 1539 1586

①Ｓｓ－１２ 797 770 1017 2859 2862 2762 753 1198 1776 2497 1827 1862 2862

①Ｓｓ－１３ 761 817 1075 2789 2790 2692 710 1107 1634 2465 1769 1802 2790

①Ｓｓ－１４ 586 503 630 2283 2296 2258 429 834 1317 1861 1859 1922 2296

①Ｓｓ－２１ 953 1142 1487 2920 2916 2786 648 1269 1875 2424 1522 1669 2920

①Ｓｓ－２２ 871 1189 1462 2471 2454 2317 782 1621 2481 3519 1891 1934 3519

＋＋ 1028 1576 1771 3287 3259 3095 1137 2321 3798 5128 2136 2215 5128

－＋ 1048 939 1259 3505 3456 3196 1031 2319 3651 5347 2446 2411 5347

1203 1778 2115 3505 3456 3196 1306 2828 4410 5796 2446 2440 5796最大

①Ｓｓ－３１

          　 評価位置
 地震動

せん断照査（発生せん断力）

最大
NS方向

①Ｓｓ－Ｄ１

EW方向

鉛直断面EW方向 B4F

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.12

＋－ 0.10

－＋ 0.14 0.15 0.13 0.35 0.04 0.04

－－ 0.13

Ｓｓ－１１ 0.00

Ｓｓ－１２ 0.00

Ｓｓ－１３ 0.00

Ｓｓ－１４ 0.00

Ｓｓ－２１ 0.00

Ｓｓ－２２ 0.01

＋＋ 0.04

－＋ 0.03

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

            検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

鉛直断面EW方向 B4F

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 5796 5991 5654 8220 5065 5097

＋－ 5722

－＋ 5543

－－ 5519

Ｓｓ－１１ 1585

Ｓｓ－１２ 2497

Ｓｓ－１３ 2465

Ｓｓ－１４ 1861

Ｓｓ－２１ 2424

Ｓｓ－２２ 3519

＋＋ 5128

－＋ 5347

            検討ケース
 地震動

せん断照査（発生せん断力）

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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 2.5.2-2 評価結果（各構造部材照査に着目した検討ケース選定） 

 (1) 立坑南北方向断面 

2.5.2-1 で選定した，検討ケース①基準地震動全ケース（12 ケース）と検討ケース②～⑥Ｓｓ

－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）及びＳｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ＋）計 22 ケースについて，曲げ軸力，せん断力

照査値を示す。 

（曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮），立坑南北方向断面） 

（南北方向 B1F） （南北方向 B2F） 

（南北方向 B3F） （南北方向 B4F） 

（南北方向 B4F トンネル部） （南北方向ピット部） 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02

Ｈ＋，Ｖ－ 0.02

Ｈ－，Ｖ＋ 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02

Ｈ－，Ｖ－ 0.02

Ｓｓ－１１ 0.01

Ｓｓ－１２ 0.02

Ｓｓ－１３ 0.02

Ｓｓ－１４ 0.02

Ｓｓ－２１ 0.02

Ｓｓ－２２ 0.02

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.02

Ｈ－，Ｖ＋ 0.02

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.05 0.05 0.05 0.05 0.04 0.04

Ｈ＋，Ｖ－ 0.05

Ｈ－，Ｖ＋ 0.07 0.06 0.06 0.07 0.05 0.05

Ｈ－，Ｖ－ 0.07

Ｓｓ－１１ 0.03

Ｓｓ－１２ 0.04

Ｓｓ－１３ 0.04

Ｓｓ－１４ 0.03

Ｓｓ－２１ 0.05

Ｓｓ－２２ 0.05

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.05

Ｈ－，Ｖ＋ 0.04

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.05 0.05 0.05 0.05 0.04 0.04

Ｈ＋，Ｖ－ 0.06

Ｈ－，Ｖ＋ 0.06 0.06 0.06 0.06 0.04 0.05

Ｈ－，Ｖ－ 0.06

Ｓｓ－１１ 0.03

Ｓｓ－１２ 0.04

Ｓｓ－１３ 0.04

Ｓｓ－１４ 0.03

Ｓｓ－２１ 0.05

Ｓｓ－２２ 0.05

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.05

Ｈ－，Ｖ＋ 0.04

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.07 0.07 0.07 0.06 0.07 0.08

Ｈ＋，Ｖ－ 0.06

Ｈ－，Ｖ＋ 0.06 0.07 0.07 0.06 0.06 0.07

Ｈ－，Ｖ－ 0.06

Ｓｓ－１１ 0.06

Ｓｓ－１２ 0.05

Ｓｓ－１３ 0.06

Ｓｓ－１４ 0.05

Ｓｓ－２１ 0.06

Ｓｓ－２２ 0.06

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.06

Ｈ－，Ｖ＋ 0.06

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07

Ｈ＋，Ｖ－ 0.07

Ｈ－，Ｖ＋ 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07

Ｈ－，Ｖ－ 0.07

Ｓｓ－１１ 0.06

Ｓｓ－１２ 0.07

Ｓｓ－１３ 0.07

Ｓｓ－１４ 0.06

Ｓｓ－２１ 0.07

Ｓｓ－２２ 0.07

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.06

Ｈ－，Ｖ＋ 0.06

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07

Ｈ＋，Ｖ－ 0.07

Ｈ－，Ｖ＋ 0.06 0.06 0.06 0.07 0.06 0.07

Ｈ－，Ｖ－ 0.07

Ｓｓ－１１ 0.06

Ｓｓ－１２ 0.06

Ｓｓ－１３ 0.06

Ｓｓ－１４ 0.06

Ｓｓ－２１ 0.07

Ｓｓ－２２ 0.07

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.06

Ｈ－，Ｖ＋ 0.06

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張），立坑南北方向断面） 

（南北方向 B1F） （南北方向 B2F） 

（南北方向 B3F） （南北方向 B4F） 

（南北方向 B4F トンネル部） （南北方向ピット部） 

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下

である（最大照査値は，南北方向 B3F，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）で 0.06）。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01

Ｈ＋，Ｖ－ 0.01

Ｈ－，Ｖ＋ 0.01 0.01 0.01 0.01 0.00 0.00

Ｈ－，Ｖ－ 0.01

Ｓｓ－１１ 0.00

Ｓｓ－１２ 0.00

Ｓｓ－１３ 0.00

Ｓｓ－１４ 0.00

Ｓｓ－２１ 0.01

Ｓｓ－２２ 0.01

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.00

Ｈ－，Ｖ＋ 0.01

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.03 0.02 0.03 0.06 0.01 0.01

Ｈ＋，Ｖ－ 0.03

Ｈ－，Ｖ＋ 0.03 0.03 0.03 0.04 0.01 0.01

Ｈ－，Ｖ－ 0.03

Ｓｓ－１１ 0.00

Ｓｓ－１２ 0.00

Ｓｓ－１３ 0.00

Ｓｓ－１４ 0.00

Ｓｓ－２１ 0.01

Ｓｓ－２２ 0.01

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.01

Ｈ－，Ｖ＋ 0.01

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.03 0.06 0.05 0.02 0.03 0.03

Ｈ＋，Ｖ－ 0.06

Ｈ－，Ｖ＋ 0.04 0.05 0.04 0.02 0.02 0.02

Ｈ－，Ｖ－ 0.03

Ｓｓ－１１ 0.00

Ｓｓ－１２ 0.01

Ｓｓ－１３ 0.01

Ｓｓ－１４ 0.00

Ｓｓ－２１ 0.03

Ｓｓ－２２ 0.02

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.01

Ｈ－，Ｖ＋ 0.01

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.01 0.03 0.01 0.01 0.01 0.02

Ｈ＋，Ｖ－ 0.01

Ｈ－，Ｖ＋ 0.00 0.01 0.00 0.01 0.00 0.01

Ｈ－，Ｖ－ 0.01

Ｓｓ－１１ 0.00

Ｓｓ－１２ 0.00

Ｓｓ－１３ 0.00

Ｓｓ－１４ 0.00

Ｓｓ－２１ 0.00

Ｓｓ－２２ 0.01

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.00

Ｈ－，Ｖ＋ 0.00

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

Ｈ＋，Ｖ－ 0.00

Ｈ－，Ｖ＋ 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

Ｈ－，Ｖ－ 0.00

Ｓｓ－１１ 0.00

Ｓｓ－１２ 0.00

Ｓｓ－１３ 0.00

Ｓｓ－１４ 0.00

Ｓｓ－２１ 0.00

Ｓｓ－２２ 0.00

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.00

Ｈ－，Ｖ＋ 0.00

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

Ｈ＋，Ｖ－ 0.00

Ｈ－，Ｖ＋ 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

Ｈ－，Ｖ－ 0.00

Ｓｓ－１１ 0.00

Ｓｓ－１２ 0.00

Ｓｓ－１３ 0.00

Ｓｓ－１４ 0.00

Ｓｓ－２１ 0.00

Ｓｓ－２２ 0.00

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.00

Ｈ－，Ｖ＋ 0.00

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（せん断力照査，立坑南北方向断面） 

（南北方向 B1F） （南北方向 B2F） 

（南北方向 B3F） （南北方向 B4F） 

（南北方向 B4F トンネル部） （南北方向ピット部） 

せん断力照査結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下である（最大照査

値は，南北方向 B4F トンネル部，Ｓｓ－３１（Ｈ－，Ｖ＋）で 0.32）。 

以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力，せん断力照査に対する全ての照査値

が 0.50 以下であることから，構造部材に着目した追加検討ケースは不要である。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.15 0.14 0.14 0.15 0.13 0.13

Ｈ＋，Ｖ－ 0.14

Ｈ－，Ｖ＋ 0.14 0.14 0.14 0.15 0.12 0.12

Ｈ－，Ｖ－ 0.14

Ｓｓ－１１ 0.05

Ｓｓ－１２ 0.10

Ｓｓ－１３ 0.09

Ｓｓ－１４ 0.07

Ｓｓ－２１ 0.12

Ｓｓ－２２ 0.11

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.13

Ｈ－，Ｖ＋ 0.13

           　 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.14 0.13 0.13 0.16 0.12 0.12

Ｈ＋，Ｖ－ 0.14

Ｈ－，Ｖ＋ 0.19 0.19 0.19 0.21 0.16 0.15

Ｈ－，Ｖ－ 0.19

Ｓｓ－１１ 0.06

Ｓｓ－１２ 0.09

Ｓｓ－１３ 0.09

Ｓｓ－１４ 0.06

Ｓｓ－２１ 0.13

Ｓｓ－２２ 0.13

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.17

Ｈ－，Ｖ＋ 0.10

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.13 0.11 0.12 0.16 0.10 0.09

Ｈ＋，Ｖ－ 0.13

Ｈ－，Ｖ＋ 0.17 0.15 0.16 0.20 0.13 0.11

Ｈ－，Ｖ－ 0.17

Ｓｓ－１１ 0.06

Ｓｓ－１２ 0.08

Ｓｓ－１３ 0.09

Ｓｓ－１４ 0.05

Ｓｓ－２１ 0.12

Ｓｓ－２２ 0.12

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.14

Ｈ－，Ｖ＋ 0.10

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.20 0.22 0.21 0.22 0.19 0.21

Ｈ＋，Ｖ－ 0.21

Ｈ－，Ｖ＋ 0.18 0.21 0.19 0.21 0.18 0.20

Ｈ－，Ｖ－ 0.18

Ｓｓ－１１ 0.10

Ｓｓ－１２ 0.17

Ｓｓ－１３ 0.17

Ｓｓ－１４ 0.14

Ｓｓ－２１ 0.18

Ｓｓ－２２ 0.15

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.20

Ｈ－，Ｖ＋ 0.21

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.31 0.34 0.32 0.31 0.29 0.33

Ｈ＋，Ｖ－ 0.31

Ｈ－，Ｖ＋ 0.28 0.32 0.29 0.30 0.28 0.32

Ｈ－，Ｖ－ 0.28

Ｓｓ－１１ 0.15

Ｓｓ－１２ 0.27

Ｓｓ－１３ 0.26

Ｓｓ－１４ 0.22

Ｓｓ－２１ 0.27

Ｓｓ－２２ 0.23

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.30

Ｈ－，Ｖ＋ 0.32

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.25 0.27 0.26 0.24 0.24 0.27

Ｈ＋，Ｖ－ 0.24

Ｈ－，Ｖ＋ 0.24 0.26 0.25 0.24 0.24 0.26

Ｈ－，Ｖ－ 0.24

Ｓｓ－１１ 0.12

Ｓｓ－１２ 0.22

Ｓｓ－１３ 0.22

Ｓｓ－１４ 0.18

Ｓｓ－２１ 0.23

Ｓｓ－２２ 0.19

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.25

Ｈ－，Ｖ＋ 0.26

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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 (2) 立坑東西方向断面（鉄筋コンクリート） 

2.5.2-1 で選定した，検討ケース①基準地震動全ケース（12 ケース）と検討ケース②～⑥Ｓｓ

－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）及びＳｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ＋）計 22 ケースについて，曲げ軸力，せん断力

照査値を示す。 

（曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮），立坑東西方向断面） 

（東西方向 B1F） （東西方向 B2F） 

（東西方向 B3F） （東西方向 B4F） 

（東西方向 B4F トンネル部） （東西方向ピット部） 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02

Ｈ＋，Ｖ－ 0.02

Ｈ－，Ｖ＋ 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02

Ｈ－，Ｖ－ 0.02

Ｓｓ－１１ 0.02

Ｓｓ－１２ 0.02

Ｓｓ－１３ 0.02

Ｓｓ－１４ 0.01

Ｓｓ－２１ 0.02

Ｓｓ－２２ 0.02

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.02

Ｈ－，Ｖ＋ 0.02

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.04 0.04 0.04 0.05 0.03 0.03

Ｈ＋，Ｖ－ 0.04

Ｈ－，Ｖ＋ 0.04 0.04 0.04 0.05 0.03 0.03

Ｈ－，Ｖ－ 0.04

Ｓｓ－１１ 0.02

Ｓｓ－１２ 0.03

Ｓｓ－１３ 0.03

Ｓｓ－１４ 0.02

Ｓｓ－２１ 0.03

Ｓｓ－２２ 0.03

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.03

Ｈ－，Ｖ＋ 0.03

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.07 0.07 0.07 0.11 0.05 0.05

Ｈ＋，Ｖ－ 0.07

Ｈ－，Ｖ＋ 0.07 0.07 0.07 0.10 0.04 0.04

Ｈ－，Ｖ－ 0.07

Ｓｓ－１１ 0.03

Ｓｓ－１２ 0.04

Ｓｓ－１３ 0.04

Ｓｓ－１４ 0.03

Ｓｓ－２１ 0.04

Ｓｓ－２２ 0.05

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.05

Ｈ－，Ｖ＋ 0.05

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.13 0.13 0.13 0.20 0.08 0.08

Ｈ＋，Ｖ－ 0.13

Ｈ－，Ｖ＋ 0.13 0.14 0.13 0.21 0.09 0.08

Ｈ－，Ｖ－ 0.13

Ｓｓ－１１ 0.05

Ｓｓ－１２ 0.06

Ｓｓ－１３ 0.06

Ｓｓ－１４ 0.06

Ｓｓ－２１ 0.07

Ｓｓ－２２ 0.08

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.09

Ｈ－，Ｖ＋ 0.09

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.11 0.12 0.11 0.17 0.09 0.09

Ｈ＋，Ｖ－ 0.11

Ｈ－，Ｖ＋ 0.12 0.12 0.11 0.18 0.08 0.08

Ｈ－，Ｖ－ 0.11

Ｓｓ－１１ 0.06

Ｓｓ－１２ 0.07

Ｓｓ－１３ 0.07

Ｓｓ－１４ 0.07

Ｓｓ－２１ 0.08

Ｓｓ－２２ 0.08

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.09

Ｈ－，Ｖ＋ 0.09

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.10 0.10 0.09 0.13 0.08 0.08

Ｈ＋，Ｖ－ 0.10

Ｈ－，Ｖ＋ 0.09 0.09 0.09 0.14 0.08 0.08

Ｈ－，Ｖ－ 0.09

Ｓｓ－１１ 0.06

Ｓｓ－１２ 0.07

Ｓｓ－１３ 0.07

Ｓｓ－１４ 0.07

Ｓｓ－２１ 0.07

Ｓｓ－２２ 0.08

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.09

Ｈ－，Ｖ＋ 0.09

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張），立坑東西方向断面） 

（東西方向 B1F） （東西方向 B2F） 

（東西方向 B3F） （東西方向 B4F） 

（東西方向 B4F トンネル部） （東西方向ピット部） 

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下

である（最大照査値は，東西方向 B4F，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ＋）で 0.14）。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01

Ｈ＋，Ｖ－ 0.01

Ｈ－，Ｖ＋ 0.01 0.01 0.01 0.01 0.00 0.00

Ｈ－，Ｖ－ 0.00

Ｓｓ－１１ 0.00

Ｓｓ－１２ 0.00

Ｓｓ－１３ 0.00

Ｓｓ－１４ 0.00

Ｓｓ－２１ 0.00

Ｓｓ－２２ 0.00

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.00

Ｈ－，Ｖ＋ 0.00

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.02 0.02 0.02 0.04 0.01 0.01

Ｈ＋，Ｖ－ 0.01

Ｈ－，Ｖ＋ 0.01 0.01 0.01 0.03 0.00 0.00

Ｈ－，Ｖ－ 0.01

Ｓｓ－１１ 0.00

Ｓｓ－１２ 0.00

Ｓｓ－１３ 0.00

Ｓｓ－１４ 0.00

Ｓｓ－２１ 0.00

Ｓｓ－２２ 0.00

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.00

Ｈ－，Ｖ＋ 0.00

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.05 0.04 0.05 0.13 0.01 0.01

Ｈ＋，Ｖ－ 0.03

Ｈ－，Ｖ＋ 0.05 0.06 0.05 0.15 0.02 0.01

Ｈ－，Ｖ－ 0.05

Ｓｓ－１１ 0.00

Ｓｓ－１２ 0.00

Ｓｓ－１３ 0.00

Ｓｓ－１４ 0.00

Ｓｓ－２１ 0.00

Ｓｓ－２２ 0.01

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.01

Ｈ－，Ｖ＋ 0.01

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.12 0.13 0.12 0.31 0.02 0.02

Ｈ＋，Ｖ－ 0.10

Ｈ－，Ｖ＋ 0.14 0.15 0.13 0.35 0.04 0.04

Ｈ－，Ｖ－ 0.13

Ｓｓ－１１ 0.00

Ｓｓ－１２ 0.00

Ｓｓ－１３ 0.00

Ｓｓ－１４ 0.00

Ｓｓ－２１ 0.00

Ｓｓ－２２ 0.01

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.04

Ｈ－，Ｖ＋ 0.03

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.05 0.06 0.05 0.20 0.01 0.01

Ｈ＋，Ｖ－ 0.04

Ｈ－，Ｖ＋ 0.06 0.07 0.05 0.24 0.01 0.01

Ｈ－，Ｖ－ 0.06

Ｓｓ－１１ 0.00

Ｓｓ－１２ 0.00

Ｓｓ－１３ 0.00

Ｓｓ－１４ 0.00

Ｓｓ－２１ 0.00

Ｓｓ－２２ 0.00

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.01

Ｈ－，Ｖ＋ 0.01

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.02 0.02 0.02 0.09 0.00 0.00

Ｈ＋，Ｖ－ 0.01

Ｈ－，Ｖ＋ 0.01 0.02 0.01 0.10 0.00 0.00

Ｈ－，Ｖ－ 0.01

Ｓｓ－１１ 0.00

Ｓｓ－１２ 0.00

Ｓｓ－１３ 0.00

Ｓｓ－１４ 0.00

Ｓｓ－２１ 0.00

Ｓｓ－２２ 0.00

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.00

Ｈ－，Ｖ＋ 0.00

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（せん断力照査，立坑東西方向断面） 

（東西方向 B1F） （東西方向 B2F） 

（東西方向 B3F） （東西方向 B4F） 

（東西方向 B4F トンネル部） （東西方向ピット部） 

せん断力照査結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下である（最大照査

値は，東西方向 B2F，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）で 0.23）。 

以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力，せん断力照査に対する全ての照査

値が 0.50 以下であることから，構造部材に着目した追加検討ケースは不要である。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.09 0.09 0.09 0.11 0.09 0.09

Ｈ＋，Ｖ－ 0.09

Ｈ－，Ｖ＋ 0.10 0.10 0.10 0.12 0.10 0.10

Ｈ－，Ｖ－ 0.10

Ｓｓ－１１ 0.04

Ｓｓ－１２ 0.06

Ｓｓ－１３ 0.06

Ｓｓ－１４ 0.04

Ｓｓ－２１ 0.05

Ｓｓ－２２ 0.06

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.09

Ｈ－，Ｖ＋ 0.08

           　 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.22 0.21 0.22 0.30 0.19 0.19

Ｈ＋，Ｖ－ 0.22

Ｈ－，Ｖ＋ 0.22 0.22 0.23 0.30 0.19 0.19

Ｈ－，Ｖ－ 0.23

Ｓｓ－１１ 0.07

Ｓｓ－１２ 0.10

Ｓｓ－１３ 0.09

Ｓｓ－１４ 0.07

Ｓｓ－２１ 0.11

Ｓｓ－２２ 0.13

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.19

Ｈ－，Ｖ＋ 0.19

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.19 0.20 0.19 0.27 0.16 0.16

Ｈ＋，Ｖ－ 0.19

Ｈ－，Ｖ＋ 0.20 0.20 0.20 0.29 0.17 0.17

Ｈ－，Ｖ－ 0.20

Ｓｓ－１１ 0.06

Ｓｓ－１２ 0.08

Ｓｓ－１３ 0.08

Ｓｓ－１４ 0.06

Ｓｓ－２１ 0.09

Ｓｓ－２２ 0.12

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.17

Ｈ－，Ｖ＋ 0.17

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.21 0.22 0.21 0.30 0.19 0.19

Ｈ＋，Ｖ－ 0.21

Ｈ－，Ｖ＋ 0.20 0.21 0.20 0.31 0.18 0.18

Ｈ－，Ｖ－ 0.20

Ｓｓ－１１ 0.06

Ｓｓ－１２ 0.09

Ｓｓ－１３ 0.09

Ｓｓ－１４ 0.07

Ｓｓ－２１ 0.09

Ｓｓ－２２ 0.13

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.19

Ｈ－，Ｖ＋ 0.20

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.15 0.15 0.15 0.15 0.18 0.18

Ｈ＋，Ｖ－ 0.15

Ｈ－，Ｖ＋ 0.14 0.14 0.14 0.17 0.16 0.17

Ｈ－，Ｖ－ 0.14

Ｓｓ－１１ 0.10

Ｓｓ－１２ 0.12

Ｓｓ－１３ 0.12

Ｓｓ－１４ 0.12

Ｓｓ－２１ 0.10

Ｓｓ－２２ 0.13

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.14

Ｈ－，Ｖ＋ 0.16

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.13 0.13 0.13 0.15 0.15 0.15

Ｈ＋，Ｖ－ 0.13

Ｈ－，Ｖ＋ 0.12 0.13 0.12 0.17 0.14 0.14

Ｈ－，Ｖ－ 0.12

Ｓｓ－１１ 0.08

Ｓｓ－１２ 0.10

Ｓｓ－１３ 0.10

Ｓｓ－１４ 0.10

Ｓｓ－２１ 0.09

Ｓｓ－２２ 0.10

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.12

Ｈ－，Ｖ＋ 0.13

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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2.6 常設代替高圧電源装置用カルバート（カルバート部） 

常設代替高圧電源装置用カルバート（カルバート部）は，鋼管杭により支持する鉄筋コンクリ

ート造の構造物である。耐震評価においては鉄筋コンクリート部（底版，側壁，頂版）及び鋼管

杭を線形梁要素としてモデル化する。耐震評価における追加検討ケースの選定は鉄筋コンクリ

ート部及び鋼管杭をそれぞれ評価対象とする。 

   2.6.1 照査位置及び仕様 

        （軽油カルバート断面）      （水電気カルバート断面） 

図 2.6－1 常設代替高圧電源装置用カルバート（カルバート部）の照査位置図 
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（軽油カルバート断面） （水電気カルバート断面） 

図 2.6－2 概略配筋図 
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表 2.6－1 構造仕様（軽油カルバート断面（鉄筋コンクリート）） 

部位 

仕様 材料 

部材幅 

(m) 

部材高 

（m） 

コンクリート 

ｆ’ck（N/mm2） 
鉄筋 

底版 1.000 2.000 40 SD345，SD490 

北側壁 1.000 1.000 40 SD345，SD490 

中壁 1.000 0.500 40 SD345，SD490 

南側壁 1.000 1.000 40 SD345，SD490 

頂版 1.000 1.200 40 SD345，SD490 

表 2.6－2 構造仕様（軽油カルバート断面（鋼管杭）） 

部位 
仕様 

材料 
杭径（m） 板厚（m） 

鋼管杭 1.200 0.050 SM570 

表 2.6－3 構造仕様（水電気カルバート断面 （鉄筋コンクリート）） 

部位 

仕様 材料 

部材幅 

(m) 

部材高 

（m） 

コンクリート 

ｆ’ck（N/mm2） 
鉄筋 

底版 1.000 2.500 40 SD345，SD490

北側壁 1.000 0.700 40 SD345，SD490

北中壁 1.000 0.800 40 SD345，SD490

南中壁 1.000 1.000 40 SD345，SD490

南側壁 1.000 1.000 40 SD345，SD490

頂版 1.000 1.000 40 SD345，SD490

表 2.6－4 構造仕様（水電気カルバート断面（鋼管杭）） 

部位 
仕様 

材料 
杭径（m） 板厚（m） 

鋼管杭 1.500 0.025 SM570 
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2.6.2 評価結果 

(1) 軽油カルバート断面（鉄筋コンクリート）

軽油カルバート断面（鉄筋コンクリート）の地震動選定フローを図 2.6－3に示す。

検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力照査値が 0.50 より大きく，せん断照査値が

0.50 より大きいことから，曲げ軸力対象の全部材及びせん断力照査対象の全部材のうち，それ

ぞれ最も厳しい照査値となった地震動を選定する。 

図 2.6－3 地震動選定フロー（軽油カルバート断面（鉄筋コンクリート）） 

ＳＴＡＲＴ

基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いて

解析ケース①(基本ケース)を実施

Yes

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動を１波選定

No

No

選定した地震動を用い，

②～⑥で

追加検討ケースを実施

Yes

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

せん断力又は曲げ軸力照査対象

の全部材のうち照査値0.5を超える

照査対象となる地震動を１波選定

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動をそれぞれ１波選定

（２波が同じ地震動となる場合がある）

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

又は

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

※

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

ＥＮＤ

※ 要因に対する着目点

・敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることの仮定

・大きい応力振幅及び繰返し回数が多い継続時間の長い地震動

・地盤や構造物の固有振動数と地震動の卓越振動数との関係

・岩盤内に埋設されている構造物

・第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物

・地上部と地中部で構成された構造物

・地盤の剛性が硬いことによる影響

・地盤の剛性が柔らかいことによる影響

・応答加速度による影響が大きい部位

・応答変位による影響が大きい部位

以上より，基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いた検討ケース①

（基本ケース）の結果及び②～⑥で実施した追加検討ケースの結

果において照査値が大きい傾向にあるものについて，その要因※

を考察し，さらに照査値が大きくなる可能性がある場合は，追加

検討ケースを実施

なお，検討ケース①（基本ケース）で照査値が0.5以下であっても

②～⑥の追加検討ケースにおいて照査値が著しく大きくなるもの

については同様の扱い
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（曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮），軽油カルバート断面） 

（底版） （北側壁） 

（中壁） （南側壁） 

（頂版） 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.18 0.18 0.18 0.18

＋－ 0.19 0.18 0.18 0.18 0.17 0.16

－＋ 0.17 0.17 0.17 0.17

－－ 0.18 0.17 0.17 0.17

Ｓｓ－１１ 0.09

Ｓｓ－１２ 0.13

Ｓｓ－１３ 0.12

Ｓｓ－１４ 0.11

Ｓｓ－２１ 0.14

Ｓｓ－２２ 0.14

＋＋ 0.16 0.15 0.16 0.16 0.15 0.15

－＋ 0.17 0.16 0.17 0.17 0.16 0.16
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.35 0.34 0.34 0.35

＋－ 0.36 0.35 0.35 0.35 0.32 0.31

－＋ 0.32 0.31 0.31 0.31

－－ 0.32 0.30 0.31 0.31

Ｓｓ－１１ 0.15

Ｓｓ－１２ 0.24

Ｓｓ－１３ 0.22

Ｓｓ－１４ 0.19

Ｓｓ－２１ 0.26

Ｓｓ－２２ 0.25

＋＋ 0.28 0.27 0.28 0.28 0.25 0.25

－＋ 0.32 0.31 0.32 0.33 0.30 0.30
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.39 0.37 0.38 0.38

＋－ 0.39 0.38 0.38 0.39 0.34 0.33

－＋ 0.38 0.37 0.37 0.37

－－ 0.38 0.37 0.38 0.38

Ｓｓ－１１ 0.12

Ｓｓ－１２ 0.24

Ｓｓ－１３ 0.22

Ｓｓ－１４ 0.17

Ｓｓ－２１ 0.27

Ｓｓ－２２ 0.25

＋＋ 0.33 0.32 0.33 0.35 0.31 0.30

－＋ 0.34 0.33 0.34 0.35 0.31 0.30

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.32 0.31 0.31 0.32

＋－ 0.32 0.31 0.31 0.31 0.28 0.27

－＋ 0.34 0.33 0.33 0.33

－－ 0.34 0.33 0.34 0.33

Ｓｓ－１１ 0.13

Ｓｓ－１２ 0.18

Ｓｓ－１３ 0.18

Ｓｓ－１４ 0.13

Ｓｓ－２１ 0.25

Ｓｓ－２２ 0.24

＋＋ 0.31 0.30 0.31 0.31 0.29 0.28

－＋ 0.28 0.27 0.28 0.28 0.25 0.25

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.19 0.19 0.19 0.19

＋－ 0.20 0.19 0.19 0.19 0.17 0.17

－＋ 0.19 0.19 0.19 0.18

－－ 0.20 0.19 0.19 0.19

Ｓｓ－１１ 0.09

Ｓｓ－１２ 0.13

Ｓｓ－１３ 0.12

Ｓｓ－１４ 0.11

Ｓｓ－２１ 0.15

Ｓｓ－２２ 0.15

＋＋ 0.17 0.16 0.17 0.18 0.16 0.16

－＋ 0.17 0.17 0.17 0.18 0.16 0.16

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張），軽油カルバート断面） 

（底版） （北側壁） 

（中壁） （南側壁） 

（頂版） 

 曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）結果における検討ケース①（基本ケース）の最大照査値は，北側

壁，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）で 0.69 である。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.28 0.27 0.27 0.29

＋－ 0.28 0.27 0.27 0.28 0.25 0.24

－＋ 0.32 0.31 0.31 0.31

－－ 0.31 0.30 0.31 0.30

Ｓｓ－１１ 0.12

Ｓｓ－１２ 0.19

Ｓｓ－１３ 0.18

Ｓｓ－１４ 0.15

Ｓｓ－２１ 0.20

Ｓｓ－２２ 0.20

＋＋ 0.27 0.26 0.27 0.27 0.24 0.23

－＋ 0.25 0.24 0.25 0.26 0.24 0.23
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.69 0.66 0.67 0.67

＋－ 0.69 0.67 0.67 0.68 0.60 0.58

－＋ 0.53 0.50 0.52 0.54

－－ 0.53 0.50 0.52 0.54

Ｓｓ－１１ 0.23

Ｓｓ－１２ 0.43

Ｓｓ－１３ 0.39

Ｓｓ－１４ 0.31

Ｓｓ－２１ 0.48

Ｓｓ－２２ 0.44

＋＋ 0.44 0.42 0.44 0.44 0.39 0.38

－＋ 0.61 0.58 0.60 0.62 0.55 0.54
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.43 0.42 0.42 0.43

＋－ 0.43 0.42 0.42 0.43 0.38 0.37

－＋ 0.43 0.42 0.42 0.42

－－ 0.43 0.41 0.42 0.42

Ｓｓ－１１ 0.13

Ｓｓ－１２ 0.26

Ｓｓ－１３ 0.23

Ｓｓ－１４ 0.19

Ｓｓ－２１ 0.29

Ｓｓ－２２ 0.27

＋＋ 0.37 0.35 0.37 0.39 0.34 0.33

－＋ 0.37 0.36 0.37 0.40 0.35 0.34

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.52 0.49 0.50 0.52

＋－ 0.51 0.49 0.49 0.50 0.46 0.45

－＋ 0.64 0.63 0.63 0.62

－－ 0.64 0.63 0.63 0.62

Ｓｓ－１１ 0.20

Ｓｓ－１２ 0.26

Ｓｓ－１３ 0.27

Ｓｓ－１４ 0.18

Ｓｓ－２１ 0.43

Ｓｓ－２２ 0.41

＋＋ 0.56 0.54 0.56 0.58 0.51 0.50

－＋ 0.44 0.42 0.44 0.45 0.40 0.39

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.38 0.37 0.37 0.37

＋－ 0.39 0.38 0.38 0.37 0.34 0.33

－＋ 0.38 0.37 0.38 0.36

－－ 0.39 0.38 0.38 0.37

Ｓｓ－１１ 0.15

Ｓｓ－１２ 0.24

Ｓｓ－１３ 0.23

Ｓｓ－１４ 0.18

Ｓｓ－２１ 0.28

Ｓｓ－２２ 0.26

＋＋ 0.33 0.32 0.33 0.34 0.31 0.30

－＋ 0.33 0.32 0.33 0.35 0.31 0.30

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（せん断力照査，軽油カルバート断面） 

（底版） （北側壁） 

（中壁） （南側壁） 

（頂版） 

 せん断力照査結果における検討ケース①（基本ケース）の最大照査値は，北側壁，Ｓｓ－Ｄ１

（Ｈ＋，Ｖ－）で 0.62 である。 

 以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力照査に対する最大照査値が 0.69，せ

ん断力照査に対する最大照査値が 0.62 であり，かつ，曲げ軸力対象の全部材及びせん断力照査対象

の全部材のうち，それぞれ最も厳しい照査値となった地震動はＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）である。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.44 0.40 0.42 0.45

＋－ 0.45 0.41 0.42 0.46 0.39 0.36

－＋ 0.46 0.43 0.44 0.46

－－ 0.47 0.44 0.44 0.47

Ｓｓ－１１ 0.18

Ｓｓ－１２ 0.29

Ｓｓ－１３ 0.27

Ｓｓ－１４ 0.23

Ｓｓ－２１ 0.33

Ｓｓ－２２ 0.30

＋＋ 0.42 0.38 0.40 0.43 0.39 0.36

－＋ 0.41 0.37 0.39 0.42 0.38 0.35
Ｓｓ－３１

            検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.61 0.59 0.60 0.60

＋－ 0.62 0.60 0.61 0.62 0.57 0.56

－＋ 0.50 0.49 0.50 0.52

－－ 0.52 0.51 0.51 0.53

Ｓｓ－１１ 0.32

Ｓｓ－１２ 0.46

Ｓｓ－１３ 0.44

Ｓｓ－１４ 0.39

Ｓｓ－２１ 0.49

Ｓｓ－２２ 0.49

＋＋ 0.41 0.41 0.41 0.43 0.40 0.40

－＋ 0.59 0.57 0.58 0.59 0.56 0.55
Ｓｓ－３１

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

            検討ケース
 地震動

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.21 0.20 0.20 0.21

＋－ 0.21 0.20 0.20 0.21 0.18 0.18

－＋ 0.21 0.20 0.20 0.20

－－ 0.21 0.20 0.20 0.21

Ｓｓ－１１ 0.07

Ｓｓ－１２ 0.13

Ｓｓ－１３ 0.12

Ｓｓ－１４ 0.10

Ｓｓ－２１ 0.15

Ｓｓ－２２ 0.14

＋＋ 0.18 0.17 0.18 0.19 0.17 0.16

－＋ 0.18 0.18 0.18 0.19 0.17 0.17

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

            検討ケース
 地震動

せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.48 0.47 0.48 0.49

＋－ 0.49 0.48 0.49 0.51 0.42 0.41

－＋ 0.57 0.57 0.57 0.57

－－ 0.59 0.58 0.58 0.59

Ｓｓ－１１ 0.30

Ｓｓ－１２ 0.37

Ｓｓ－１３ 0.38

Ｓｓ－１４ 0.30

Ｓｓ－２１ 0.50

Ｓｓ－２２ 0.45

＋＋ 0.55 0.53 0.54 0.56 0.52 0.51

－＋ 0.38 0.38 0.38 0.40 0.37 0.37

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

            検討ケース
 地震動

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.30 0.29 0.29 0.29

＋－ 0.30 0.30 0.30 0.30 0.27 0.27

－＋ 0.30 0.29 0.29 0.29

－－ 0.31 0.30 0.30 0.30

Ｓｓ－１１ 0.13

Ｓｓ－１２ 0.20

Ｓｓ－１３ 0.19

Ｓｓ－１４ 0.16

Ｓｓ－２１ 0.24

Ｓｓ－２２ 0.22

＋＋ 0.27 0.26 0.26 0.28 0.25 0.24

－＋ 0.26 0.26 0.27 0.28 0.25 0.25

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

            検討ケース
 地震動

せん断力照査

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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軽油カルバート断面の上部構造は，埋戻土に埋設され，その周辺には第四紀層が広がっている。

底版は岩着構造ではなく拘束がないため，周辺の地盤変状の影響を大きく受けることはない（照査

値に大きな差異がない）。また，地盤の剛性が柔らかく，ひずみや変形が生じる傾向にあるＳｓ－Ｄ

１に加え，地震動の継続時間が短く大振幅の荷重の繰返し回数は少ないものの，最大振幅時の地震

力が厳しい場合があるＳｓ－３１で照査値が大きくなると考えられる。 

 ②，③，④の追加検討ケースにおいて，検討ケース①（基本ケース）の照査値より厳しくなる場合

がある。よって，②～⑥の追加検討ケースにおいて耐震照査を実施しているＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）

に加え，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋），Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ＋）及びＳｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）につい

て，②，③，④の追加検討ケースを実施する。また，Ｓｓ－３１（Ｈ＋，Ｖ＋）及びＳｓ－３１（Ｈ－，

Ｖ＋）について，②～⑥の追加検討ケースを実施する。
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 (2) 水電気カルバート断面（鉄筋コンクリート） 

水電気カルバート断面（鉄筋コンクリート）の地震動選定フローを図 2.6－4 に示す。 

検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力照査値が 0.50 より大きく，せん断照査値が

0.50 より大きいことから，曲げ軸力対象の全部材及びせん断力照査対象の全部材のうち，それ

ぞれ最も厳しい照査値となった地震動を選定する。 

図 2.6－4 地震動選定フロー（水電気カルバート断面（鉄筋コンクリート）） 

ＳＴＡＲＴ

基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いて

解析ケース①(基本ケース)を実施

Yes

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動を１波選定

No

No

選定した地震動を用い，

②～⑥で

追加検討ケースを実施

Yes

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

せん断力又は曲げ軸力照査対象

の全部材のうち照査値0.5を超える

照査対象となる地震動を１波選定

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動をそれぞれ１波選定

（２波が同じ地震動となる場合がある）

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

又は

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

※

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

ＥＮＤ

※ 要因に対する着目点

・敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることの仮定

・大きい応力振幅及び繰返し回数が多い継続時間の長い地震動

・地盤や構造物の固有振動数と地震動の卓越振動数との関係

・岩盤内に埋設されている構造物

・第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物

・地上部と地中部で構成された構造物

・地盤の剛性が硬いことによる影響

・地盤の剛性が柔らかいことによる影響

・応答加速度による影響が大きい部位

・応答変位による影響が大きい部位

以上より，基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いた検討ケース①

（基本ケース）の結果及び②～⑥で実施した追加検討ケースの結

果において照査値が大きい傾向にあるものについて，その要因※

を考察し，さらに照査値が大きくなる可能性がある場合は，追加

検討ケースを実施

なお，検討ケース①（基本ケース）で照査値が0.5以下であっても

②～⑥の追加検討ケースにおいて照査値が著しく大きくなるもの

については同様の扱い



1.11－82 

（曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮），水電気カルバート断面） 

（底版） （北側壁） 

（北中壁） （南中壁） 

（南側壁） （頂版） 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.13 0.12 0.13 0.16

＋－ 0.13 0.12 0.13 0.16 0.11 0.09

－＋ 0.13 0.11 0.11 0.14

－－ 0.13 0.11 0.12 0.15

Ｓｓ－１１ 0.07

Ｓｓ－１２ 0.09

Ｓｓ－１３ 0.08

Ｓｓ－１４ 0.08

Ｓｓ－２１ 0.12

Ｓｓ－２２ 0.10

＋＋ 0.13 0.10 0.11 0.14 0.12 0.09

－＋ 0.11 0.10 0.10 0.12 0.11 0.09

Ｓｓ－Ｄ１

            検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.32 0.31 0.32 0.33

＋－ 0.34 0.33 0.33 0.35 0.32 0.32

－＋ 0.29 0.29 0.29 0.29

－－ 0.29 0.30 0.30 0.30

Ｓｓ－１１ 0.22

Ｓｓ－１２ 0.29

Ｓｓ－１３ 0.28

Ｓｓ－１４ 0.26

Ｓｓ－２１ 0.27

Ｓｓ－２２ 0.28

＋＋ 0.27 0.27 0.28 0.26 0.29 0.29

－＋ 0.33 0.33 0.35 0.33 0.35 0.35

            検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.22 0.24 0.24 0.26

＋－ 0.22 0.24 0.24 0.26 0.14 0.13

－＋ 0.18 0.16 0.17 0.20

－－ 0.18 0.17 0.18 0.21

Ｓｓ－１１ 0.09

Ｓｓ－１２ 0.11

Ｓｓ－１３ 0.11

Ｓｓ－１４ 0.08

Ｓｓ－２１ 0.15

Ｓｓ－２２ 0.14

＋＋ 0.11 0.12 0.11 0.11 0.12 0.14

－＋ 0.14 0.18 0.14 0.19 0.13 0.13

            検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.17 0.17 0.17 0.15

＋－ 0.17 0.17 0.17 0.16 0.22 0.20

－＋ 0.23 0.23 0.22 0.20

－－ 0.23 0.23 0.22 0.20

Ｓｓ－１１ 0.12

Ｓｓ－１２ 0.17

Ｓｓ－１３ 0.14

Ｓｓ－１４ 0.13

Ｓｓ－２１ 0.17

Ｓｓ－２２ 0.15

＋＋ 0.29 0.27 0.28 0.22 0.29 0.28

－＋ 0.18 0.17 0.18 0.17 0.19 0.18

            検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.27 0.28 0.28 0.27

＋－ 0.27 0.28 0.28 0.28 0.22 0.20

－＋ 0.22 0.20 0.20 0.22

－－ 0.22 0.20 0.20 0.22

Ｓｓ－１１ 0.17

Ｓｓ－１２ 0.18

Ｓｓ－１３ 0.17

Ｓｓ－１４ 0.17

Ｓｓ－２１ 0.18

Ｓｓ－２２ 0.17

＋＋ 0.26 0.21 0.24 0.23 0.27 0.22

－＋ 0.23 0.25 0.24 0.24 0.21 0.22

            検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.30 0.29 0.29 0.29

＋－ 0.31 0.30 0.30 0.31 0.30 0.28

－＋ 0.32 0.30 0.31 0.31

－－ 0.34 0.32 0.33 0.33

Ｓｓ－１１ 0.22

Ｓｓ－１２ 0.27

Ｓｓ－１３ 0.25

Ｓｓ－１４ 0.23

Ｓｓ－２１ 0.31

Ｓｓ－２２ 0.26

＋＋ 0.35 0.33 0.35 0.34 0.35 0.32

－＋ 0.30 0.29 0.30 0.30 0.31 0.30

Ｓｓ－Ｄ１

            検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース



1.11－83 

（曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張），水電気カルバート断面） 

（底版） （北側壁） 

（北中壁） （南中壁） 

（南側壁） （頂版） 

 曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）結果における検討ケース①（基本ケース）の最大照査値は，頂

版，Ｓｓ－３１（Ｈ＋，Ｖ＋）で 0.61 である。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.31 0.28 0.31 0.39

＋－ 0.31 0.29 0.32 0.40 0.20 0.18

－＋ 0.42 0.38 0.41 0.49

－－ 0.41 0.36 0.39 0.48

Ｓｓ－１１ 0.11

Ｓｓ－１２ 0.15

Ｓｓ－１３ 0.16

Ｓｓ－１４ 0.11

Ｓｓ－２１ 0.28

Ｓｓ－２２ 0.25

＋＋ 0.38 0.33 0.36 0.41 0.33 0.29

－＋ 0.18 0.16 0.17 0.23 0.18 0.16

Ｓｓ－Ｄ１

            検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.43 0.43 0.43 0.40

＋－ 0.46 0.45 0.45 0.41 0.44 0.44

－＋ 0.37 0.37 0.37 0.35

－－ 0.36 0.36 0.36 0.35

Ｓｓ－１１ 0.26

Ｓｓ－１２ 0.38

Ｓｓ－１３ 0.36

Ｓｓ－１４ 0.31

Ｓｓ－２１ 0.34

Ｓｓ－２２ 0.34

＋＋ 0.33 0.33 0.33 0.32 0.37 0.37

－＋ 0.45 0.44 0.48 0.42 0.48 0.48

            検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.29 0.32 0.32 0.35

＋－ 0.27 0.30 0.30 0.34 0.08 0.06

－＋ 0.19 0.16 0.18 0.22

－－ 0.20 0.18 0.19 0.24

Ｓｓ－１１ 0.05

Ｓｓ－１２ 0.07

Ｓｓ－１３ 0.06

Ｓｓ－１４ 0.04

Ｓｓ－２１ 0.14

Ｓｓ－２２ 0.14

＋＋ 0.06 0.06 0.06 0.05 0.04 0.06

－＋ 0.12 0.19 0.14 0.21 0.09 0.08

            検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.09 0.09 0.09 0.08

＋－ 0.07 0.07 0.07 0.05 0.14 0.12

－＋ 0.14 0.15 0.14 0.09

－－ 0.16 0.16 0.15 0.12

Ｓｓ－１１ 0.02

Ｓｓ－１２ 0.06

Ｓｓ－１３ 0.04

Ｓｓ－１４ 0.03

Ｓｓ－２１ 0.08

Ｓｓ－２２ 0.04

＋＋ 0.23 0.22 0.23 0.12 0.25 0.23

－＋ 0.09 0.07 0.08 0.07 0.10 0.09

            検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.52 0.51 0.55 0.55

＋－ 0.51 0.49 0.52 0.54 0.34 0.28

－＋ 0.33 0.28 0.30 0.36

－－ 0.34 0.28 0.32 0.38

Ｓｓ－１１ 0.12

Ｓｓ－１２ 0.22

Ｓｓ－１３ 0.18

Ｓｓ－１４ 0.13

Ｓｓ－２１ 0.26

Ｓｓ－２２ 0.25

＋＋ 0.23 0.19 0.21 0.18 0.24 0.21

－＋ 0.38 0.40 0.40 0.44 0.36 0.34

            検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.44 0.40 0.42 0.46

＋－ 0.45 0.41 0.43 0.46 0.39 0.38

－＋ 0.56 0.52 0.54 0.55

－－ 0.58 0.54 0.56 0.58

Ｓｓ－１１ 0.26

Ｓｓ－１２ 0.36

Ｓｓ－１３ 0.33

Ｓｓ－１４ 0.27

Ｓｓ－２１ 0.46

Ｓｓ－２２ 0.38

＋＋ 0.61 0.55 0.59 0.57 0.56 0.52

－＋ 0.38 0.36 0.38 0.40 0.39 0.37

Ｓｓ－Ｄ１

            検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース



1.11－84 

（せん断力照査，水電気カルバート断面） 

（底版） （北側壁） 

（北中壁） （南中壁） 

（南側壁） （頂版） 

 せん断力照査結果における検討ケース①（基本ケース）の最大照査値は，南側壁，Ｓｓ－Ｄ１

（Ｈ＋，Ｖ－）で 0.62 である。 

 以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力照査に対する最大照査値が 0.61，せ

ん断力照査に対する最大照査値が 0.62 であり，かつ，曲げ軸力対象の全部材及びせん断力照査対象

の全部材のうち，それぞれ最も厳しい照査値となった地震動はＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）及びＳｓ－

３１（Ｈ＋，Ｖ＋）である。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.20 0.19 0.19 0.21

＋－ 0.22 0.21 0.22 0.22 0.19 0.19

－＋ 0.23 0.22 0.21 0.25

－－ 0.24 0.21 0.22 0.26

Ｓｓ－１１ 0.17

Ｓｓ－１２ 0.20

Ｓｓ－１３ 0.19

Ｓｓ－１４ 0.18

Ｓｓ－２１ 0.22

Ｓｓ－２２ 0.21

＋＋ 0.24 0.19 0.22 0.26 0.25 0.19

－＋ 0.21 0.17 0.19 0.21 0.21 0.17

            検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.59 0.59 0.60 0.60

＋－ 0.62 0.63 0.63 0.64 0.55 0.54

－＋ 0.56 0.54 0.55 0.56

－－ 0.56 0.55 0.56 0.57

Ｓｓ－１１ 0.42

Ｓｓ－１２ 0.51

Ｓｓ－１３ 0.50

Ｓｓ－１４ 0.46

Ｓｓ－２１ 0.53

Ｓｓ－２２ 0.53

＋＋ 0.51 0.51 0.51 0.49 0.53 0.52

－＋ 0.59 0.60 0.62 0.61 0.59 0.60

            検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.24 0.26 0.27 0.29

＋－ 0.24 0.27 0.27 0.30 0.19 0.18

－＋ 0.20 0.18 0.20 0.23

－－ 0.21 0.20 0.20 0.24

Ｓｓ－１１ 0.11

Ｓｓ－１２ 0.14

Ｓｓ－１３ 0.13

Ｓｓ－１４ 0.11

Ｓｓ－２１ 0.17

Ｓｓ－２２ 0.16

＋＋ 0.16 0.18 0.17 0.15 0.19 0.21

－＋ 0.16 0.20 0.16 0.21 0.17 0.16

            検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.26 0.25 0.25 0.23

＋－ 0.26 0.25 0.26 0.25 0.32 0.29

－＋ 0.33 0.33 0.32 0.30

－－ 0.33 0.33 0.33 0.29

Ｓｓ－１１ 0.18

Ｓｓ－１２ 0.26

Ｓｓ－１３ 0.21

Ｓｓ－１４ 0.20

Ｓｓ－２１ 0.26

Ｓｓ－２２ 0.22

＋＋ 0.40 0.38 0.40 0.32 0.41 0.39

－＋ 0.27 0.26 0.26 0.25 0.28 0.27

            検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.59 0.60 0.60 0.59

＋－ 0.62 0.63 0.63 0.62 0.53 0.54

－＋ 0.52 0.50 0.52 0.53

－－ 0.53 0.51 0.52 0.52

Ｓｓ－１１ 0.36

Ｓｓ－１２ 0.48

Ｓｓ－１３ 0.46

Ｓｓ－１４ 0.41

Ｓｓ－２１ 0.48

Ｓｓ－２２ 0.48

＋＋ 0.45 0.44 0.45 0.44 0.44 0.44

－＋ 0.59 0.60 0.60 0.59 0.58 0.58

            検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.53 0.53 0.53 0.52

＋－ 0.57 0.56 0.56 0.58 0.55 0.54

－＋ 0.56 0.55 0.56 0.56

－－ 0.61 0.60 0.61 0.61

Ｓｓ－１１ 0.51

Ｓｓ－１２ 0.52

Ｓｓ－１３ 0.51

Ｓｓ－１４ 0.51

Ｓｓ－２１ 0.58

Ｓｓ－２２ 0.56

＋＋ 0.57 0.55 0.57 0.56 0.56 0.54

－＋ 0.51 0.50 0.51 0.51 0.52 0.51

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

            検討ケース
 地震動

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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水電気カルバート断面の上部構造は，埋戻土に埋設され，その周辺には第四紀層が広がってい

る。底版は岩着構造ではなく拘束がないため，周辺の地盤変状の影響を大きく受けることはない

（照査値に大きな差異がない）。また，大きい応力振幅で繰返し回数が多く，継続時間が長いＳｓ－

Ｄ１に加え，地震動の継続時間が短く大振幅の荷重の繰返し回数は少ないものの，最大振幅時の地

震力が厳しい場合があるＳｓ－３１で照査値が大きくなると考えられる。 

 なお，せん断力照査については，②～⑥の追加検討ケースにおいて照査値に顕著な増加はみられ

ないが，②，③，④の追加検討ケースにおいて，検討ケース①（基本ケース）の照査値より厳しく

なる場合がある。

 よって，②～⑥の追加検討ケースにおいて耐震照査を実施しているＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）及

びＳｓ－３１（Ｈ＋，Ｖ＋）に加え，Ｓｓ－３１（Ｈ－，Ｖ＋）について，②～⑥の追加検討ケース

を実施する。また，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋），Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ＋）及びＳｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ

－）について，②，③，④の追加検討ケースを実施する。 
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(3) 軽油カルバート断面（鋼管杭） 

軽油カルバート断面（鋼管杭）の地震動選定フローを図 2.2－5 に示す。 

検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力，せん断力照査に対する全ての照査値が 0.50

以下であることから，曲げ軸力及びせん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査値となっ

た地震動を選定する。 

図 2.2－5 地震動選定フロー（軽油カルバート断面（鋼管杭）） 

ＳＴＡＲＴ

基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いて

解析ケース①(基本ケース)を実施

Yes

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動を１波選定

No

No

選定した地震動を用い，

②～⑥で

追加検討ケースを実施

Yes

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

せん断力又は曲げ軸力照査対象

の全部材のうち照査値0.5を超える

照査対象となる地震動を１波選定

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動をそれぞれ１波選定

（２波が同じ地震動となる場合がある）

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

又は

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

※

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

ＥＮＤ

※ 要因に対する着目点

・敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることの仮定

・大きい応力振幅及び繰返し回数が多い継続時間の長い地震動

・地盤や構造物の固有振動数と地震動の卓越振動数との関係

・岩盤内に埋設されている構造物

・第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物

・地上部と地中部で構成された構造物

・地盤の剛性が硬いことによる影響

・地盤の剛性が柔らかいことによる影響

・応答加速度による影響が大きい部位

・応答変位による影響が大きい部位

以上より，基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いた検討ケース①

（基本ケース）の結果及び②～⑥で実施した追加検討ケースの結

果において照査値が大きい傾向にあるものについて，その要因※

を考察し，さらに照査値が大きくなる可能性がある場合は，追加

検討ケースを実施

なお，検討ケース①（基本ケース）で照査値が0.5以下であっても

②～⑥の追加検討ケースにおいて照査値が著しく大きくなるもの

については同様の扱い
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（曲げ軸力照査，軽油カルバート断面，鋼管杭） 

曲げ軸力照査結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下である（最大照査

値は，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）で 0.27）。 

（せん断力照査，軽油カルバート断面，鋼管杭） 

せん断力照査結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下である（最大照査

値は，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）で 0.10）。 

以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力，せん断力照査に対する全ての照査

値が 0.50 以下であり，かつ，曲げ軸力及びせん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査値とな

った地震動はＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）である。 

 軽油カルバートの鋼管杭の周辺には地盤改良体があり，周辺の地盤変状の影響は少ない。 

軽油カルバートの鋼管杭の照査値は，全て 0.50 以下である。以上を踏まえ，さらなる追加検討ケ

ースは必要ない。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.27 0.24 0.25 0.33

＋－ 0.27 0.25 0.26 0.35 0.15 0.14

－＋ 0.24 0.21 0.22 0.35

－－ 0.25 0.22 0.23 0.36

Ｓｓ－１１ 0.07

Ｓｓ－１２ 0.14

Ｓｓ－１３ 0.13

Ｓｓ－１４ 0.09

Ｓｓ－２１ 0.17

Ｓｓ－２２ 0.14

＋＋ 0.17 0.15 0.16 0.27 0.16 0.15

－＋ 0.21 0.19 0.20 0.27 0.18 0.17

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

            検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.10 0.09 0.09 0.12

＋－ 0.10 0.09 0.10 0.13 0.06 0.05

－＋ 0.10 0.09 0.09 0.13

－－ 0.10 0.09 0.09 0.14

Ｓｓ－１１ 0.03

Ｓｓ－１２ 0.05

Ｓｓ－１３ 0.05

Ｓｓ－１４ 0.03

Ｓｓ－２１ 0.06

Ｓｓ－２２ 0.05

＋＋ 0.07 0.06 0.07 0.10 0.06 0.06

－＋ 0.07 0.07 0.07 0.10 0.07 0.06

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

            検討ケース
 地震動

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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(4) 水電気カルバート断面（鋼管杭） 

水電気カルバート断面（鋼管杭）の地震動選定フローを図 2.2－6 に示す。 

検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力，せん断力照査に対する全ての照査値が 0.50

以下であることから，曲げ軸力及びせん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査値となっ

た地震動を選定する。 

図 2.2－6 地震動選定フロー（水電気カルバート断面（鋼管杭）） 

ＳＴＡＲＴ

基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いて

解析ケース①(基本ケース)を実施

Yes

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動を１波選定

No

No

選定した地震動を用い，

②～⑥で

追加検討ケースを実施

Yes

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

せん断力又は曲げ軸力照査対象

の全部材のうち照査値0.5を超える

照査対象となる地震動を１波選定

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動をそれぞれ１波選定

（２波が同じ地震動となる場合がある）

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

又は

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

※

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

ＥＮＤ

※ 要因に対する着目点

・敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることの仮定

・大きい応力振幅及び繰返し回数が多い継続時間の長い地震動

・地盤や構造物の固有振動数と地震動の卓越振動数との関係

・岩盤内に埋設されている構造物

・第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物

・地上部と地中部で構成された構造物

・地盤の剛性が硬いことによる影響

・地盤の剛性が柔らかいことによる影響

・応答加速度による影響が大きい部位

・応答変位による影響が大きい部位

以上より，基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いた検討ケース①

（基本ケース）の結果及び②～⑥で実施した追加検討ケースの結

果において照査値が大きい傾向にあるものについて，その要因※

を考察し，さらに照査値が大きくなる可能性がある場合は，追加

検討ケースを実施

なお，検討ケース①（基本ケース）で照査値が0.5以下であっても

②～⑥の追加検討ケースにおいて照査値が著しく大きくなるもの

については同様の扱い
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（曲げ軸力照査，水電気カルバート断面，鋼管杭） 

曲げ軸力照査結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下である（最大照査

値は，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）で 0.25）。 

（せん断力照査，水電気カルバート断面，鋼管杭） 

せん断力照査結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下である（最大照査

値は，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）で 0.22）。 

以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力，せん断力照査に対する全ての照査

値が 0.50 以下であり，かつ，曲げ軸力及びせん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査値とな

った地震動はＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）である。 

水電気カルバートの鋼管杭の周辺には地盤改良体があり，周辺の地盤変状の影響は少ない。 

水電気カルバートの鋼管杭の照査値は，全て 0.50 以下である。以上を踏まえ，さらなる追加検討

ケースは必要ない。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.25 0.25 0.25 0.31

＋－ 0.25 0.26 0.25 0.31 0.10 0.11

－＋ 0.15 0.15 0.15 0.23

－－ 0.15 0.16 0.14 0.22

Ｓｓ－１１ 0.05

Ｓｓ－１２ 0.11

Ｓｓ－１３ 0.10

Ｓｓ－１４ 0.06

Ｓｓ－２１ 0.11

Ｓｓ－２２ 0.11

＋＋ 0.13 0.13 0.12 0.17 0.11 0.12

－＋ 0.17 0.16 0.17 0.26 0.13 0.13

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

            検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

＋＋ 0.20 0.21 0.20 0.24

＋－ 0.22 0.23 0.21 0.25 0.09 0.12

－＋ 0.13 0.13 0.13 0.20

－－ 0.12 0.12 0.12 0.19

Ｓｓ－１１ 0.04

Ｓｓ－１２ 0.10

Ｓｓ－１３ 0.09

Ｓｓ－１４ 0.05

Ｓｓ－２１ 0.10

Ｓｓ－２２ 0.10

＋＋ 0.08 0.10 0.09 0.09 0.06 0.09

－＋ 0.15 0.15 0.15 0.23 0.12 0.14

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

            検討ケース
 地震動

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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2.7 代替淡水貯槽 

2.7.1 照査位置及び仕様 

（東西方向断面） 

（南北方向断面） 

図 2.7－1 代替淡水貯槽の照査位置図 
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図 2.7－2 概略配筋図（東西方向断面） 
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図 2.7－3 概略配筋図（南北方向断面） 
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表 2.7－1 構造仕様（東西方向断面及び南北方向断面（鉄筋コンクリート）） 

部位 

仕様 材料 

部材幅 

(m) 

部材高 

（m） 

コンクリート 

ｆ’ck（N/mm2） 
鉄筋 

底版 1.000 3.000 40 SD390，SD490 

側壁 1.000 2.000 40 SD390，SD490 

頂版 1.000 1.500 40 SD390，SD490 

搬入入口側壁 1.000 0.750 40 SD390，SD490 
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2.7.2 評価結果 

(1)東西方向断面（鉄筋コンクリート） 

東西方向断面（鉄筋コンクリート）の地震動選定フローを図 2.7－4に示す。 

鉛直断面の照査結果については，検討ケース①（基本ケース）については基準地震動全ケー

ス（12 ケース）の結果を記載する。また，検討ケース②～⑥の照査結果については，検討ケ

ース①（基本ケース）において鉛直断面の照査値（鉄筋曲げ引張）及びせん断力が最大となる

基準地震動について鉛直断面照査を行い，検討ケース②～⑥で鉄筋の曲げ引張の照査値及びせ

ん断力が最大となる解析ケースについて照査結果を記載する。 

図 2.7－4 地震動選定フロー（東西方向断面（鉄筋コンクリート）） 



1.11－95 

（曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮），東西方向断面） 

（搬入入口側壁） （側壁 No.1） 

（側壁 No.2） （側壁 No.3） 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.07 0.07 0.07 0.09 0.05 0.05

Ｈ＋，Ｖ－ 0.07

Ｈ－，Ｖ＋ 0.07

Ｈ－，Ｖ－ 0.07

Ｓｓ－１１ 0.02

Ｓｓ－１２ 0.02

Ｓｓ－１３ 0.02

Ｓｓ－１４ 0.01

Ｓｓ－２１ 0.02

Ｓｓ－２２ 0.03

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.05

Ｈ－，Ｖ＋ 0.05
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.06 0.07 0.06 0.08 0.05 0.05

Ｈ＋，Ｖ－ 0.06

Ｈ－，Ｖ＋ 0.06

Ｈ－，Ｖ－ 0.06

Ｓｓ－１１ 0.03

Ｓｓ－１２ 0.04

Ｓｓ－１３ 0.04

Ｓｓ－１４ 0.03

Ｓｓ－２１ 0.04

Ｓｓ－２２ 0.04

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.05

Ｈ－，Ｖ＋ 0.05
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.11 0.12 0.11 0.16 0.07 0.07

Ｈ＋，Ｖ－ 0.12

Ｈ－，Ｖ＋ 0.12

Ｈ－，Ｖ－ 0.11

Ｓｓ－１１ 0.05

Ｓｓ－１２ 0.05

Ｓｓ－１３ 0.05

Ｓｓ－１４ 0.04

Ｓｓ－２１ 0.05

Ｓｓ－２２ 0.06

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.08

Ｈ－，Ｖ＋ 0.08

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.09 0.10 0.09 0.13 0.07 0.06

Ｈ＋，Ｖ－ 0.10

Ｈ－，Ｖ＋ 0.10

Ｈ－，Ｖ－ 0.09

Ｓｓ－１１ 0.05

Ｓｓ－１２ 0.05

Ｓｓ－１３ 0.05

Ｓｓ－１４ 0.04

Ｓｓ－２１ 0.05

Ｓｓ－２２ 0.06

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.07

Ｈ－，Ｖ＋ 0.07

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース



1.11－96 

（曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張），東西方向断面） 

（搬入入口側壁） （側壁 No.1） 

（側壁 No.2） （側壁 No.3） 

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下

である（最大照査値は，搬入入口側壁，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）で 0.17）。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.17 0.17 0.17 0.22 0.11 0.11

Ｈ＋，Ｖ－ 0.16

Ｈ－，Ｖ＋ 0.16

Ｈ－，Ｖ－ 0.15

Ｓｓ－１１ 0.02

Ｓｓ－１２ 0.03

Ｓｓ－１３ 0.02

Ｓｓ－１４ 全圧縮

Ｓｓ－２１ 0.03

Ｓｓ－２２ 0.06

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.12

Ｈ－，Ｖ＋ 0.12
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.03 0.04 0.02 0.06 0.01 0.01

Ｈ＋，Ｖ－ 0.02

Ｈ－，Ｖ＋ 0.02

Ｈ－，Ｖ－ 0.02

Ｓｓ－１１ 全圧縮

Ｓｓ－１２ 全圧縮

Ｓｓ－１３ 全圧縮

Ｓｓ－１４ 全圧縮

Ｓｓ－２１ 全圧縮

Ｓｓ－２２ 全圧縮

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.01

Ｈ－，Ｖ＋ 0.01
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.09 0.11 0.08 0.18 0.02 0.02

Ｈ＋，Ｖ－ 0.08

Ｈ－，Ｖ＋ 0.08

Ｈ－，Ｖ－ 0.06

Ｓｓ－１１ 全圧縮

Ｓｓ－１２ 全圧縮

Ｓｓ－１３ 全圧縮

Ｓｓ－１４ 全圧縮

Ｓｓ－２１ 全圧縮

Ｓｓ－２２ 全圧縮

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.02

Ｈ－，Ｖ＋ 0.02

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.06 0.06 0.05 0.11 0.02 0.02

Ｈ＋，Ｖ－ 0.05

Ｈ－，Ｖ＋ 0.05

Ｈ－，Ｖ－ 0.04

Ｓｓ－１１ 全圧縮

Ｓｓ－１２ 全圧縮

Ｓｓ－１３ 全圧縮

Ｓｓ－１４ 全圧縮

Ｓｓ－２１ 全圧縮

Ｓｓ－２２ 全圧縮

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.02

Ｈ－，Ｖ＋ 0.01

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース



1.11－97 

（せん断力照査，東西方向断面） 

（搬入入口側壁） （側壁 No.1） 

（側壁 No.2） （側壁 No.3） 

 せん断力照査結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下である（最大照査

値は，側壁 No.3，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）で 0.30）。 

以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力，せん断力照査に対する全ての照査

値が 0.50 以下であり，かつ，曲げ軸力及びせん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査値とな

った地震動はＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）である。 

東西方向断面は第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物であることから，敷地に存在しな

い豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した場合の追加検討ケース

④で厳しい結果となる傾向にある。また，大きい応力振幅で繰返し回数が多く，継続時間が長いＳｓ

－Ｄ１で照査値が大きくなる傾向にある。 

よって，基本検討ケース①による照査値が最も厳しいＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）に対し，追加検討

ケース④を実施する。

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.18 0.18 0.18 0.19 0.14 0.14

Ｈ＋，Ｖ－ 0.18

Ｈ－，Ｖ＋ 0.16

Ｈ－，Ｖ－ 0.16

Ｓｓ－１１ 0.05

Ｓｓ－１２ 0.04

Ｓｓ－１３ 0.06

Ｓｓ－１４ 0.05

Ｓｓ－２１ 0.07

Ｓｓ－２２ 0.10

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.07

Ｈ－，Ｖ＋ 0.15
Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.21 0.22 0.20 0.27 0.19 0.18

Ｈ＋，Ｖ－ 0.21

Ｈ－，Ｖ＋ 0.17

Ｈ－，Ｖ－ 0.17

Ｓｓ－１１ 0.07

Ｓｓ－１２ 0.08

Ｓｓ－１３ 0.08

Ｓｓ－１４ 0.07

Ｓｓ－２１ 0.08

Ｓｓ－２２ 0.11

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.09

Ｈ－，Ｖ＋ 0.20
Ｓｓ－３１

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

           　 検討ケース
 地震動

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.24 0.24 0.23 0.32 0.19 0.19

Ｈ＋，Ｖ－ 0.24

Ｈ－，Ｖ＋ 0.18

Ｈ－，Ｖ－ 0.18

Ｓｓ－１１ 0.07

Ｓｓ－１２ 0.08

Ｓｓ－１３ 0.08

Ｓｓ－１４ 0.06

Ｓｓ－２１ 0.08

Ｓｓ－２２ 0.13

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.10

Ｈ－，Ｖ＋ 0.21

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.29 0.30 0.29 0.40 0.24 0.24

Ｈ＋，Ｖ－ 0.30

Ｈ－，Ｖ＋ 0.23

Ｈ－，Ｖ－ 0.23

Ｓｓ－１１ 0.10

Ｓｓ－１２ 0.11

Ｓｓ－１３ 0.11

Ｓｓ－１４ 0.08

Ｓｓ－２１ 0.11

Ｓｓ－２２ 0.17

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.13

Ｈ－，Ｖ＋ 0.27

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース



1.11－98 

 (2)南北方向断面（鉄筋コンクリート） 

南北方向断面（鉄筋コンクリート）の地震動選定フローを図 2.7－5に示す。 

鉛直断面の照査結果については，検討ケース①（基本ケース）については基準地震動全ケー

ス（12 ケース）の結果を記載する。また，検討ケース②～⑥の照査結果については，検討ケ

ース①（基本ケース）において鉛直断面の照査値（鉄筋曲げ引張）及びせん断力が最大となる

基準地震動について鉛直断面照査を行い，検討ケース②～⑥で鉄筋の曲げ引張の照査値及びせ

ん断力が最大となる解析ケースについて照査結果を記載する。 

図 2.7－5 地震動選定フロー（南北方向断面（鉄筋コンクリート）） 



1.11－99 

（曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮），南北方向断面） 

（搬入入口側壁） （側壁 No.1） 

（側壁 No.2） （側壁 No.3） 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.06 0.06 0.06 0.06 0.04 0.04

Ｈ＋，Ｖ－ 0.06

Ｈ－，Ｖ＋ 0.06

Ｈ－，Ｖ－ 0.06

Ｓｓ－１１ 0.01

Ｓｓ－１２ 0.02

Ｓｓ－１３ 0.02

Ｓｓ－１４ 0.01

Ｓｓ－２１ 0.03

Ｓｓ－２２ 0.04

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.05

Ｈ－，Ｖ＋ 0.05
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.06 0.06 0.06 0.08 0.05 0.05

Ｈ＋，Ｖ－ 0.06

Ｈ－，Ｖ＋ 0.06

Ｈ－，Ｖ－ 0.06

Ｓｓ－１１ 0.03

Ｓｓ－１２ 0.04

Ｓｓ－１３ 0.04

Ｓｓ－１４ 0.03

Ｓｓ－２１ 0.04

Ｓｓ－２２ 0.04

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.05

Ｈ－，Ｖ＋ 0.05
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.12 0.12 0.11 0.17 0.08 0.07

Ｈ＋，Ｖ－ 0.12

Ｈ－，Ｖ＋ 0.12

Ｈ－，Ｖ－ 0.12

Ｓｓ－１１ 0.05

Ｓｓ－１２ 0.05

Ｓｓ－１３ 0.05

Ｓｓ－１４ 0.04

Ｓｓ－２１ 0.07

Ｓｓ－２２ 0.07

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.08

Ｈ－，Ｖ＋ 0.08

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.09 0.10 0.09 0.13 0.07 0.06

Ｈ＋，Ｖ－ 0.10

Ｈ－，Ｖ＋ 0.09

Ｈ－，Ｖ－ 0.09

Ｓｓ－１１ 0.05

Ｓｓ－１２ 0.05

Ｓｓ－１３ 0.05

Ｓｓ－１４ 0.04

Ｓｓ－２１ 0.06

Ｓｓ－２２ 0.06

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.07

Ｈ－，Ｖ＋ 0.07

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース



1.11－100 

（曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張），南北方向断面） 

（搬入入口側壁） （側壁 No.1） 

（側壁 No.2） （側壁 No.3） 

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下

である（最大照査値は，搬入入口側壁，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋），Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）及び

Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ＋）で 0.13）。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.13 0.13 0.14 0.15 0.09 0.09

Ｈ＋，Ｖ－ 0.13

Ｈ－，Ｖ＋ 0.13

Ｈ－，Ｖ－ 0.12

Ｓｓ－１１ 全圧縮

Ｓｓ－１２ 0.03

Ｓｓ－１３ 0.02

Ｓｓ－１４ 全圧縮

Ｓｓ－２１ 0.07

Ｓｓ－２２ 0.08

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.11

Ｈ－，Ｖ＋ 0.11
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.03 0.03 0.02 0.05 0.01 0.01

Ｈ＋，Ｖ－ 0.02

Ｈ－，Ｖ＋ 0.02

Ｈ－，Ｖ－ 0.02

Ｓｓ－１１ 全圧縮

Ｓｓ－１２ 全圧縮

Ｓｓ－１３ 全圧縮

Ｓｓ－１４ 全圧縮

Ｓｓ－２１ 全圧縮

Ｓｓ－２２ 全圧縮

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.01

Ｈ－，Ｖ＋ 0.01
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.09 0.10 0.08 0.19 0.02 0.02

Ｈ＋，Ｖ－ 0.07

Ｈ－，Ｖ＋ 0.09

Ｈ－，Ｖ－ 0.07

Ｓｓ－１１ 全圧縮

Ｓｓ－１２ 全圧縮

Ｓｓ－１３ 全圧縮

Ｓｓ－１４ 全圧縮

Ｓｓ－２１ 全圧縮

Ｓｓ－２２ 0.02

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.02

Ｈ－，Ｖ＋ 0.01

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.05 0.06 0.05 0.11 0.02 0.01

Ｈ＋，Ｖ－ 0.05

Ｈ－，Ｖ＋ 0.05

Ｈ－，Ｖ－ 0.04

Ｓｓ－１１ 全圧縮

Ｓｓ－１２ 全圧縮

Ｓｓ－１３ 全圧縮

Ｓｓ－１４ 全圧縮

Ｓｓ－２１ 全圧縮

Ｓｓ－２２ 0.01

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.01

Ｈ－，Ｖ＋ 0.01

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（せん断力照査，南北方向断面） 

（搬入入口側壁） （側壁 No.1） 

（側壁 No.2） （側壁 No.3） 

 せん断力照査結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下である（最大照査

値は，側壁 No.3，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）及びＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）で 0.28）。 

以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力，せん断力照査に対する全ての照査

値が 0.50 以下であり，かつ，曲げ軸力及びせん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査値とな

った地震動はＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）及びＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）である。 

南北方向断面は第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物であることから，敷地に存在しな

い豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した場合の追加検討ケース

④で厳しい結果となる傾向にある。また，大きい応力振幅で繰返し回数が多く，継続時間が長いＳｓ

－Ｄ１で照査値が大きくなる傾向にある。 

南北方向断面の照査値は，全て 0.50 以下である。以上を踏まえ，さらなる追加検討ケースは必要

ない。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.18 0.18 0.18 0.20 0.14 0.14

Ｈ＋，Ｖ－ 0.18

Ｈ－，Ｖ＋ 0.16

Ｈ－，Ｖ－ 0.16

Ｓｓ－１１ 0.05

Ｓｓ－１２ 0.08

Ｓｓ－１３ 0.08

Ｓｓ－１４ 0.06

Ｓｓ－２１ 0.11

Ｓｓ－２２ 0.14

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.07

Ｈ－，Ｖ＋ 0.16
Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.21 0.22 0.20 0.26 0.19 0.18

Ｈ＋，Ｖ－ 0.21

Ｈ－，Ｖ＋ 0.17

Ｈ－，Ｖ－ 0.17

Ｓｓ－１１ 0.06

Ｓｓ－１２ 0.10

Ｓｓ－１３ 0.10

Ｓｓ－１４ 0.07

Ｓｓ－２１ 0.12

Ｓｓ－２２ 0.14

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.09

Ｈ－，Ｖ＋ 0.20
Ｓｓ－３１

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

           　 検討ケース
 地震動

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.24 0.24 0.23 0.32 0.19 0.19

Ｈ＋，Ｖ－ 0.24

Ｈ－，Ｖ＋ 0.19

Ｈ－，Ｖ－ 0.19

Ｓｓ－１１ 0.06

Ｓｓ－１２ 0.10

Ｓｓ－１３ 0.10

Ｓｓ－１４ 0.07

Ｓｓ－２１ 0.13

Ｓｓ－２２ 0.16

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.10

Ｈ－，Ｖ＋ 0.20

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.28 0.28 0.28 0.38 0.23 0.23

Ｈ＋，Ｖ－ 0.28

Ｈ－，Ｖ＋ 0.22

Ｈ－，Ｖ－ 0.22

Ｓｓ－１１ 0.07

Ｓｓ－１２ 0.13

Ｓｓ－１３ 0.12

Ｓｓ－１４ 0.09

Ｓｓ－２１ 0.16

Ｓｓ－２２ 0.19

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.12

Ｈ－，Ｖ＋ 0.25

           　 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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2.8 常設低圧代替注水系ポンプ室 

2.8.1 照査位置及び仕様 

（東西方向断面） 

（南北方向断面） 

図 2.8－1 常設低圧代替注水系ポンプ室の照査位置図 
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図 2.8－2 概略配筋図（東西方向断面） 



1.11－104 

図 2.8－3 概略配筋図（南北方向断面） 

表 2.8－1 構造仕様（東西方向断面及び南北方向断面（鉄筋コンクリート）） 

部位 

仕様 材料 

部材幅 

(m) 

部材高 

（m） 

コンクリート 

ｆ’ck（N/mm2） 
鉄筋 

頂版 1.000 1.000 40 SD390，SD490 

B1F 中床版 1.000 1.500 40 SD390，SD490 

B2F 中床版 1.000 1.000 40 SD390，SD490 

B3F 中床版 1.000 1.000 40 SD390，SD490 

底版 1.000 3.000 40 SD390，SD490 

B1F・B2F 側壁(No.1) 1.000 3.000 40 SD390，SD490 

B3F 側壁(No.2) 1.000 3.000 40 SD390，SD490 

B4F 側壁(No.3) 1.000 3.000 40 SD390，SD490 
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2.8.2 評価結果 

(1)東西方向断面（鉄筋コンクリート） 

東西方向断面（鉄筋コンクリート）の地震動選定フローを図 2.8－4に示す。 

鉛直断面の照査結果については，検討ケース①については基準地震動全ケース（12ケース）

の結果を記載する。また，検討ケース②～⑥の照査結果については，検討ケース①において鉛直

断面の照査値（鉄筋曲げ引張）及びせん断力が最大となる基準地震動について鉛直断面照査を行

い，②～⑥で鉄筋の曲げ引張の照査値及びせん断力が最大となる検討ケースについて照査結果を

記載する。 

図 2.8－4 地震動選定フロー（東西方向断面（鉄筋コンクリート）） 
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（曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮），東西方向断面） 

（B1,2F 側壁） （B3F 側壁） 

（B4F 側壁） 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.09 0.09 0.10 0.11 0.06 0.06

Ｈ＋，Ｖ－ 0.09

Ｈ－，Ｖ＋ 0.09

Ｈ－，Ｖ－ 0.09

Ｓｓ－１１ 0.03

Ｓｓ－１２ 0.03

Ｓｓ－１３ 0.03

Ｓｓ－１４ 0.03

Ｓｓ－２１ 0.03

Ｓｓ－２２ 0.05

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.09

Ｈ－，Ｖ＋ 0.09
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.14 0.14 0.14 0.17 0.09 0.09

Ｈ＋，Ｖ－ 0.14

Ｈ－，Ｖ＋ 0.14

Ｈ－，Ｖ－ 0.14

Ｓｓ－１１ 0.04

Ｓｓ－１２ 0.05

Ｓｓ－１３ 0.05

Ｓｓ－１４ 0.04

Ｓｓ－２１ 0.05

Ｓｓ－２２ 0.08

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.12

Ｈ－，Ｖ＋ 0.11
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.15 0.15 0.15 0.20 0.10 0.10

Ｈ＋，Ｖ－ 0.15

Ｈ－，Ｖ＋ 0.15

Ｈ－，Ｖ－ 0.15

Ｓｓ－１１ 0.05

Ｓｓ－１２ 0.05

Ｓｓ－１３ 0.05

Ｓｓ－１４ 0.05

Ｓｓ－２１ 0.06

Ｓｓ－２２ 0.09

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.12

Ｈ－，Ｖ＋ 0.11

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張），東西方向断面） 

（B1,2F 側壁） （B3F 側壁） 

（B4F 側壁） 

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下

である（最大照査値は，全ての側壁，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）で 0.22）。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.22 0.22 0.22 0.29 0.07 0.07

Ｈ＋，Ｖ－ 0.19

Ｈ－，Ｖ＋ 0.19

Ｈ－，Ｖ－ 0.17

Ｓｓ－１１ 全圧縮

Ｓｓ－１２ 全圧縮

Ｓｓ－１３ 全圧縮

Ｓｓ－１４ 全圧縮

Ｓｓ－２１ 全圧縮

Ｓｓ－２２ 0.04

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.15

Ｈ－，Ｖ＋ 0.15
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.22 0.22 0.22 0.32 0.09 0.08

Ｈ＋，Ｖ－ 0.20

Ｈ－，Ｖ＋ 0.21

Ｈ－，Ｖ－ 0.19

Ｓｓ－１１ 全圧縮

Ｓｓ－１２ 全圧縮

Ｓｓ－１３ 全圧縮

Ｓｓ－１４ 全圧縮

Ｓｓ－２１ 0.01

Ｓｓ－２２ 0.06

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.14

Ｈ－，Ｖ＋ 0.13
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.22 0.22 0.22 0.36 0.09 0.08

Ｈ＋，Ｖ－ 0.20

Ｈ－，Ｖ＋ 0.21

Ｈ－，Ｖ－ 0.19

Ｓｓ－１１ 全圧縮

Ｓｓ－１２ 全圧縮

Ｓｓ－１３ 全圧縮

Ｓｓ－１４ 全圧縮

Ｓｓ－２１ 0.01

Ｓｓ－２２ 0.06

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.12

Ｈ－，Ｖ＋ 0.10

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（せん断力照査，東西方向断面） 

（B1,2F 側壁） （B3F 側壁） 

（B4F 側壁） 

 せん断力照査結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下である（最大照査

値は，B3F 側壁，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋），Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）及びＳｓ－３１（Ｈ－，Ｖ

＋）で 0.27）。 

以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力，せん断力照査に対する全ての照査

値が 0.50 以下であり，かつ，曲げ軸力及びせん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査値とな

った地震動はＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋），Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）及びＳｓ－３１（Ｈ－，Ｖ＋）で

ある。 

東西方向断面は第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物であることから，敷地に存在しな

い豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した場合の追加検討ケース

④で厳しい結果となる傾向にある。また，大きい応力振幅で繰返し回数が多く，継続時間が長いＳｓ

－Ｄ１で照査値が大きくなる傾向にある。 

東西方向断面の照査値は，全て 0.50 以下である。以上を踏まえ，さらなる追加検討ケースは必要な

い。

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.27 0.27 0.27 0.32 0.23 0.23

Ｈ＋，Ｖ－ 0.27

Ｈ－，Ｖ＋ 0.22

Ｈ－，Ｖ－ 0.22

Ｓｓ－１１ 0.08

Ｓｓ－１２ 0.11

Ｓｓ－１３ 0.11

Ｓｓ－１４ 0.09

Ｓｓ－２１ 0.06

Ｓｓ－２２ 0.18

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.13

Ｈ－，Ｖ＋ 0.27
Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.25 0.25 0.25 0.32 0.19 0.19

Ｈ＋，Ｖ－ 0.25

Ｈ－，Ｖ＋ 0.21

Ｈ－，Ｖ－ 0.21

Ｓｓ－１１ 0.07

Ｓｓ－１２ 0.07

Ｓｓ－１３ 0.10

Ｓｓ－１４ 0.07

Ｓｓ－２１ 0.09

Ｓｓ－２２ 0.15

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.11

Ｈ－，Ｖ＋ 0.23
Ｓｓ－３１

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.16 0.16 0.16 0.21 0.12 0.11

Ｈ＋，Ｖ－ 0.16

Ｈ－，Ｖ＋ 0.13

Ｈ－，Ｖ－ 0.13

Ｓｓ－１１ 0.04

Ｓｓ－１２ 0.05

Ｓｓ－１３ 0.05

Ｓｓ－１４ 0.04

Ｓｓ－２１ 0.05

Ｓｓ－２２ 0.09

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.06

Ｈ－，Ｖ＋ 0.12

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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 (2)南北方向断面（鉄筋コンクリート） 

南北方向断面（鉄筋コンクリート）の地震動選定フローを図 2.8－5に示す。 

鉛直断面の照査結果については，検討ケース①については基準地震動全ケース（12ケース）

の結果を記載する。また，検討ケース②～⑥の照査結果については，検討ケース①において鉛直

断面の照査値（鉄筋曲げ引張）及びせん断力が最大となる基準地震動について鉛直断面照査を行

い，②～⑥で鉄筋の曲げ引張の照査値及びせん断力が最大となる検討ケースについて照査結果を

記載する。 

図 2.8－5 地震動選定フロー（南北方向断面（鉄筋コンクリート）） 
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（曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮），南北方向断面） 

（B1,2F 側壁） （B3F 側壁） 

（B4F 側壁） 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.13 0.13 0.13 0.15 0.09 0.08

Ｈ＋，Ｖ－ 0.13

Ｈ－，Ｖ＋ 0.13

Ｈ－，Ｖ－ 0.13

Ｓｓ－１１ 0.03

Ｓｓ－１２ 0.03

Ｓｓ－１３ 0.04

Ｓｓ－１４ 0.03

Ｓｓ－２１ 0.06

Ｓｓ－２２ 0.06

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.10

Ｈ－，Ｖ＋ 0.10
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.16 0.16 0.16 0.20 0.11 0.11

Ｈ＋，Ｖ－ 0.16

Ｈ－，Ｖ＋ 0.17

Ｈ－，Ｖ－ 0.17

Ｓｓ－１１ 0.04

Ｓｓ－１２ 0.05

Ｓｓ－１３ 0.06

Ｓｓ－１４ 0.04

Ｓｓ－２１ 0.09

Ｓｓ－２２ 0.10

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.13

Ｈ－，Ｖ＋ 0.12
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.19 0.18 0.19 0.25 0.13 0.12

Ｈ＋，Ｖ－ 0.19

Ｈ－，Ｖ＋ 0.18

Ｈ－，Ｖ－ 0.19

Ｓｓ－１１ 0.05

Ｓｓ－１２ 0.06

Ｓｓ－１３ 0.06

Ｓｓ－１４ 0.05

Ｓｓ－２１ 0.11

Ｓｓ－２２ 0.11

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.14

Ｈ－，Ｖ＋ 0.13

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張），南北方向断面） 

（B1,2F 側壁） （B3F 側壁） 

（B4F 側壁） 

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下

である（最大照査値は，B2,2F 側壁，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）で 0.32）。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.32 0.32 0.32 0.39 0.18 0.17

Ｈ＋，Ｖ－ 0.31

Ｈ－，Ｖ＋ 0.31

Ｈ－，Ｖ－ 0.31

Ｓｓ－１１ 全圧縮

Ｓｓ－１２ 0.01

Ｓｓ－１３ 全圧縮

Ｓｓ－１４ 全圧縮

Ｓｓ－２１ 0.07

Ｓｓ－２２ 0.09

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.15

Ｈ－，Ｖ＋ 0.25
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.27 0.27 0.27 0.36 0.14 0.14

Ｈ＋，Ｖ－ 0.26

Ｈ－，Ｖ＋ 0.27

Ｈ－，Ｖ－ 0.26

Ｓｓ－１１ 全圧縮

Ｓｓ－１２ 0.02

Ｓｓ－１３ 0.02

Ｓｓ－１４ 全圧縮

Ｓｓ－２１ 0.08

Ｓｓ－２２ 0.10

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.15

Ｈ－，Ｖ＋ 0.18
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.26 0.25 0.26 0.38 0.13 0.12

Ｈ＋，Ｖ－ 0.25

Ｈ－，Ｖ＋ 0.29

Ｈ－，Ｖ－ 0.28

Ｓｓ－１１ 全圧縮

Ｓｓ－１２ 0.01

Ｓｓ－１３ 0.02

Ｓｓ－１４ 全圧縮

Ｓｓ－２１ 0.08

Ｓｓ－２２ 0.11

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.15

Ｈ－，Ｖ＋ 0.14

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（せん断力照査，南北方向断面） 

（B1,2F 側壁） （B3F 側壁） 

（B4F 側壁） 

 せん断力照査結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下である（最大照査

値は，B1,2F 側壁，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）及びＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）で 0.43）。 

以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力，せん断力照査に対する全ての照査

値が 0.50 以下であり，かつ，曲げ軸力及びせん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査値とな

った地震動はＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）である。 

南北方向断面は第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物であることから，敷地に存在しな

い豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した場合の追加検討ケース

④で厳しい結果となる傾向にある。また，大きい応力振幅で繰返し回数が多く，継続時間が長いＳｓ

－Ｄ１で照査値が大きくなる傾向にある。 

南北方向断面の照査値は，全て 0.50 以下である。以上を踏まえ，さらなる追加検討ケースは必要な

い。

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.43 0.42 0.42 0.49 0.34 0.33

Ｈ＋，Ｖ－ 0.43

Ｈ－，Ｖ＋ 0.32

Ｈ－，Ｖ－ 0.32

Ｓｓ－１１ 0.10

Ｓｓ－１２ 0.17

Ｓｓ－１３ 0.17

Ｓｓ－１４ 0.13

Ｓｓ－２１ 0.22

Ｓｓ－２２ 0.25

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.17

Ｈ－，Ｖ＋ 0.39
Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.38 0.38 0.38 0.48 0.29 0.28

Ｈ＋，Ｖ－ 0.38

Ｈ－，Ｖ＋ 0.30

Ｈ－，Ｖ－ 0.30

Ｓｓ－１１ 0.09

Ｓｓ－１２ 0.15

Ｓｓ－１３ 0.10

Ｓｓ－１４ 0.10

Ｓｓ－２１ 0.21

Ｓｓ－２２ 0.19

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.16

Ｈ－，Ｖ＋ 0.33
Ｓｓ－３１

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.23 0.22 0.23 0.32 0.17 0.16

Ｈ＋，Ｖ－ 0.23

Ｈ－，Ｖ＋ 0.19

Ｈ－，Ｖ－ 0.19

Ｓｓ－１１ 0.05

Ｓｓ－１２ 0.09

Ｓｓ－１３ 0.06

Ｓｓ－１４ 0.06

Ｓｓ－２１ 0.13

Ｓｓ－２２ 0.08

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.09

Ｈ－，Ｖ＋ 0.18

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース



1.11－113 

2.9 常設低圧代替注水系配管カルバート 

常設低圧代替注水系配管カルバートは，人工岩盤により支持する鉄筋コンクリート造の構造

物である。耐震評価においては鉄筋コンクリート部（側壁，底版，頂版）を線形梁要素としてモ

デル化する。耐震評価における追加検討ケースの選定は鉄筋コンクリート部を評価対象とする。 

2.9.1 照査位置及び仕様 

（東西方向断面） 

図 2.9－1 常設低圧代替注水系配管カルバートの照査位置図 

図 2.9－2 概略配筋図 
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表 2.9－1 構造仕様（東西方向断面（鉄筋コンクリート）） 

部位 

仕様 材料 

部材幅 

(m) 

部材高 

（m） 

コンクリート 

ｆ’ck（N/mm2） 
鉄筋 

底版 1.000 0.700 40 SD390，SD490 

側壁 1.000 0.700 40 SD390，SD490 

頂版 1.000 0.700 40 SD390，SD490 
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(1) 東西方向断面

東西方向断面の地震動選定フローを図 2.9－3 に示す。

検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力照査値が 0.50 より大きく，せん断照査値が

0.50 より大きいことから，曲げ軸力対象の全部材及びせん断力照査対象の全部材のうち，それ

ぞれ最も厳しい照査値となった地震動を選定する。 

図 2.9－3 地震動選定フロー（東西方向断面） 

ＳＴＡＲＴ

基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いて

解析ケース①(基本ケース)を実施

Yes

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動を１波選定

No

No

選定した地震動を用い，

②～⑥で

追加検討ケースを実施

Yes

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

せん断力又は曲げ軸力照査対象

の全部材のうち照査値0.5を超える

照査対象となる地震動を１波選定

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動をそれぞれ１波選定

（２波が同じ地震動となる場合がある）

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

又は

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

※

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

ＥＮＤ

※ 要因に対する着目点

・敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることの仮定

・大きい応力振幅及び繰返し回数が多い継続時間の長い地震動

・地盤や構造物の固有振動数と地震動の卓越振動数との関係

・岩盤内に埋設されている構造物

・第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物

・地上部と地中部で構成された構造物

・地盤の剛性が硬いことによる影響

・地盤の剛性が柔らかいことによる影響

・応答加速度による影響が大きい部位

・応答変位による影響が大きい部位

以上より，基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いた検討ケース①

（基本ケース）の結果及び②～⑥で実施した追加検討ケースの結

果において照査値が大きい傾向にあるものについて，その要因※

を考察し，さらに照査値が大きくなる可能性がある場合は，追加

検討ケースを実施

なお，検討ケース①（基本ケース）で照査値が0.5以下であっても

②～⑥の追加検討ケースにおいて照査値が著しく大きくなるもの

については同様の扱い
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（曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮），東西方向断面） 

（底版） （頂版） 

（側壁） 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.36

Ｈ＋，Ｖ－ 0.35

Ｈ－，Ｖ＋ 0.35

Ｈ－，Ｖ－ 0.35

Ｓｓ－１１ 0.22

Ｓｓ－１２ 0.30

Ｓｓ－１３ 0.29

Ｓｓ－１４ 0.27

Ｓｓ－２１ 0.23

Ｓｓ－２２ 0.30

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.44 0.44 0.43 0.42 0.48 0.47

Ｈ－，Ｖ＋ 0.44 0.47
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.27

Ｈ＋，Ｖ－ 0.26

Ｈ－，Ｖ＋ 0.27

Ｈ－，Ｖ－ 0.26

Ｓｓ－１１ 0.17

Ｓｓ－１２ 0.23

Ｓｓ－１３ 0.23

Ｓｓ－１４ 0.21

Ｓｓ－２１ 0.17

Ｓｓ－２２ 0.22

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.33 0.34 0.33 0.32 0.38 0.37

Ｈ－，Ｖ＋ 0.33 0.37
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.25

Ｈ＋，Ｖ－ 0.26

Ｈ－，Ｖ＋ 0.25

Ｈ－，Ｖ－ 0.25

Ｓｓ－１１ 0.20

Ｓｓ－１２ 0.23

Ｓｓ－１３ 0.23

Ｓｓ－１４ 0.22

Ｓｓ－２１ 0.18

Ｓｓ－２２ 0.21

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.32 0.32 0.32 0.30 0.36 0.36

Ｈ－，Ｖ＋ 0.32 0.36

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張），東西方向断面） 

（底版） （頂版） 

（側壁） 

 曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）結果における検討ケース①（基本ケース）の最大照査値は，底版

及び側壁，Ｓｓ－３１（Ｈ＋，Ｖ＋）及びＳｓ－３１（Ｈ－，Ｖ＋）で 0.67 である。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.52

Ｈ＋，Ｖ－ 0.53

Ｈ－，Ｖ＋ 0.52

Ｈ－，Ｖ－ 0.53

Ｓｓ－１１ 0.28

Ｓｓ－１２ 0.40

Ｓｓ－１３ 0.39

Ｓｓ－１４ 0.36

Ｓｓ－２１ 0.28

Ｓｓ－２２ 0.39

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.67 0.68 0.67 0.65 0.75 0.75

Ｈ－，Ｖ＋ 0.67 0.75
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.45

Ｈ＋，Ｖ－ 0.45

Ｈ－，Ｖ＋ 0.45

Ｈ－，Ｖ－ 0.45

Ｓｓ－１１ 0.23

Ｓｓ－１２ 0.35

Ｓｓ－１３ 0.35

Ｓｓ－１４ 0.32

Ｓｓ－２１ 0.24

Ｓｓ－２２ 0.35

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.61 0.62 0.61 0.57 0.71 0.71

Ｈ－，Ｖ＋ 0.61 0.71
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.51

Ｈ＋，Ｖ－ 0.52

Ｈ－，Ｖ＋ 0.51

Ｈ－，Ｖ－ 0.52

Ｓｓ－１１ 0.29

Ｓｓ－１２ 0.40

Ｓｓ－１３ 0.39

Ｓｓ－１４ 0.36

Ｓｓ－２１ 0.28

Ｓｓ－２２ 0.38

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.67 0.67 0.66 0.62 0.76 0.75

Ｈ－，Ｖ＋ 0.67 0.75

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（せん断力照査，東西方向断面） 

（底版） （頂版） 

（側壁） 

 せん断力照査結果における検討ケース①（基本ケース）の最大照査値は，底版，Ｓｓ－３１（Ｈ

＋，Ｖ＋）及び側壁，Ｓｓ－３１（Ｈ－，Ｖ＋）で 0.62 である。 

 以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力照査に対する最大照査値が 0.67，せ

ん断力照査に対する最大照査値が 0.62 であり，かつ，曲げ軸力対象の全部材及びせん断力照査対象

の全部材のうち，それぞれ最も厳しい照査値となった地震動はＳｓ－３１（Ｈ＋，Ｖ＋）及びＳｓ－

３１（Ｈ－，Ｖ＋）である。 

 東西方向断面の構造物は，液状化の条件を仮定した検討ケース①～④に比べて，非液状化の条件を

仮定した検討ケース⑤～⑥では地盤の剛性が硬いため，断面力が大きくなったものと考えられる。ま

た，地震動の継続時間が短く大振幅の荷重の繰返し回数は少ないものの，最大振幅時の地震力が厳し

い場合があるＳｓ－３１で照査値が大きくなると考えられる。 

 よって，底版及び側壁にて検討ケース①（基本ケース）による照査値が最も厳しいＳｓ－３１（Ｈ

－，Ｖ＋）に対し，検討ケース①～④の中で２盤番目に厳しい追加検討ケース⑤を実施する。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.46

Ｈ＋，Ｖ－ 0.47

Ｈ－，Ｖ＋ 0.50

Ｈ－，Ｖ－ 0.50

Ｓｓ－１１ 0.34

Ｓｓ－１２ 0.37

Ｓｓ－１３ 0.36

Ｓｓ－１４ 0.36

Ｓｓ－２１ 0.36

Ｓｓ－２２ 0.38

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.62 0.62 0.62 0.61 0.67 0.66

Ｈ－，Ｖ＋ 0.44 0.49
Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.43

Ｈ＋，Ｖ－ 0.44

Ｈ－，Ｖ＋ 0.44

Ｈ－，Ｖ－ 0.44

Ｓｓ－１１ 0.29

Ｓｓ－１２ 0.34

Ｓｓ－１３ 0.34

Ｓｓ－１４ 0.32

Ｓｓ－２１ 0.33

Ｓｓ－２２ 0.34

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.51 0.51 0.51 0.49 0.56 0.55

Ｈ－，Ｖ＋ 0.40 0.45
Ｓｓ－３１

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

           　 検討ケース
 地震動

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.53

Ｈ＋，Ｖ－ 0.53

Ｈ－，Ｖ＋ 0.52

Ｈ－，Ｖ－ 0.53

Ｓｓ－１１ 0.43

Ｓｓ－１２ 0.51

Ｓｓ－１３ 0.51

Ｓｓ－１４ 0.48

Ｓｓ－２１ 0.41

Ｓｓ－２２ 0.48

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.49 0.49 0.49 0.47 0.54 0.53

Ｈ－，Ｖ＋ 0.62 0.68

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

せん断力照査

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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2.10 格納容器圧力逃がし装置用配管カルバート 

格納容器圧力逃がし装置用配管カルバートは，人工岩盤により支持する鉄筋コンクリート造

の構造物である。耐震評価においては鉄筋コンクリート部（側壁，底版，中床版，頂版）を線

形梁要素としてモデル化する。耐震評価における追加検討ケースの選定は鉄筋コンクリート部

を評価対象とする。 

2.10.1 照査位置及び仕様 

（Ａ－Ａ断面） 

（Ｄ－Ｄ断面） 

図 2.10－1 格納容器圧力逃がし装置用配管カルバートの照査位置図 

側壁

頂版

中床版

底版

側壁
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図 2.10－2(1) 概略配筋図 Ａ－Ａ断面 
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図 2.10－2(2) 概略配筋図 Ｄ－Ｄ断面 
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表 2.10－1(1) 構造仕様（Ａ－Ａ断面（鉄筋コンクリート）） 

部位 

仕様 材料 

部材幅 

(m) 

部材高 

（m） 

コンクリート 

ｆ’ck（N/mm2） 
鉄筋 

底版 1.000 1.500 40 SD490 

中床版 1.000 1.100 40 SD490 

側壁 1.000 1.500 40 SD490 

頂版 1.000 1.500 40 SD490 

表 2.10－1(2) 構造仕様（Ｄ－Ｄ断面（鉄筋コンクリート）） 

部位 

仕様 材料 

部材幅 

(m) 

部材高 

（m） 

コンクリート 

ｆ’ck（N/mm2） 
鉄筋 

底版 1.000 1.500 40 SD490 

中床版 1.000 1.100 40 SD490 

頂版 1.000 1.500 40 SD490 

左側壁 1.000 1.000 40 SD490 

隔壁 1.000 1.500 40 SD490 

右側壁 1.000 1.500 40 SD490 

右上側壁 1.000 1.000 40 SD490 
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2.10.2  評価結果 

(1) Ａ－Ａ断面

Ａ－Ａ断面の地震動選定フローを図 2.10－4に示す。

検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力照査値が 0.50 より大きく，せん断照査値が

0.50 より大きいことから，曲げ軸力対象の全部材及びせん断力照査対象の全部材のうち，それ

ぞれ最も厳しい照査値となった地震動を選定する。 

図 2.10－4 地震動選定フロー（Ａ－Ａ断面） 

ＳＴＡＲＴ

基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いて

解析ケース①(基本ケース)を実施

Yes

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動を１波選定

No

No

選定した地震動を用い，

②～⑥で

追加検討ケースを実施

Yes

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

せん断力又は曲げ軸力照査対象

の全部材のうち照査値0.5を超える

照査対象となる地震動を１波選定

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動をそれぞれ１波選定

（２波が同じ地震動となる場合がある）

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

又は

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

※

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

ＥＮＤ

※ 要因に対する着目点

・敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることの仮定

・大きい応力振幅及び繰返し回数が多い継続時間の長い地震動

・地盤や構造物の固有振動数と地震動の卓越振動数との関係

・岩盤内に埋設されている構造物

・第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物

・地上部と地中部で構成された構造物

・地盤の剛性が硬いことによる影響

・地盤の剛性が柔らかいことによる影響

・応答加速度による影響が大きい部位

・応答変位による影響が大きい部位

以上より，基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いた検討ケース①

（基本ケース）の結果及び②～⑥で実施した追加検討ケースの結

果において照査値が大きい傾向にあるものについて，その要因※

を考察し，さらに照査値が大きくなる可能性がある場合は，追加

検討ケースを実施

なお，検討ケース①（基本ケース）で照査値が0.5以下であっても

②～⑥の追加検討ケースにおいて照査値が著しく大きくなるもの

については同様の扱い
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（曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮），Ａ－Ａ断面） 

（底版） （側壁） 

（中床版） （頂版） 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.49

Ｈ＋，Ｖ－ 0.50

Ｈ－，Ｖ＋ 0.50

Ｈ－，Ｖ－ 0.52

Ｓｓ－１１ 0.22

Ｓｓ－１２ 0.31

Ｓｓ－１３ 0.32

Ｓｓ－１４ 0.24

Ｓｓ－２１ 0.28

Ｓｓ－２２ 0.39

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.54 0.54 0.54 0.56 0.49 0.49

Ｈ－，Ｖ＋ 0.50 0.55

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ引張）

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.37

Ｈ＋，Ｖ－ 0.38

Ｈ－，Ｖ＋ 0.38

Ｈ－，Ｖ－ 0.39

Ｓｓ－１１ 0.20

Ｓｓ－１２ 0.26

Ｓｓ－１３ 0.26

Ｓｓ－１４ 0.22

Ｓｓ－２１ 0.23

Ｓｓ－２２ 0.29

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.40 0.40 0.40 0.41 0.38 0.38

Ｈ－，Ｖ＋ 0.39 0.41

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.57

Ｈ＋，Ｖ－ 0.58

Ｈ－，Ｖ＋ 0.58

Ｈ－，Ｖ－ 0.59

Ｓｓ－１１ 0.21

Ｓｓ－１２ 0.31

Ｓｓ－１３ 0.33

Ｓｓ－１４ 0.25

Ｓｓ－２１ 0.28

Ｓｓ－２２ 0.42

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.62 0.62 0.62 0.65 0.56 0.56

Ｈ－，Ｖ＋ 0.60 0.65

 検討ケース
 地震動

Ｓｓ－３１

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ引張）

Ｓｓ－Ｄ１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.35

Ｈ＋，Ｖ－ 0.36

Ｈ－，Ｖ＋ 0.36

Ｈ－，Ｖ－ 0.37

Ｓｓ－１１ 0.18

Ｓｓ－１２ 0.24

Ｓｓ－１３ 0.24

Ｓｓ－１４ 0.20

Ｓｓ－２１ 0.20

Ｓｓ－２２ 0.27

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.38 0.38 0.38 0.39 0.36 0.36

Ｈ－，Ｖ＋ 0.37 0.39
Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ引張）

Ｓｓ－Ｄ１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張），Ａ－Ａ断面） 

（底版） （側壁） 

（中床版） （頂版） 

 曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）結果における検討ケース①（基本ケース）の最大照査値は，底

版，Ｓｓ－３１（Ｈ＋，Ｖ＋）で 0.76 である。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.72

Ｈ＋，Ｖ－ 0.71

Ｈ－，Ｖ＋ 0.71

Ｈ－，Ｖ－ 0.69

Ｓｓ－１１ 0.18

Ｓｓ－１２ 0.28

Ｓｓ－１３ 0.29

Ｓｓ－１４ 0.21

Ｓｓ－２１ 0.26

Ｓｓ－２２ 0.45

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.76 0.76 0.76 0.84 0.63 0.63

Ｈ－，Ｖ＋ 0.73 0.84

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.53

Ｈ＋，Ｖ－ 0.54

Ｈ－，Ｖ＋ 0.55

Ｈ－，Ｖ－ 0.56

Ｓｓ－１１ 0.21

Ｓｓ－１２ 0.31

Ｓｓ－１３ 0.32

Ｓｓ－１４ 0.24

Ｓｓ－２１ 0.29

Ｓｓ－２２ 0.40

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.59 0.59 0.59 0.60 0.54 0.54

Ｈ－，Ｖ＋ 0.55 0.60

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.63

Ｈ＋，Ｖ－ 0.63

Ｈ－，Ｖ＋ 0.65

Ｈ－，Ｖ－ 0.65

Ｓｓ－１１ 0.19

Ｓｓ－１２ 0.30

Ｓｓ－１３ 0.31

Ｓｓ－１４ 0.23

Ｓｓ－２１ 0.28

Ｓｓ－２２ 0.44

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.70 0.70 0.70 0.73 0.64 0.64

Ｈ－，Ｖ＋ 0.66 0.72

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.46

Ｈ＋，Ｖ－ 0.46

Ｈ－，Ｖ＋ 0.47

Ｈ－，Ｖ－ 0.48

Ｓｓ－１１ 0.19

Ｓｓ－１２ 0.26

Ｓｓ－１３ 0.27

Ｓｓ－１４ 0.21

Ｓｓ－２１ 0.23

Ｓｓ－２２ 0.34

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.49 0.49 0.50 0.51 0.46 0.46

Ｈ－，Ｖ＋ 0.47 0.50
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（せん断力照査，Ａ－Ａ断面） 

（底版） （側壁） 

（中床版） （頂版） 

 せん断力照査結果における検討ケース①（基本ケース）の最大照査値は，側壁，Ｓｓ－３１（Ｈ

＋，Ｖ＋）で 0.64 である。 

 以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力照査に対する最大照査値が 0.76，せ

ん断力照査に対する最大照査値が 0.64 であり，かつ，曲げ軸力対象の全部材及びせん断力照査対象

の全部材のうち，それぞれ最も厳しい照査値となった地震動はＳｓ－３１（Ｈ＋，Ｖ＋）である。 

 Ａ－Ａ断面の構造物は，埋戻土の幅広い深度に埋設されている構造物であることから，敷地に存在

しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した場合の検討ケース

④で照査値が比較的大きくなる傾向にある。また，地震動の継続時間が短く大振幅の荷重の繰返し回

数は少ないものの，最大振幅時の地震力が厳しい場合があるＳｓ－３１で照査値が大きくなると考え

られる。 

よって，基本検討ケース①による照査値が２番目に厳しいＳｓ－３１ （Ｈ－，Ｖ＋）に対し，検

討ケース①（基本ケース）に対する増加傾向の大きい追加検討ケース④を実施する。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.36

Ｈ＋，Ｖ－ 0.36

Ｈ－，Ｖ＋ 0.37

Ｈ－，Ｖ－ 0.39

Ｓｓ－１１ 0.30

Ｓｓ－１２ 0.33

Ｓｓ－１３ 0.32

Ｓｓ－１４ 0.32

Ｓｓ－２１ 0.32

Ｓｓ－２２ 0.36

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.38 0.38 0.38 0.43 0.39 0.39

Ｈ－，Ｖ＋ 0.38 0.44

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.56

Ｈ＋，Ｖ－ 0.58

Ｈ－，Ｖ＋ 0.59

Ｈ－，Ｖ－ 0.61

Ｓｓ－１１ 0.32

Ｓｓ－１２ 0.43

Ｓｓ－１３ 0.43

Ｓｓ－１４ 0.35

Ｓｓ－２１ 0.38

Ｓｓ－２２ 0.47

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.64 0.64 0.63 0.66 0.58 0.58

Ｈ－，Ｖ＋ 0.60 0.65

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.37

Ｈ＋，Ｖ－ 0.37

Ｈ－，Ｖ＋ 0.37

Ｈ－，Ｖ－ 0.38

Ｓｓ－１１ 0.16

Ｓｓ－１２ 0.23

Ｓｓ－１３ 0.23

Ｓｓ－１４ 0.18

Ｓｓ－２１ 0.19

Ｓｓ－２２ 0.28

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.40 0.40 0.40 0.42 0.37 0.37

Ｈ－，Ｖ＋ 0.38 0.41

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.37

Ｈ＋，Ｖ－ 0.38

Ｈ－，Ｖ＋ 0.38

Ｈ－，Ｖ－ 0.39

Ｓｓ－１１ 0.25

Ｓｓ－１２ 0.32

Ｓｓ－１３ 0.32

Ｓｓ－１４ 0.27

Ｓｓ－２１ 0.26

Ｓｓ－２２ 0.32

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.40 0.40 0.40 0.40 0.38 0.38

Ｈ－，Ｖ＋ 0.38 0.40
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

せん断力照査 検討ケース
 地震動

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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(2) Ｄ－Ｄ断面 

Ｄ－Ｄ断面の地震動選定フローを図 2.10－5に示す。 

検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力照査値が 0.50 より大きく，せん断照査値が

0.50 より大きいことから，曲げ軸力対象の全部材及びせん断力照査対象の全部材のうち，それ

ぞれ最も厳しい照査値となった地震動を選定する。 

図 2.10－5 地震動選定フロー（Ｄ－Ｄ断面） 

ＳＴＡＲＴ

基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いて

解析ケース①(基本ケース)を実施

Yes

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動を１波選定

No

No

選定した地震動を用い，

②～⑥で

追加検討ケースを実施

Yes

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

せん断力又は曲げ軸力照査対象

の全部材のうち照査値0.5を超える

照査対象となる地震動を１波選定

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動をそれぞれ１波選定

（２波が同じ地震動となる場合がある）

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

又は

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

※

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

ＥＮＤ

※ 要因に対する着目点

・敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることの仮定

・大きい応力振幅及び繰返し回数が多い継続時間の長い地震動

・地盤や構造物の固有振動数と地震動の卓越振動数との関係

・岩盤内に埋設されている構造物

・第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物

・地上部と地中部で構成された構造物

・地盤の剛性が硬いことによる影響

・地盤の剛性が柔らかいことによる影響

・応答加速度による影響が大きい部位

・応答変位による影響が大きい部位

以上より，基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いた検討ケース①

（基本ケース）の結果及び②～⑥で実施した追加検討ケースの結

果において照査値が大きい傾向にあるものについて，その要因※

を考察し，さらに照査値が大きくなる可能性がある場合は，追加

検討ケースを実施

なお，検討ケース①（基本ケース）で照査値が0.5以下であっても

②～⑥の追加検討ケースにおいて照査値が著しく大きくなるもの

については同様の扱い
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（曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮），Ｄ－Ｄ断面） 

（底版） （中床版） 

（頂版） （左側壁） 

（隔壁） （右側壁） 

（右上側壁） 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.25

Ｈ＋，Ｖ－ 0.25

Ｈ－，Ｖ＋ 0.34

Ｈ－，Ｖ－ 0.34

Ｓｓ－１１ 0.12

Ｓｓ－１２ 0.19

Ｓｓ－１３ 0.18

Ｓｓ－１４ 0.11

Ｓｓ－２１ 0.16

Ｓｓ－２２ 0.19

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.39 0.39 0.39 0.39 0.30 0.30

Ｈ－，Ｖ＋ 0.21 0.21

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.27

Ｈ＋，Ｖ－ 0.27

Ｈ－，Ｖ＋ 0.33

Ｈ－，Ｖ－ 0.32

Ｓｓ－１１ 0.12

Ｓｓ－１２ 0.19

Ｓｓ－１３ 0.17

Ｓｓ－１４ 0.12

Ｓｓ－２１ 0.16

Ｓｓ－２２ 0.19

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.38 0.38 0.37 0.37 0.30 0.30

Ｈ－，Ｖ＋ 0.29 0.29

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.13

Ｈ＋，Ｖ－ 0.13

Ｈ－，Ｖ＋ 0.15

Ｈ－，Ｖ－ 0.15

Ｓｓ－１１ 0.07

Ｓｓ－１２ 0.09

Ｓｓ－１３ 0.09

Ｓｓ－１４ 0.07

Ｓｓ－２１ 0.09

Ｓｓ－２２ 0.10

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.16 0.16 0.16 0.16 0.13 0.13

Ｈ－，Ｖ＋ 0.14 0.14

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.09

Ｈ＋，Ｖ－ 0.09

Ｈ－，Ｖ＋ 0.07

Ｈ－，Ｖ－ 0.08

Ｓｓ－１１ 0.04

Ｓｓ－１２ 0.05

Ｓｓ－１３ 0.05

Ｓｓ－１４ 0.04

Ｓｓ－２１ 0.05

Ｓｓ－２２ 0.06

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.05 0.05 0.05 0.06 0.04 0.04

Ｈ－，Ｖ＋ 0.09 0.09

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.23

Ｈ＋，Ｖ－ 0.24

Ｈ－，Ｖ＋ 0.30

Ｈ－，Ｖ－ 0.31

Ｓｓ－１１ 0.13

Ｓｓ－１２ 0.19

Ｓｓ－１３ 0.18

Ｓｓ－１４ 0.12

Ｓｓ－２１ 0.17

Ｓｓ－２２ 0.20

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.34 0.34 0.34 0.33 0.28 0.28

Ｈ－，Ｖ＋ 0.18 0.19

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.18

Ｈ＋，Ｖ－ 0.20

Ｈ－，Ｖ＋ 0.25

Ｈ－，Ｖ－ 0.25

Ｓｓ－１１ 0.11

Ｓｓ－１２ 0.15

Ｓｓ－１３ 0.14

Ｓｓ－１４ 0.10

Ｓｓ－２１ 0.13

Ｓｓ－２２ 0.15

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.28 0.28 0.28 0.27 0.23 0.23

Ｈ－，Ｖ＋ 0.14 0.15

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.17

Ｈ＋，Ｖ－ 0.17

Ｈ－，Ｖ＋ 0.23

Ｈ－，Ｖ－ 0.23

Ｓｓ－１１ 0.09

Ｓｓ－１２ 0.13

Ｓｓ－１３ 0.12

Ｓｓ－１４ 0.09

Ｓｓ－２１ 0.11

Ｓｓ－２２ 0.13

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.26 0.26 0.26 0.26 0.21 0.21

Ｈ－，Ｖ＋ 0.14 0.14

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ引張）

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張），Ｄ－Ｄ断面） 

（底版） （中床版） 

（頂版） （左側壁） 

（隔壁） （右側壁） 

（右上側壁） 

 曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）結果における検討ケース①（基本ケース）の最大照査値は，隔

壁，Ｓｓ－３１（Ｈ－，Ｖ＋）で 0.58 である。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.22

Ｈ＋，Ｖ－ 0.21

Ｈ－，Ｖ＋ 0.31

Ｈ－，Ｖ－ 0.32

Ｓｓ－１１ 0.06

Ｓｓ－１２ 0.13

Ｓｓ－１３ 0.12

Ｓｓ－１４ 0.06

Ｓｓ－２１ 0.11

Ｓｓ－２２ 0.14

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.38 0.38 0.38 0.38 0.27 0.27

Ｈ－，Ｖ＋ 0.21 0.21

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.26

Ｈ＋，Ｖ－ 0.24

Ｈ－，Ｖ＋ 0.38

Ｈ－，Ｖ－ 0.39

Ｓｓ－１１ 0.09

Ｓｓ－１２ 0.17

Ｓｓ－１３ 0.15

Ｓｓ－１４ 0.03

Ｓｓ－２１ 0.14

Ｓｓ－２２ 0.17

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.46 0.46 0.46 0.44 0.35 0.35

Ｈ－，Ｖ＋ 0.16 0.19

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.17

Ｈ＋，Ｖ－ 0.15

Ｈ－，Ｖ＋ 0.24

Ｈ－，Ｖ－ 0.25

Ｓｓ－１１ 0.06

Ｓｓ－１２ 0.11

Ｓｓ－１３ 0.10

Ｓｓ－１４ 0.05

Ｓｓ－２１ 0.09

Ｓｓ－２２ 0.11

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.28 0.28 0.28 0.27 0.22 0.22

Ｈ－，Ｖ＋ 0.12 0.13

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.15

Ｈ＋，Ｖ－ 0.13

Ｈ－，Ｖ＋ 0.20

Ｈ－，Ｖ－ 0.20

Ｓｓ－１１ 0.06

Ｓｓ－１２ 0.08

Ｓｓ－１３ 0.08

Ｓｓ－１４ 0.06

Ｓｓ－２１ 0.08

Ｓｓ－２２ 0.10

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.20 0.20 0.20 0.20 0.14 0.14

Ｈ－，Ｖ＋ 0.14 0.14

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.52

Ｈ＋，Ｖ－ 0.52

Ｈ－，Ｖ＋ 0.37

Ｈ－，Ｖ－ 0.35

Ｓｓ－１１ 0.10

Ｓｓ－１２ 0.22

Ｓｓ－１３ 0.21

Ｓｓ－１４ 0.11

Ｓｓ－２１ 0.23

Ｓｓ－２２ 0.32

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.25 0.25 0.25 0.29 0.20 0.20

Ｈ－，Ｖ＋ 0.58 0.57

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.28

Ｈ＋，Ｖ－ 0.28

Ｈ－，Ｖ＋ 0.20

Ｈ－，Ｖ－ 0.18

Ｓｓ－１１ 0.07

Ｓｓ－１２ 0.11

Ｓｓ－１３ 0.10

Ｓｓ－１４ 0.07

Ｓｓ－２１ 0.11

Ｓｓ－２２ 0.17

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.18 0.18 0.18 0.17 0.15 0.15

Ｈ－，Ｖ＋ 0.31 0.29

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.51

Ｈ＋，Ｖ－ 0.51

Ｈ－，Ｖ＋ 0.38

Ｈ－，Ｖ－ 0.38

Ｓｓ－１１ 0.18

Ｓｓ－１２ 0.26

Ｓｓ－１３ 0.25

Ｓｓ－１４ 0.18

Ｓｓ－２１ 0.25

Ｓｓ－２２ 0.35

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.30 0.30 0.29 0.32 0.27 0.27

Ｈ－，Ｖ＋ 0.56 0.54

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（せん断力照査，Ｄ－Ｄ断面） 

（底版） （中床版） 

（頂版） （左側壁） 

（隔壁） （右側壁） 

（右上側壁） 

 せん断力照査結果における検討ケース①（基本ケース）の最大照査値は，底版，Ｓｓ－３１（Ｈ

＋，Ｖ＋）で 0.82 である。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.55

Ｈ＋，Ｖ－ 0.59

Ｈ－，Ｖ＋ 0.74

Ｈ－，Ｖ－ 0.74

Ｓｓ－１１ 0.30

Ｓｓ－１２ 0.45

Ｓｓ－１３ 0.42

Ｓｓ－１４ 0.28

Ｓｓ－２１ 0.39

Ｓｓ－２２ 0.46

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.82 0.82 0.81 0.79 0.66 0.66

Ｈ－，Ｖ＋ 0.46 0.46

           　 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.34

Ｈ＋，Ｖ－ 0.34

Ｈ－，Ｖ＋ 0.45

Ｈ－，Ｖ－ 0.45

Ｓｓ－１１ 0.16

Ｓｓ－１２ 0.25

Ｓｓ－１３ 0.24

Ｓｓ－１４ 0.16

Ｓｓ－２１ 0.21

Ｓｓ－２２ 0.25

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.52 0.52 0.52 0.51 0.41 0.42

Ｈ－，Ｖ＋ 0.38 0.37

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.44

Ｈ＋，Ｖ－ 0.50

Ｈ－，Ｖ＋ 0.61

Ｈ－，Ｖ－ 0.60

Ｓｓ－１１ 0.27

Ｓｓ－１２ 0.36

Ｓｓ－１３ 0.35

Ｓｓ－１４ 0.25

Ｓｓ－２１ 0.32

Ｓｓ－２２ 0.38

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.67 0.67 0.66 0.65 0.55 0.55

Ｈ－，Ｖ＋ 0.37 0.39

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.07

Ｈ＋，Ｖ－ 0.07

Ｈ－，Ｖ＋ 0.07

Ｈ－，Ｖ－ 0.07

Ｓｓ－１１ 0.05

Ｓｓ－１２ 0.06

Ｓｓ－１３ 0.06

Ｓｓ－１４ 0.05

Ｓｓ－２１ 0.06

Ｓｓ－２２ 0.07

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.07 0.07 0.07 0.07 0.06 0.06

Ｈ－，Ｖ＋ 0.06 0.08

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.43

Ｈ＋，Ｖ－ 0.45

Ｈ－，Ｖ＋ 0.57

Ｈ－，Ｖ－ 0.57

Ｓｓ－１１ 0.24

Ｓｓ－１２ 0.35

Ｓｓ－１３ 0.34

Ｓｓ－１４ 0.23

Ｓｓ－２１ 0.31

Ｓｓ－２２ 0.36

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.64 0.64 0.64 0.62 0.52 0.53

Ｈ－，Ｖ＋ 0.37 0.36

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.31

Ｈ＋，Ｖ－ 0.32

Ｈ－，Ｖ＋ 0.26

Ｈ－，Ｖ－ 0.28

Ｓｓ－１１ 0.19

Ｓｓ－１２ 0.24

Ｓｓ－１３ 0.24

Ｓｓ－１４ 0.20

Ｓｓ－２１ 0.22

Ｓｓ－２２ 0.26

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.25 0.25 0.25 0.25 0.22 0.22

Ｈ－，Ｖ＋ 0.35 0.34

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.38

Ｈ＋，Ｖ－ 0.40

Ｈ－，Ｖ＋ 0.53

Ｈ－，Ｖ－ 0.53

Ｓｓ－１１ 0.21

Ｓｓ－１２ 0.30

Ｓｓ－１３ 0.28

Ｓｓ－１４ 0.19

Ｓｓ－２１ 0.26

Ｓｓ－２２ 0.31

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.60 0.60 0.60 0.58 0.48 0.48

Ｈ－，Ｖ＋ 0.40 0.38

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

せん断力照査

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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 以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力照査に対する最大照査値が 0.58，せ

ん断力照査に対する最大照査値が 0.82 であり，かつ，曲げ軸力対象の全部材及びせん断力照査対象

の全部材のうち，それぞれ最も厳しい照査値となった地震動はＳｓ－３１（Ｈ＋，Ｖ＋）及びＳｓ－

３１（Ｈ－，Ｖ＋）である。 

Ｄ－Ｄ断面の構造物は，埋戻土に埋設されており，人工岩盤を介して岩盤に設置された構造物であ

ることから，検討ケース①～④については周辺の地盤変状の影響を大きく受けることはない（照査値

に大きな差異がない）。検討ケース⑤，⑥については地盤の非液状化の条件を仮定したことから変形

が抑えられており，検討ケース①～④に比べて照査値が小さい傾向にある。また，地震動の継続時間

が短く大振幅の荷重の繰返し回数は少ないものの，最大振幅時の地震力が厳しい場合があるＳｓ－３

１で照査値が大きくなると考えられる。 

 基本検討ケース①による照査値が厳しいＳｓ－３１ （Ｈ－，Ｖ＋）に対し，検討ケース①（基本ケ

ース）に対する増加傾向が比較的大きい追加検討ケース④を実施する。 
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2.11 緊急用海水ポンプピット 

2.11.1 照査位置及び仕様 

（東西方向断面） （南北方向断面） 

図 2.11－1 緊急用海水ポンプピットの照査位置図 
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図 2.11－2（1） 概略配筋図 東西方向断面 
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図 2.11－2（2） 概略配筋図 南北方向断面 
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表 2.11－1 構造仕様 

仕様 材料 

部材幅(m) 部材高(m) 
コンクリート 

f’ck（N/mm2） 
鉄筋 

東
西
方
向
断
面

Ｂ１Ｆ 12.200 11.600 40 SD345，SD490 

Ｂ１Ｆ 

(開口部) 
12.200 11.600 40 SD345，SD490 

Ｂ２Ｆ 12.200 11.600 40 SD345，SD490 

Ｂ３Ｆ 12.200 11.600 40 SD490 

Ｂ４Ｆ 12.200 11.600 40 SD490 

南
北
方
向
断
面

Ｂ１Ｆ 11.600 12.200 40 SD345，SD490 

Ｂ１Ｆ 

(開口部) 
11.600 12.200 40 SD345，SD490 

Ｂ２Ｆ 11.600 12.200 40 SD345，SD490 

Ｂ３Ｆ 11.600 12.200 40 SD490 

Ｂ４Ｆ 11.600 12.200 40 SD490 
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2.11.2 評価結果 

(1) 東西方向断面

東西方向断面の地震動選定フローを図 2.11－3 に示す。

鉛直断面の照査結果については，検討ケース①については基準地震動全ケース（12ケー

ス）の結果を記載する。また，検討ケース②～⑥の照査結果については，検討ケース①におい

て鉛直断面の照査値（鉄筋曲げ引張）及びせん断力が最大となる基準地震動について鉛直断面

照査を行い，②～⑥で鉄筋の曲げ引張の照査値及びせん断力が最大となる検討ケースについて

照査結果を記載する。 

図 2.11－3 地震動選定フロー（東西方向断面） 
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（曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮），東西方向断面） 

（全体） （B1F（一般部）） 

（B1F（開口部）） （B2F） 

（B3F） （B4F） 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.30

Ｈ＋，Ｖ－ 0.30

Ｈ－，Ｖ＋ 0.29

Ｈ－，Ｖ－ 0.29 0.29 0.30 0.36 0.21 0.20

Ｓｓ－１１ 0.07

Ｓｓ－１２ 0.11

Ｓｓ－１３ 0.10

Ｓｓ－１４ 0.06

Ｓｓ－２１ 0.12

Ｓｓ－２２ 0.17

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.23

Ｈ－，Ｖ＋ 0.24
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.03

Ｈ＋，Ｖ－ 0.03

Ｈ－，Ｖ＋ 0.03

Ｈ－，Ｖ－ 0.03 0.03

Ｓｓ－１１ 0.02

Ｓｓ－１２ 0.02

Ｓｓ－１３ 0.02

Ｓｓ－１４ 0.02

Ｓｓ－２１ 0.02

Ｓｓ－２２ 0.02

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.03

Ｈ－，Ｖ＋ 0.03
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.05

Ｈ＋，Ｖ－ 0.06

Ｈ－，Ｖ＋ 0.06

Ｈ－，Ｖ－ 0.06 0.06

Ｓｓ－１１ 0.03

Ｓｓ－１２ 0.03

Ｓｓ－１３ 0.03

Ｓｓ－１４ 0.02

Ｓｓ－２１ 0.03

Ｓｓ－２２ 0.04

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.05

Ｈ－，Ｖ＋ 0.06

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.17

Ｈ＋，Ｖ－ 0.17

Ｈ－，Ｖ＋ 0.17

Ｈ－，Ｖ－ 0.17 0.19

Ｓｓ－１１ 0.05

Ｓｓ－１２ 0.07

Ｓｓ－１３ 0.07

Ｓｓ－１４ 0.05

Ｓｓ－２１ 0.07

Ｓｓ－２２ 0.10

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.15

Ｈ－，Ｖ＋ 0.16

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.28

Ｈ＋，Ｖ－ 0.29

Ｈ－，Ｖ＋ 0.28

Ｈ－，Ｖ－ 0.28 0.34

Ｓｓ－１１ 0.07

Ｓｓ－１２ 0.10

Ｓｓ－１３ 0.10

Ｓｓ－１４ 0.06

Ｓｓ－２１ 0.11

Ｓｓ－２２ 0.17

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.22

Ｈ－，Ｖ＋ 0.24

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.30

Ｈ＋，Ｖ－ 0.30

Ｈ－，Ｖ＋ 0.29

Ｈ－，Ｖ－ 0.29 0.36

Ｓｓ－１１ 0.07

Ｓｓ－１２ 0.11

Ｓｓ－１３ 0.10

Ｓｓ－１４ 0.06

Ｓｓ－２１ 0.12

Ｓｓ－２２ 0.17

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.23

Ｈ－，Ｖ＋ 0.24

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張），東西方向断面） 

（全体） （B1F（一般部）） 

（B1F（開口部）） （B2F） 

（B3F） （B4F） 

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）結果における検討ケース①（基本ケース）の最大照査値は，

B4F，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）で 0.55（切り上げ前 0.549）である。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.51

Ｈ＋，Ｖ－ 0.52

Ｈ－，Ｖ＋ 0.544

Ｈ－，Ｖ－ 0.549 0.54 0.56 0.73 0.29 0.28

Ｓｓ－１１ 0.10

Ｓｓ－１２ 0.13

Ｓｓ－１３ 0.13

Ｓｓ－１４ 0.08

Ｓｓ－２１ 0.13

Ｓｓ－２２ 0.21

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.40

Ｈ－，Ｖ＋ 0.35
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.02

Ｈ＋，Ｖ－ 0.02

Ｈ－，Ｖ＋ 0.02

Ｈ－，Ｖ－ 0.02 0.02

Ｓｓ－１１ 0.00

Ｓｓ－１２ 0.00

Ｓｓ－１３ 0.00

Ｓｓ－１４ 0.00

Ｓｓ－２１ 0.00

Ｓｓ－２２ 0.00

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.02

Ｈ－，Ｖ＋ 0.02
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.09

Ｈ＋，Ｖ－ 0.05

Ｈ－，Ｖ＋ 0.10

Ｈ－，Ｖ－ 0.11 0.11

Ｓｓ－１１ 0.00

Ｓｓ－１２ 0.00

Ｓｓ－１３ 0.00

Ｓｓ－１４ 0.00

Ｓｓ－２１ 0.00

Ｓｓ－２２ 0.01

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.09

Ｈ－，Ｖ＋ 0.04

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.26

Ｈ＋，Ｖ－ 0.27

Ｈ－，Ｖ＋ 0.29

Ｈ－，Ｖ－ 0.29 0.33

Ｓｓ－１１ 0.01

Ｓｓ－１２ 0.06

Ｓｓ－１３ 0.05

Ｓｓ－１４ 0.00

Ｓｓ－２１ 0.06

Ｓｓ－２２ 0.10

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.24

Ｈ－，Ｖ＋ 0.22

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.49

Ｈ＋，Ｖ－ 0.49

Ｈ－，Ｖ＋ 0.54

Ｈ－，Ｖ－ 0.54 0.67

Ｓｓ－１１ 0.01

Ｓｓ－１２ 0.10

Ｓｓ－１３ 0.08

Ｓｓ－１４ 0.00

Ｓｓ－２１ 0.10

Ｓｓ－２２ 0.19

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.40

Ｈ－，Ｖ＋ 0.35

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.51

Ｈ＋，Ｖ－ 0.52

Ｈ－，Ｖ＋ 0.544

Ｈ－，Ｖ－ 0.549 0.73

Ｓｓ－１１ 0.00

Ｓｓ－１２ 0.09

Ｓｓ－１３ 0.07

Ｓｓ－１４ 0.00

Ｓｓ－２１ 0.10

Ｓｓ－２２ 0.18

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.36

Ｈ－，Ｖ＋ 0.34

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（せん断力照査，東西方向断面） 

（全体） （B1F（一般部）） 

（B1F（開口部）） （B2F） 

（B3F） （B4F） 

せん断力照査結果における検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下である

（最大照査値は，B2F，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）及びＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）で 0.46） 

以上より，検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力に対する最大照査値が 0.55，

せん断力に対する最大照査値が 0.50 以下であり，曲げ軸力に対する照査対象の全部材のう

ち，最も厳しい照査値となった地震動はＳｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）である。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.46

Ｈ＋，Ｖ－ 0.46

Ｈ－，Ｖ＋ 0.45

Ｈ－，Ｖ－ 0.45 0.45 0.45 0.52 0.37 0.36

Ｓｓ－１１ 0.14

Ｓｓ－１２ 0.20

Ｓｓ－１３ 0.19

Ｓｓ－１４ 0.12

Ｓｓ－２１ 0.19

Ｓｓ－２２ 0.28

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.43

Ｈ－，Ｖ＋ 0.45
Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.14

Ｈ＋，Ｖ－ 0.14

Ｈ－，Ｖ＋ 0.13

Ｈ－，Ｖ－ 0.13 0.14

Ｓｓ－１１ 0.05

Ｓｓ－１２ 0.06

Ｓｓ－１３ 0.06

Ｓｓ－１４ 0.04

Ｓｓ－２１ 0.06

Ｓｓ－２２ 0.09

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.13

Ｈ－，Ｖ＋ 0.13
Ｓｓ－３１

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.20

Ｈ＋，Ｖ－ 0.20

Ｈ－，Ｖ＋ 0.20

Ｈ－，Ｖ－ 0.20 0.21

Ｓｓ－１１ 0.07

Ｓｓ－１２ 0.09

Ｓｓ－１３ 0.08

Ｓｓ－１４ 0.06

Ｓｓ－２１ 0.08

Ｓｓ－２２ 0.13

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.19

Ｈ－，Ｖ＋ 0.20

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.46

Ｈ＋，Ｖ－ 0.46

Ｈ－，Ｖ＋ 0.45

Ｈ－，Ｖ－ 0.45 0.52

Ｓｓ－１１ 0.14

Ｓｓ－１２ 0.20

Ｓｓ－１３ 0.19

Ｓｓ－１４ 0.12

Ｓｓ－２１ 0.19

Ｓｓ－２２ 0.28

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.43

Ｈ－，Ｖ＋ 0.45

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.32

Ｈ＋，Ｖ－ 0.33

Ｈ－，Ｖ＋ 0.32

Ｈ－，Ｖ－ 0.32 0.40

Ｓｓ－１１ 0.09

Ｓｓ－１２ 0.12

Ｓｓ－１３ 0.11

Ｓｓ－１４ 0.07

Ｓｓ－２１ 0.12

Ｓｓ－２２ 0.20

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.26

Ｈ－，Ｖ＋ 0.28

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.25

Ｈ＋，Ｖ－ 0.25

Ｈ－，Ｖ＋ 0.24

Ｈ－，Ｖ－ 0.24 0.30

Ｓｓ－１１ 0.06

Ｓｓ－１２ 0.08

Ｓｓ－１３ 0.08

Ｓｓ－１４ 0.06

Ｓｓ－２１ 0.08

Ｓｓ－２２ 0.13

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.14

Ｈ－，Ｖ＋ 0.15

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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東西方向断面における照査値は，検討ケース①（基本ケース）において，大きな応力振幅で

繰返し回数が多く，継続時間が長いＳｓ－Ｄ１で大きくなる傾向にある。なお，Ｓｓ－Ｄ１の

位相の差異による照査値への影響はわずかである。 

地盤物性のばらつきに関して，緊急用海水ポンプピットは，地中に埋設された矩形立坑構造

物であり，第四紀層の幅広い深度にわたって埋設されている構造物である。そのため，敷地に

存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した場合の検

討ケース④で照査値が大きくなる傾向にある。検討ケース④の影響は，深部になるほど顕著に

表れている。 

追加検討ケースに用いる地震動（Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－））は，最深部のＢ４Ｆの照査値

を基に選定していること，検討ケース①において位相の差異による影響はわずかであることが

確認されていることから更なる追加検討ケースは不要である。 
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(2) 南北方向断面

南北方向断面の地震動選定フローを図 2.11－4 に示す。

鉛直断面の照査結果については，検討ケース①については基準地震動全ケース（12ケー

ス）の結果を記載する。また，検討ケース②～⑥の照査結果については，検討ケース①にお

いて鉛直断面の照査値（鉄筋曲げ引張）及びせん断力が最大となる基準地震動について鉛直

断面照査を行い，②～⑥で鉄筋の曲げ引張の照査値及びせん断力が最大となる検討ケースに

ついて照査結果を記載する。 

図 2.11－4 地震動選定フロー（南北方向断面） 
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（曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮），南北方向断面） 

（全体） （B1F（一般部）） 

（B1F（開口部）） （B2F） 

（B3F） （B4F） 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.29 0.29 0.29 0.35 0.20 0.20

Ｈ＋，Ｖ－ 0.29

Ｈ－，Ｖ＋ 0.29

Ｈ－，Ｖ－ 0.29

Ｓｓ－１１ 0.08

Ｓｓ－１２ 0.11

Ｓｓ－１３ 0.11

Ｓｓ－１４ 0.07

Ｓｓ－２１ 0.20

Ｓｓ－２２ 0.15

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.25

Ｈ－，Ｖ＋ 0.23
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.03 0.03

Ｈ＋，Ｖ－ 0.03

Ｈ－，Ｖ＋ 0.03

Ｈ－，Ｖ－ 0.03

Ｓｓ－１１ 0.02

Ｓｓ－１２ 0.02

Ｓｓ－１３ 0.02

Ｓｓ－１４ 0.02

Ｓｓ－２１ 0.02

Ｓｓ－２２ 0.02

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.03

Ｈ－，Ｖ＋ 0.03
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.05 0.05

Ｈ＋，Ｖ－ 0.05

Ｈ－，Ｖ＋ 0.05

Ｈ－，Ｖ－ 0.05

Ｓｓ－１１ 0.02

Ｓｓ－１２ 0.03

Ｓｓ－１３ 0.03

Ｓｓ－１４ 0.02

Ｓｓ－２１ 0.04

Ｓｓ－２２ 0.03

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.05

Ｈ－，Ｖ＋ 0.04

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.16 0.18

Ｈ＋，Ｖ－ 0.16

Ｈ－，Ｖ＋ 0.16

Ｈ－，Ｖ－ 0.16

Ｓｓ－１１ 0.05

Ｓｓ－１２ 0.07

Ｓｓ－１３ 0.07

Ｓｓ－１４ 0.05

Ｓｓ－２１ 0.12

Ｓｓ－２２ 0.10

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.15

Ｈ－，Ｖ＋ 0.15

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

            検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.28 0.33

Ｈ＋，Ｖ－ 0.28

Ｈ－，Ｖ＋ 0.27

Ｈ－，Ｖ－ 0.27

Ｓｓ－１１ 0.08

Ｓｓ－１２ 0.11

Ｓｓ－１３ 0.11

Ｓｓ－１４ 0.07

Ｓｓ－２１ 0.20

Ｓｓ－２２ 0.15

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.25

Ｈ－，Ｖ＋ 0.23

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

            検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.29 0.35

Ｈ＋，Ｖ－ 0.29

Ｈ－，Ｖ＋ 0.29

Ｈ－，Ｖ－ 0.29

Ｓｓ－１１ 0.08

Ｓｓ－１２ 0.11

Ｓｓ－１３ 0.10

Ｓｓ－１４ 0.07

Ｓｓ－２１ 0.20

Ｓｓ－２２ 0.15

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.25

Ｈ－，Ｖ＋ 0.23

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

            検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース



1.11－143 

（曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張），南北方向断面） 

（全体） （B1F（一般部）） 

（B1F（開口部）） （B2F） 

（B3F） （B4F） 

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）結果おける検討ケース①（基本ケース）の最大照査値は，

B4F，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）で 0.53 である。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.53 0.53 0.53 0.69 0.29 0.29

Ｈ＋，Ｖ－ 0.52

Ｈ－，Ｖ＋ 0.51

Ｈ－，Ｖ－ 0.51

Ｓｓ－１１ 0.03

Ｓｓ－１２ 0.09

Ｓｓ－１３ 0.09

Ｓｓ－１４ 0.02

Ｓｓ－２１ 0.33

Ｓｓ－２２ 0.22

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.40

Ｈ－，Ｖ＋ 0.37
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.02 0.02

Ｈ＋，Ｖ－ 0.03

Ｈ－，Ｖ＋ 0.02

Ｈ－，Ｖ－ 0.03

Ｓｓ－１１ 0.00

Ｓｓ－１２ 0.00

Ｓｓ－１３ 0.00

Ｓｓ－１４ 0.00

Ｓｓ－２１ 0.01

Ｓｓ－２２ 0.01

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.02

Ｈ－，Ｖ＋ 0.02
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.05 0.05

Ｈ＋，Ｖ－ 0.05

Ｈ－，Ｖ＋ 0.04

Ｈ－，Ｖ－ 0.04

Ｓｓ－１１ 0.00

Ｓｓ－１２ 0.00

Ｓｓ－１３ 0.01

Ｓｓ－１４ 0.00

Ｓｓ－２１ 0.02

Ｓｓ－２２ 0.01

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.03

Ｈ－，Ｖ＋ 0.04

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.26 0.30

Ｈ＋，Ｖ－ 0.26

Ｈ－，Ｖ＋ 0.26

Ｈ－，Ｖ－ 0.26

Ｓｓ－１１ 0.01

Ｓｓ－１２ 0.04

Ｓｓ－１３ 0.04

Ｓｓ－１４ 0.01

Ｓｓ－２１ 0.17

Ｓｓ－２２ 0.11

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.23

Ｈ－，Ｖ＋ 0.21

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

            検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.50 0.64

Ｈ＋，Ｖ－ 0.50

Ｈ－，Ｖ＋ 0.49

Ｈ－，Ｖ－ 0.49

Ｓｓ－１１ 0.03

Ｓｓ－１２ 0.09

Ｓｓ－１３ 0.09

Ｓｓ－１４ 0.02

Ｓｓ－２１ 0.32

Ｓｓ－２２ 0.21

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.40

Ｈ－，Ｖ＋ 0.37

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

            検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.53 0.69

Ｈ＋，Ｖ－ 0.52

Ｈ－，Ｖ＋ 0.51

Ｈ－，Ｖ－ 0.51

Ｓｓ－１１ 0.03

Ｓｓ－１２ 0.07

Ｓｓ－１３ 0.07

Ｓｓ－１４ 0.01

Ｓｓ－２１ 0.33

Ｓｓ－２２ 0.22

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.39

Ｈ－，Ｖ＋ 0.35

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

            検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（せん断力照査，南北方向断面） 

（全体） （B1F（一般部）） 

（B1F（開口部）） （B2F） 

（B3F） （B4F） 

せん断力照査結果における検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下である

（最大照査値は，B2F，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋），Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－），Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，

Ｖ－），Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－），及びＳｓ－３１（Ｈ＋，Ｖ＋）で 0.43） 

以上より，検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力に対する最大照査値が 0.53，

せん断力に対する最大照査値が 0.50 以下であり，曲げ軸力に対する照査対象の全部材のう

ち，最も厳しい照査値となった地震動はＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）である。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.43 0.43 0.42 0.49 0.35 0.35

Ｈ＋，Ｖ－ 0.43

Ｈ－，Ｖ＋ 0.43

Ｈ－，Ｖ－ 0.43

Ｓｓ－１１ 0.14

Ｓｓ－１２ 0.21

Ｓｓ－１３ 0.20

Ｓｓ－１４ 0.15

Ｓｓ－２１ 0.31

Ｓｓ－２２ 0.26

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.43

Ｈ－，Ｖ＋ 0.40
Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.13 0.14

Ｈ＋，Ｖ－ 0.13

Ｈ－，Ｖ＋ 0.13

Ｈ－，Ｖ－ 0.13

Ｓｓ－１１ 0.04

Ｓｓ－１２ 0.06

Ｓｓ－１３ 0.06

Ｓｓ－１４ 0.05

Ｓｓ－２１ 0.09

Ｓｓ－２２ 0.08

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.12

Ｈ－，Ｖ＋ 0.12
Ｓｓ－３１

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

           　 検討ケース
 地震動

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.34 0.37

Ｈ＋，Ｖ－ 0.34

Ｈ－，Ｖ＋ 0.34

Ｈ－，Ｖ－ 0.34

Ｓｓ－１１ 0.11

Ｓｓ－１２ 0.16

Ｓｓ－１３ 0.16

Ｓｓ－１４ 0.12

Ｓｓ－２１ 0.25

Ｓｓ－２２ 0.22

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.33

Ｈ－，Ｖ＋ 0.32

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.43 0.49

Ｈ＋，Ｖ－ 0.43

Ｈ－，Ｖ＋ 0.43

Ｈ－，Ｖ－ 0.43

Ｓｓ－１１ 0.14

Ｓｓ－１２ 0.21

Ｓｓ－１３ 0.20

Ｓｓ－１４ 0.15

Ｓｓ－２１ 0.31

Ｓｓ－２２ 0.26

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.43

Ｈ－，Ｖ＋ 0.40

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

            検討ケース
 地震動

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.30 0.37

Ｈ＋，Ｖ－ 0.30

Ｈ－，Ｖ＋ 0.30

Ｈ－，Ｖ－ 0.30

Ｓｓ－１１ 0.11

Ｓｓ－１２ 0.15

Ｓｓ－１３ 0.15

Ｓｓ－１４ 0.11

Ｓｓ－２１ 0.22

Ｓｓ－２２ 0.18

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.29

Ｈ－，Ｖ＋ 0.27

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

            検討ケース
 地震動

せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.23 0.27

Ｈ＋，Ｖ－ 0.23

Ｈ－，Ｖ＋ 0.23

Ｈ－，Ｖ－ 0.23

Ｓｓ－１１ 0.06

Ｓｓ－１２ 0.07

Ｓｓ－１３ 0.07

Ｓｓ－１４ 0.06

Ｓｓ－２１ 0.16

Ｓｓ－２２ 0.15

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.15

Ｈ－，Ｖ＋ 0.14

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

            検討ケース
 地震動

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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南北方向断面における照査値は，検討ケース①（基本ケース）において，大きな応力振幅で

繰返し回数が多く，継続時間が長いＳｓ－Ｄ１で大きくなる傾向にある。なお，Ｓｓ－Ｄ１の

位相の差異による照査値への影響はわずかである。 

地盤物性のばらつきに関して，緊急用海水ポンプピットは，地中に埋設された矩形立坑構造

物であり，第四紀層の幅広い深度にわたって埋設されている構造物である。そのため，敷地に

存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した場合の追

加検討ケース④で照査値が大きくなる傾向にある。検討ケース④の影響は，深部になるほど顕

著に表れている。 

追加検討ケースに用いる地震動（Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋））は，最深部のＢ４Ｆの照査値

を基に選定していること，検討ケース①において位相の差異による影響はわずかであることが

確認されていることから更なる追加検討ケースは不要である。 
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2.12 緊急用海水取水管 

緊急用海水取水管は岩盤内に設置され岩盤により支持される鋼管構造である。耐震評価にお

いては鋼製管を線形梁要素としてモデル化する。耐震評価における追加検討ケース選定は鋼製

管を評価対象とする。 

2.12.1 照査位置及び仕様 

（②－②断面） 

図 2.12－1 緊急用海水取水管の照査位置図 

表 2.12－1 構造仕様 

断面 

鋼製管 

断面寸法 

(㎜) 

板厚 

(㎜) 

②－②断面 内径 1200 
14 

（SM570） 

鋼製管 
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2.12.2 評価結果 

 (1) ②－②断面（鋼製管） 

②－②断面（鋼製管）の地震動選定フローを図 2.12－2に示す。 

検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力，せん断力照査に対する全ての照査値が 0.50

以下であることから，曲げ軸力及びせん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査値となっ

た地震動を選定する。 

図 2.12－2 地震動選定フロー（②－②断面（鋼製管）） 

ＳＴＡＲＴ

基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いて

解析ケース①(基本ケース)を実施

Yes

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動を１波選定

No

No

選定した地震動を用い，

②～⑥で

追加検討ケースを実施

Yes

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

せん断力又は曲げ軸力照査対象

の全部材のうち照査値0.5を超える

照査対象となる地震動を１波選定

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動をそれぞれ１波選定

（２波が同じ地震動となる場合がある）

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

又は

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

※

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

ＥＮＤ

※ 要因に対する着目点

・敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることの仮定

・大きい応力振幅及び繰返し回数が多い継続時間の長い地震動

・地盤や構造物の固有振動数と地震動の卓越振動数との関係

・岩盤内に埋設されている構造物

・第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物

・地上部と地中部で構成された構造物

・地盤の剛性が硬いことによる影響

・地盤の剛性が柔らかいことによる影響

・応答加速度による影響が大きい部位

・応答変位による影響が大きい部位

以上より，基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いた検討ケース①

（基本ケース）の結果及び②～⑥で実施した追加検討ケースの結

果において照査値が大きい傾向にあるものについて，その要因※

を考察し，さらに照査値が大きくなる可能性がある場合は，追加

検討ケースを実施

なお，検討ケース①（基本ケース）で照査値が0.5以下であっても

②～⑥の追加検討ケースにおいて照査値が著しく大きくなるもの

については同様の扱い



1.11－148 

（曲げ軸力照査，②－②断面，鋼製管） 

 曲げ軸力照査結果における検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下である（最大

照査値は，鋼製管，Ｓｓ－３１（Ｈ＋，Ｖ＋）及びＳｓ－３１（Ｈ－，Ｖ＋）で 0.13）。 

（せん断力照査，②－②断面） 

（鋼製管） 

 せん断力照査結果における検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下である（最大

照査値は，鋼製管，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋），Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－），Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ

－），Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－），Ｓｓ－１３，Ｓｓ－２１，Ｓｓ－２２，Ｓｓ－３１（Ｈ＋，Ｖ＋）及

びＳｓ－３１（Ｈ－，Ｖ＋）で 0.002）。 

以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力，せん断力照査に対する全ての照査

値が 0.50 以下であり，かつ，曲げ軸力及びせん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査値とな

った地震動はＳｓ－３１（Ｈ＋，Ｖ＋）及びＳｓ－３１（Ｈ－，Ｖ＋）である。 

鋼製管は岩盤に埋設された構造物であり，第四期層による地盤変状の影響は少ない。 

鋼製管の照査値は，全て 0.50 以下である。以上を踏まえ，さらなる追加検討ケースは必要ない。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.08

Ｈ＋，Ｖ－ 0.08

Ｈ－，Ｖ＋ 0.09

Ｈ－，Ｖ－ 0.08

Ｓｓ－１１ 0.06

Ｓｓ－１２ 0.07

Ｓｓ－１３ 0.07

Ｓｓ－１４ 0.06

Ｓｓ－２１ 0.09

Ｓｓ－２２ 0.08

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.13 0.14 0.13 0.07 0.12 0.13

Ｈ－，Ｖ＋ 0.13

曲げ軸力照査

Ｓｓ－Ｄ１

           　 検討ケース
 地震動

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.002

Ｈ＋，Ｖ－ 0.002

Ｈ－，Ｖ＋ 0.002

Ｈ－，Ｖ－ 0.002

Ｓｓ－１１ 0.001

Ｓｓ－１２ 0.001

Ｓｓ－１３ 0.002

Ｓｓ－１４ 0.001

Ｓｓ－２１ 0.002

Ｓｓ－２２ 0.002

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.002 0.002 0.002 0.002 0.002 0.002

Ｈ－，Ｖ＋ 0.002

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

           　 検討ケース
 地震動

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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2.13 ＳＡ用海水ピット 

2.13.1 照査位置及び仕様 

（①－①断面・②－②断面，側壁（鉛直断面）） 

図 2.13－1 ＳＡ用海水ピットの照査位置図 

頂版

底版

中床版

側壁（鉛直断面）

上部

下部
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図 2.13－2 概略配筋図 

表 2.13－1 構造仕様（①－①断面・②－②断面（鉄筋コンクリート）） 

部位 

仕様 材料 

部材幅 

(m) 

部材高 

（m） 

コンクリート 

ｆ’ck（N/mm2） 
鉄筋 

頂版 
梁① 3.200 3.000 40 SD390，SD490 

梁② 1.300 3.000 40 SD390，SD490 

中床版 1.000 1.500 40 SD390，SD490 

底版 1.000 3.000 40 SD390，SD490 

側壁 1.000 2.000 40 SD390，SD490 
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2.13.2 評価結果 

(1) ①－①断面（鉄筋コンクリート）

①－①断面（鉄筋コンクリート）の地震動選定フローを図 2.13－4 に示す。

鉛直断面の照査結果については，検討ケース①（基本ケース）については基準地震動の全ケー

ス（12 ケース）の結果を記載する。また，検討ケース②～⑥の照査結果については，検討ケース

①（基本ケース）において鉛直断面の照査値（鉄筋曲げ引張）及びせん断力が最大となる基準地

震動について鉛直断面照査を行い，検討ケース②～⑥で鉄筋の曲げ引張の照査値及びせん断力

が最大となる解析ケースについて照査結果を記載する。 

図 2.13－3 地震動選定フロー（①－①断面（鉄筋コンクリート）） 
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（曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮），①－①断面） 

（側壁上部（鉛直）） （側壁下部（鉛直）） 

（曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張），①－①断面） 

（側壁上部（鉛直）） （側壁下部（鉛直）） 

 曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）結果における検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50

以下である（最大照査値は，側壁下部（鉛直），Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）及びＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，

Ｖ－）で 0.33）。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.15

Ｈ＋，Ｖ－ 0.15 0.16 0.14 0.20 0.12 0.12

Ｈ－，Ｖ＋ 0.15

Ｈ－，Ｖ－ 0.15

Ｓｓ－１１ 0.07

Ｓｓ－１２ 0.08

Ｓｓ－１３ 0.08

Ｓｓ－１４ 0.05

Ｓｓ－２１ 0.07

Ｓｓ－２２ 0.08

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.13

Ｈ－，Ｖ＋ 0.13
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.30

Ｈ＋，Ｖ－ 0.30 0.23 0.22 0.32 0.17 0.16

Ｈ－，Ｖ＋ 0.29

Ｈ－，Ｖ－ 0.29

Ｓｓ－１１ 0.13

Ｓｓ－１２ 0.15

Ｓｓ－１３ 0.14

Ｓｓ－１４ 0.11

Ｓｓ－２１ 0.12

Ｓｓ－２２ 0.16

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.24

Ｈ－，Ｖ＋ 0.24
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.18

Ｈ＋，Ｖ－ 0.18 0.17 0.16 0.25 0.12 0.11

Ｈ－，Ｖ＋ 0.16

Ｈ－，Ｖ－ 0.17

Ｓｓ－１１ 0.03

Ｓｓ－１２ 0.06

Ｓｓ－１３ 0.06

Ｓｓ－１４ 0.03

Ｓｓ－２１ 0.04

Ｓｓ－２２ 0.06

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.13

Ｈ－，Ｖ＋ 0.14
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.33

Ｈ＋，Ｖ－ 0.33 0.23 0.23 0.37 0.14 0.13

Ｈ－，Ｖ＋ 0.30

Ｈ－，Ｖ－ 0.30

Ｓｓ－１１ 0.06

Ｓｓ－１２ 0.11

Ｓｓ－１３ 0.10

Ｓｓ－１４ 0.05

Ｓｓ－２１ 0.07

Ｓｓ－２２ 0.11

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.22

Ｈ－，Ｖ＋ 0.23
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（せん断力照査，①－①断面） 

（側壁上部（鉛直）） （側壁下部（鉛直）） 

 せん断力照査結果における検討ケース①（基本ケース）の最大照査値は，側壁上部（鉛直），Ｓｓ

－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）及びＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）で 0.61 である。 

以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力照査に対する全ての照査値が 0.50 以

下，せん断力照査に対する最大照査値が 0.61 であり，せん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい

照査値となった地震動はＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）及びＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）である。 

①－①断面は，第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物であることから，敷地に存在しな

い豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した場合の追加検討ケース

④で照査値が大きくなる結果となる傾向にある。また，大きい応答振幅で繰返し回数が多く，継続

時間が長いＳｓ－Ｄ１で照査値が大きくなる傾向がある。 

曲げ軸力照査，せん断力照査を含めた全体の最大照査値はせん断力照査の 0.61 であり，検討ケー

ス④において 0.81 まで増加している。第四紀層地盤の水平方向のせん断変形の影響によるところが

大きいものと推察されるが，他の地震動における基本ケースの照査値はＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）と

同等であり，他の地震動における検討ケース④における増加の程度も同等と考えられる。 

したがって，追加検討ケースは実施しない。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.61

Ｈ＋，Ｖ－ 0.61 0.33 0.57 0.75 0.50 0.48

Ｈ－，Ｖ＋ 0.60

Ｈ－，Ｖ－ 0.60

Ｓｓ－１１ 0.24

Ｓｓ－１２ 0.29

Ｓｓ－１３ 0.28

Ｓｓ－１４ 0.20

Ｓｓ－２１ 0.23

Ｓｓ－２２ 0.29

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.52

Ｈ－，Ｖ＋ 0.51
Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.60

Ｈ＋，Ｖ－ 0.60 0.25 0.58 0.81 0.41 0.40

Ｈ－，Ｖ＋ 0.58

Ｈ－，Ｖ－ 0.58

Ｓｓ－１１ 0.20

Ｓｓ－１２ 0.25

Ｓｓ－１３ 0.23

Ｓｓ－１４ 0.17

Ｓｓ－２１ 0.22

Ｓｓ－２２ 0.30

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.43

Ｈ－，Ｖ＋ 0.43
Ｓｓ－３１

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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(2) ②－②断面（鉄筋コンクリート）

②－②断面（鉄筋コンクリート）の地震動選定フローを図 2.13－5 に示す。

鉛直断面の照査結果については，検討ケース①（基本ケース）については基準地震動の全ケー

ス（12 ケース）の結果を記載する。また，検討ケース②～⑥の照査結果については，検討ケース

①（基本ケース）において鉛直断面の照査値（鉄筋曲げ引張）及びせん断力が最大となる基準地

震動について鉛直断面照査を行い，検討ケース②～⑥で鉄筋の曲げ引張の照査値及びせん断力

が最大となる解析ケースについて照査結果を記載する。 

図 2.13－4 地震動選定フロー（②－②断面（鉄筋コンクリート）） 
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（曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮），②－②断面） 

（側壁上部（鉛直）） （側壁下部（鉛直）） 

（曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張），②－②断面） 

（側壁上部（鉛直）） （側壁下部（鉛直）） 

 曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）結果における検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50

以下である（最大照査値は，側壁下部（鉛直），Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）で 0.29）。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.13 0.13 0.13 0.18 0.10 0.10

Ｈ＋，Ｖ－ 0.13

Ｈ－，Ｖ＋ 0.13

Ｈ－，Ｖ－ 0.13

Ｓｓ－１１ 0.05

Ｓｓ－１２ 0.09

Ｓｓ－１３ 0.08

Ｓｓ－１４ 0.07

Ｓｓ－２１ 0.10

Ｓｓ－２２ 0.09

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.11

Ｈ－，Ｖ＋ 0.11
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.28 0.21 0.20 0.29 0.14 0.14

Ｈ＋，Ｖ－ 0.28

Ｈ－，Ｖ＋ 0.27

Ｈ－，Ｖ－ 0.28

Ｓｓ－１１ 0.12

Ｓｓ－１２ 0.18

Ｓｓ－１３ 0.18

Ｓｓ－１４ 0.15

Ｓｓ－２１ 0.21

Ｓｓ－２２ 0.18

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.24

Ｈ－，Ｖ＋ 0.23
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.14 0.15 0.14 0.22 0.09 0.09

Ｈ＋，Ｖ－ 0.13

Ｈ－，Ｖ＋ 0.13

Ｈ－，Ｖ－ 0.13

Ｓｓ－１１ 0.02

Ｓｓ－１２ 0.06

Ｓｓ－１３ 0.06

Ｓｓ－１４ 0.04

Ｓｓ－２１ 0.11

Ｓｓ－２２ 0.07

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.11

Ｈ－，Ｖ＋ 0.10
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.29 0.21 0.21 0.33 0.12 0.11

Ｈ＋，Ｖ－ 0.28

Ｈ－，Ｖ＋ 0.28

Ｈ－，Ｖ－ 0.28

Ｓｓ－１１ 0.05

Ｓｓ－１２ 0.13

Ｓｓ－１３ 0.13

Ｓｓ－１４ 0.10

Ｓｓ－２１ 0.21

Ｓｓ－２２ 0.13

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.21

Ｈ－，Ｖ＋ 0.20
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（せん断力照査，②－②断面） 

（側壁上部（鉛直）） （側壁下部（鉛直）） 

 せん断力照査結果における検討ケース①（基本ケース）の最大照査値は，側壁下部（鉛直），Ｓｓ

－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋），Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－），Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）及びＳｓ－Ｄ１（Ｈ

－，Ｖ－）で 0.58 である。 

以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力照査に対する全ての照査値が 0.50 以

下，せん断力照査に対する最大照査値が 0.58 であり，せん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい

照査値となった地震動はＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋），Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－），Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，

Ｖ－）及びＳｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）である。 

②－②断面は，第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物であることから，敷地に存在しな

い豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した場合の追加検討ケース

④で照査値が大きくなる結果となる傾向にある。また，大きい応答振幅で繰返し回数が多く，継続

時間が長いＳｓ－Ｄ１で照査値が大きくなる傾向がある。 

曲げ軸力照査，せん断力照査を含めた全体の最大照査値はせん断力照査の 0.58 であり，検討ケー

ス④において 0.76 まで増加している。第四紀層地盤の水平方向のせん断変形の影響によるところが

大きいものと推察されるが，他の地震動における基本ケースの照査値はＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）と

同等であり，他の地震動における検討ケース④における増加の程度も同等と考えられる。 

したがって，追加検討ケースは実施しない。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.54 0.51 0.51 0.68 0.43 0.43

Ｈ＋，Ｖ－ 0.55

Ｈ－，Ｖ＋ 0.54

Ｈ－，Ｖ－ 0.54

Ｓｓ－１１ 0.20

Ｓｓ－１２ 0.35

Ｓｓ－１３ 0.34

Ｓｓ－１４ 0.28

Ｓｓ－２１ 0.42

Ｓｓ－２２ 0.33

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.50

Ｈ－，Ｖ＋ 0.47
Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.58 0.57 0.57 0.76 0.39 0.39

Ｈ＋，Ｖ－ 0.58

Ｈ－，Ｖ＋ 0.58

Ｈ－，Ｖ－ 0.58

Ｓｓ－１１ 0.17

Ｓｓ－１２ 0.29

Ｓｓ－１３ 0.29

Ｓｓ－１４ 0.24

Ｓｓ－２１ 0.43

Ｓｓ－２２ 0.35

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.43

Ｈ－，Ｖ＋ 0.41
Ｓｓ－３１

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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2.14 海水引込み管 

海水引込み管は岩盤内に設置され岩盤により支持される鋼管構造である。耐震評価において

は鋼製管を線形梁要素としてモデル化する。耐震評価における追加検討ケース選定は鋼製管を

評価対象とする。 

2.14.1 照査位置及び仕様 

（②－②断面） 

図 2.14－1 海水引込み管の照査位置図 

表 2.14－1 構造仕様 

断面 

鋼製管 

断面寸法 

(㎜) 

板厚 

(㎜) 

②－②断面 内径 1200 
14 

（SM570） 

鋼製管 
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2.14.2 評価結果 

(1) ②－②断面（鋼製管）

②－②断面（鋼製管）の地震動選定フローを図 2.14－2に示す。

検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力，せん断力照査に対する全ての照査値が 0.50

以下であることから，曲げ軸力及びせん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査値となっ

た地震動を選定する。 

図 2.14－2 地震動選定フロー（②－②断面（鋼製管）） 

ＳＴＡＲＴ

基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いて

解析ケース①(基本ケース)を実施

Yes

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動を１波選定

No

No

選定した地震動を用い，

②～⑥で

追加検討ケースを実施

Yes

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

せん断力又は曲げ軸力照査対象

の全部材のうち照査値0.5を超える

照査対象となる地震動を１波選定

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動をそれぞれ１波選定

（２波が同じ地震動となる場合がある）

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

又は

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

※

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

ＥＮＤ

※ 要因に対する着目点

・敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることの仮定

・大きい応力振幅及び繰返し回数が多い継続時間の長い地震動

・地盤や構造物の固有振動数と地震動の卓越振動数との関係

・岩盤内に埋設されている構造物

・第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物

・地上部と地中部で構成された構造物

・地盤の剛性が硬いことによる影響

・地盤の剛性が柔らかいことによる影響

・応答加速度による影響が大きい部位

・応答変位による影響が大きい部位

以上より，基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いた検討ケース①

（基本ケース）の結果及び②～⑥で実施した追加検討ケースの結

果において照査値が大きい傾向にあるものについて，その要因※

を考察し，さらに照査値が大きくなる可能性がある場合は，追加

検討ケースを実施

なお，検討ケース①（基本ケース）で照査値が0.5以下であっても

②～⑥の追加検討ケースにおいて照査値が著しく大きくなるもの

については同様の扱い
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（曲げ軸力照査，②－②断面，鋼製管） 

 曲げ軸力照査結果における検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下である（最大

照査値は，鋼製管，Ｓｓ－３１（Ｈ＋，Ｖ＋）及びＳｓ－３１（Ｈ－，Ｖ＋）で 0.08）。 

（せん断力照査，②－②断面，鋼製管） 

 せん断力照査結果における検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下である（最大

照査値は，鋼製管，全ての地震動で 0.001）。 

以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力，せん断力照査に対する全ての照査

値が 0.50 以下であり，かつ，曲げ軸力及びせん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査値とな

った地震動はＳｓ－３１（Ｈ＋，Ｖ＋）及びＳｓ－３１（Ｈ－，Ｖ＋）である。 

鋼製管は岩盤に埋設された構造物であり，第四期層による地盤変状の影響は少ない。 

鋼製管の照査値は，全て 0.50 以下である。以上を踏まえ，さらなる追加検討ケースは必要ない。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.07

Ｈ＋，Ｖ－ 0.07

Ｈ－，Ｖ＋ 0.07

Ｈ－，Ｖ－ 0.07

Ｓｓ－１１ 0.05

Ｓｓ－１２ 0.06

Ｓｓ－１３ 0.06

Ｓｓ－１４ 0.05

Ｓｓ－２１ 0.07

Ｓｓ－２２ 0.07

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.08 0.08 0.08 0.06 0.08 0.08

Ｈ－，Ｖ＋ 0.08

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.001

Ｈ＋，Ｖ－ 0.001

Ｈ－，Ｖ＋ 0.001

Ｈ－，Ｖ－ 0.001

Ｓｓ－１１ 0.001

Ｓｓ－１２ 0.001

Ｓｓ－１３ 0.001

Ｓｓ－１４ 0.001

Ｓｓ－２１ 0.001

Ｓｓ－２２ 0.001

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001

Ｈ－，Ｖ＋ 0.001

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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2.15 ＳＡ用海水ピット取水塔 

2.15.1 照査位置及び仕様 

（①－①断面・②－②断面，側壁（鉛直断面）） 

図 2.15－1 ＳＡ用海水ピット取水塔の照査位置図 

頂版

底版

側壁（鉛直断面）
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図 2.15－2 概略配筋図 

表 2.15－1 構造仕様（①－①断面・②－②断面（鉄筋コンクリート）） 

部位 

仕様 材料 

部材幅 

(m) 

部材高 

（m） 

コンクリート 

ｆ’ck（N/mm2） 
鉄筋 

頂版 1.000 1.500 40 SD390，SD490 

側壁 1.000 1.500 40 SD390，SD490 

底版 1.000 2.000 40 SD390，SD490 
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2.15.2 評価結果 

(1) ①－①断面（鉄筋コンクリート）

①－①断面（鉄筋コンクリート）の地震動選定フローを図 2.15－3 に示す。

鉛直断面の照査結果については，検討ケース①（基本ケース）については基準地震動の全ケー

ス（12 ケース）の結果を記載する。また，検討ケース②～⑥の照査結果については，検討ケース

①（基本ケース）において鉛直断面の照査値（鉄筋曲げ引張）及びせん断力が最大となる基準地

震動について鉛直断面照査を行い，検討ケース②～⑥で鉄筋の曲げ引張の照査値及びせん断力

が最大となる解析ケースについて照査結果を記載する。 

図 2.15－3 地震動選定フロー（①－①断面（鉄筋コンクリート）） 
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（曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮），①－①断面） 

（側壁上部（鉛直）） （側壁下部（鉛直）） 

（曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張），①－①断面） 

（側壁上部（鉛直）） （側壁下部（鉛直）） 

 曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）結果における検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50

以下である（最大照査値は，側壁下部（鉛直），Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）で 0.42）。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.23

Ｈ＋，Ｖ－ 0.23

Ｈ－，Ｖ＋ 0.25

Ｈ－，Ｖ－ 0.25 0.27 0.28 0.36 0.20 0.19

Ｓｓ－１１ 0.09

Ｓｓ－１２ 0.13

Ｓｓ－１３ 0.12

Ｓｓ－１４ 0.09

Ｓｓ－２１ 0.14

Ｓｓ－２２ 0.15

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.20

Ｈ－，Ｖ＋ 0.20
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.33

Ｈ＋，Ｖ－ 0.32

Ｈ－，Ｖ＋ 0.36

Ｈ－，Ｖ－ 0.37 0.31 0.31 0.41 0.20 0.20

Ｓｓ－１１ 0.13

Ｓｓ－１２ 0.17

Ｓｓ－１３ 0.15

Ｓｓ－１４ 0.13

Ｓｓ－２１ 0.19

Ｓｓ－２２ 0.20

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.27

Ｈ－，Ｖ＋ 0.26
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.33

Ｈ＋，Ｖ－ 0.32

Ｈ－，Ｖ＋ 0.36

Ｈ－，Ｖ－ 0.36 0.40 0.41 0.54 0.27 0.26

Ｓｓ－１１ 0.11

Ｓｓ－１２ 0.17

Ｓｓ－１３ 0.16

Ｓｓ－１４ 0.09

Ｓｓ－２１ 0.18

Ｓｓ－２２ 0.19

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.29

Ｈ－，Ｖ＋ 0.27
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.37

Ｈ＋，Ｖ－ 0.37

Ｈ－，Ｖ＋ 0.41

Ｈ－，Ｖ－ 0.42 0.36 0.36 0.49 0.22 0.21

Ｓｓ－１１ 0.12

Ｓｓ－１２ 0.17

Ｓｓ－１３ 0.16

Ｓｓ－１４ 0.11

Ｓｓ－２１ 0.19

Ｓｓ－２２ 0.21

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.30

Ｈ－，Ｖ＋ 0.28
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（せん断力照査，①－①断面） 

（側壁上部（鉛直）） （側壁下部（鉛直）） 

 せん断力照査結果における検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下である（最大

照査値は，側壁上部（鉛直），Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）並びに側壁下部（鉛直），Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ

＋，Ｖ－）及びＳｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）で 0.42）。 

以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力，せん断力照査に対する全ての照査

値が 0.50 以下であり，かつ，曲げ軸力及びせん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査値とな

った地震動はＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）及びＳｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）である。 

①－①断面は，第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物であることから，敷地に存在しな

い豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した場合の追加検討ケース

④で照査値が大きくなる結果となる傾向にある。また，大きい応答振幅で繰返し回数が多く，継続

時間が長いＳｓ－Ｄ１で照査値が大きくなる傾向がある。 

曲げ軸力照査，せん断力照査を含めた全体の最大照査値は鉄筋の曲げ軸力照査の 0.42 であり，検

討ケース④において 0.54 まで増加している。第四紀層地盤の水平方向のせん断変形の影響によると

ころが大きいものと推察されるが，他の地震動における基本ケースの照査値はＳｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ

－）と同等であり，他の地震動における検討ケース④における増加の程度も同等と考えられる。 

検討ケース④で増加した最大照査値でも 0.54 であり，許容限界に対して十分に余裕があることか

ら，追加検討ケースは実施しない。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.38

Ｈ＋，Ｖ－ 0.38

Ｈ－，Ｖ＋ 0.41

Ｈ－，Ｖ－ 0.42 0.40 0.40 0.51 0.31 0.30

Ｓｓ－１１ 0.12

Ｓｓ－１２ 0.17

Ｓｓ－１３ 0.16

Ｓｓ－１４ 0.12

Ｓｓ－２１ 0.21

Ｓｓ－２２ 0.23

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.31

Ｈ－，Ｖ＋ 0.29
Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.38

Ｈ＋，Ｖ－ 0.37

Ｈ－，Ｖ＋ 0.42

Ｈ－，Ｖ－ 0.42 0.40 0.40 0.51 0.28 0.27

Ｓｓ－１１ 0.10

Ｓｓ－１２ 0.14

Ｓｓ－１３ 0.13

Ｓｓ－１４ 0.10

Ｓｓ－２１ 0.20

Ｓｓ－２２ 0.10

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.26

Ｈ－，Ｖ＋ 0.25
Ｓｓ－３１

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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(2) ②－②断面（鉄筋コンクリート）

②－②断面（鉄筋コンクリート）の地震動選定フローを図 2.13－4 に示す。

鉛直断面の照査結果については，検討ケース①（基本ケース）については基準地震動の全ケー

ス（12 ケース）の結果を記載する。また，検討ケース②～⑥の照査結果については，検討ケース

①（基本ケース）において鉛直断面の照査値（鉄筋曲げ引張）及びせん断力が最大となる基準地

震動について鉛直断面照査を行い，検討ケース②～⑥で鉄筋の曲げ引張の照査値及びせん断力

が最大となる解析ケースについて照査結果を記載する。 

図 2.15－4 地震動選定フロー（②－②断面（鉄筋コンクリート）） 
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（曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮），②－②断面） 

（側壁上部（鉛直）） （側壁下部（鉛直）） 

（曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張），②－②断面） 

（側壁上部（鉛直）） （側壁下部（鉛直）） 

 曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）結果における検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50

以下である（最大照査値は，側壁下部（鉛直），Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）及びＳｓ－Ｄ１（Ｈ－，

Ｖ－）で 0.29）。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.18

Ｈ＋，Ｖ－ 0.18

Ｈ－，Ｖ＋ 0.18

Ｈ－，Ｖ－ 0.18 0.20 0.20 0.23 0.16 0.15

Ｓｓ－１１ 0.06

Ｓｓ－１２ 0.07

Ｓｓ－１３ 0.07

Ｓｓ－１４ 0.06

Ｓｓ－２１ 0.12

Ｓｓ－２２ 0.15

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.14

Ｈ－，Ｖ＋ 0.14
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.26

Ｈ＋，Ｖ－ 0.26

Ｈ－，Ｖ＋ 0.27

Ｈ－，Ｖ－ 0.27 0.22 0.22 0.27 0.16 0.16

Ｓｓ－１１ 0.09

Ｓｓ－１２ 0.11

Ｓｓ－１３ 0.10

Ｓｓ－１４ 0.10

Ｓｓ－２１ 0.17

Ｓｓ－２２ 0.21

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.20

Ｈ－，Ｖ＋ 0.19
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.24

Ｈ＋，Ｖ－ 0.23

Ｈ－，Ｖ＋ 0.25

Ｈ－，Ｖ－ 0.24 0.27 0.29 0.33 0.20 0.20

Ｓｓ－１１ 0.04

Ｓｓ－１２ 0.07

Ｓｓ－１３ 0.06

Ｓｓ－１４ 0.05

Ｓｓ－２１ 0.15

Ｓｓ－２２ 0.20

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.18

Ｈ－，Ｖ＋ 0.16
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.27

Ｈ＋，Ｖ－ 0.27

Ｈ－，Ｖ＋ 0.29

Ｈ－，Ｖ－ 0.29 0.24 0.25 0.30 0.17 0.16

Ｓｓ－１１ 0.05

Ｓｓ－１２ 0.09

Ｓｓ－１３ 0.08

Ｓｓ－１４ 0.07

Ｓｓ－２１ 0.16

Ｓｓ－２２ 0.22

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.20

Ｈ－，Ｖ＋ 0.18
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（せん断力照査，②－②断面） 

（側壁上部（鉛直）） （側壁下部（鉛直）） 

 せん断力照査結果における検討ケース①（基本ケース）の最大照査値は，側壁上部（鉛直）及び

側壁下部（鉛直），Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）及びＳｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）で 0.29 である。 

以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力，せん断力照査に対する全ての照査

値が 0.50 以下であり，かつ，曲げ軸力及びせん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査値とな

った地震動はＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）及びＳｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）である。 

②－②断面は，第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物であることから，敷地に存在しな

い豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した場合の追加検討ケース

④で照査値が大きくなる結果となる傾向にある。また，大きい応答振幅で繰返し回数が多く，継続

時間が長いＳｓ－Ｄ１で照査値が大きくなる傾向がある。 

②－②断面の照査値断面は，全て 0.50 以下である。以上を踏まえ，さらなる追加検討ケースは必

要ない。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.28

Ｈ＋，Ｖ－ 0.28

Ｈ－，Ｖ＋ 0.29

Ｈ－，Ｖ－ 0.29 0.29 0.30 0.34 0.24 0.23

Ｓｓ－１１ 0.08

Ｓｓ－１２ 0.10

Ｓｓ－１３ 0.10

Ｓｓ－１４ 0.09

Ｓｓ－２１ 0.19

Ｓｓ－２２ 0.23

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.21

Ｈ－，Ｖ＋ 0.20
Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.28

Ｈ＋，Ｖ－ 0.27

Ｈ－，Ｖ＋ 0.29

Ｈ－，Ｖ－ 0.29 0.27 0.28 0.33 0.21 0.21

Ｓｓ－１１ 0.07

Ｓｓ－１２ 0.09

Ｓｓ－１３ 0.09

Ｓｓ－１４ 0.08

Ｓｓ－２１ 0.17

Ｓｓ－２２ 0.22

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.18

Ｈ－，Ｖ＋ 0.17
Ｓｓ－３１

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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2.16 緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎 

緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎は，鋼管杭により支持する鉄筋コンクリート造

の構造物である。耐震評価においては鉄筋コンクリート部（底版，側壁，頂版）及び鋼管杭を

線形梁要素としてモデル化する。耐震評価における追加検討ケースの選定は鉄筋コンクリート

部及び鋼管杭をそれぞれ評価対象とする。 

2.16.1 照査位置及び仕様 

（①－①断面）

図 2.16－1 緊急時対策所用発電燃料油貯蔵タンク基礎の照査位置図 

頂版

側壁 側壁

底版

鋼管杭 鋼管杭 鋼管杭
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図 2.16－2 概略配筋図 

表 2.16－1 構造仕様（①－①断面（鉄筋コンクリート）） 

部位 

仕様 材料 

部材幅 

(m) 

部材高 

（m） 

コンクリート 

ｆ’ck（N/mm2） 
鉄筋 

底版 1.000 1.000 40 SD490 

側壁 1.000 1.000 40 SD490 

頂版 1.000 0.700 40 SD490 

表 2.16－2 構造仕様（①－①断面（鋼管杭）） 

部位 
仕様 

材料 
杭径（m） 板厚（m） 

鋼管杭 1.000 0.040 
SKK490 

SBHS500 
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2.6.2 評価結果 

(1) ①－①断面（鉄筋コンクリート）

①－①断面（鉄筋コンクリート）の地震動選定フローを図 2.16－4 に示す。

検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力，せん断力照査に対する全ての照査値が 0.50

以下であることから，曲げ軸力及びせん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査値となっ

た地震動を選定する。 

図 2.16－4 地震動選定フロー（①－①断面（鉄筋コンクリート）） 

ＳＴＡＲＴ

基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いて

解析ケース①(基本ケース)を実施

Yes

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動を１波選定

No

No

選定した地震動を用い，

②～⑥で

追加検討ケースを実施

Yes

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

せん断力又は曲げ軸力照査対象

の全部材のうち照査値0.5を超える

照査対象となる地震動を１波選定

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動をそれぞれ１波選定

（２波が同じ地震動となる場合がある）

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

又は

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

※

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

ＥＮＤ

※ 要因に対する着目点

・敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることの仮定

・大きい応力振幅及び繰返し回数が多い継続時間の長い地震動

・地盤や構造物の固有振動数と地震動の卓越振動数との関係

・岩盤内に埋設されている構造物

・第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物

・地上部と地中部で構成された構造物

・地盤の剛性が硬いことによる影響

・地盤の剛性が柔らかいことによる影響

・応答加速度による影響が大きい部位

・応答変位による影響が大きい部位

以上より，基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いた検討ケース①

（基本ケース）の結果及び②～⑥で実施した追加検討ケースの結

果において照査値が大きい傾向にあるものについて，その要因※

を考察し，さらに照査値が大きくなる可能性がある場合は，追加

検討ケースを実施

なお，検討ケース①（基本ケース）で照査値が0.5以下であっても

②～⑥の追加検討ケースにおいて照査値が著しく大きくなるもの

については同様の扱い
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（曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮），①－①断面） 

（底版） （頂版） 

（側壁） 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.16

Ｈ＋，Ｖ－ 0.15

Ｈ－，Ｖ＋ 0.16

Ｈ－，Ｖ－ 0.15

Ｓｓ－１１ 0.10

Ｓｓ－１２ 0.14

Ｓｓ－１３ 0.18

Ｓｓ－１４ 0.11

Ｓｓ－２１ 0.11

Ｓｓ－２２ 0.12

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.15

Ｈ－，Ｖ＋ 0.23 0.22 0.23 0.21 0.16 0.21

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.31

Ｈ＋，Ｖ－ 0.31

Ｈ－，Ｖ＋ 0.28

Ｈ－，Ｖ－ 0.27

Ｓｓ－１１ 0.19

Ｓｓ－１２ 0.22

Ｓｓ－１３ 0.20

Ｓｓ－１４ 0.15

Ｓｓ－２１ 0.22

Ｓｓ－２２ 0.21

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.25

Ｈ－，Ｖ＋ 0.28 0.27 0.30 0.44 0.27 0.30

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.28

Ｈ＋，Ｖ－ 0.29

Ｈ－，Ｖ＋ 0.25

Ｈ－，Ｖ－ 0.25

Ｓｓ－１１ 0.16

Ｓｓ－１２ 0.17

Ｓｓ－１３ 0.15

Ｓｓ－１４ 0.11

Ｓｓ－２１ 0.18

Ｓｓ－２２ 0.16

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.21

Ｈ－，Ｖ＋ 0.29 0.29 0.30 0.35 0.24 0.30

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース



1.11－172 

（曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張），①－①断面） 

（底版） （頂版） 

（側壁） 

 曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）結果における検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50

以下である（最大照査値は，側壁，Ｓｓ－３１（Ｈ－，Ｖ＋）で 0.36）。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.18

Ｈ＋，Ｖ－ 0.18

Ｈ－，Ｖ＋ 0.20

Ｈ－，Ｖ－ 0.21

Ｓｓ－１１ 0.11

Ｓｓ－１２ 0.27

Ｓｓ－１３ 0.26

Ｓｓ－１４ 0.15

Ｓｓ－２１ 0.15

Ｓｓ－２２ 0.15

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.23

Ｈ－，Ｖ＋ 0.30 0.32 0.30 0.37 0.19 0.30

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.24

Ｈ＋，Ｖ－ 0.26

Ｈ－，Ｖ＋ 0.26

Ｈ－，Ｖ－ 0.26

Ｓｓ－１１ 0.15

Ｓｓ－１２ 0.17

Ｓｓ－１３ 0.16

Ｓｓ－１４ 0.13

Ｓｓ－２１ 0.17

Ｓｓ－２２ 0.16

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.21

Ｈ－，Ｖ＋ 0.23 0.22 0.24 0.36 0.20 0.23

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.34

Ｈ＋，Ｖ－ 0.35

Ｈ－，Ｖ＋ 0.31

Ｈ－，Ｖ－ 0.32

Ｓｓ－１１ 0.18

Ｓｓ－１２ 0.19

Ｓｓ－１３ 0.18

Ｓｓ－１４ 0.12

Ｓｓ－２１ 0.20

Ｓｓ－２２ 0.18

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.25

Ｈ－，Ｖ＋ 0.36 0.32 0.37 0.46 0.26 0.32

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（せん断力照査，①－①断面） 

（底版） （頂版） 

（側壁） 

 せん断力照査結果における検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下である（最大

照査値は，側壁，Ｓｓ－３１（Ｈ－，Ｖ＋）で 0.41）。 

以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力，せん断力照査に対する全ての照査

値が 0.50 以下であり，かつ，曲げ軸力及びせん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査値とな

った地震動はＳｓ－３１（Ｈ－，Ｖ＋）である。 

 ①－①断面の上部構造は，第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物であることから，敷地

に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した場合の追加

検討ケース④で照査値が大きくなる結果となる傾向にある。また，地震動の継続時間が短く大振幅

の荷重の繰返し回数は少ないものの，最大振幅時の地震力が厳しい場合があるＳｓ－３１で大きく

なる傾向がある。 

 ①－①断面では，検討ケース①～⑥において顕著な増加傾向が見なられないことから，さらなる

追加検討ケースの必要はない。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.24

Ｈ＋，Ｖ－ 0.22

Ｈ－，Ｖ＋ 0.21

Ｈ－，Ｖ－ 0.19

Ｓｓ－１１ 0.20

Ｓｓ－１２ 0.23

Ｓｓ－１３ 0.28

Ｓｓ－１４ 0.19

Ｓｓ－２１ 0.17

Ｓｓ－２２ 0.18

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.22

Ｈ－，Ｖ＋ 0.30 0.32 0.31 0.24 0.20 0.27

           　 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.24

Ｈ＋，Ｖ－ 0.26

Ｈ－，Ｖ＋ 0.23

Ｈ－，Ｖ－ 0.24

Ｓｓ－１１ 0.18

Ｓｓ－１２ 0.20

Ｓｓ－１３ 0.20

Ｓｓ－１４ 0.19

Ｓｓ－２１ 0.20

Ｓｓ－２２ 0.21

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.21

Ｈ－，Ｖ＋ 0.22 0.22 0.23 0.30 0.22 0.23

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.40

Ｈ＋，Ｖ－ 0.40

Ｈ－，Ｖ＋ 0.35

Ｈ－，Ｖ－ 0.34

Ｓｓ－１１ 0.24

Ｓｓ－１２ 0.32

Ｓｓ－１３ 0.40

Ｓｓ－１４ 0.22

Ｓｓ－２１ 0.30

Ｓｓ－２２ 0.28

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.28

Ｈ－，Ｖ＋ 0.41 0.38 0.40 0.52 0.37 0.40

           　 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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 (2) ①－①断面（鋼管杭） 

①－①断面（鋼管杭）の地震動選定フローを図 2.16－5に示す。 

検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力，せん断力照査に対する全ての照査値が 0.50

以下であることから，曲げ軸力及びせん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査値となっ

た地震動を選定する。 

図 2.16－5 地震動選定フロー（①－①断面（鋼管杭）） 

ＳＴＡＲＴ

基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いて

解析ケース①(基本ケース)を実施

Yes

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動を１波選定

No

No

選定した地震動を用い，

②～⑥で

追加検討ケースを実施

Yes

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

せん断力又は曲げ軸力照査対象

の全部材のうち照査値0.5を超える

照査対象となる地震動を１波選定

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動をそれぞれ１波選定

（２波が同じ地震動となる場合がある）

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

又は

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

※

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

ＥＮＤ

※ 要因に対する着目点

・敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることの仮定

・大きい応力振幅及び繰返し回数が多い継続時間の長い地震動

・地盤や構造物の固有振動数と地震動の卓越振動数との関係

・岩盤内に埋設されている構造物

・第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物

・地上部と地中部で構成された構造物

・地盤の剛性が硬いことによる影響

・地盤の剛性が柔らかいことによる影響

・応答加速度による影響が大きい部位

・応答変位による影響が大きい部位

以上より，基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いた検討ケース①

（基本ケース）の結果及び②～⑥で実施した追加検討ケースの結

果において照査値が大きい傾向にあるものについて，その要因※

を考察し，さらに照査値が大きくなる可能性がある場合は，追加

検討ケースを実施

なお，検討ケース①（基本ケース）で照査値が0.5以下であっても

②～⑥の追加検討ケースにおいて照査値が著しく大きくなるもの

については同様の扱い
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（曲げ軸力照査，①－①断面，鋼管杭） 

（鋼管杭（左）） （鋼管杭（中）） 

（鋼管杭（右）） 

 曲げ軸力照査結果における検討ケース①（基本ケース）の最大照査値は，鋼管杭（左）及び鋼管

杭（右），Ｓｓ－３１（Ｈ－，Ｖ＋）で 0.47 である。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.30

Ｈ＋，Ｖ－ 0.30

Ｈ－，Ｖ＋ 0.30

Ｈ－，Ｖ－ 0.31

Ｓｓ－１１ 0.16

Ｓｓ－１２ 0.25

Ｓｓ－１３ 0.21

Ｓｓ－１４ 0.09

Ｓｓ－２１ 0.22

Ｓｓ－２２ 0.14

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.43

Ｈ－，Ｖ＋ 0.47 0.46 0.55 0.61 0.43 0.42

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.29

Ｈ＋，Ｖ－ 0.30

Ｈ－，Ｖ＋ 0.30

Ｈ－，Ｖ－ 0.30

Ｓｓ－１１ 0.15

Ｓｓ－１２ 0.22

Ｓｓ－１３ 0.17

Ｓｓ－１４ 0.08

Ｓｓ－２１ 0.20

Ｓｓ－２２ 0.14

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.37

Ｈ－，Ｖ＋ 0.39 0.38 0.46 0.58 0.37 0.35

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

            検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.34

Ｈ＋，Ｖ－ 0.35

Ｈ－，Ｖ＋ 0.35

Ｈ－，Ｖ－ 0.36

Ｓｓ－１１ 0.16

Ｓｓ－１２ 0.27

Ｓｓ－１３ 0.21

Ｓｓ－１４ 0.09

Ｓｓ－２１ 0.23

Ｓｓ－２２ 0.16

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.44

Ｈ－，Ｖ＋ 0.47 0.46 0.55 0.70 0.45 0.43

            検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（せん断力照査，①－①断面，鋼管杭） 

（鋼管杭（左）） （鋼管杭（中）） 

（鋼管杭（右）） 

 せん断力照査結果における検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下である（最大

照査値は，鋼管杭（右），Ｓｓ－３１（Ｈ－，Ｖ＋）で 0.18）。 

以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力照査に対する最大照査値が 0.58，せ

ん断力照査に対する全ての照査値が 0.50 以下であり，せん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい

照査値となった地震動はＳｓ－３１（Ｈ－，Ｖ＋）である。 

 ①－①断面の鋼管杭は，地盤改良体及び第四紀層の幅広い深度に埋設されており，鋼管杭の深部

は第四紀層に埋設されていることから，剛性差の生じる両者の地層境界部にせん断変形による曲げ

の影響を大きく受ける結果となる。これより，敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性によ

り強制的に液状化させることを仮定した場合の追加検討ケース④で照査値が大きくなる傾向にあ

る。また，地震動の継続時間が短く大振幅の荷重の繰返し回数は少ないものの，最大振幅時の地震

力が厳しい場合があるＳｓ－３１で照査値が大きくなる傾向にある。 

 ①－①断面では，検討ケース①～⑥において顕著な増加傾向が見なられないことから，さらなる

追加検討ケースの必要はない。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.12

Ｈ＋，Ｖ－ 0.12

Ｈ－，Ｖ＋ 0.12

Ｈ－，Ｖ－ 0.12

Ｓｓ－１１ 0.06

Ｓｓ－１２ 0.10

Ｓｓ－１３ 0.08

Ｓｓ－１４ 0.04

Ｓｓ－２１ 0.08

Ｓｓ－２２ 0.06

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.16

Ｈ－，Ｖ＋ 0.17 0.19 0.21 0.22 0.16 0.18

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

           　 検討ケース
 地震動

せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.11

Ｈ＋，Ｖ－ 0.11

Ｈ－，Ｖ＋ 0.12

Ｈ－，Ｖ－ 0.12

Ｓｓ－１１ 0.06

Ｓｓ－１２ 0.10

Ｓｓ－１３ 0.08

Ｓｓ－１４ 0.04

Ｓｓ－２１ 0.08

Ｓｓ－２２ 0.05

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.16

Ｈ－，Ｖ＋ 0.17 0.20 0.21 0.21 0.16 0.18

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

            検討ケース
 地震動

せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.12

Ｈ＋，Ｖ－ 0.12

Ｈ－，Ｖ＋ 0.12

Ｈ－，Ｖ－ 0.13

Ｓｓ－１１ 0.06

Ｓｓ－１２ 0.10

Ｓｓ－１３ 0.08

Ｓｓ－１４ 0.04

Ｓｓ－２１ 0.08

Ｓｓ－２２ 0.05

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.17

Ｈ－，Ｖ＋ 0.18 0.22 0.23 0.23 0.17 0.20

            検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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2.17 可搬型設備用軽油タンク基礎 

可搬型設備用軽油タンク基礎は，鋼管杭により支持する鉄筋コンクリート造の構造物である。

耐震評価においては鉄筋コンクリート部（底版，側壁，隔壁，頂版）及び鋼管杭を線形梁要素

としてモデル化する。耐震評価における追加検討ケースの選定は鉄筋コンクリート部及び鋼管

杭をそれぞれ評価対象とする。 

2.17.1 照査位置及び仕様 

（①－①断面） 

図 2.17－1 可搬型設備軽油タンク基礎の照査位置図 

図 2.17－2 概略配筋図 

側壁

底版

頂版

側壁隔壁

鋼管杭 鋼管杭 鋼管杭
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表 2.17－1 構造仕様（①－①断面（鉄筋コンクリート）） 

部位 

仕様 材料 

部材幅 

(m) 

部材高 

（m） 

コンクリート 

ｆ’ck（N/mm2） 
鉄筋 

底版 1.000 1.000 40 SD490 

側壁 1.000 0.800 40 SD490 

隔壁 1.000 0.800 40 SD490 

頂版 1.000 0.500 40 SD490 

表 2.17－2 構造仕様（①－①断面（鋼管杭）） 

部位 
仕様 

材料 
杭径（m） 板厚（m） 

鋼管杭 1.000 0.040 SM570 
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2.17.2  評価結果 

(1) ①－①断面（鉄筋コンクリート）

①－①断面（鉄筋コンクリート）の地震動選定フローを図 2.17－4 に示す。

検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力照査値が 0.50 より大きく，せん断照査値が

0.50 より大きいことから，曲げ軸力対象の全部材及びせん断力照査対象の全部材のうち，それ

ぞれ最も厳しい照査値となった地震動を選定する。 

図 2.17－4 地震動選定フロー（①－①断面（鉄筋コンクリート）） 

ＳＴＡＲＴ

基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いて

解析ケース①(基本ケース)を実施

Yes

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動を１波選定

No

No

選定した地震動を用い，

②～⑥で

追加検討ケースを実施

Yes

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

せん断力又は曲げ軸力照査対象

の全部材のうち照査値0.5を超える

照査対象となる地震動を１波選定

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動をそれぞれ１波選定

（２波が同じ地震動となる場合がある）

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

又は

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

※

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

ＥＮＤ

※ 要因に対する着目点

・敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることの仮定

・大きい応力振幅及び繰返し回数が多い継続時間の長い地震動

・地盤や構造物の固有振動数と地震動の卓越振動数との関係

・岩盤内に埋設されている構造物

・第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物

・地上部と地中部で構成された構造物

・地盤の剛性が硬いことによる影響

・地盤の剛性が柔らかいことによる影響

・応答加速度による影響が大きい部位

・応答変位による影響が大きい部位

以上より，基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いた検討ケース①

（基本ケース）の結果及び②～⑥で実施した追加検討ケースの結

果において照査値が大きい傾向にあるものについて，その要因※

を考察し，さらに照査値が大きくなる可能性がある場合は，追加

検討ケースを実施

なお，検討ケース①（基本ケース）で照査値が0.5以下であっても

②～⑥の追加検討ケースにおいて照査値が著しく大きくなるもの

については同様の扱い
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（曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮），①―①断面） 

（底版） （側壁） 

（隔壁） （頂版） 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.39

Ｈ＋，Ｖ－ 0.39 0.34 0.38 0.40 0.30 0.26

Ｈ－，Ｖ＋ 0.34

Ｈ－，Ｖ－ 0.35 0.40

Ｓｓ－１１ 0.20

Ｓｓ－１２ 0.20

Ｓｓ－１３ 0.20

Ｓｓ－１４ 0.15

Ｓｓ－２１ 0.20

Ｓｓ－２２ 0.26

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.30

Ｈ－，Ｖ＋ 0.30
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.33

Ｈ＋，Ｖ－ 0.33 0.30 0.32 0.30 0.28 0.25

Ｈ－，Ｖ＋ 0.29

Ｈ－，Ｖ－ 0.30 0.30

Ｓｓ－１１ 0.20

Ｓｓ－１２ 0.22

Ｓｓ－１３ 0.23

Ｓｓ－１４ 0.18

Ｓｓ－２１ 0.20

Ｓｓ－２２ 0.24

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.27

Ｈ－，Ｖ＋ 0.31
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.45

Ｈ＋，Ｖ－ 0.45 0.38 0.43 0.47 0.38 0.31

Ｈ－，Ｖ＋ 0.42

Ｈ－，Ｖ－ 0.42 0.51

Ｓｓ－１１ 0.25

Ｓｓ－１２ 0.27

Ｓｓ－１３ 0.28

Ｓｓ－１４ 0.21

Ｓｓ－２１ 0.26

Ｓｓ－２２ 0.31

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.39

Ｈ－，Ｖ＋ 0.41

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.36

Ｈ＋，Ｖ－ 0.36 0.30 0.34 0.42 0.31 0.26

Ｈ－，Ｖ＋ 0.35

Ｈ－，Ｖ－ 0.35 0.41

Ｓｓ－１１ 0.22

Ｓｓ－１２ 0.24

Ｓｓ－１３ 0.25

Ｓｓ－１４ 0.21

Ｓｓ－２１ 0.23

Ｓｓ－２２ 0.28

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.31

Ｈ－，Ｖ＋ 0.33

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ圧縮）

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張），①―①断面） 

（底版） （側壁） 

（隔壁） （頂版） 

 曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）結果における検討ケース①（基本ケース）の最大照査値は，隔

壁，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）で 0.67 である。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.55

Ｈ＋，Ｖ－ 0.54 0.49 0.51 0.63 0.38 0.35

Ｈ－，Ｖ＋ 0.62

Ｈ－，Ｖ－ 0.62 0.62

Ｓｓ－１１ 0.37

Ｓｓ－１２ 0.32

Ｓｓ－１３ 0.30

Ｓｓ－１４ 0.29

Ｓｓ－２１ 0.34

Ｓｓ－２２ 0.39

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.54

Ｈ－，Ｖ＋ 0.44
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.49

Ｈ＋，Ｖ－ 0.49 0.42 0.47 0.49 0.37 0.31

Ｈ－，Ｖ＋ 0.43

Ｈ－，Ｖ－ 0.43 0.49

Ｓｓ－１１ 0.31

Ｓｓ－１２ 0.24

Ｓｓ－１３ 0.25

Ｓｓ－１４ 0.23

Ｓｓ－２１ 0.30

Ｓｓ－２２ 0.30

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.45

Ｈ－，Ｖ＋ 0.38
Ｓｓ－３１

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.66

Ｈ＋，Ｖ－ 0.67 0.55 0.63 0.68 0.55 0.45

Ｈ－，Ｖ＋ 0.61

Ｈ－，Ｖ－ 0.61 0.76

Ｓｓ－１１ 0.35

Ｓｓ－１２ 0.37

Ｓｓ－１３ 0.38

Ｓｓ－１４ 0.28

Ｓｓ－２１ 0.36

Ｓｓ－２２ 0.45

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.57

Ｈ－，Ｖ＋ 0.61

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.35

Ｈ＋，Ｖ－ 0.35 0.30 0.34 0.45 0.29 0.24

Ｈ－，Ｖ＋ 0.38

Ｈ－，Ｖ－ 0.38 0.43

Ｓｓ－１１ 0.25

Ｓｓ－１２ 0.23

Ｓｓ－１３ 0.23

Ｓｓ－１４ 0.20

Ｓｓ－２１ 0.24

Ｓｓ－２２ 0.26

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.35

Ｈ－，Ｖ＋ 0.32

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（せん断力照査，①―①断面） 

（底版） （側壁） 

（隔壁） （頂版） 

 せん断力照査結果における検討ケース①（基本ケース）の最大照査値は，側壁，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ

＋，Ｖ＋）及びＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）で 0.59 である。 

 以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力照査に対する最大照査値が 0.67，せ

ん断力照査に対する最大照査値が 0.59 であり，かつ，曲げ軸力対象の全部材及びせん断力照査対象

の全部材のうち，それぞれ最も厳しい照査値となった地震動はＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）及びＳｓ－

Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）である。 

①－①断面の上部構造は，第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物であることから，敷地

に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した場合の追加

検討ケース④で照査値が大きくなる結果となる傾向にある。また，大きい応答振幅で繰返し回数が

多く，継続時間が長いＳｓ－Ｄ１で照査値が大きくなる傾向がある。 

よって，基本検討ケース①による底版の照査値が厳しいＳｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）に対し，照査値

の増加傾向が比較的大きい追加検討ケース④を実施する。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.38

Ｈ＋，Ｖ－ 0.39 0.34 0.37 0.43 0.30 0.27

Ｈ－，Ｖ＋ 0.33

Ｈ－，Ｖ－ 0.35 0.43

Ｓｓ－１１ 0.20

Ｓｓ－１２ 0.19

Ｓｓ－１３ 0.19

Ｓｓ－１４ 0.16

Ｓｓ－２１ 0.21

Ｓｓ－２２ 0.25

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.34

Ｈ－，Ｖ＋ 0.29
Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.59

Ｈ＋，Ｖ－ 0.59 0.53 0.58 0.59 0.51 0.48

Ｈ－，Ｖ＋ 0.52

Ｈ－，Ｖ－ 0.55 0.59

Ｓｓ－１１ 0.35

Ｓｓ－１２ 0.39

Ｓｓ－１３ 0.40

Ｓｓ－１４ 0.33

Ｓｓ－２１ 0.37

Ｓｓ－２２ 0.41

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.46

Ｈ－，Ｖ＋ 0.53
Ｓｓ－３１

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.42

Ｈ＋，Ｖ－ 0.43 0.36 0.41 0.44 0.39 0.34

Ｈ－，Ｖ＋ 0.40

Ｈ－，Ｖ－ 0.40 0.48

Ｓｓ－１１ 0.25

Ｓｓ－１２ 0.26

Ｓｓ－１３ 0.27

Ｓｓ－１４ 0.22

Ｓｓ－２１ 0.25

Ｓｓ－２２ 0.30

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.40

Ｈ－，Ｖ＋ 0.42

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.22

Ｈ＋，Ｖ－ 0.22 0.20 0.21 0.25 0.19 0.17

Ｈ－，Ｖ＋ 0.21

Ｈ－，Ｖ－ 0.22 0.25

Ｓｓ－１１ 0.17

Ｓｓ－１２ 0.17

Ｓｓ－１３ 0.18

Ｓｓ－１４ 0.16

Ｓｓ－２１ 0.16

Ｓｓ－２２ 0.18

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.19

Ｈ－，Ｖ＋ 0.20

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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(2) ①－①断面(鋼管杭)

①－①断面(鋼管杭)の地震動選定フローを図 2.17－5 に示す。

検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力，せん断力照査に対する全ての照査値が 0.50

以下であることから，曲げ軸力及びせん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査値となっ

た地震動を選定する。 

図 2.17－5 地震動選定フロー（①－①断面(鋼管杭)） 

ＳＴＡＲＴ

基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いて

解析ケース①(基本ケース)を実施

Yes

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動を１波選定

No

No

選定した地震動を用い，

②～⑥で

追加検討ケースを実施

Yes

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

せん断力又は曲げ軸力照査対象

の全部材のうち照査値0.5を超える

照査対象となる地震動を１波選定

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動をそれぞれ１波選定

（２波が同じ地震動となる場合がある）

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

又は

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

※

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

ＥＮＤ

※ 要因に対する着目点

・敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることの仮定

・大きい応力振幅及び繰返し回数が多い継続時間の長い地震動

・地盤や構造物の固有振動数と地震動の卓越振動数との関係

・岩盤内に埋設されている構造物

・第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物

・地上部と地中部で構成された構造物

・地盤の剛性が硬いことによる影響

・地盤の剛性が柔らかいことによる影響

・応答加速度による影響が大きい部位

・応答変位による影響が大きい部位

以上より，基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いた検討ケース①

（基本ケース）の結果及び②～⑥で実施した追加検討ケースの結

果において照査値が大きい傾向にあるものについて，その要因※

を考察し，さらに照査値が大きくなる可能性がある場合は，追加

検討ケースを実施

なお，検討ケース①（基本ケース）で照査値が0.5以下であっても

②～⑥の追加検討ケースにおいて照査値が著しく大きくなるもの

については同様の扱い
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（曲げ軸力照査，①―①断面） 

（鋼管杭（左）） （鋼管杭（中）） 

（鋼管杭（右）） 

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ引張）結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下

である（最大照査値は，鋼管杭(左)，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）及び鋼管杭(右)，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ

－，Ｖ－）で 0.34）。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.33

Ｈ＋，Ｖ－ 0.34 0.36 0.36 0.41 0.26 0.27

Ｈ－，Ｖ＋ 0.30

Ｈ－，Ｖ－ 0.31 0.35

Ｓｓ－１１ 0.16

Ｓｓ－１２ 0.20

Ｓｓ－１３ 0.17

Ｓｓ－１４ 0.13

Ｓｓ－２１ 0.13

Ｓｓ－２２ 0.23

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.28

Ｈ－，Ｖ＋ 0.29

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.30

Ｈ＋，Ｖ－ 0.31 0.32 0.33 0.39 0.25 0.25

Ｈ－，Ｖ＋ 0.27

Ｈ－，Ｖ－ 0.27 0.30

Ｓｓ－１１ 0.11

Ｓｓ－１２ 0.13

Ｓｓ－１３ 0.11

Ｓｓ－１４ 0.08

Ｓｓ－２１ 0.11

Ｓｓ－２２ 0.17

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.22

Ｈ－，Ｖ＋ 0.24

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.30

Ｈ＋，Ｖ－ 0.31 0.31 0.32 0.54 0.24 0.24

Ｈ－，Ｖ＋ 0.30

Ｈ－，Ｖ－ 0.34 0.47

Ｓｓ－１１ 0.13

Ｓｓ－１２ 0.20

Ｓｓ－１３ 0.20

Ｓｓ－１４ 0.16

Ｓｓ－２１ 0.16

Ｓｓ－２２ 0.16

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.27

Ｈ－，Ｖ＋ 0.28

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（せん断力照査，①―①断面） 

（鋼管杭（左）） （鋼管杭（中）） 

（鋼管杭（右）） 

せん断力照査結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下である（最大照査

値は，鋼管杭（中），Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）及びＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）及び鋼管杭(右)，Ｓｓ

－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）で 0.09）。 

以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力，せん断力照査に対する全ての照査

値が 0.50 以下であり，かつ，曲げ軸力及びせん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査値とな

った地震動はＳｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）及びＳｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）である。 

①－①断面の鋼管杭は第四紀層の幅広い深度に埋設されていることから，敷地に存在しない豊浦

標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した場合の追加検討ケース④にお

ける上部構造の変形に伴い，応答変位による曲げの影響を大きく受ける結果となる。また，大きい応

力振幅で繰返し回数が多く，継続時間が長いＳｓ－Ｄ１で照査値が大きくなる傾向にある。 

 よって，基本検討ケース①による照査値が同率で厳しいＳｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）に対し，鋼管杭

（右）における照査値の増加傾向が大きい追加検討ケース④を実施する。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.08

Ｈ＋，Ｖ－ 0.08 0.09 0.09 0.18 0.07 0.08

Ｈ－，Ｖ＋ 0.08

Ｈ－，Ｖ－ 0.08 0.14

Ｓｓ－１１ 0.03

Ｓｓ－１２ 0.04

Ｓｓ－１３ 0.04

Ｓｓ－１４ 0.03

Ｓｓ－２１ 0.03

Ｓｓ－２２ 0.04

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.07

Ｈ－，Ｖ＋ 0.07

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.09

Ｈ＋，Ｖ－ 0.09 0.11 0.10 0.16 0.07 0.08

Ｈ－，Ｖ＋ 0.08

Ｈ－，Ｖ－ 0.08 0.12

Ｓｓ－１１ 0.04

Ｓｓ－１２ 0.04

Ｓｓ－１３ 0.03

Ｓｓ－１４ 0.02

Ｓｓ－２１ 0.03

Ｓｓ－２２ 0.05

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.07

Ｈ－，Ｖ＋ 0.07

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.09

Ｈ＋，Ｖ－ 0.08 0.09 0.09 0.18 0.07 0.08

Ｈ－，Ｖ＋ 0.07

Ｈ－，Ｖ－ 0.07 0.13

Ｓｓ－１１ 0.04

Ｓｓ－１２ 0.05

Ｓｓ－１３ 0.05

Ｓｓ－１４ 0.04

Ｓｓ－２１ 0.04

Ｓｓ－２２ 0.04

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.07

Ｈ－，Ｖ＋ 0.06

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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2.18 土留鋼管矢板 

土留鋼管矢板は，鋼管矢板のみで構成される構造である。耐震評価においては鋼管矢板を線

形梁要素としてモデル化する。耐震評価における追加検討ケース選定は鋼管矢板を評価対象と

する。 

2.18.1 照査位置及び仕様 

図 2.18－1 土留鋼管矢板の照査位置図 

表 2.18－1 構造仕様 

断面 

土留鋼管矢板(北側) 土留鋼管矢板(南側) 

径 

(㎜) 

板厚 

(㎜) 

径 

(㎜) 

板厚 

(㎜) 

ＮＳ－１ 2000 
25 

（SKY490） 
2000 

40 

（SM570） 
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2.18.2  評価結果 

(1) ＮＳ－１（南側）断面

ＮＳ－１（南側）断面の地震動選定フローを図 2.18－2に示す。

検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力照査値が 0.50 より大きく，せん断力照査値が

0.50 以下であることから，曲げ軸力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査値となった地震動を

選定する。 

図 2.18－2 地震動選定フロー（ＮＳ－１（南側）断面） 

ＳＴＡＲＴ

基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いて

解析ケース①(基本ケース)を実施

Yes

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動を１波選定

No

No

選定した地震動を用い，

②～⑥で

追加検討ケースを実施

Yes

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

せん断力又は曲げ軸力照査対象

の全部材のうち照査値0.5を超える

照査対象となる地震動を１波選定

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動をそれぞれ１波選定

（２波が同じ地震動となる場合がある）

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

又は

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

※

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

ＥＮＤ

※ 要因に対する着目点

・敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることの仮定

・大きい応力振幅及び繰返し回数が多い継続時間の長い地震動

・地盤や構造物の固有振動数と地震動の卓越振動数との関係

・岩盤内に埋設されている構造物

・第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物

・地上部と地中部で構成された構造物

・地盤の剛性が硬いことによる影響

・地盤の剛性が柔らかいことによる影響

・応答加速度による影響が大きい部位

・応答変位による影響が大きい部位

以上より，基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いた検討ケース①

（基本ケース）の結果及び②～⑥で実施した追加検討ケースの結

果において照査値が大きい傾向にあるものについて，その要因※

を考察し，さらに照査値が大きくなる可能性がある場合は，追加

検討ケースを実施

なお，検討ケース①（基本ケース）で照査値が0.5以下であっても

②～⑥の追加検討ケースにおいて照査値が著しく大きくなるもの

については同様の扱い
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（曲げ軸力照査，ＮＳ－１（南側）断面，土留鋼管矢板） 

曲げ軸力照査結果における検討ケース①（基本ケース）の最大照査値は，土留鋼管矢板，Ｓｓ－

Ｄ１（Ｈ－，Ｖ＋）及びＳｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）で 0.55 である。 

（せん断力照査，ＮＳ－１（南側）断面，土留鋼管矢板） 

せん断力照査結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下である（最大照査

値は，土留鋼管矢板，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）で 0.17）。 

以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力照査に対する最大照査値が 0.55，せ

ん断力照査に対する全ての照査値が 0.50 以下であり，かつ，曲げ軸力照査対象の全部材のうち最も

厳しい照査値となった地震動はＳｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ＋）及びＳｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）である。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.50

Ｈ＋，Ｖ－ 0.50

Ｈ－，Ｖ＋ 0.55 0.55 0.55 0.68 0.62 0.60

Ｈ－，Ｖ－ 0.55 0.68

Ｓｓ－１１ 0.45

Ｓｓ－１２ 0.47

Ｓｓ－１３ 0.43

Ｓｓ－１４ 0.36

Ｓｓ－２１ 0.48

Ｓｓ－２２ 0.43 0.44

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.47

Ｈ－，Ｖ＋ 0.45

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査

Ｓｓ－Ｄ１

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.15

Ｈ＋，Ｖ－ 0.16

Ｈ－，Ｖ＋ 0.16 0.15 0.17 0.20 0.15 0.15

Ｈ－，Ｖ－ 0.17 0.19

Ｓｓ－１１ 0.13

Ｓｓ－１２ 0.14

Ｓｓ－１３ 0.12

Ｓｓ－１４ 0.10

Ｓｓ－２１ 0.14

Ｓｓ－２２ 0.12 0.13

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.14

Ｈ－，Ｖ＋ 0.14

せん断力照査

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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土留鋼管矢板は，第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物であることに加え，海底面から

突出した部分において，背後の捨石マウンド及び第四紀層による土圧を受ける構造物である。土留

鋼管矢板（南側）においては，特に第四紀層については，敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強

度特性により強制的に液状化させることを仮定した場合の追加検討ケース④で厳しい結果となる傾

向にある。また，大きい応力振幅で繰返し回数が多く，継続時間が長いＳｓ－Ｄ１で照査値が大き

くなる傾向にある。 

よって，検討ケース①（基本ケース）による照査値が同率で最も厳しいＳｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ

－）に対し，追加検討ケース④を実施する必要があると考えられる。 
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(1) ＮＳ－１（北側）断面

ＮＳ－１（北側）断面の地震動選定フローを図 2.18－3に示す。

検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力照査値が 0.50 より大きく，せん断力照査値が

0.50 以下であることから，曲げ軸力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査値となった地震動を

選定する。 

図 2.18－3 地震動選定フロー（ＮＳ－１（北側）断面） 

ＳＴＡＲＴ

基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いて

解析ケース①(基本ケース)を実施

Yes

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動を１波選定

No

No

選定した地震動を用い，

②～⑥で

追加検討ケースを実施

Yes

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

せん断力又は曲げ軸力照査対象

の全部材のうち照査値0.5を超える

照査対象となる地震動を１波選定

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動をそれぞれ１波選定

（２波が同じ地震動となる場合がある）

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値≦0.5

又は

せん断力の照査値≦0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

※

検討ケース①

（基本ケース）を用いた

全地震動に対する照査値が

せん断力の照査値＞0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5

ＥＮＤ

※ 要因に対する着目点

・敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることの仮定

・大きい応力振幅及び繰返し回数が多い継続時間の長い地震動

・地盤や構造物の固有振動数と地震動の卓越振動数との関係

・岩盤内に埋設されている構造物

・第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物

・地上部と地中部で構成された構造物

・地盤の剛性が硬いことによる影響

・地盤の剛性が柔らかいことによる影響

・応答加速度による影響が大きい部位

・応答変位による影響が大きい部位

以上より，基準地震動Ｓｓ全波（１２波）を用いた検討ケース①

（基本ケース）の結果及び②～⑥で実施した追加検討ケースの結

果において照査値が大きい傾向にあるものについて，その要因※

を考察し，さらに照査値が大きくなる可能性がある場合は，追加

検討ケースを実施

なお，検討ケース①（基本ケース）で照査値が0.5以下であっても

②～⑥の追加検討ケースにおいて照査値が著しく大きくなるもの

については同様の扱い
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（曲げ軸力照査，ＮＳ－１（北側）断面，土留鋼管矢板） 

曲げ軸力照査結果における検討ケース①（基本ケース）の最大照査値は，土留鋼管矢板，Ｓｓ－

Ｄ１（Ｈ－，Ｖ＋）及びＳｓ－２２で 0.65 である。 

（せん断力照査，ＮＳ－１（北側）断面，土留鋼管矢板） 

せん断力照査結果は，検討ケース①（基本ケース）の全ての照査値が 0.50 以下である（最大照査

値は，土留鋼管矢板，Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）で 0.32）。 

以上より, 検討ケース①（基本ケース）において，曲げ軸力照査に対する最大照査値が 0.65，せ

ん断力照査に対する全ての照査値が 0.50 以下であり，かつ，曲げ軸力照査対象の全部材のうち最も

厳しい照査値となった地震動はＳｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ＋）及びＳｓ－２２である。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.60

Ｈ＋，Ｖ－ 0.61

Ｈ－，Ｖ＋ 0.65 0.61 0.69 0.57 0.50 0.48

Ｈ－，Ｖ－ 0.64 0.55

Ｓｓ－１１ 0.57

Ｓｓ－１２ 0.55

Ｓｓ－１３ 0.51

Ｓｓ－１４ 0.45

Ｓｓ－２１ 0.62

Ｓｓ－２２ 0.65 0.71

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.44

Ｈ－，Ｖ＋ 0.40

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

曲げ軸力照査

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.30

Ｈ＋，Ｖ－ 0.30

Ｈ－，Ｖ＋ 0.31 0.32 0.29 0.32 0.18 0.16

Ｈ－，Ｖ－ 0.32 0.32

Ｓｓ－１１ 0.12

Ｓｓ－１２ 0.28

Ｓｓ－１３ 0.23

Ｓｓ－１４ 0.11

Ｓｓ－２１ 0.15

Ｓｓ－２２ 0.18 0.16

Ｈ＋，Ｖ＋ 0.14

Ｈ－，Ｖ＋ 0.17

Ｓｓ－Ｄ１

 検討ケース
 地震動

せん断力照査

Ｓｓ－３１

※ 検討ケース

①： 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース(基本ケース) ④： 敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース ⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

③： 地盤物性のばらつきを考慮（－１σ）した解析ケース ⑥： 地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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土留鋼管矢板は，第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物であることに加え，海底面から

突出した部分において，背後の捨石マウンド及び第四紀層による土圧を受ける構造物である。土留

鋼管矢板（北側）においては，特に背後の捨石マウンド及び第四紀層による土圧の増大の影響を大

きく受けるため，地盤の剛性が柔らかい追加検討ケース③で厳しい結果となる傾向にある。また，

地盤の剛性が柔らかく，ひずみや変形が生じる傾向にあるＳｓ－Ｄ１に加え，応答加速度が大きい

Ｓｓ－２２で照査値が大きくなる傾向にある。 

よって，検討ケース①（基本ケース）による照査値が同率で最も厳しいＳｓ－２２に対し，追加

検討ケース③を実施する。 
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1.12 基礎地盤の引抜きに対する支持性能評価について 

1. 杭基礎の支持力評価方針

(1) 押込み力に対する杭基礎の支持力評価方法

添付書類「Ⅴ-2-1-3 地盤の支持性能に係る基本方針」より，杭基礎の押込み力に対す

る支持力評価において，原地盤の地盤物性を考慮した耐震設計で保守的に配慮した支持

力評価を行う場合，及び豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させること

を仮定した耐震設計を行う場合は，第四系の杭周面摩擦力を支持力として考慮せず，杭先

端の支持岩盤への接地圧に対する支持力評価を行うことを基本とする。ただし，杭を根入

れした岩盤及び岩着している地盤改良体とその上方の非液状化層が連続している場合は，

その杭周面摩擦力を支持力として考慮する。 

図 1に上記支持力評価の概要を示す。

図 1 押込み力に対する杭基礎の支持力評価

（押込み力に対し杭周面摩擦力を支持力として考慮しない場合）

新第三系

第四系

上部構造

杭先端→

qd

杭先端の鉛直力度（接地圧）
• 上記鉛直力度は，岩盤要素（平面ひずみ状態）から単位面積あたりの作用

力として出力される。

杭先端の極限支持力
• 杭先端の極限支持力度について， 各工法に応じた杭の支持力算定式に基

づき算定する。

• 杭周面摩擦力は支持力として考慮しない。

• 上記極限支持力は，単位面積あたりの抵抗力として算定される。

qd qd

杭先端の拡大図

σv σv σv

対比
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(2) 引抜き力に対する杭基礎の支持力評価方法

杭基礎の引抜き力に対する支持力評価において，原地盤の地盤物性を考慮した耐震設

計で保守的に配慮した支持力評価を行う場合，及び豊浦標準砂の液状化強度特性により

強制的に液状化させることを仮定した耐震設計を行う場合は，第四系の杭周面摩擦力を

支持力として考慮せず，新第三系（久米層）の杭周面摩擦力により算定される極限支持力

を考慮することを基本とする。

図 2 引抜き力に対する杭基礎の支持力評価

（引抜き力に対し第四系の杭周面摩擦力を支持力として考慮しない場合） 

ただし，杭周面地盤に地盤改良体がある場合は，その杭周面摩擦力を支持力として考

慮する。 

図 3 引抜き力に対する杭基礎の支持力評価

（引抜き力に対し地盤改良体の杭周面摩擦力を支持力として考慮する場合） 

第四系

新第三系

上部構造

杭頭付近の発生引抜き力
• 全抵抗力（杭周面摩擦力）に対応する外力の作用位置として杭頭付近に

発生する最大発生引抜き力を用いる。

↑周面摩擦力
（引抜きに対する抵抗力）

極限支持力
• 新第三系による杭周面摩擦力を合算した極限支持力を算定する。

対比

第四系

新第三系

上部構造

杭頭付近の発生引抜き力
• 全抵抗力（杭周面摩擦力）に対応する外力の作用位置として杭頭付近に発

生する最大発生引抜き力を用いる。

極限支持力
• 地盤改良体等による杭周面摩擦力を合算した極限支持力を算定する。

対比

地盤改良体

←周面摩擦力
（引抜きに対する抵抗力）
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2. 杭基礎の支持力評価方針

防潮扉２の基礎地盤の支持力に対する評価の結果より，接地圧が最大となる解析ケー

スにおいて引抜き力がほぼ最大となっている。

従って，引抜き力に対する支持力評価については，接地圧が最大となる解析ケースに

おけるケースを対象に実施し，最大引抜き力が，極限支持力に対し十分に下回ることを

確認する。 

3. 耐震性評価結果

基礎地盤の引抜きに対する支持性能評価結果を表 2.1 に示す。

評価結果より，対象となる全ての構造物の基礎地盤は，対象とした解析ケースにおける

最大引抜力が許容限界を十分に下回っていることを確認した。

表 2.1 基礎地盤の引抜きに対する支持性能評価結果 

項目 

構造物名 

最大 

引抜力 

（kN） 

極限 

支持力 

（kN） 

解析 

ケース

取水構造物 2996 5931＊ 
①Ｓｓ－Ｄ１

（Ｈ＋，Ｖ－）

屋外二重管  148 1941＊ 
④Ｓｓ－Ｄ１

（Ｈ＋，Ｖ－）

常設代替高圧電源装置用カルバート 

（カルバート部）
 728 3764＊ 

④Ｓｓ－Ｄ１

（Ｈ－，Ｖ－）

緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎  932 7623＊ 
①Ｓｓ－Ｄ１

（Ｈ＋，Ｖ－）

可搬型設備用軽油タンク基礎 1536 9069＊ 
④Ｓｓ－Ｄ１

（Ｈ＋，Ｖ－）

鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁 全圧縮 － － 

構内排水路逆流防止設備 出口側集水桝 

（鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁） 
643 960 

①Ｓs－Ｄ１

（Ｈ－，Ｖ＋）

注記 ＊：杭周面地盤に地盤改良体がある場合は，その杭周面摩擦力を支持力として考慮す

る。（添付書類「Ⅴ-2-1-3 地盤の支持性能に係る基本方針」より） 
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1. 設備評価用床応答曲線と各構造物の加速度床応答

屋外重要土木構造物に上載される機器・配管系に対する加速度応答は，設備評価用床応答曲線

に包絡される。 

その確認結果を以下に示す。 
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2. 確認結果

2.1 屋外二重管

（１）屋外二重管（杭基礎部その１）

第 2－1－1図 構造物の水平加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図

（屋外二重管（杭基礎その１（Ｎ－Ｓ断面），管底部）） 

第 2－1－2図 構造物の鉛直加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（屋外二重管（杭基礎その１（Ｎ－Ｓ断面），管底部）） 
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（２）屋外二重管（杭基礎部その２）

第 2－1－3図 構造物の水平加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（屋外二重管（杭基礎その２（Ｎ－Ｓ断面），管底部）） 

第 2－1－4図 構造物の鉛直加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（屋外二重管（杭基礎その２（Ｎ－Ｓ断面），管底部）） 
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（３）屋外二重管（地盤改良基礎部）

第 2－1－5図 構造物の水平加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（屋外二重管（地盤改良基礎部Ｎ－Ｓ断面，管底部）） 

第 2－1－3図 構造物の鉛直加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（屋外二重管（地盤改良基礎部Ｎ－Ｓ断面，管底部）） 
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2.2 緊急用海水ポンプピット

（１）緊急用海水ポンプピット（Ｅ－Ｗ断面）

第 2－2－1図 構造物の水平加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（緊急用海水ポンプピット（Ｅ－Ｗ断面，ポンプ設置位置）） 

第 2－2－2図 構造物の鉛直加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（緊急用海水ポンプピット（Ｅ－Ｗ断面，ポンプ設置位置）） 
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（２）緊急用海水ポンプピット（Ｎ－Ｓ断面） 

 

第 2－2－3図 構造物の水平加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（緊急用海水ポンプピット（Ｎ－Ｓ断面，ポンプ設置位置）） 

 

第 2－2－4図 構造物の鉛直加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（緊急用海水ポンプピット（Ｎ－Ｓ断面，ポンプ設置位置）） 
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2.3 取水構造物 
（１）取水構造物（Ｎ－Ｓ断面） 

 

第 2－3－1図 構造物の水平加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（取水構造物（Ｎ－Ｓ断面，ポンプ設置位置）） 

 

第 2－3－2図 構造物の鉛直加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（取水構造物（Ｎ－Ｓ断面，ポンプ設置位置）） 
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2.4 常設代替高圧電源装置置場 

（１）常設代替高圧電源装置置場（Ｅ－Ｗ断面） 

 

第 2－4－1図 構造物の水平加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（常設代替高圧電源装置置場（Ｅ－Ｗ断面，１Ｆ電源車設置位置）） 

 

第 2－4－2図 構造物の鉛直加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（常設代替高圧電源装置置場（Ｅ－Ｗ断面，１Ｆ電源車設置位置）） 
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（２）常設代替高圧電源装置置場（Ｎ－Ｓ断面） 

 

第 2－4－3図 構造物の水平加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（常設代替高圧電源装置置場（Ｎ－Ｓ断面，Ｂ１Ｆ油タンク設置位置）） 

  
第 2－4－4図 構造物の鉛直加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（常設代替高圧電源装置置場（Ｎ－Ｓ断面，Ｂ１Ｆ油タンク設置位置）） 
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（３）常設代替高圧電源装置用カルバート（トンネル部，Ｅ－Ｗ断面） 

 

第 2－4－5図 構造物の水平加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（常設代替高圧電源装置用カルバート（トンネル部）（Ｅ－Ｗ断面，底版位置）） 

 

第 2－4－6図 構造物の鉛直加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（常設代替高圧電源装置用カルバート（トンネル部）（Ｅ－Ｗ断面，底版位置）） 
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（４）常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑部，Ｅ－Ｗ断面） 

 

第 2－4－7図 構造物の水平加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑部）（Ｅ－Ｗ断面，管設置位置）） 

 

第 2－4－8図 構造物の水平加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑部）（Ｅ－Ｗ断面，管設置位置）） 
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（５）常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑部，Ｎ－Ｓ断面） 

 

第 2－4－9図 構造物の水平加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑部）（Ｎ－Ｓ断面，管設置位置）） 

 

第 2－4－10 図 構造物の鉛直加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑部）（Ｎ－Ｓ断面，管設置位置）） 
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（６）常設代替高圧電源装置用カルバート（カルバート部，Ｎ－Ｓ断面） 

 

第 2－4－11 図 構造物の水平加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（常設代替高圧電源装置用カルバート（カルバート部）（Ｎ－Ｓ断面，管設置位置）） 

 

第 2－4－12 図 構造物の鉛直加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（常設代替高圧電源装置用カルバート（カルバート部）（Ｎ－Ｓ断面，管設置位置）） 
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2.5 格納容器圧力逃がし装置用配管カルバート 

 
第 2－5－1図 構造物の水平加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（格納容器圧力逃がし装置用配管カルバート（Ｅ－Ｗ断面，管設置位置） 

 
第 2－5－2図 構造物の鉛直加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（格納容器圧力逃がし装置用配管カルバート（Ｅ－Ｗ断面，管設置位置） 
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2.6 可搬型設備用軽油タンク基礎 

（１）可搬型設備用軽油タンク基礎（Ｎ－Ｓ断面） 

 
第 2－6－1図 構造物の水平加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（可搬型設備用軽油タンク基礎（Ｎ－Ｓ断面，タンク設置位置） 

 
第 2－6－2図 構造物の鉛直加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（可搬型設備用軽油タンク基礎（Ｎ－Ｓ断面，タンク設置位置） 
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（２）可搬型設備用軽油タンク基礎（Ｅ－Ｗ断面） 

 
第 2－6－3図 構造物の水平加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（可搬型設備用軽油タンク基礎（Ｅ－Ｗ断面，タンク設置位置）） 

 
第 2－6－4図 構造物の鉛直加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（可搬型設備用軽油タンク基礎（Ｅ－Ｗ断面，タンク設置位置）） 
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2.7 緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎 

（１）緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎（Ｎ－Ｓ断面） 

 

第 2－7－1図 構造物の水平加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎（Ｎ－Ｓ断面，タンク設置位置）） 

 

第 2－7－2図 構造物の鉛直加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎（Ｎ－Ｓ断面，タンク設置位置）） 
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（２）緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎（Ｅ－Ｗ断面） 

 

第 2－7－3図 構造物の水平加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎（Ｅ－Ｗ断面，タンク設置位置）） 

 
第 2－7－4図 構造物の鉛直加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎（Ｅ－Ｗ断面，タンク設置位置）） 
  

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

0.01 0.1 1 10

加
速
度
（

c
m/
s
2 ）

周期（s）

h=0.02

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

14000

0.01 0.1 1 10

加
速

度
（

c
m/

s
2 ）

周期（s）

h=0.02

機器・配管系の固有周期帯 

（剛～0.10s） 



1.13－19 

2.8 常設低圧代替注水系ポンプ室 

（１）常設低圧代替注水系ポンプ室（Ｎ－Ｓ断面） 

 

第 2－8－1図 構造物の水平加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（常設低圧代替注水系ポンプ室（Ｎ－Ｓ断面，ポンプ設置位置）） 

 
第 2－8－2図 構造物の鉛直加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（常設低圧代替注水系ポンプ室（Ｎ－Ｓ断面，ポンプ設置位置）） 
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（２）常設低圧代替注水系ポンプ室（Ｅ－Ｗ断面） 

 

第 2－8－3図 構造物の水平加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（常設低圧代替注水系ポンプ室（Ｅ－Ｗ断面，ポンプ設置位置）） 

 
第 2－8－4図 構造物の鉛直加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（常設低圧代替注水系ポンプ室（Ｅ－Ｗ断面，ポンプ設置位置）） 
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2.9 代替淡水貯槽 

（１）代替淡水貯槽（Ｎ－Ｓ断面） 

 
第 2－9－1図 構造物の鉛直加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（代替淡水貯槽（Ｎ－Ｓ断面，蓋設置位置）） 

（２）代替淡水貯槽（Ｅ－Ｗ断面） 

 
第 2－9－2図 構造物の鉛直加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（代替淡水貯槽（Ｅ－Ｗ断面，蓋設置位置））  
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2.10 常設低圧代替注水系配管カルバート 

 

第 2－10－1 図 構造物の水平加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（常設低圧代替注水系配管カルバート（Ｅ－Ｗ断面，管設置位置）） 

 
第 2－10－2 図 構造物の鉛直加速度応答と設備評価用床応答曲線の関係図 

（常設低圧代替注水系配管カルバート（Ｅ－Ｗ断面，管設置位置）） 
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